アメリカにおける雇用関係終了後の競業禁止特約に関する研究 : 判例法理の展開を中心に by 樫原 義比古 & Yoshihiko Kashihara
1 
 
 アメリカにおける雇用関係終了後の競業禁止特約
に関する
研究
 
ー判例法理の展開を中心にー
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
  
 
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
樫原義比古
 
著
 
 
 
 
  
 
  
 
  
  
目
 
次
 
 
 
  
序
 
章
 
アメリカにおける雇用関係終了後の競業禁止特約
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
一
 
問題の所在
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
二
 
本研究の目的
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
三
 
研究の具体的対象領域
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
四
 
本研究の構成
 
第一章
 
雇用関係の終了後の競業禁止特約
 
ー英米における競争制限の法的規制の歴史的背景を中心にー
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
一
 
はじめに
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
二
 
アメリカにおける法源と起源
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１
 
二つの法源
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２
 
 コモン・ロー上の起源
 
31  30  30  28   27  21  15  13  10  9 
2 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
三
 
イギリスにおける雇用関係の終了後の競争制限についての初期のコモン・ロー
 
上の取り扱い
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
四
 
アメリカにおけるシャーマン（反トラスト）法
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
五
 
州のコモン・ロー上の取り扱い
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
六
 
おわりに
 
第二章
 
企業の営業上の秘密保護と競業避止契約
 
ーイギリスにおけるガーデン・リーヴの法理をめぐってー
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
一
 
はじめに
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
二
 
イギリスにおけるガーデン・ ーヴの法理の展開
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１
 
ガーデン・リーヴの法理
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（１）
 
ガーデン・リーヴの概念の萌芽
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）
 
ガーデン・リーヴの法理の裁判上の承認
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２
 
 裁判例の変化
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３
 
 ガーデン・リーヴの法理の最近の動向
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
三
 
結びに代えて
 
第三章
 
企業の営業秘密の保護と競業避止契約
 
ーアメリカの競業禁止条項とイギリスのガーデン・リーヴ条項の比較をめぐってー
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
一
 
はじめに
 
 
74    73    67  65  63  61  59  59  59  58    57    48  45  43    31 
3 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
二
 
アメリカの競業禁止条項によるトレード・シークレットの保護
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１
 
問題検討の背景
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２
 
アメリカの競業禁止条項
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３
 
 競業禁止条項に対する疑義
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４
 
 競業禁止条項の履行強制についての判断基準
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５
 
 競業禁止条項をめぐる裁判例の不統一と不確実性の増大
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
三
 
イギリスのガーデン・リーヴの法理の歴史的展開
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１
 
問題検討の背景
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２
 
 イギリスの競業禁止条項
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３
 
 イギリスのガーデン・リーヴ 判例法理の展開
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（１）
 
ガーデン
・リーヴという概念の起源
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）
 
ガーデン・リーヴという概念の司法上の承認
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）
 裁判例の変化
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）
 判例法理の最近の動き
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
四
 
競業禁止条項とガーデン・リーヴ条項の比較検討
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１
 
競業禁止条項とガーデン・リーヴ条項
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２
 
ガーデン・リーヴ条項の擁護論
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
五
 
結びに代えて
 
 
 
 
  
102  98  97  97  95  93  91  89  89  87  85  85  83  82  80  78  77  77 
4 
 
第四章
 
アメリカにおける被用者引抜き禁止契約の強制可能性
 
ーケンタッキー州の裁判例を中心にー
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
一
 
はじめに
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
二
 
被用者引抜き禁止契約
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１
 
競争制限的特約の裁判上の強制
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２
 
被用者引抜き禁止契約と競業禁止契約との関係
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３
 
 被用者引抜き禁止特約の締結理由
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４
 
 引抜き禁止契約の違反
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
三
 
ケンタッキー州裁判所の引抜き禁止契約の解釈
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
四
 
ケンタッキー州以外の裁判所の の解釈
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１
 
ヴァージニア州
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２
 
ルイジアナ州
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３
 
カリフォルニア
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４
 
オハイオ州
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５
 
フロリダ州
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
五
 
ケンタッキー州の引抜き禁止契約の強制可能性
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１
 
契約書の起案について
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２
 
ケンタッキー州裁判所以外の諸州裁判所からの示唆
 
134 132 132 131 130 129 127 126 126 122 121 120 118 117 117 116    115 
5 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３
 
合理性について
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４
 
約因について
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５
 
司法による修正について
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
六
 
結びに代えて
 
第五章
 
被用者の解雇と競業禁止条項の強制可能性
 
ーアメリカにおける判例法理の展開を中心にー
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
一
 
はじめに
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
二
 
被用者解雇の場合の競業禁止条項の強制可能性をめぐる裁判例
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１
 
問題検討の背景
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２
 
 裁判例からみた類型分け
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
三
 
裁判例の検討
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
四
 
おわりに
 
第六章
 
企業の営業秘密の保護と競業禁止契約
 
ーアメリカにおける不可避的開示の法理をめぐってー
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
一
 
はじめに
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
二
 
トレード・シークレット法と不可避的開示の法理
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１
 
人的経営資源の重要性と人材の流動化
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２
 
 トレード・シークレットの保護と競業禁止契約の役割
 
170 168 168 164   163    158 154 150 149 149 148   147   138 137 136 135  
6 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３
 
 トレード・シークレット法の概観
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
三
 
トレード・シークレットの不正行為とその救済
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１
 
トレード・シークレットの使用、開示
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２
 
 トレード・シークレットの不可避的開示の法理
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
四
 
不可避的開示の法理に関する裁判例
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１
 
ペプシコ社事件判決以前
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２
 
 ペプシコ社対レドモン 事件
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３
 
 ペプシコ社事件判決以後の不可避的開示 法理の展
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
五
 
競業禁止契約がない場合の不可避的開示の法理の適用
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
六
 
おわりに
 
第七章
 
雇用関係終了後の競業禁止特約の再検討
 
ーアメリカにおける被用者の移動ルールの
効用をめぐる議論を手がかりにー
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
一
 
はじめに
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
二
 
被用者の移動ルールの効用をめぐる議論
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
三
 
被用者の移動の法的枠組み
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１
 
競業禁止特約について
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２
 
 引抜き禁止特約について
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３
 
 競業の準備行為について
 
231 230 225 224 219 216   215   198 193 192 184 181 180 177 175 175 172 
 
7 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４
 
 不可避的開示の法理について
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５
 
 トレード・シークレット の主張の変更について
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
６
 
 訴訟戦術と訴訟手続上の要件について
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
四
 
競業禁止特約の検討課題
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
五
 
結びに代えて
 
第八章
 
結論
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
一
 
はじめに
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１
 
アメリカの競業禁止特約をめぐる判例法理からの示唆
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２
 
再考
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
二
 
 競業禁止特約の有効性判断における営業秘密
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１
 
不正競争防止法のもとでも認められる場合
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２
 
 使用者と被用者との間
で創設される場合
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
三
 
競業禁止特約の有効性判断における被用者の知識・情報の有用性
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
四
 
 競業禁止特約の有効性判断における専門的知見 活用
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
五
 
 おわりに
 
第九章
 
補論
 
アメリカにおけるスポーツ代理人に対する競業禁止の契約的合意の強制可能性
 
ープロスポーツ選手の代理人選任の自由をめぐってー
 
 
 
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 一
 
はじめに
 
266   265   261 260 259 259 256 256 255 254 254 253 241 240 237 235 233 
8 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
二
 
 スポーツ代理人間の競争と代理人業界の合併・統合
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
三
 
雇用関係終
了後の競業禁止の契約的合意ースタインバーグ対ダン事件
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
四
 
 
 おわりに
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
275 269 267 
9 
 
 
アメリカにおける雇用関係終了後の競業禁止特約
 
 
樫
 
原
 
義比古
 
 
 
 
 
 
目
 
次
 
一
 
問題の所在
 
二
 
本研究の目的
 
三
 
研究の具体的対象領域
 
四
 
本研究の構成
 
     
序
 
章
 
 
10 
 
 
一
 
問題の所在
 
 
 近年、技術革新が急速に進展する中、高度先端技術（ハイ・テクノロジー）の分野において、互いに競い合う会社の数
が増えるにつれて、技術的知識・情報、市場や顧客についての知識・情報を持つ被用者の労働市場での価値は高まっている。しかし、その一方で、企業等で働く、こうした技術等の知識・情報を持つ優れた人財が退職し、国内外を問わず、同業他社に転職 たり、あるいは同 他社を起ち上げるという機会も、ますます増えている。その結果として、使用者 、会社の有する最も価値のある資産とされる「営業秘密（トレード・シークレット） 」を適切に保護する必要性がますます高まっている
(1)。
 
大手企業であるか、中小企業であるかを問わず、企業には事業を展開するうえにおいて社内に様々な営業上の秘密が内
在している。なかでも、企業の保有する「営業秘密」は、特許権、著作権および商標権等とともに、知的財産権 一つとして、企業の競争力や持続的発展にとって重要な源泉となっている。しかし、被用者の転職あるいは起業に伴って、 「営業秘密」の漏洩・流出が問題となってき 。こうした被用者 の人を介しての「営業秘密」の漏洩・流出のリスクに対処するために、使用者は、在職中あ いは退職時 被用者が職務上知り得た秘密を漏洩しない義務を定める秘密保 特約
(2)や、これを実質的に担保するために使用者と競業する会社に転職あるいは起業しない義務を定める競業禁止特約を締
結すること等によって、その対策を講じてきたところである。
 
こうした競業禁止特約により、被用者は、使用者との雇用契約が終了した後 も、同業他社への転職あ いは同業他
の起業という形で、元の使用者と競争関係に入ることを抑制しなければ らない。その結果と て、革新に意欲的な被用者は、同 他社への転職あるいは同業他社の起業に制限が加わる。
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もとより、一般に、被用者は退職後、会社在職中の様々な経験によって身に付けた多くの知識・情報等を最大限に生か
して、転職か起業によって、生活をしていかざるを得ない状況に置かれており、それが、わが国において「営業秘密」を保護する不正競争防止法の「営業秘密」に該当するものである場合はともかく、同業他社への転職あるいは同業他社の起業を禁止 制約を、何ら取り決めることなく、 然に課することはできない。したがって、とり け、 「営業秘密」を使用しない競業を 限するため は、契約上の根拠が求められる
(3)。
 
こうして、被用者の退職後の競業避止義務について特別の定めがある場合には、その違反に対して、使用者は、退職金
の減額・不支給
(4)、損害賠償請求
(5) 、競業行為の差止請求
(6)等の措置をとることができる。しかし、競業避止義務に
違反した者に対する使用者の請求が認められるか否かについては、その前提として、雇用関係の終了後に競業避止義務を定める競業禁止特約の有効性が、いかなる場合 認められるのかが最も問題とな ところ、会社の技術的秘密を知る被用者の退職後における競業行為を禁止する旨の特約の有効性について、 裁判所として正面から見据えて取り組んだ主要な裁判例としては、すでにフオセコ・ジヤパン・リミテイド・不正競業行為禁止仮処分命令事件判決
(7)がある。裁判所は本
件判決におい 独自の「合理性」基準を定立して、右の問題の解 に向けて、道筋をつけた。その判示内容は次の通りである。すなわち、 「被用者 対し、退職後特定 職業につくことを禁ずる わゆる競業禁止の特約は経済的弱者である被用者から生計の道を奪い、そ 生存を脅かす虞があると同時に被用者 職業選択の自由を制限し、又競争 制限による不当な独占の発 る虞等を伴うからその特約締結につき合理的な事情の存在することの立証 な ときは一応営業の自由に対する干渉とみなされ、特にその特約が単に競争者の排除 抑制を目的 場合 は 公序良俗 反し無効であることは明らかである。 」と述べ 競業 制限が合理的範囲を超え、債権者（従業員）ら 職業選択の自由等 不当に拘束し、同人の生存を脅かす場合には、その制限は、公序良俗に反し無効となることは言うまでもな が こうした合理的範囲を確定するに当たっては、制限 期間 場所的範囲、制限 対象とな 種 範囲、代償の有無等につい 債権者（会
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社）の利益（企業秘密の保護） 、債務者（従業員）の不利益（転職、再就職の不自由）及び社会的利害（独占集中の虞れ、それに伴う一般消費者の利害） 」という三つの視点から慎重に検討していくことを要する」とし、 「技術的秘密を保護するために当該使用者の営業の を知り得る立場にある者、 たとえば技術の中枢部にタッチ 職員に秘密保持義務を負わせ、又右秘密保持義務を実質的に担保するために退職後における一定期間、競業避止義務 負わせることは適法・有効と解するのを相当とする。 」と判示した
(8)。
 
本件判決は、要するに、退職後の競業避止義務は、諸事情を総合したうえで、合理的な制限の範囲にとどまっている限
り、労働者の職業選択の自由を制限しても特約は有効であり得るというものである。こう 競業禁止特約の有効性については、 「合理性」の基準のもとに、合理 な制限の範囲内か否か、その合理的範囲の確定に関心が払われる。右のフオセコ・ジヤパン・リミテイド事件判決 みる競 禁止特約の有効性判断の枠組みにおけ 「合理性」なる基準は、一般的基準としてはともかく、抽象的・相対的な基準であり、 「基準 呼べるも かどうか別として その後の同種の事案の判断でも踏襲されてきたところである。
 
とは言うものの、右判決のいう合理的な制限の範囲にとどまっている限り、労働者の職業選択の自由を制限しても特約
は有効であり得るという判例法理のもとで、問題 されるべきは、いかなる場合に合理性が認められ かである。こ 点について、裁判例は、特約等について無効 解するもの
(9)と、有効であると解するもの
（10）に分かれてきた。こうして、
従来、裁判例は、 「合理性」の解釈い んによって競業禁止特約が有効か否 の結論が分かれ、 「合理性」判断 関する「予測可能性」の欠如の問題、換言すれば、 「不確実性」の
(11)を伴ってきたのである。
 
しかしながら、現在のわが国における企業経営上最も深刻な「営業秘密」の漏洩・流出問題等に対処するために取られ
る重要な契約手法としての競業禁止特約の有効性の判断枠組みにおける合理性判断について「不確実性」の問題を伴うならば、 使用者は被用者との間でいかなる特約を締結すべきかが不明確なままであり、 労使双方とも不安定な状態 置かれ
13 
 
事後的に競業禁止特約の有効性や民事的な救済措置等をめぐって、 訴訟が起こるリスクが少なくない。 それだけではなく、被用者の転職あるいは起業による活発なイノベーション競争こそが、わが国の企業や産業、ひいては経済全体をも活性化させる可能性を秘めて ると思われ にもかかわらず、とりわけ、競業禁止特約は、しばしば 革新に意欲的な被用者が自らの選択によって転職あるいは起業す 機会を妨げ、 イノベーションの実現を遅延させる恐れがある等の問題を抱えており、今後のわが国におけるイノベーションの持続的進展にとって支障を来す懸念がある。
 
 
二
 
本研究の目的
 
 競業禁止特約の有効性をめぐっては、 「不確実性」の問題を伴いながら、イノベーションの一層の促進に向けて、雇用
関係の終了後の競業禁止特約はいかにあるべきかという課題が、今日ほど真剣に議論されなければならない時はない。
 
右の課題に関わって、これまでになされ きた研究とこれまでの研究成果をふり返ってみるならば、使用者の「営業秘
密」の保護と、労働者 転職・起業の自由との調整 ついては、長年議論が重ねられてきた ころである
(12)。
 
こうした主題にあって、被用者 退職後の競業避止義務については、そ 根拠、競業避止義務と秘密保持義務の内容、
性質、両義務 相互関係、競業避止義務について使用者の正当な利益、労働者 退職前の地位、競業を禁止され 期間・地域・対象、使用者による代償措置 有無とその内容等について、議論がなされてきた
(13)。しかし、被用者の退職後の
競業避止義務と秘 保持義務 いう二つ 義務に対する労働法 分野 これまでの関心 度合いは、 異なってきた。この点について、競業避止義務と秘密保持義務を比べてみ と、 退 後の競業避止義務の方が、労働法の分野においてより多くの関心が寄せられてきたよ に思われる。これは、競業避止義務が直接に 転 のみ らず 起業
14 
 
の自由を制限するからにほかならない。実際、わが国の裁判所は、先に述べたフオセコ・ジヤパン・リミテイド事件判決に端的にみられるように、雇用関係の終了後の禁止特約の有効性の判断において、被用者の「転職、再就職の不自由」等に注意を払ってきたのである。
 
ところで、直近の中小企業白書によれば、わが国の開廃業率は、欧米に比べ、低い水準で推移している。また、起業を
希望する起業希望者の数も急激に減少しているとされる
(14)。
 
こうした現状を踏まえると、雇用関係の終了後の競業禁止特約については、使用者の「営業秘密」を保護しつつ、起業
家精神に基づいたイノベーション 促進 方向で見直しを行うことが求められているように思われる。 今後はこうした目的に沿う形で被用者が転職あるいは起業をしやすい法的環境 整えながら 経済を活性化させたり、経済 持つ潜在力を引き出したり、その可能性を広げることが課題とな 。この点について、イノベーションは、わが国の経済成長の源であって、被用者が転職あるいは起業がしにくいような は、イノベーションが生まれにくい法的環境であると言えよう。
 
思うに、雇用関係の終了後の競業禁止特約は 革新に意欲的な被用者のイノベーションを脅かす事態を孕むだけではな
く、イノベーションの促進へ向けて、インセンティブを損ない、被用者の転職あ い 起業を難しくする等、わが国経済の持続的成長や発展を阻害する要因となって ないかで 。こうして、わが国の雇用関係 終了後の競業禁止特約は、「不確実性」の問題を伴って、深刻で根の深い問題で 。こ 点につい 競業禁止特約は、単に労働法の対象領域か「営業秘密」 を保護する不正競争防止法の規制対象領域か、 という表面的な議論 、 労使の利益調整 終始することなく、競業禁止特約 本質や、その歴史に遡った議論と、企業の「営業秘密」 守るための競業禁止特約に対する見方も時代に見合った前向きの見直しを行うこ が真に求められていると思われる。 ずれ せよ 経済 グローバル化し 国際社会
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の中の日本経済になっている。
 
そこで、本稿では、競業禁止特約をめぐる「不確実性」の問題を契機にして、競業禁止特約は、革新に意欲的な被用者
のイノベーションを制限する事態を生む可能性があるだけではなく、 創造的な企業への転職あるいは起業を阻害する要因となっていないかという問題を取り上げて、それにまつわり関連する諸問題について考察を試みたい。
 
右の研究目的に照らしてみると に関して長い歴史があり、わが国と経済的 政治的にも密接な関係を持
ち、競業禁止特約の「不確実性」の問題や、使用者の「営業秘密」の保護とイノベーションに向けての被用者の転職あるいは起業の両立等、共通の雇用関係の終了後の法律問題に直面し、これまでに多くの裁判例の積み重ねと論考があるアメリカ合衆国（以下、アメリカと う。 ）とを比較することにより、日本の競業禁止特約 あり方に対して、有益な示唆が得られると思われる。 りわけ、右 問題が使用者の「営業秘密」の保護と、被用者の転職あるいは起業の自由 精神に沿って、円滑に解決されているか否かを検討することは、意義があ であろう。また、知識・情報と経験を持つ被用者転職あるいは起業の制約についての なり典型的な例として 雇用関係の終了後の競業禁止特約について、豊富 経験を持つアメリカにおけ 競業禁止特約をめぐる判例法理 展開を研究することも有意義であると思われる。
 
 三
 
研究の具体的対象領域
 
 １
 
本研究の具体的対象領域は次の通りである。
 
右に述べた本研究の目的に沿って、 アメリカにおける雇用関係の終了後の競業禁止特約に目を向けると、 わが国同様に、
使用者がその事業上の利益を守る必要性を痛切に感じる れ 、雇用関係 終了後 競業禁止特約は、雇用契約におい
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て長年にわたって盛り込まれてきたとされる。そして、この競業禁止特約の歴史は、イングランド（以下、イギリスという。 ）の徒弟制度（
a
p
p
r
en
ti
ces
h
ip
 s
ys
te
m）にまで遡ることができる
(15)。したがって、まず、雇用関係の終了後の競業
禁止特約についての長い歴史についてふり返ってみ 必要がある。
 
もとより、アメリカにおいて競業禁止特約は、伝統的な雇用条件とされ、一般的なものであるが、雇用関係の終了後の
競業禁止特約の強制に関しては、しばしば訴訟で争われ きたところである。この点について、アメリカの裁判所は、歴史的に見ると、そ した特約 懐疑的な態度を示し、特約を強制するために差止命令を発することをしばしば拒否してきたとされる。こうした裁判例 傾向は、被用者の退職により引き起こされる損失から自己 事業を守るために競業禁止契約に依存する使用者らを不安定な状態 陥れてきた。しか 多くの州において、こうした雇用関係の終了後の法分野において明確なルールがないだけでは く、競業禁止特約 強制可能性についていかに判断がなされるべきかについて、裁判所は、首尾一貫した指針を与えることができなかったのである
（16）。
 
こうして、競業禁止特約の強制可能性について明確なルールがないという現実は、競争優位を維持するための使用者
投資意欲を削ぐだけでは く、 は本当にキー なる被用者らと 契約 おいて、競業禁止特約等を盛り込んだとしても、裁判所が実際に、そうした特約を強制 、被用者らが 関係に立つことを妨げら るのかは、使用者にとって確信を持てないのである。一方 、被用者は、高額な訴訟費用を恐れるあまり、転職や起業を躊躇する可能性
 
こうして、 アメリカにおいても、 競業禁止特約についての 「不確実性」 の問題は広く認識されてきたところである
(17) 。
しかし、同じよう 問題に直面して 例えば、イギリスにおいて、使用者は、競業禁止特約の強制の「不確実性」の問題を解決するための一つの有力な方法とし 、とりわけ、 「庭（ガーデン） 」に愛着を寄せる同国の国民性から、 「ガーデン・リーヴ（
g
a
rd
en
 l
ea
v
e） 」と呼ばれる競争禁止特約の一変型をあみ出してきた。すなわち、このガーデン・リーヴ条項に
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よれば、競業禁止特約とは異なり、被用者は退職する相当前に、使用者にその予告をしなければならない。しかし、この間、使用者は、当該被用者に労働を強制できないばかりか、 該被用者には報酬等が全額支払わ る。とは言え、当該被用者は 「被用者」の地位にとどまっているがゆえに、競争相手のところで働くことができないほか、当該使用者を害することは何もできないのである。そして、こうした労使間の取 決めは、使 必要な保護を与える一方で、被 にとっても「フェア（
f
a
i
r） 」なものとされて、イギリスの裁判所により一般に受け入れられ、強制されてきたとされる。
こうして、ガーデン・リーヴ条項は、アメリカにおける競業禁止特約の強制可能性 関する「不確実性」の問題に対して一つの解決方法を提示するものとされる。しかしながら、果たして、そうした条項が「不確実性」の問題の真 解決方法になり得るかどうか検討を必要とする
(18)。いずれにせよ、イギリスにおけるそうした条項の効用に着目して、アメリカ
における、とりわけ、競争の激しい業界の多く 使用者は、こうした規定は伝統的な雇用関係の終了後の競業禁止特約に比べて、強制可能性の点で より信頼に足るものであることを見越し 、キーに る被用者との契約 ガーデン・リーヴ条項を盛り込んできたところ ある。しかしながら アメリカの裁判所は ガーデン・リーヴ条項 正当性に関していかなる判断 下すのか、必ずしも、定 ではない。そこで
リーヴ条項を強制すべきかど
うか、また、それを強制するこ が 競業禁止特約の 不確実性」の問題 緩和することに役立つも かどうかについて議論の余地がある。そのために 競業禁止特約に対する異議、そ 強制を判断する際の司法の基準 雇用関係の終了後の競業禁止特約についての裁判例の首尾一貫性の欠如 ついて議論 ことにより、 アメリカ法の抱える問題を明ら にする必要がある。こうして イギリス おける「ガーデン・リーヴ」に着目するととも 、雇用法の歴史 おけ 同条項起源とその後の展開を探 必要がある。さらに、アメリカの雇 関係との関係で 「ガーデン・ ーヴ」を分析す と同時に、競業禁止特約に対する伝統的な異議を乗り越え 方法に注目する一方 れの受け入れに前向きな裁判例 着目
18 
 
する
(19)。
 
次いで、本研究では、被用者の転職あるいは起業の進展を阻害する可能性のある次の三つの問題点と、雇用関係の終了
後の競業禁止特約の再検討について論及したい。 すなわち、 第一に、 引抜き禁止特約についてである。 引抜き禁止特約は、競業禁止特約と密接に関連しており、類似した問題点を抱えている。この引抜き禁止契約は、雇用関係の終了後の一定期間、以前の被用者が元の同僚の引抜や転職の勧誘をすること、元の使用者の顧客と接触すること等を制限する競争禁止のより具体的な条項である。こうした き禁止契約が締結されていないならば、秘密情報が使用されない限り、以前の被用者は雇用関係の終了後において、元 被用者らを勧誘、引抜き、元の使用者と競業関係に立つことができる。これに対して、使用者はキーになる被用者らと引抜き禁止契約 結ぶことを求めるわけであ うした契約は、使用者の事業上の利益を守るために重要であ が、引抜き禁止契約の強制可能性について り け ケンタッキー州の例を取り上げてこれを検討したい
(20)。
 
第二に、被用者の解雇の場合における競業禁止特約の強制可能性についてで 。アメリカにおいて、実際、多く 雇
用契約は、 極めて使用者よりに作られており、 その結果として、 競業禁止特約も、 被用者 退職 いは理由は何であれ、契約の終了の際にも効果が及ぶことを意図している。雇用契 におい こうした制限特約を盛り込む多くの使用者は、使用者の出費で得られた顧客関係また 事業上のノウハウ つ 競争上優位な立場に立ち得るがゆえに、 キーになる会社の幹部あるいは営業社員の予期せぬ退職や起 を妨げるため うするわけである。一方、大多数の使用者は、被退職 場合に比べて、被用者 解雇の場合の競業禁止特約 強制可能性について一見して関心がないようにもみられる。しかし、使用者は、退職被用者がもたらす脅威について過小評価し ちであって、以前 被用者が同業他社 起ち上げ初めて、顧客関係や「 れん（
g
o
od
wi
ll） 」についてどの程度脅威に晒されているか現実に知ることになる。すでに述べ
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たように、雇用契約は、通常、使用者に有利に作成されているがゆえに、雇用関係がいかに終了したかにかかわらず、
競
業禁止特約は 解雇された被用者に対しても強制可能性を持つのかどうか問題である
(21)。
 
第三に、競業禁止特約が締結されていない場合の「不可避的開示」の法理についてである。
アメリカのトレード・シー
クレット（営業秘密）法のもとでイノベーションにとって、唯一最大の脅威は、競業禁止の合意 ない場合の、いわゆる「不可避的開示」の法理であると る
（22）。すなわち、トレード・シークレットが用いられる恐れがあるという理由で、
以前の被用者が競争相手ところで働くことさえ止めさせるために、元の使用者が「差止命令（
i
n
ju
nc
ti
on） 」を求めるこ
とを可能にするものである。こうした「不可避的開示」の法理 基づく差止命令は、実際に、 不正目的使用（
m
i
sa
pp
ro
pr
ia
ti
on） 」を何も行わなかった以前の被用者にいわば制裁を科するようなものであって、裁判所の創出にか
かるある意味で事後的な競業禁止特約 される。あたかも書面化 れた競業禁止契約のような 不可避的開示」 法理による差止命令の運用は、新たな競争相手より最初の事業者を競争上優位な立場 立たせるもの ほかならない。しかし、こうした法理のも では、被用者が に転職あ いは競業他社を起業す こ が あたかも不正な窃盗犯人であるかのよ に描 れるわけ あるが、以前の被用者がアクセスした なく、あるいは元の使用者に り、一般公衆の自由な利用が可能な状態におかれた情報に基づいて、トレード・シークレット訴訟が提起されており 「不可避的開示」の法理の正当性には疑問が残 。すなわち 在職中に、企業の営業上の秘密を扱う立場に配置し 働くことを求め一方で、そうした とを理由として、被 者 転職あるいは起 の自由 みならず、営業上の秘密を被用者が知っていることと密接不可分に絡まる知識・情報や技能等の使 の制限を求めること いかがなものであろうか
(23)。
 
 
続いて、雇用関係終了後の競業禁止特約の再検討である。被用者の移動が急速に高まる今日、アメリカのトレード・シ
ークレット（営業秘密）法のもとで、競業禁止特約等の裁判例は、どの程度 影響を与えるであろうか。競業禁止特約等
20 
 
の規制が少なければそれだけ起業家精神を持った被用者の転職あるいは起業を促進するように思われる。もとより、こうした推論には異論を伴い、議論の余地があろう。しかし、トレード・シークレット法のみならず、特許法等の知的財産法は法的規制の強化を図ることにより発明家を保護し、イノベーションを促進すること 想定 一方で、競業禁止契約を尊重し、過度に広範なトレード・シークレットについてのルール等を設けることは、創造性に富んだ被用者ができる限り速やかかつ容易に転職すること 困難 するように思われる すなわち、雇用の流動化が進む中、技術等を持った被用者が会社を離れ、別の会社に移り、あ いは別の会社を起ち上げ、速や に自分の技術等を活用することを可能にするということは、ある意味では、ベンチャー起業が成功 うえ おいて不可欠の環境である
(24)。
 
右の点について、技術等を持った被用者の持つ潜在力を引き出し、その可能性を広げることが重要である。そうである
にもかかわらず、アメリカにおける州レベルでの多くの裁判所は、言わば古典的な競業禁止ル ルが、会社を退職し、別の会社に転職あるい 別の会社を起ち上げようとする被用者らを蚊帳の外に置いているとされる
(25)。そして、二十一世
紀の今日、アメリカの裁判所が、イノベーショ を遅延させる可能性がある もかかわらず、技術 技能 持った被用者が自ら選択する会社の業務に携わること 妨げ ため 、イギリス 封建制度時代 お 労働者 とりわけ、肉体労働者らを支配服従させるためにあみ出された法規制 典型的には競 禁止特約を未だな 適用 ていることは、驚くべきことであると指摘されてい 。とりわけ 「営業秘密」すなわちトレード・シークレットに関する過度に制限的なは、あたかも裁判所 創設 か る競業禁止の合意のように機能し、あまりにも安易に、元の使用者が 無定形で 不安定なトレード・シークレット窃取の罪で訴えることによって新たな起業が埋没することを容認していると指摘されている
(26)。
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四
 
本研究の構成
 
 本研究
の序章から第九章まではすべて筆者が約一〇年間にわたって日本法政学会の学会誌あるいは摂南大学法学部の
紀要に発表してきたものである。そこで、以下においてその論文名を掲げておきたい。
 
序章、 「アメリカにおける雇用関係終了後の競業禁止特約―
 判例法理の展開を中心に
 ―
 」摂南法学第五〇号（二〇一
五年） 。
 
第一章、 「雇用関係の終了後の競業禁止特約
 ―
 英米における競争制限の法的規制の歴史的背景を中心に
 ―
 」摂南法
学第四六号（二〇一三年） 。
 
第二章、 「企業の営業上の秘密保護と競業避止契約
 ―
 イギリスにおけるガーデン・リーヴの法理をめぐって
 ―
 」法
政論叢第四四巻第二号（二〇〇八年） 。
 
第三章、 「企業の営業秘密の保護と競業避止契約
 ―
 アメリカの競業禁止条項とイギリスのガーデン・リーヴ条項の比
較をめぐって
 ―
 」摂南法学第三八号（二〇〇八年） 。
 
第四章、 「アメリカにおける被用者引抜き禁止契約の強制可能性
 ―
 ケンタッキー州の裁判例を中心に
 ―
 」摂南法学
第四七号（二〇一三年） 。
 
第五章、 「被用者の解雇と競業禁止条項の強制可能性
 ―
 アメリカにおける判例法理の展開を中心に
 ―
 」法政論叢第
四六巻第一号（二〇〇九年） 。
 
第六章、 「企業の営業秘密の保護と競 禁止契約
 ―
 アメリカにおける不可避的開示の法理をめぐって
 ―」摂南法学第
三十六号、三十七号（二〇 七年六月、二〇〇七年十二月） 。
 
第七章、 「雇用関係終了後の競業禁止特約の再検討
 ―
 アメリカにおける被用者の移動ルールの効用をめぐる議論を手
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がかりに
 ―
 」摂南法学第四八号（二〇一四年） 。
 
第八章、結論（序章「アメリカにおける雇用関係終了後の競業禁止特約の研究
 ―
 判例法理の展開を中心に
 ―
 」摂南
法学第五〇号（二〇一五年） 、本稿の五の部分。
 
最後に、補論として、第九 、 「アメリカにおけるスポーツ代理人に対する競業禁止の契約的合意の強制可能性
 ―
 プ
ロスポーツ選手の代理人選任の自由をめぐって
 ―
 」法政論叢四八巻第一号（二〇一一年） 。
 
  
注
 
（１）近年、被用者の転職あるいは起業に伴って、企業の「営業秘密」を守るための競業禁止特約をめぐる訴訟が増える傾向にあ
る。
 
（２）一般に、労働者は労働契約の存続中、労働契約に付随する義務として、使用者の業務上の秘密を保持すべき義務を負ってい
ると解されている（菅野和夫『労働法〔十版〕 』 （弘文堂、二〇一三年）九三頁、等。しかし、不正競争防止法のもとでの「営業秘密」に該当しない秘密について、被用者の退職後も秘密保持義務が存続するか否かについては、解釈上の争いがある。被用者の退職後は、当然に秘密保持義務を負うものではなく、被用者の退職後は、秘密保持義務を根拠づける特別の定めが必要である（水町勇一郎『労働法〔第四版〕 』 有斐閣、二〇一二年〕一三
―三二頁、等） 。退職後の秘密保持義務等を定め
る誓約書の条項が公序違反に該当しないとされ 労働 が秘密保持義務等を負っているとされた裁判例と て ダイオーズサービシース事件 東京地判平一四・八・三〇労判八三八号三
二頁）がある。
 
（３）学説・裁判例によれば、不正競争防止法に定める営業秘密を「使用」した競業は、同法の規制により、契約上の根拠がない
場合でも、制限が可能であるが、営業秘密を使用しな 競業を制限するためには、契約上の根拠が必要とされる（荒木尚志『労働法〔第二版〕 』 〔有斐閣、二〇一三年〕二六〇頁、等） 。しかし、競業避止特 有効性については、しばしば争われてきたところ ある。なお、二葉印刷事件・東京地判平一九・一〇・一五労判九五三号八二頁。
 
（４）被用者の退職後の競業行為をめぐる紛争において、競業行為を理由として退職金の不支給または減額がしばしば問題となる
が、前掲水町勇一郎『労働法〔第四版〕 』 （有斐閣、二〇一二年）一三三頁は、競業行為に対する退職金の減額・不支給とい
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う措置について、 「この措置の適法性は、理論的には賃金（退職金）請求権の成否という、競業避止特約の有効性とは別次元の問題である。 」とされる。
 
（５）例えば、芦屋学院事件・大阪地判昭六三・九・九判時一三一四号一〇三頁〔至近距離において学習塾を経営したことが不法
行為に該当するとされた事例〕 、東京学習協力会事件・東京地判平二・四・一七労判五八一号七〇頁〔学年度
途中で他の従業
員をひきつれて学習塾を退職し、その近くに新たな学習塾を開校し、講師の大半をひき抜くとともに、生徒の多くを入会させた行為は就業規則上の就業避止義務に違反し、損害賠償を免れないとされた事例〕 、チェスコム秘書センター事件・東京地判平五・一・二八判時一四六九号九三頁〔電話転送器を利用して秘書代行業を営む会社の従業員が、退職後に同種 業務営んだことが労働契約上の債務不履行に該当す とされた事例〕 日本コンベンションサービス事件・大阪高判平一〇・五・二九労 七四五号四 頁〔退職した従 員が 同種の事業を営む新 社を設立したことにより会社の社会的、経済的信用が減少し、四〇〇万円の損害が生じたとして、新会社の設立に際し、忠実義務ないし誠実義務に違反して従業員の移籍の勧誘などを行った元取締役支社長および支社次長に対する損害賠償請求が、原審の判断を変更して認められた事例〕 。これらの裁判例に対して 中部機械製作所事件・金沢地判昭四三・三・二七判時五二二号八三頁〔製品開発の 迎えられた技術部設計課長の契約関係が請負でなく雇用とさ 、 退職した右課長に競業避止義務がないとして、 損害賠償請求が棄却された事例〕 、港ゼミナール事件・大阪地判平一・一 ・五判タ七四六 一八一頁〔学習塾のもと講師が、同塾の講師数名を雇って 至近距離において別の学習塾を開設し、営業行為を行っ ことが 不法行為に該当しないとされた事例〕 西部商 事件・福岡地裁小倉支部判平六・四・一 判一三六〇号四八頁、五四頁〔退職後の 業へ 就職を禁止する競業避止契約は有効に成立しているが、同業への就職及びそこでの営業活動が競 避止契約の債務不履行 当たることを理由に損害賠償を求める請求は理由がないとされた事例〕 、等がある。
 
（６）東京リーガルマインド事件（東京地決平七・一〇・一六労判六九〇号七五頁）においては、退職後の競業避止義務の約定に
基づいて競業行為の差止めを請求するには 当該競業行為により使用者が営業上の利益を現に侵害され 又はその具体的なおそれがある場合であることが必要であるとともに、 の実体的要件を許容しない特約は公序良俗 反 て無効であるとされた。
 
（７）フオセコ・ジヤパン・リミテイド・不正競業行為禁止仮処分命令事件（奈良地判昭四五・一〇・二三・下民集二一巻九・一
〇号一三六九頁、判時六二四号七八頁。
 
（８）前掲フオセコ・ジヤパン・リミテイド事件判決一三七五ー七六頁、一三八〇頁。
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（９）三晃社退職金返還請求事件・名古屋地判昭五〇・七・一八・労判二三三号四八頁、前掲東京リーガルマインド事件・東京地
決平七・一〇・一六労判六九〇号七五頁、日本科学事件・大阪地判平一五・一・二二労判八四六号三九頁、トーレラザールコミュニケーションズ（業務禁止仮処分）事件・東京地決平一六・九・二二労判八八二号一九頁、Ａ特許事務所（就業禁止仮処分）事件 大阪地決平一七・一 ・二七労判九〇八号五七頁、すずらん介護サービス〔森田ケアーズ〕事件・東京地判平一八・九・四労判九三三号八四頁、ヤマダ電機（競業避止条項違反）事件 東京地 平一九・四・二 労判九四二号三九頁、アサヒプリテック事件 福岡地 平 九 一〇・五労判九五六号九一頁、三田エンジニアリング事件・東京地判平二一・一一・九労判一〇〇五号三〇頁、アメリカン・ライフ・インシュアランス カンパニー事件 東京地判平二四・一・一三労判一〇四一号八二頁、関東工業事件・東京地判平二四・三・一三 労働経済判例速報二一四四号二三頁。
 
（
10）
前掲フオセコ・ジヤパン・リミテイド事件判決一三七六頁、前掲ダイオーズサービシース事件・東京地判平一四・八 三〇労判八三八号三二頁、トータルサービス事件・東京地判平二〇・一一・一八労判・九八〇号五六頁、アイメックス事件・東京地判平一七・九・二七労判九〇九号五六頁、フランチャイズ契約終了後の競業避止義務について、エックスヴィン（ありがとうサービス）事件 大阪地判平二二・一・二五労 〇一二号七四頁、等。
 
（
11）
競業禁止特約の有効性を判断するに当たって、多数の裁判例は、競業行為を規制する使用者の正当な利益 労働者の退職前の地位、競業が禁止される期間 地域、対象、使用者による代償措置の有無等の諸 情を考慮している（例えば、前掲ダイオーズサービシース事件（東京地判 四 八 三〇労判八 八号三二頁、前掲日本科学事件・大阪地判平一 ・一・二二労判八四六号三九頁、前掲トーレラザールコミュニケーションズ〔業務禁止仮処分〕事件・東京地決平一六・九 二 判八八二号一九頁、等） 。こうして、裁 例は、特約の有効性の判断において、多様な判断要素を示しているが 右有効性はどのような要素を、どのように考慮 その がなされるのか不明確であるのみならず、競業禁止特約の有効性をめぐる裁判例の間には、これらの要素の位置づけや評価の点において 著しい差異がみられ、裁判の行方は不透明とならざ を得ない。
 
（
12）
小畑史子「営業秘密の保護と労働者 職業選択の自由」ジュリ一四六 （二〇一四）五八頁。
  
（
13）
被用者の退職後 競業避止義務をめぐる議論ついては 山口俊夫「労働者の競業避止義務―とくに労働 法律関係について―」石井照久先生追悼論集『労働法の諸問題』 （勁草書房 一九七四年）四〇九頁、拙稿「労働者の退職後における競業禁止に関する契約」中川淳先生還暦祝賀論集『民事責任の現代的課題』 （世界思想社 九 九年） 四二頁。小畑史子「退職した労働者の競業規制」ジュリ一〇六六号（一九九五年） 一 頁、土田道夫「 働市場の流動化をめぐる法律問
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題（上） 」ジュリ一〇四〇号（一九九四年）五三頁、川田琢之「競業避止義務」講座二一世紀（四巻）一三三頁、岩村正彦「競業避止義務」角田邦重ほか編『労働法の争点〔第三版〕 』 （二〇〇四年）一四七頁、土田道夫「競業避止義務と守秘義務の関係について―労働法と知的財産法の交錯―
」中嶋士元也先生還暦記念論集『労働関係法の現代的展開』 （信山社、二〇〇四年）
一八九頁、土田道夫『労働契約法』 （有斐閣、二〇〇八年）六一五頁、水町勇一郎『労働法』 （有斐閣、二〇一二年）一三二頁、荒木尚志『労働法〔第二版〕 』 （有斐閣、二〇一三年）二 〇頁以下、菅野和夫 〔十版〕 』 （弘文堂、二〇一三年）九十四頁、両角道代・森戸英幸・梶川敦子・水町勇 郎『労働法〔第二版〕 』 （有斐閣、二〇一三年） 二四頁、等参照。
 
（
14）
中小企業白書（中小企業庁編 二〇一四年版〕一八一頁） 。同白書（一八七頁以下）によれば、ＯＥＣＤが行った起 家精神に関する調査（ 「もし 自営業者と被雇用者を自由に選択できると仮定した場合、自営業者を選択すると回答した者」の割合）によると、我が国は 欧米諸国に比べて、自営業を選好する割合が低いことが分かるとする。この背景として 起業家の地位や職業選択に対する評価 低 ことが挙げられている。
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 第一章
 
  
雇用関係の終了後の競業禁止特約
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英米における競争制限の法的規制の歴史的背景を中心に
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 一
 
はじめに
 
  
 
雇用契約に盛り込まれる雇用関係の終了後の競業を禁止する競業禁止の特約は今日、 わが国の多くの産業分野におい
て、その重要性を増してきた。とりわけ、こうした雇用関係の終了後の競業禁止特約は、産業のハイテク部門に限らず、ほとんどの産業各部門において被用者の退職前の会社における地位・身分がどのようであるかを問わず、普通にみられるようになってきた。こうした競業禁止特約は、ハイテクで、知識・情報が基盤 経済のもとにおいて、技術などの上で、極めて重要になってきたもの 確実に守るために 企業によって用いられてきたのである。つまり、使用者は、単に自己の企業におけるトレード・シークレットや顧客関係だ ではなく 被用者に対する教育訓練にかかるコストなどを含んで、多額にわたる投資を守るためにも、必ず も必須のも とは言え いとしても、競業禁止特約を極めて重要な手段とみてきたのである。しかしながら、多くの被用者は、まさにそうした理由のゆえに、あえ 雇用関係の終了後における競 禁止特約の締結を好まないのであ 。つまり 被用者は、多年にわたって習得 てきた知識・技能・経験などについて 何よりも、活かしていきたいわけ 、さらにキャリアをみがく機会が制限されることによって、使用者に っ 足止めを食うことを望まな のである。
 
 
いずれにせよ、
雇用関係の終了後における競業禁止特約は、被用者の職業選択の自由と直接に抵触する関係にあるため
に、その特約の効力については、各事案 具体的事実関係に基づいて、とりわけ、わが国 下級審レベル 裁判例においては肯定と否定に大きく分かれ おり、当該事件判決の結末には不確実性が伴うところであ
る（
1）。
 
  一方、雇用関係の終了後の競業禁止特約をめぐる右の「予測不確実性（
unpredictability） 」について、アメリカでも、
競業禁止特約（
covenant not to com
pete）は、雇用関係においてますます重要な位置を占めるようになってきたにもか
かわらず、とりわけ、州レベルの裁判例は、 果とし 遅れをとり 知識経済社会の とにおいて雇用関係 終了後の競
29 
 
業制限によってもたらされる多くの困難な問題に適切に対処するためのツールを生みだしてこなかった、と言われ
る（
2）。
その結果として、州レベルの裁判所は、あたかも不法行為事件を取り扱うかのように、つまり、極めて事件の結末の予測が困難ななかで、特定の事案に特化した取り組み方で、競業禁止特約に取り組んできたとされる。
 
 
もとより、競業禁止特約をめぐる「予測不確実性」の問題については、多くの理由が考えられる
が（
3）、裁判所は、あく
までも各事案の具体的な事実関係を中心として、競業禁止特約の分析検討を行ってきたところである。 かし がら、裁判所が具体的なケースにおいて事実関係に即して 断すべきことは言うまでもないが、 ある競業禁止特約をめぐる紛争の解決が裁判所に持ち込まれた場合に、裁判の前提として確定されるべき事実について、個々の裁判官によって事実そのものに対する評価に違いが出てくる可能性がある。例えば、会社と被用者との間で競業禁止特約が結ばれたとしても、雇用関係 終了後の競業制限の期間、対象地域、制限の対象 される活動範囲、 い ような事実の見方 違いを典型例として、裁判所 よって事実そのものの解釈が異なるという事態が起こりうる。
 
 
しかし、 かくては、 企業のトレード・シークレットや顧客関係などをめぐって、 契約当事者は、 どのような内容の期間、
地理的範囲 活動範囲であれば、裁判上においても強制可能な特約として認められるの 、必ずしも定かではない。
 
 
そこで、右に述べたような見地から、以下、本稿では、わが国における雇用関係の終了後の競業禁止特約の「予測不確
実性」の問題を検討するために、まず、 歴史的な背景を探 ことは不可欠の前提であると考えられることから 競業禁止特約について、イギリスおよびアメリカ おけるコモン・ローの歴史 初期段階からの 扱いをふり返り、次に、アメリカにおいて独占禁止法制の中心をなしている「シャーマ （反トラスト）法・
Sherm
an
（
Anti-trust）
Act」のも
とでの雇用関係の終了後の競業禁止特約の取り扱い さらに、州レベルのコモン・ロー上 取り扱いなどについて、若干の歴史的考察を試みた 。
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二
 
アメリカにおける法源と起源
 
 
１
 
二つの法源
 
アメリカにおいて、被用者の雇用関係の終了後の競業禁止特約については、 「契約（
contract） 」と「取引制限ないし営
業制限（
restraint of trade） 」という二つの異なった法分野が交錯している。また、右の競業禁止特約は、二つの基本的
な法源、すなわち、州レベルで裁判所が取り組んできたコモン・ローと連邦レベルのシャーマン（反トラスト）法に大きく分かれる。 この内、 とりわけ、 州レベルの裁判所は、 競業禁止特約の有効性を分析検討するために、 時と場合によって、取引制限についてコモン・ロー上において生み出されてきた諸要素を取り入れてきたわけであるが、おおむね、この国の伝統的な契約法の諸原則を用いてきたところである。こ に対して、連邦レベル 裁判所は、主として １８９０年に制定をみた同国最初の独占禁止法であるシャーマン
（反トラスト）法のもとで、雇用関係の終了後の競業制限行為について
検討を加えてきたところであ
る（
4）。
 
 
アメリカにおける連邦の反トラスト政策は、右のシャーマン（反トラスト）法に、主要な表現をみてとることができる
が、同法は、もともと１９世紀後半における取引制限についてのコモン・ローを法制化したものにほかならない。この点について、例えば、アメリカ連邦最高裁判所はナショナル・ソサエティ・オブ・プロフェッショナ ・エンジニアーズ対合衆国事
件（
5）において、これらは共通の起源を有することを承認した。すなわち、同国連邦最高裁判所は本件において、
州レベルの取引制限に関するコモン・ローとシャーマン（反トラスト）法の双方 、共通の起源にまでさかのぼることができることを明らかにしたのであ
る（
6）。
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２
 
コモン・ロ
ー上の起源
 
ところで、取引制限の契約は、イギリスにおけるコモン・ローの歴史の初期段階での取り扱いを類型分けしてみるなら
ば、次の三つに大別できる。すなわち、①
 一般的取引制限型
 、②
 部分的取引制限型、③
 将来の雇用に対する制限型、
であ
る（
7）。この内、まず、一般的取引制限型は、常になんらかの形で取引を阻害し、なんら競争に利益をもたらすもので
はないというような契約からなっている。したがって、こうした契約はそれ自体、法的に無効（
void per se）とされ
た（
8）。
次に、部分的取引制限型は、営業の譲渡に付随するような契約にほかならない。こうした契約は、一見して取引制限に当たるようにもみえるが、当該取引制限 合意の範囲が合理的に限定されている限りにおいて、イギリスの裁判所は一般的に、そうした契約を支持してきたとされ
る（
9）。さらに、将来の雇用に対する制限型は、今日の雇用関係の終了後の競業禁
止特約に相当するものであ 。しかしながら、後にみ ように それは、経済的自由に否定的な影響を与えるも であることから、当該制限の範囲にかかわりなく、無効と判断されたのであ
る（
1
0）。
 
 三
 
イギリスにおける雇用関係の終了後の競争制限についての初期のコモン・ロー上の取り扱い
 
  
右の二の２でみたとおり、取引制限の契約は、三つの類型に分けられるが、とりわけ、雇用関係の終了後の将来の雇用
に対する制限はコモン・ローにおいて、それ自体法 に、 「当然 （
invalid per se） 」と見なされた。なぜならば、
そうした制限は、イギリスの伝統的な徒弟 度（
apprenticeship
）のルールに違反したからにほかならない。
  
 
すなわち、 イギリスにおいては１６世紀から１７世紀にかけて、 まさ 徒弟制度が経済全般にゆきわたっていた。 実際、
この間に、同じ種類の仕事を行う労働者は、自らの権利を守るため 職種ご 団結して、 わゆる手工業ギルド（
craft 
guilds）を形成し、こうした職種別の職人組合はこの国における経済活動全般を支配していたことが特筆され
る（
1
1）。そし
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て、職種別組合は、それぞれの職種に対して強い統制力をもっており、
 特別の知識・技能をもつ親方職人（
m
aster）の
ほか、まだ親方にはなっていないような職人（
journeym
an
） 、修業中の徒弟（
apprentice）という三つの集団からなって
い
た（
1
2）。
 
 
そして、とりわけ、こうした徒弟制度のねらいは、親方である熟練職人（
craft）のところで召し使われて勤める傍ら
で、若い未熟練の徒弟らに、ある種の技能や仕事の妙味を自分のものにするために、職業訓練を施すことにあっ
た（
1
3）。そ
して、親方職人と徒弟との間は 年期奉公契約（
indenture）で結ばれていた。
すなわち、年期奉公契約は、場所により、
職人の組合によっても異なるが、その約定のなかで、一定の期間は、通常は７年間とされるが 低い賃金労働の見返りとして、親方職人が、主だった技能訓練を徒弟に授けることが約束されたのであ
る（
1
4）。そして、当該徒弟は、こうした年期
奉公の約束の年限が満たされたあかつきに 、 一人 職人として、 晴 て自由の身ともなり、 自らの仕事をこな 一方で、時には親方職人にもなってい たのであ
る（
1
5）。この点、最も重要なことは、こうした徒弟制度のもとにおいて、もともと
高度な技能を身につけた有能な親方職人を生み す一方で、 生産性 経済全般の効率性 向上を図 ことが目的とされていたことである。
 
  しかしながら、その一方で、親方職人らはこうした徒弟制度のもとで、しばしば、一定の職業や地域において競争状況
を減らすために、自らの徒弟らが親方職人になることを困難または不可能にさせるような、契約 合意を徒弟らに迫ることが少なくなかった され
る（
1
6）。しかし、あたかも今日の競業禁止特約に相当するような、そうした特約の合意は、親方
職人 直接に競争関係 立ちかねない起業を徒弟 図るこ を制限するも であって、直接に競争を減らし、経済的自由を妨げる行為として、取引の一般的制限と見なされたのであ
る（
1
7）。イギリスの裁判所はコモン・ローの歴史の初期段階に
おいて、雇用関係の終了後の競業制限に対 否定的 態度を示すに たって、極めて重要な要因として、経済的自由の促進を指向する一方で、職業訓練を営々と積み重ねてき 徒弟らが、仕事 上で競争関係に立つことについ その重要
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性を認めていたからにほかならない。
 
 
例えば、その当時のイギリスの競争制限特約について、裁判所の代表的考え方をあらわす具体的事例として、ダイヤー
事
件（
1
8）が挙げられる。本件は、ある職人の個別的行為に対する制限をめぐる最初の事例として、しばしば、取り上げられ
る事例である。すなわち、本件は、原告が被告である染め物師に対して、コモン・ロー上の訴訟方式の一つとして、定額金銭債務の支払いを請求する訴訟を起こした、という事案であ
る（
1
9）。これに対して、被告ダイヤーの主張によれば、自己
の「年期奉公契約」 、あるいは徒弟契約 よれば、徒弟として年期奉公を勤め上げた後に、６ヵ月間は原告の居住する町で、 被告が仕 を行わない限り、 本件定額金銭債務の支払いは免除されるべきである。 そして、 本件被告の主張によれば、このような条件はすでに満たされた と うことであっ
た（
2
0）。
 
 
ところが、本件ダイヤー事件においては、訴訟手続きをとることは認められたが、それ以後 訴訟手続きは報告されて
いない。が、本件裁判所の裁判官によれば、当該制限は、経済的自由原則を逸脱することから、コモン・ロー上、違法、無効とされ、主張された事実 法的効果に異議を唱えた旨が 示唆され
た（
2
1）。
 
   
 
 
 
次に、 右のダイヤー事件判決以降、 約１５０年の間 記録を振り返ってみるならば、 将来の雇用に対する制限について、
イギリスにおけるコモン・ローの歴史の初期段階の見解は、次の４つの事件において何度も繰り返されてきたところである（
2
2）。この内、１５７８年になされた事件判決は、親方職人が、徒弟に対して、年期奉公を勤め上げた後に、４年間は身
につけた技能を用いないことに合意するよう求めた、という事案であ
る（
2
3）。これに対して、本件裁判所の判示によれば、
当該義務づけは、無効であるとされ
た（
2
4）。
       
 
次に、右事件の２４年後のコルゲート対バッチェラー事
件（
2
5）は、被告の息子が、一定の期日前に、ケント州、とりわけ、
カンタベリー市あるい ロチェスター市内で 男性用服飾品の商い 従事す ならば、原告 ２０ポンドの支払が義務づけられた、という事案である。これに対して 本件裁判所の指摘によれば、当該制限は 広範なものとは言えないが、 「い
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つでも、どこでも、仕事を行うことを制限することは違法である」 、とされ
た（
2
6）。
     
 
もとより、 右のような裁判例は、 あくまでもその当時の競争制限特約に関する事件の一端をあらわしているにすぎない。
が、裁判所は、なぜそうした判決を下したのか、その理由について、必ずしも詳細に説明を行っているわけではない。しかしながら、こうした裁判例は、少なくとも、将来の雇用に対するすべての制限は、無効であるとする、イギリスのコモン・ローの歴史の初期段階の厳しい考え方 明らかにするも である。
   
 
 
 
また、次に、１５８７年のサウスミムスのブラックスミス事
件（
2
7）は、原告ブラックスミスが、競業禁止特約の違反を理
由として、また別のブラックスミスを訴えたが、むしろ逆にそのために投獄された、という事案である。本件競業禁止特約の制限には 時間的制限が設けられていなかっただけではなく、地理的制限も当該町を越えるほど、広範なものであった（
2
8）。
                           
 
さらに、１６１４年のイプスイッチ・テイラー事
件（
2
9）は、本件の町において徒弟としての身分で最初に奉公を勤め上げ
ることができなかったことや、当該職人組合か 制 を受けなかったことを理由として、洋服職人組合が、ある洋服職人を訴えた、という事案である。これに対して 本件裁判所が判示するところによれば 当該競争制限は無効である いうことであった。 「コモン・ロー上 いかなる者も、いかなる合法的職業であれ、働くことは禁止されえない」 という理由からであ
る（
3
0）。
 
 
 
こうした競業禁止特約に対する初期段階のコモン・ローの背景には、イギリスにおける深刻な労働力不足によってもた
らされる経済的なおそれや、 徒弟が親方職人 競争関係に立つような起業 させ いことを確実なも にしよう した徒弟制度があった。す わち、一方で、１３００年代の中頃 イギリスにおい 大流行 「黒死病（
Black D
eath
） ・ペ
スト」によって、極めて深刻な労働力不足 もたらされ
た（
3
1）。その結果として、皮肉にも一人一人の賃労働者の労働力の
価値は高められ、賃金は上昇したのである。かくして、年齢６０歳未満の は誰でも、解雇するこ は、違法とされた一
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方で、労働の移動に対して課されるいかなる制限も、犯罪行為を幇助するものと解されたのであ
る（
3
2）。
 
 
また、他方で、職種ごとに団結した職人組合は、競業禁止特約など競争制限特約について、初期段階のコモン・ローの
発展に大きな役割を果たした。すなわち、１４世紀から１６世紀にかけて、イギリスにおいて職種ごとに強く団結した職人組合の勃興と不可分に結びついた労働力の不足によって、裁判所も、技能、経験、訓練を身につけた労働者を世の中に送り出すため、親方職人だけではなく徒弟の修業を済ませたが まだ親方 はなっていないような職人に対しても、そ移動を確保 るように求められたのであ
る（
3
3）。ちなみに、この間に、およそ労働者が賃上げまたは労働時間の短縮のため
に共謀することに対しては、刑罰をもって臨むという１５４８年法（
 Statute of Artificers and the Act of 1548）が、制
定されたのであ
る（
3
4）。
  
 
 
 
右にみてきたような徒弟制度との積極的、または消極的にかかわる競争制限特約をめぐる裁判例の積み重ねを通じて、
伝統的な徒弟制度から資本主義的な起業家精神に基づく制度への長くて、困難 道のりが見て取れる。こうした過渡期には、 経済的自由と競争の保持が求められたわけであるが、 経済的自由主義の観念と契約上の義務を第一義とする考え方は、何よりも、イギリスの法的、経済的思想 かに深く根ざすものであったと言え
る（
3
5）。
 
 
いずれにせよ、イギリスにおいて資本主義が発達し、工場などの機械化が進むにつれて、むしろ未熟練の労働者が求め
られるようになるに従って、やがては、かつての職人組合の重要性も次第に薄れていった。がしかし、その一 で、商人階級が増大することによって、その経済活動にもたらさ る競争制限 関心がも るようになったのであ
る（
3
6）。
 
 
そして、こうした移行期の当初、１７１１年には、イギリスにおける競業禁止特約をめぐる裁判例の歴史的流れのなか
でも枢要な事件として、ミッチェル対レイノルズ事件判決が下
た（
3
7）。本件事案の概要は、次のとおりである。
 
 
すなわち、本件紛争の特約は、雇用に基づくものではなく 営業譲渡 伴うものであるが、本件ミッチェル事件におい
て被告は、セント・アンドリュース・ホー ボーン市において原告 パン屋を売却した。そ 際 、売却の条件として、
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被告は、５年間は製パン業には従事しないことに合意した。そして、もし、被告が本件合意に違反するならば、原告に５０ポンドを支払わねばならなかった。しかし、本件被告がこうした条件に違反したことから、原告は、同額の支払い請求をしたのである。これに対して、被告の主張によれば、同人の職業はパン屋であり 本件合意は 将来の雇用に対して制限を課するものである とから、法的に無効である、ということであっ
た（
3
8）。しかしながら、本件マッククレスフィール
ド裁判官（
Lord M
acclesfield）は、右の事案に対して、原告勝訴の判決を下したのであ
る（
3
9）。
 
 
本件裁判官の見解から明らかなことは、伝統的な競業禁止特約に対して、一般的制限と部分的制限の二つに分けて、分
析検討を行ったことである。当初、同裁判官は、一見して将来の雇用に対するすべての制限は、瑕疵を治癒して、有効なものとはなしえず、それ自体無効である、という初期段階のコモン・ロー上の考え方を放棄したように思われた。
 
 
がしかし、本件ミッチェル事件判決を含む事件は、次のように解釈をすることができる。すなわち、第一に、イギリス
全土にわたってどのような職業であれ、その遂行を独り占めにすることは完全な独占であり、法の政策に違反するものである。しかし、第二に、特定の場所あ いは人に対して制限が課され ときには 直ち 、独占に当たるものではない。第三に、こうした制限は、慣習をよりどころにするものであることから、およそ慣習は 良俗なも でなければならないが、必ずしもそれ自体法の明示 禁止には違反しな
い（
4
0）。第四に、職業の制限が法的に許される場合、罰則付きでそれを
強制することは 法に反するものではない。第五に、いかなる者も仕事をまったく行わないことを契約 ことはできない。第六に 正当な事由ないし約因（
consideration
）の伴わない一定の制限は、正当とは言えな
い（
4
1）。
     
 
右に述べたほか、さらに、本件裁判官は、契約自由の法理の重要性を認めた。すなわち、 「人は、熟慮のうえ 、自ら
同意することによって、自己のために 自己の職 譲り 特定の場所において仕事を他者 手放すことができる」 、 「本判決において真に区別される特質は、約束や債務証書ではなく 契約について合意を構成する約束を支持する約因を有するかどうかである」 、という同裁判官の指摘 らみて、同判決には、 自由 法理 重要性が色濃く反映されていること
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は、明らかであろ
う（
4
2）。
    
  しかしながら、 アメリカにおける取引制限に関する法やシャーマン法の展開に重大な影響を与えた右のミッチェル事件
判決のとりわけ重要なところは、単に契約法理の重要性を認めたことだけにとどまらず、今日、 「合理の原則（
rule of 
reason
） 」と呼ばれる包括的な判断基準を取り入れたことであ
る（
4
3）。もとより、 「合理の原則」は、営業譲渡の一環として、
ミッチェル事件判決以前にも用いられてきたところであるが、ミッチェル事件判決において「合理の原則」が実用的で重要な基準とされたことは、一般的に承認されている。
 
 
右の点について、マッククレスフィールド裁判官はミッチェル事件判決において、 「すべての取引制限において、もは
やそれ以上は解明のすべがないような場合 は、そうした制限は法的に妥当ではないと推定される。がしかし、そうした推定が覆されるような状況が、明らかにされるならば、当該裁判所 そうした状況につ て判断を行い、判決をなすべきである。その上で、正当かつ真摯な契約であるようであるならば、それ 、守られるべきある」 、とし
た（
4
4）。
     
 
 
 
このようにして、右のミッチェル事件判決以降、すべての取引制限は、一応無効（
prim
a facie invalid）であるという
伝統的ルールは、維持される一方で、裁判所は、当該事案の諸般の事情に基づいて、当事者が競業禁止特約の有効性を立証することを許してきた。そして、こうした 断基準のもとで、一見し 取引を制限するとみられる契約が支持 のかどうかを判断する際に 裁判所は、当該合意の背景に 何か重要な経済的ま は事業上の目的があるのかどうかや、当該契約に拘束力を与える適切な約因を有する かどうか ついて、判断す ことが求められた であ 。そして、裁判所は、 当該契約が適切な約因に基づくだけで なく 経済的および事業上 目的を有するな ば、 諸般の事情、 とりわけ、当該合意がなされたときの諸事情からみて、当該同意の諸条件 合理的であるかどうかについて判断を下すわけであ 。
 
  しかし、あえて言うならば、右 ミッチェル事件判決においては、自然法思想と自由放任主義思想を背景として、法的
安定性ひいては司法の不干渉の原則の一環として、コモン・ローの歴史上生まれてきた「契約 自由」の理念を希求する
38 
 
ほど、本件裁判官には、強い信念がみられないことである。それどころか、本件裁判官によれば、 「交渉力の不平等性が考慮されることが極めて重要であることは明らかである」 、ということであっ
た（
4
5）。かくして、ミッチェル事件判決におけ
る裁判官によ 契約原則の承認 とりわけ、契約成立には有効な約因が要件とされるということは、契約原理それ自体を促進すること、あるいは当該被告の自由に不当な制限を課することを強く指向するというより、むしろそうした契約原則は、当該契約が強制されたものではなく、あるいは少なくとも、公正さ 担保するものであ 、と言った裁判官の考え方に基づいてい ようにも思える。
 
 
 
   
 
右にみてきたように、イギリスにおいてはミッチェル事件判決を契機として、雇用上の特約についての重要な判例法理
は、一応の完結をみたと言え
る（
4
6）。こうして、中世の封建的社会から資本主義的経済社会への長い道のりを経て、事業上
の競争は、一段と増大す ようになり 使用者は自らの事業を守るため、新たな方策を模索しはじめた。そして、１８世紀の後半から１９世紀の初頭までに、イギリスにおいては、徒弟制度が大きく崩れる一方 当事者が法的拘束力を有する合意を結ぶという「契約 自由」の観念が、イギリスの市場経済システムにおいて重要な考え方になっていった。つまり、当事者の契約が安定的に履行強制されることが、従来 徒弟制度によって失われた安定性に取って代わるようになたのであ
る（
4
7）。
 
 
しかしながら、イギリスにおいて右のような「契約の自由」を重視する傾向が強まるに従って、裁判所は 古い封建的
経済システムに根ざした、ミッチェル事件判決に代表されるような 考え方と 新たな経済の現実をいかに両立させるべきか、というような問題に立ち向かわなければならなかった。
    
 
いずれにせよ、雇用関係の終了後の制限特約の拡大は、イギリスにおける伝統的な徒弟という身分制度から 約制度へ
の移行を明らかにあらわすものにほかならな 。こ 点について、言い換え ならば、起業家精神 基づく資本主義が繁栄し、競争が増大するにつれて 被用者 将来の雇用を制限する契約条項は、 り一層普通になっていっ のであ
る（
4
8）。
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競争を規制する一方で、技能を維持したり、労働力を提供したり、職業訓練を施すことを確実に行う徒弟制度の代わりとして、まさに当事者間の「契約」こそが、雇用関係を規律する基本的な手法でありうるようになったのであ
る（
4
9）。
 
 
すなわち、 かつての親方職人に代わって、 使用者は、 被用者による将来、 すなわち雇用関係の終了後の過度の競争から、
あるいは少なくとも、新たな競争によって大事なトレード・シークレットや顧客を失うことから自らの企業を守ることを求める一方で、かつての徒弟に代わって、被用者は、徒弟制度の衰退とともに、ある意味で労働市場での安全網や職業訓練の機会を失うに至ったのであ
る（
5
0）。つまり、新たな経済システムのもとで、被用者自らが仕事と職業訓練を確保するた
め、多くの被用者は、雇用を得て、職業訓練やそれよって経験を積んでいくために 、将来の行動の自由を制限されること以外に、よりよい選択肢はないという状況に追い込まれ いったのであ
る（
5
1）。
  
 
しかしながら、右のような経済システムにおける大きな変化に伴って、取引制限の分野 おいても新たに法的に対応す
る必要性が生じてきたにもかかわらず 裁判所は、ミッチェル事件判決における「合理の原則」という基本的な判断基準を完全に放棄したわけではなかっ
た（
5
2）。 この点について、 とりわけ、 何が変化したのかと言えば、
「合理性 （
reasonableness） 」
について、分析検討する際 要素に焦点が当 られたことである。すでに述べたように、ミッチェル事件判決では、当該競争制限の「合理性」を審査する際の基準として、一部分は、約因の存在がよりどころとされた。し がって 適切な約因の存在が証明されないならば 裁判所は、少なくとも理論的には、当該競争制限を法的に強制しな ように思える。しかしながら、イギリス社会において資本主義がより発達し 契約原則に対して、より一層注目が向けられるに従って、裁判所は、 必ずしも厳格とは言えないような より柔軟 要件を採用するようにな い た。 す わち こ 点について当該契約それ自体に実際に約因があるのかどうかということではなく、当該契約が、全体として、公正かつ合理的なものかどうかということ 、重要 なったのである。
 
  もとより、ミッチェル事件判決における「合理の原則」という判断基準が、経済情勢 変化に応じて、将来の雇用に対
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する制限に関する事件において採用されはじめたことは一応妥当なことであると言える。こうした「合理の原則」という判断基準を明確にし、再構成したイギリスにおける最初の事例は、１８３１年のホーナー対グレーヴズ事
件（
5
3）であった、
とされる。本件ホーナー事件は、当該使用者が仕事を継続する限り、同人の居住する町の１００マイル以内で、歯科医を歯科助手が開業することを禁止するということによって、将来の雇用に制限が課されていた、という事案であ
る（
5
4）。これ
に対して、裁 所は、当該合意を否定するにあたって、 「合理性」を構成する要素としては、当該契約において明らかにされた約因に限定されるものではなく、当該制限には、単 当該当事者 利益のために公正な保護が与 られて るかどうかのみならず、公共の利益に違反していないかどうか、すべての事実が関係してい 、とした。そして、本件裁判所の判決によれば、当該制 は、不当 広すぎる と うことであった。歯科医療 個人的な性質上、そうし 広範な医療が元の使用者自身によって行われることは、不可能である らにほかならな
い（
5
5）。いずれにせよ、本件において重要なこと
は、裁判所が、 「合理性」という判断基準につい 見直しを行 ことによって、契約当事者の利益と公共の利益との両立を図ったことであ
る（
5
6）。
 
 
 
次に、右のホーナー対グレーヴズ事件判決がなされた８年後に、裁判所はワード対バイン事
件（
5
7）においても、 「合理の原
則」の基準を採用し、２年の期間だけという限定付きの制限特約 無効とした。本件は 被告が２年間、原告の顧客を勧誘しないこと、あるいは顧客 販売し いこ および９ヵ月間、競争相手のところで働か いことに合意 た、という事案である。 れに対して、本件裁判所は ミッチェル事件判決を手がかり して、地理的制限が設 られていないこを理由として、そうした制限は両方とも、本来一般的 無効である と た。
 
 
右のホーナー事件判決に続いて、イギリスの裁判所はさらにタリス対タリス事
件（
5
8）において、近代的な起業家精神に基
づく資本主義的経済システム、そして、契約自由の原則の促進 向けて、 「合理の原則」の判断基準を、適応させていった。すなわち、女王座部裁判所（
Court of Q
ueen,s Bench
）はタリス対タリス事件において、すべての取引制限はそれ自
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体無効であることは明らかであるという、 ミッチェル事件判決において明らかにされた伝統的な考え方を修正する一方で、当該契約当事者には、当該特約が不合理であって、無効である、という立証責任がある旨を判示し
た（
5
9）。そして、そうし
た立証がなされないならば、当該契約の合理性が推定され、契約当事者双方によって自由に契約がなされたものとして支持された。
 
 
本件タリス事件判決以降、イギリスの裁判所が、取引を制限する契約を分析検討する際に、主として契約の自由に焦点
を当てたことは、疑いもなかった。このことは、タリス事件判決直後にイギリスの裁判所 述べられた次のような見解からも明らかであろう。
 
 
すなわち、 「ある契約が公の秩序に違反して無効である、 というような考え方を恣意的に拡大してはならないことには、
留意しておかなくてはならない。そのほかに公の秩序か 求められるものがあるとするならば、思慮分別のある者は、究極的に契約の自由を有するものであって、自由かつ任意に締結された契約は、尊重 正義の裁判所によって法的 強制されなければならないからである。それゆえに、こうした重要な公の秩序に配慮し、かかる 自由 軽々に干渉すべきではないのであ
る（
6
0）」 、とする。
 
 
 
このようにして、イギリスの裁判所が、 「一般的制限」 関するような事例をはじめとして、 べての取引ないし営業
の制限の事例において契約原則を採用するに至るまでに、それほど時間は要し かった。例えば、イギリスの裁判所は１８９７年のノーデンフェルト対マクシム・ノーデンフェルト・ガンズ・アンド・アミューニション社事件において、巨大軍事企業 売却と世界的な広がりをもつ競業禁止特約を支持したのであ
る（
6
1）。 すなわち、 この国の貴族院 （
H
ouse of Lords）
は本件判決において、 「被契約者 利益を保護する めに、合理的 必要性を超えず 公益に違反しな 競業制限は 支持されるべきである」 、と判断することによって、 でに述べ とりわけ、期間や地域を限定しない「一般的」な形の制限の有効性について、必ずしも容易とは言えないような疑問を解きほぐ
た（
6
2）。そして、本件のマクノートン裁判官
42 
 
（
Lord M
acN
aughten
）は補足意見のなかにおいて、次のように、今日の判断基準の基礎となるものを提示した。
 
 
すなわち、 「取引制限や個々の活動に対する干渉は、特定の事件の特別の事情によって正当化されうる。実際、当該競
争制限が合理的とは、すなわち、当該契約当事者双方に関してのみならず、公共の利益に関しても合理的であるならば、社会公共に何ら害を与えるものではないとともに、制限を課される契約当事者に対して、適切な保護が与えられることが担保される限り、保護としては十分 あ
る（
6
3）」 、とする。
 
 
 
このようにして、右にみてきた、コモン・ロー 積み重ねを踏まえて アメリカにおける取引制限に関する初期のコモ
ン・ローにおいては、イギリスにおける競業禁止特約の取り扱いに倣った考え方が打ち出された。すなわち、競業禁止特約について、ミッチェル事件判決において最初に採用をみたように、一般的制限と部分的制限の二つに分けて、分析検討するルールが初期の事件に適用されたのである。が、このルールはやがて、 「合理の原則」に取って代わられていったのであ
る（
6
4）。しかし、アメリカにおける初期のルールでは、単に当該契約の諸条件にとどまらず、当該被用者側の利益につ
いても検討がなされたことは看過されてはならない。
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四
 
アメリカにおけるシャーマン（反トラスト）法
 
  
右に述べたように、取引制限に関するコモン・ローは、イギリスからアメリカへほぼそのままの形で受け継がれていっ
た。しかし、１７６０年頃から１９世紀の初頭にかけて、イギリスを中心とした機械や動力面における発明を契機として起こった社会および経済構造の大変革、すなわち、いわゆる産業革命の間に、アメリカの経済、社会に起こった劇的変化は、単に伝統的なコモン・ローによる救済だけでは十分としなかった。すなわち における企業の巨大統合や産業の成長によ て、効率性に富んだ大企業間において、従来から地域市場によって保護されてきた同じ生産物 関して、激しい競争がもたらされたのである。 かくして、 大企業 勃興およびコミュニケーションや輸送手段が発達する 従っ地域の明確な境界線は次第に薄れていった。
 
 
また、アメリカにおいて１８６１年から１８６５年にかけて争われた南北戦争（
Civil W
ar）の後は、激しい価格競争
とデフレに特徴づけられるが、破滅的な競争に巻き込まれた企業が、トラストの形で取り決めを行い 価格競争を減殺するために株式を持ち合うという とは、ある意味で、ごく自然な成り行きであったとも言える。
 
 
このようにして、右のような「トラスト問題（
trust problem
） 」が広く一般に認識されるに従って、連邦議会に対して
行動を起こすように求める動きが必然的 起こっ 。しかし 当該トラストを規制する際の制限について、コモン・ローの当初の流れは、反競争的効果が第三者（消費者や小企業）にもたらされるとき、契約の当事者には、当事者適格（
standing） （カルテルのメンバーだけがもつ）が認められる、ということであっ
た（
6
5）。これに対して、アメリカにおい
て最初のトラスト 規制 る１８９０年のシャーマン（反トラスト）法は、政府や影響を受ける私人にも を拡大する一方で、同法は、第１条において、 「数州間または外国との取引ま 商業を制限する べての契約 トラストの形態によ 結合または謀議は、これを違法とす
る（
6
6）」 、と明確に定めることによって、コモン・ロー上の競争制限行為の規
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制を法制化したものにほかならない。
 
 
 
 
もとより、１９世紀末に制定されたアメリカにおけるシャーマン（反トラスト）法も、完全無欠なものではあり得ない
が、何よりも、同法は、政治、経済にもたらされる影響力が大きいことから、巨大企業の存在を危惧する者らと、経済的効率性と高いレベルでの生産性によるコスト低下の促進に資する巨大企業の支持者らとの間での経済的、 政治的対立のいわば妥協の産物にほかならなかっ
た（
6
7）。すなわち、同法の原案が示すように、極度に自由競争（
free com
petition
）を追求
して、いかなるトラストの余地も残さないよう 法律を制定す ことよりも、むしろアメリカ連邦議会は、取引制限や独占を禁止する一方で、必ずしも意味内容が明確とは言えないようなコモン・ロー上の概念を採択した であ
る（
6
8）。
 
 
このようにして、アメリカ社会が資本主義的な経済組織を維持、発展させていく上において、シャーマン（反トラスト）
法の制定は不可避の流れであったが、企業 改革によってもた される利益を完全に犠牲にすることもなく、同法はかつてのような厳格さを緩和することに って 伝統的な産業 はいく かの保護が与えられるようになっ
た（
6
9）。
 
 
右のように、シャーマン（反トラスト）法には アメリカにおける伝統的な企業を保護す ところに本来の目的があっ
たが、実際 ところ、同法は最終的に、すで 述べたように 巨大企業に対する相対立する見方について、さらなる妥協を重ねたにすぎなかっ
た（
7
0）。この点、同法が妥協の産物にほかならないものであることは、前記同法第１条の規定からも
明らかである。 なわち、同法は、 「取引制限」という概念を直接明確に定義し、説明す ことよりも、シャーマン（反トラスト）法によっ 、伝統的な企業に与えら る保護が 限を受けることを避ける めに、当時の連邦議会は、ある意味において意図的 「取引制限」という文言を用 よ 、その概念を曖昧な状態のままにしておいた と言っても過言ではなかろう。こうしたなかで、アメリカ 裁判所は速やかに 様々な問題 取り扱うため シャーマン（反トラスト）法のもとで一連の裁判例を積み重ねていったわけであ 。
 
 
 
 
いずれにせよ、重要なことは、雇用関係の終了後における競業制限の問題は、コモン・ロー よる取引制限の規制の範
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疇に入れられる、数少ない領域の一つとして残されたことである。したがって、裁判所は各州レベルにおいて、まずは契約法の枠内に取り入れて、雇用関係 終了後の競業制限に対して、伝統的なコモン・ローを発展させて、解釈、適用を図ってき
た（
7
1）。かくして、州レベルにおける雇用関係の終了後の競業制限の裁判例は、従来から形成されてきた裁判例の内
容を条文の形であらわした、いわゆるリステイトメント（
Restatem
ent）などにおいて、数多くの引用をみることができ
るが、連邦レベルの裁判所によるシャーマン（反トラスト）法に関する裁判例の展開については、ほとんど言及をみないところである。
 
 
このようにして、連邦のシャーマン（反トラスト）法は、ごくまれな例外を除いて、競争制限特約には適用されてこな
かったわけであり 裁判所が、競業制限特約をシャーマン（反トラスト）法 よる綿密な審査の対象にしはじめたのは、雇用関係の終了後の競業制限特約に関するハーヴェイ・ゴールドシュミッ （
H
arvey G
oldschm
idt
）（
7
2）の論考による
影響が大きい、と言われ
る（
7
3）。
 
 五
 
州のコモン・ロー上の取り扱い
 
  
アメリカにおける州レベルでのコモン・ローによれば、競争制限特約、とりわけ、競業禁止特約は、 （１）
 適切な約因
があること、 （２） 「合理的」である と、 （３）
 なんらかの合意に付随しているこ
と（
7
4）、という要件を満たして初めて強
制が可能とされる。しかし、この内、とりわけ、右 要件（２）
の競業禁止特約の「合理性」については、一般的に、①
 
当該競業禁止が、使用者の正当な利益を保護するものか、当該利益保護の必要性を超えていないか、保護を受ける当該利益に合理的に関連してい か、②
 当該競業禁止は、被用者が生計を立てることを不当に制限していないか、③
 当該競業
禁止は、公序良俗に適っ どうかによって決められてきたところであ
る（
7
5）。
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また、右の①の当該競業禁止が使用者の正当な利益に合理的に関連しているかどうかについては、いくつかの要因から
判断がなされる。しかし、一般的に、当該事業の性質や範囲によって左右される。例えば、医師、歯科医、弁護士のような専門的職業は一般的に、その性質上地元に密着しているとされる。したがって、逆に、地域に密着していないような専門的職業に対する競争制限は 法的に無効と判断される可能性が高いとされ
る（
7
6）。これに対して、配送業者は、卸売業者
か、小売業者かによって、そして、販売する商品の性質によって、地理的範囲が地域に密着しているか、それともその地域を越えるものか、例えば、国内だけか国外 も及ぶ か、いずれかであろ
う（
7
7）。また、商品の製造、販売、流通に従事
するような会社は、当該競業禁止の地理的範囲が拡大される余地があ
る（
7
8）。
         
 
 
 
また、当該競争禁止の期間については、使用者の事業上の利益との関係で、当該制限の合理性が決められる。この点、
例えば、時間的に無制限の競業禁止は、ほとんど常に不当であるとされ
る（
7
9）。しかし、時間的制限が課される特定産業に
ついて分析検討を行 ことなく 当該時間的制限に関して 競業禁止の合理性を判断することは、不可能に近いと言えよう。この点、アメリカの裁判所は審理 あた 事実 係を重視するあまり 件 決に一貫性を欠き、ひい は競業禁止特約を起案する際に、混乱をもたらしてき のであ
 
 
すなわち、右の競業禁止の期間について、従来の裁判例をふり返ってみれば、例えば、１年または２年の期間にすぎな
い競業禁止特約が無効とされる一方で、 ５年または１０年という長期にわたる禁止特約を支持するような裁判所がみられる。さらに、同じ管轄に属する裁判所であっても、ある裁判例 は３年の期間制限が支持される一方で、別の 例においてはそれは無効とされる。また、この点につい 、裁判所は、個々の 例 その事実に基づいて判断されなければならない、といういわば当然のことを述べ ほかに、 え 判決の整合性を図ろ と ているようには思わ ない。競業禁止特約に関する裁判例を検証してみれば、諸判決は 諸般の事情を考慮して、全体として一応 結論を得た すぎ 、それ自体直ち 不当 断定できないだけであろ
う（
8
0）。
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次に、②の被用者に対する競業禁止の合理性について、当該制限の地理的範囲や期間などの諸問題の多くは、①の要因
との関係で考慮される限りにおいては、むしろ漠然とした要因であると言える。しかし、この際に考慮されるべきその他の付随的要因として、当該被用者の専門的知識・技術の程度、職場 の地位・身分、長期かつ出費を要する訓練が、当該職務を遂行するために、関係しているかどうかなど、当該被用者の性質も問題 な
る（
8
1）。すなわち、一般的に、当該被用
者の専門的知識・技術が優れ
たものになればなるほど、当該使用者の利益はそれに応じて大きいものでなければ、裁判所
が当該制限について、法的拘束力を与えることは難しい、とされ
る（
8
2）。また、雇用関係の終了する前に被用者が雇用され
ていた期間が短いのであれば、使用者側において当該制限を法的に強制するためにあまり十分な利益がない、と裁判所に判断される可能性があ
る（
8
3）。
 
 
また、雇用関係の終了を取り巻く諸般の事情も考慮される。すなわち、例えば、当該被用者の解雇が明らかに不当なも
のであれば、たとえ合理的な競業禁止であっても 使用者には、一般 に衡平法上 原則に照らして、競業禁止の強制は認められないであろう。しかし、他方で 顧客またはトレード・シークレットの流用を図って 競争相手に雇われ ために、被用者が離職するよ な場合ならば、その他の事情から、使用者側の利益が競業禁止 支持する は必ずしも十分ではないときでも、差し止め命令による救済が発せられる可能性が否定できな
い（
8
4）。
    
 
また、当該競業禁止が制限を受ける被用者に不当な制約を課するものではないかどうかということが 考慮され
る（
8
5）。
すなわち、経済の状況、当該被用者の家庭の状況、または同人の居住地での在住期間なども 裁判所によって考慮されうる（
8
6）。しかし、右のような諸要因について考慮することは、一見して公正なようにも見えるが、当該契約の当事者は、右
のような諸々のリスクを当該使用者に負わせてよいも かどうか、疑問が残らざるを得ない。
 
 
さらに、裁判所は一般的に、社会に対する損失を考慮する。すでに述べたアメリカ 初期段階のコモン・ローにおいて
は、右の要因は、単に使用者または被用者の ずれかに有利に働くだけのものであっ
紛争に決着をつけるものではな
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かった、とされ
る（
8
7）。いずれにせよ、アメリカにおけるコモン・ローにおいては今日、当該競業禁止が社会公共を害する
可能性があるならば、こうした要因は決定的事実でありうる、とされ
る（
8
8）。この点については、当該競業禁止が、独占、
あるいは価格支配または人為的に生産制限を図ろうとするものか またはそうした目的をもつものであることが典型例として挙げられ
る（
8
9）。しかしながら、裁判所は一般的に、こうしたことに対して決定を行うにあたり、シャーマン（反トラ
スト）法をどれほど精緻に分析検討してき のか、疑問なし しない。
 
 六
 
おわりに
 
  
以上のとおり、雇用関係の終了後の取引制限、とりわけ、競業禁止特約について、アメリカの裁判所は、もともとイギ
リスのコモン・ローにおい 展開さ 、シャーマン（反ト
ラスト）法においても踏襲された「合理の原則」に基づいてそ
の取り組みを行ってきた。
 
  しかしながら、アメリカにおける州および連邦レベルの裁判所における の取り組みには、不十分
なところが二三みられる。 まず、 第一に、 州レベルの裁判所と連邦レベルの裁判所の取り組みは、 きわめて対照的である。第二に、各州レベルの裁判所での取り組みが異なることによって、使用者企業と被用者と 間の雇用契約が、果たして有効かどうかについて、一定の予測不確実性は避けられない。第三に、すでに述べたようなコモン・ロー上の取り組みを行う諸州の間でも 当該ルー を適用する裁判官に依存せざ を得ないわけであって、さまざまな裁判所の分析検討 結には、予測不確実性を伴う。その結果とし 、同じ州内 おいても予測可能性が低く、当該競業禁止特約が審理される裁判所の裁判官の判断に依存するところが大きい。 さ 、こうした理由 らも 裁判所には より一層一貫した厳格な取り組みが求められるところである。
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最後に、イノベーションの盛んな今日、企業のトレード・シークレットや顧客関係の保護は極めて重要である一方で、
企業間の競争維持もまた重要な課題である。アメリカのシャーマン（反トラスト）法は、日本の独占禁止法の母法とされるが、わが国において 、ハイテク企業の重要性が増大し、イノべーションが強調されるに従って、雇用関係の終了後の競業禁止特約 不当な取引制限に当たらないものかどうか、独占禁止法の視点は見逃せない。とりわけ 競業 特約の有効性の判断については、例えば 被用者のもつ特別の知識・技能などに対する「公共の利益」からの要請についても、十分な検討が必要とされる。
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一
 
はじめに
 
  
イギリスにおいては、雇用関係終了後の競業禁止特約
(covenant not to com
pete)のほかに、 「ガーデン・リーヴ
(garden 
leave)」と呼ばれる独自の概念をあみ出してきた。このガーデン・リーヴの条項によれば、競業禁止特約とは異なり、当
該被用者は雇用関係が終了する前に、一定の合理的な長さの予告を使用者に行うことが求められる。これに対して、使用者は、この予告期間中、いかなる労働も被用者に強制することはできないが、被用者には給与などが全額支払われる。当該労働者は、 「被用者
(em
ployee)」としての地位を保持しているからにほかならない。しかしながら、当該被用者は、競
業他社のために働くことができな ばかりか、使用者に損害を与えてもならないとされ
る（
1）。そして、こうした労使間の
取り決めは、使用者に必要な保護を与える一方で 被 とっても「フェア
(fair)」なものとされ、一般的に裁判上も
受け入れられ、その履行強制も認められてきたところであ
る（
2）。
 
 
一方、わが国においては、急速な技術革新の進展や、経済社会の高度情報化などを背景として、生産方法、販売方法、
その他の事業活動に有用な技術上、営業上の情報の重要性が増す一方で、企業間の競争が激化する中において、企業の競争力の源泉であり、財産的価値のあるトレード・シークレットやその他の秘密情報が被用者 転職に伴い 競業他社に流失する事例が増してきている。しかし うした事態に対して、 レード・シークレットの保護を実質的に担保するために使用者と被用者と 間で競 避止契約が締結されることが稀では い 事後的に競業避止契約の有効性やその民事的
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な救済措置とりわけその差止命令をめぐって紛争が起こり、果たして、
競業避止契約は裁判上、履行強制が可能か否かに
ついて不確実性が増している。
 
 
こうした競業避止契約の裁判上の履行強制可能性をめぐる不確実な現状にかんがみて、イギリスにおいてコモン・ロー
上形成されてきたガーデン・リーヴの概念ないし法理が果たしている役割を検討しておくことは、とりわけ大きな意味を有するように思われる。
 
 
もとより、イギリスとわが国とでは、その法文化的背景に違いがあることは言うまでもないが、ガーデン・リーヴ
の法
理は、 わが国における競業避止契約の裁判上の履行強制可能性についての不確実性の問題を打開する道筋をつけるものとして、そうした法理を採り入れることは可能かどうかについて、検討したい。
 
 
ニ
 
イギリスにおけるガーデン・リーヴの法理の展開
 
  
1 
ガーデン・リーヴの法理
 
 
（
1）
 
ガーデン・リーグの概念の萌芽
 
 
イギリスにおいてガーデン・リーヴ いう概念が生じた先駆的な事例として、
一九八六年のイヴニング・スタンダード
社対ヘンダーソン事
件（
3）がある。その事実の概要と判旨は次のとおりである。
 
 
本件被告は、その当時、首都ロンドン地域における唯一の有力な夕刊紙であった原告会社のプロダクション・
マネージ
ャーの職にあった。しかし、有名な出版社のロバート・マックスウェル社がライバル夕刊紙の発刊を始めることを決めるに至って、被告は原告会社を退職して、新たな出版のプロダクション・
マネージャーに就任するようにマックスウェル社
から転職を勧誘された。しか ながら、被告と原告会社との間で結ばれた契約には、同人は当該契約 有効期間中はその
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他の使用者のために働いてはならないことと、当該契約は使用者または被用者のいずれか一方が、一年の予告期間をもってのみ終了させうる旨定められていた。しかし、被告の辞表によれば、同人は二ヵ月以内に退職する予定であり、それは本件契約に定められた期間 十ヵ月間不足するものであっ
た（
4）。これに対して、原告会社が、本件契約条項の履行強制を
求め、残存期間を含めて一年間、被告がマックスウェル社のために働くことを阻止する差止命令を申し立てたのが本件事案の概要である。
 
 
本件下級審では当初、原告の差止命令の申立を認めなかった。被告は在職中に、保護されべき必要性のある秘密情報を
取得していなかったという理由からである。これに対して、本件控訴院は、原告会社から提示された新たな理論に基づいて、差止命令を認容し のである。とい のは、本件原告会社の主張によれば イギリスの判例法のもとでは、他方の当事者により受け入れられない、契約当事者の一方による契約の履行拒絶
(repudiation)がなされるときには、他方の当事
者は当該契約は、なお有効と見なすことができるからであ
る（
5）。つまり、本件被告は、辞表の提出 より、当該契約の終
了前に履行の意思がないことを表明したが、原告会社は当の契約は依然として存続 ているものと見なしたわけであ 。こうした状況のもとで、原告会社は、被告が実際に同社の めに働くか否かにかかわらず 契約上要求される予告期間の残存期間中も、給与 全額とその他 便益を被告に与える旨 意思を表明した。それのみならず、原告会社は、被告が給与の支払いを受けながら、同社に就労しない期間について、損害賠償請求も見合わせる旨 提案を行っ
た（
6）。これに対し
て、本件控訴院によれば、被告は契約上は行わないとされたことをまさに行う と、とりわけ当該契約の期間中は他者に就労することは許されるべきではないとされ
た（
7）。そして、本件控訴院は、このような法的判断と、雇用契約を履行強制
する差止命令を認めないことを比較衡量する いに、次のように述べたのである。
 
 
すなわち、 「差止命令により、被告は原告のために働くことを強制されてはならないし、被告を困窮させたり、失業状
態に追いや ものであっては らない
・・・・・・
。しかし、それは原告が提案を行ったことにより克服されるものであ
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る。被告は、原告のところに戻って就労することができる。もし仮に、被告が復職しないとしても。 ・・・・・・予告期間が適切であるならば、その期開が満了するまで、本件契約上給与のみならず諸利益を十分に受け取ることができる。
」（
8） 
右のように、本件控訴院は 使用者が当該契約の有効期間中は本件被用者 給与の支払を継続する予定である いう理由に基づいて、以前には裁判上の履行強制 不可能と考えられていたことを強制する判断を下したのである。そして、裁判所が法的判断をなすさいに焦点を移行したことは、イギリスにおける雇用法の劇的な変化をあらわすものである、とされる（
9）。このようにして、裁判所はイヴニ
ング・スタンダード社事件判決において、原告会社が契約上定められた予告期間
の残存期間中も、被用者 給与の支払いを進んで継続するという意思をより所として、被告 対する差止命令を認容する判断を行ったことにより、ガーデン・リーヴという概念枠組は、その基礎が築かれ のである。
 
 
（
2）
 
ガーデン・リーヴの法理の裁判上の承認
 
 
イギリスにおけるガーデン・リーヴの議論の出発点は、イヴニング・スタンダード社事件判決にあったが、この判決の
趣旨に沿って、雇用契約上のガーデン・リーヴ条項が実際に検討 対象とされた事例とし 、プロヴィデント・フィナンシャル・グループ社対ヘイワード事
件（
1
0）がある。
 
 
本件被告は、不動産仲介業を営む原告会社において財務担当のディレクターとして働く公認会計士であった。被告は、
職を辞して、別会社へ転職する考えから、原告会社 退職した。前述したイヴニング・スタンダード社事 の被告と同様に、本件被告と会社との間の雇用契約には、同人が在職中は他の使用者のために働いてはならないことと、契約 終了には一年前に予告を必要とする旨 規定が置かれていた。また、被告と会社と 間 契約では、同人は給与を全額受け取ことができるが、会社はいつでも同人を職場構内に立ち入らせないか あるいは同人 職務執行を停止させることができる旨の定めが置かれていた うのが本件事案であ 。 れ 対し 本件裁判所 、
「これは、明らかに、いわゆる『ガ
ーデン・リーヴ』としてよく知られた約定であり、こうした趣旨の規定は 幹部社員との雇用契約中に今日 普通に置か
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れている」と指摘したのであ
る（
1
1）。
 
 
本件では、被告が辞表を提出した後に、原告会社と被告との間で、原告に対する予告期間を六ヵ月間短縮する旨、相互
に合意さ た。被告は、原告会社で二ヵ月間にわたって職務を継続したが、その間に、原告会社が損害を被る可能性のある秘密情報を被告に取得されることが懸念されたので、ガーデン・リーヴ条項に基づいて予告期間の残存期間中、職務からはずされ、自宅待機 させら
た（
1
2）。しかしながら、被告はその一週間後に原告会社に対して、残存期間が終了するま
で自宅で待機するより、二、三日後には、前記別会社において働く予定である旨を知らせた。そこで、原告会社は、六ヵ月の期間が満了するまで、 が別会社で新 な地位に就くことを阻止するため、差止命令を裁判所 申し立てた。
 
 
しかし、プロヴィデント・フィナンシャル・グループ社事件 おいては、先に述べたイヴニング・スタンダード社事件
判決とは異なり、被用者 給与 全額支払うことだけで、被用者の転職を制限できるという使用者の立場そのものに関心が向けられた。そして、本件裁判所は次のように述べたの ある。
 
 
すなわち、 「実際『ガーデン・リーヴ』の期間が長期にわたるときには、明らかに乱用の可能性がある。もし仮に、意
欲が旺盛で有能な幹部社員が 長期にわたる予告期間が定められているために、まったく他社の に働くことができないならば、幹部社員が退職を申し出ないことを確実なものにするような武器を使用者は手中に収め こ なる。事前の予告を行って 職を辞する は誰 あれ、不正行為を働くか、または以前の を欺く意図によ のではなく、自らの専門的知識を最大限に発揮するために、競業他社へ新たに転職 こと ごくあり得る ある
。（
1
3）」
 
 
そして、本件裁判所は結局のところ、エクイティに基づく差止命令を認容しなかった。もし仮 被 が 残存する十
週間にわたる 期間を他社で働いた しても、 原告会社は何ら深刻な被害を被 ない ろうと認定され からである。原告会社と前記他社とが競業間係にあろう 、他社におけ 被告の職務は、原告会社にお て被告が就いていたポストとは非常に異なっていたからにほかならな
い（
1
4）。したがって、こうしたさいに、裁判所による救済処置としては、契約違反
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により被った損失を補填する損害賠償のほうが適切であって、 差止命令を容認することではない。 しかしながら、 一方で、裁判所が認めるところによれば、 「諸事情から適切な場合」 、被用者というものは、 「被告の契約状況にみる契約条項の
も
のとでは」 、競業を制限されうるということであっ
た（
1
5）。このようにして、プロヴィデント社事件判決によって、被用者が
競業他社において類似の職務に就くことを阻止するため、ガーデン・リーヴの法理を用いることが裁判上、暗黙の内に承認された であ
る（
1
6）。
 
 
2 
裁判例の変化
 
 
プロヴィデント社事件判決は、評判の高い被用者が競業他社へ転職することを阻止するために、使用者にとってガーデ
ン・リーヴが有用とされる状況を明確化する役割を果たすものであった。そして、本件判決を契機として、多くの裁判例が積み重ねられてきたが、その具体的な事例 して、ジェイエー・モント社対ミルズ事
件（
1
7）が挙げられる。イギリスの雇
用上訴審判所
(Em
ploym
ent Appeal Tribunal)は本件において、ガーデン・リーヴの原則に基づいて、被用者が競業他社
へ転職することに制限を加えるために、使用者は解雇 の抱合せが可能かどうかとい 問題を検討した。これに対本件裁判所は、雇用関係の「継続性」
が、ガーデン・リーヴをめぐる事件において差止命令により使用者が保護されるか
どうかの重要な要素になるとしたのであ
る（
1
8）。すなわち、本件裁判所の認定によれば、およそ被用者は、競業他社のため
に働くことによって、自己の使用者に損害を与えることを防ぐ信義誠実を尽 す義務
(duty of fidelity)を負う一方で、雇
用契約関係の終了後には 忠実義務
(duty of loyalty)を負わないとされたからであ
る（
1
9）。換言すれば、ジェイエー・モント
社事件判決においては、使用者は当該雇用関係がすでに終了した被用者をガーデン・リーヴの状態に置くことは許されないが、ガーデン・リーヴによる保護をより所とするためには、信義誠実ないし忠 義務 維持 るため も当該被用者との雇用関係を継続しなければならない、という考え方 示されたのである。
 
 
ジェイエー・モント社事件判決はガーデン・リーヴの法理の適用について一定の制限を設けたが、その制限は、
一九九
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八年のウィリアム・ヒル・オーガニゼーション社対タッカー事
件（
2
0）においてさらに拡大された。すなわち、本件控訴院
 
民事部が判示するところによれば、当該使用者がそうすることを許す特別の契約条項がなければ、一定の被用者をガーデン・リーヴの状態に置く とはできないものとされた。本件裁判所は差止命令を認容しなかったが、その認定によれば、雇用契約上ガーデン・リーヴについての明示規定がないことから、使用者は被用者をガーデン・リーヴの状態に置く
こと
はできない、ということであっ
た（
2
1）。そして、本件控訴院のモリット
(M
oritt)裁判官の見解では、被用者は二種類に分け
られた。その一つは、使用者が就労を許さなければならない被用者であり その二つは、使用者が単に報酬の支払義務を負うにすぎない被用者である。こうした区別 したがって、同裁判官の認定によれば、特別の契約条項が置かれていないときでも、使用者は、ガーデン・リーヴによって、後者の被用者を自宅待機にさせることができる。使用者は、そ によって、何ら被用者に対する契約上の義務に違反していないからであ
る（
2
2）。しかし、使用者は前者の被用者については、雇
用上明示的な合意 より使用者に権限が与えられている場合にのみ ーデン・リーヴの状態に置くことができるにすぎない。そし 本件被用者は、これ 属する旨認定された から、裁判所は本件において、契約上ガーデン・リーヴ項が置かれていないことを理由に が競業他社へ転職することを制限するために、差止めを命じること できないとされ
た（
2
3）。本件争点をめぐって先例がなかったにもかかわらず、本件に見るように、明示のガーデン・リーヴ条項が置
かれていないことは、必ずしも暫定的差止命令
(interlocutory injunction)の請求にとって決定的なものではないことは、
以前 ら実務的には一般的に認め れてき ことを考慮すると、本件判決は異例 も言える。
 
 
さらに、ガーデン・リーヴ
の法理が明確化された事例として、シンビアン社対クリステンセン事
件（
2
4）が挙げられる。本
件控訴院民事部は、雇用契約上明示的に、契約の有効期間中、被用者は他 のために働くこと 許され としても ガーデン・リーヴを用いることによっ のみ 被用者が競業他社のために働かないようにすることができ 旨判示し のである。本 の考え方は、すでに述べたプロビデント・フィナ シャル・グループ社事件判決においてとられた立場
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からは後退したようにも見られるが、 裁判所は、 当該被用者の職務が、 以前の使用者と直接的に競業しないという事実は、決定的なものとは捉えなかったのである。それよりむしろ、本件判決で注目される は、裁判所が、ガーデ
 
ン・リーヴ条項と、契約の有効期間中に被用者が他で就労することを制限する規定の両方について、当該被用者の雇用契約上の定めに着目して これを検討し ことであ
る（
2
5）。そして、本件控訴院はその合議体において、これら二つの条項の
重要性を強調したのである。すなわち、ウィリアム・ヒル社の事件の判決で明言されたように、明示のガーデン・リーヴ条項が置かれていない場合、被用者が競業他社のために働くのを制限することは、裁判上強制されうるも ではない。そして、裁判所は本件シンビアン社事件の判決 おいて、ガーデン・リーヴ条項だけで被用者が競業他社に就労することを禁止するものではない、ということを進んで述べたのである。すなわち、本件裁判所の認定によ ば ガーデン
・
リーヴ
の状態に被用者を置くことは、被用者の黙示的な信義誠実ないし忠実義務に終止符を打つものであ
る（
2
6）。が、しかし両当
事者 契約関係は ガーデン・リーヴ 期間中存続している。そ 結果として、被用者は、ガーデン・リーヴに基づく予告期間中は任期をまっとうする一方で 被用者が他の使用者のために働くこ を排除する契約条項は、なおも有効であるとして、本件では差止めが命じられ
た（
2
7）。
 
 
3 
ガーデン・リーヴの法理の最近の動向
 
 
イギリスにおいてガーデン・リーヴ条項が用いられたのは、 比較的新しい時期に属するが、 それをめぐる判例法理は個々
の裁判例を通じて依然として発展を続けている。したがって、関連する裁 例が多数 場合には複雑性を伴うが、いずれにせよ、裁判所は、企業にとって枢要な被用者が競業他社へ転職するために職を辞するさいに、企業自らの保護を確実なもの する雇用契約上の指針を使用者が持つという観点から ガーデ ・リーヴ条項の履行を強制 る差止めを命ず状況を絞り込んできたとされる。 すなわち、 ず第一に、 被用者をガーデン・リーヴ状態に置くことを許す明示的条
項（
2
8）と、
第二に、当事者が明示的な合意をした期間、被用者が他の使用者のために働く 禁止する規
定（
2
9）の二つを契約のなか
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に盛り込んでいなければならない。この点、クレディ・スイス・アセット・
マネジメント社対アームストロング事件判決
においては、ガーデン・リーヴ条項の導入に道を開いたのは、 「競業制限約款の履行強制の可能性に関する不確実性にほかならず、こうした条項に対して裁判所は、競業制限約款に比べて、より柔軟に対応してきた」旨が指摘され
た（
3
0）。この
ようにして、イギリスにお ては、ガーデン・リーヴをめぐって、さまざまな裁判例が積み重ねられてきたが、概して、裁判所は、差止命令による 履行強 に前向きな姿勢を示してきたように見られ
る（
3
1）。そうした裁
判例の結果を端的にあらわす事例とし 、前述したウィ アム・ヒル事件判決においては次の 述べ た。
 
 
すなわち、 「被用者が雇用契約を見定めて、予告するさいに、使用者は、報酬を支払う
一方で、予告期間中、就労をし
てはならない旨、主張しうるであろうか。そうした効果をもたらすために、明示 契約条項がある場合、使用者がそうしうることについては 争いがない。
」（
3
2） 
 
また、退職被用者は、競業禁止特約については異議を申し立てながらも、ガーデン・リーヴ条項には拘束されることが
被用者にも受け入れ れつつあると言われ
る（
3
3）。このようにして、ガーデン・リーヴ条項の裁判上の履行強制可能性をめ
ぐって、確実性が増すにしたがって、競業他社へ転職することから企業の保護を図ろうとする使用者は、企業にとって枢要な被用者との間の契約中 、そうした条項を盛り込むことが普通 なっ き と言われる。
 
 
しかしながら、 その一方で、 ガーデン・リーヴの法理の働きの限界が認識されるようになり、 イギリスの裁判所は近年、
ガーデン・リーヴ条項 乱用の可能性について関心を向けてきた。 なわち、まず、裁判所は、予告期間中 競争相手企業での就労を禁止する明示の規定 あることによ 差止命令を認容 傾向にある。次に、裁判所は 被用者 就労請求権と 関係で、 とくに 被用者 、 自己の技能や経験 維持する めに就労を要求する場合に であれ使用者が仕事を与える義務を進んで読み込んできた される。 さら 長期間 わたる予告期間 求める条項に対しては、取引制限の法理
(doctrine of restraint of trade)が適用され、使用者の合法的な利益を保護するものとして正当化されない
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限り、無効なものとして取り扱われることが示されてき
た（
3
4）。
 
 三
 
結びに代えて
 
 急速に進む技術革新と労働力の流動性の高まりの中で、企業は、トレード・シークレットなどの秘密情報の社外流出への対応が求められてきたところである。しかしながら、わが国における競業避止契約の履行強制をめぐる不確実性の高まりという現状にかんがみて、使用者は、専門的分野に優れた能力を発揮す 、企業にとって枢要な被用者との雇用契約中に競業避止契約に代えて、 ガーデン・リーヴ条項を盛り込むことは可能であろうか。 とりわけ、 労使関係において当事者が、オール・オア・ナッシングの処理を避けて、中間的な歩みよ を求めてガーデン・リー
ヴのような特約を結びうるか。も
とより、わが国の裁判所には、ガーデン・リーヴ 法理の有効性を検討する機会 今のところは与えられていない。したがって、ガ デン・リーヴ条項
競業避止契約に比べて、法的に裁判上も履行強制の可能性が高いかどうかは、未知数
である。
 
 
確かに、イギリスにおけるガーデン・リーヴ条項は、
競業避止契約に比べて、使用者と被用者との間の相対立する利害
に対して、よりバランスを取っているか 見える。が しかし企業の退職によって使用者に真の脅威を与えるような被用者のみをガーデン・リーヴ状態に置くこと 許され であろう。この契約条項自体は、もともと被用者が不必要に長期間にわたって労働から排除されるものではなく、しかも
競業が制限されている期間中、被用者に発生した損害の補填をは
かりながらも、使用者が保護する必要 ある事業上の利益に保護を与える とを、より確実 もの す 狙い
る（
3
5）。
 
 
もし仮に、わが国の裁判所がガーデン・リーヴの法理を承認し、受容するならば、雇用契約関係終了後の競業制限法の
分野がより明確化される道が開かれるかもしれない。そうであるならば、使用者は、
競業避止契約に代えて、より実効性
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を伴う有効な対応措置として、ガーデン・リーヴ条項を盛り込む可能性があり、
競業避止契約の履行強制をめぐる不確実
な状況を打開するために役立ちうるであろう。そして、使用者は、企業にとって枢要な被用者が競業他社へ転職することによって被る損害から自社を防衛するのに有力な対抗手段を得ることになるであろう。一方、被用者もまた、新たな使用者のために働くことを制限される場合、給与などを補償されるだけではなく、被用者 重要な顧客と接触したり 教育訓練上の投資をされる可能性も残 ている。
 
 
最後に、すでに述べたように、ガーデン・リーヴ条項は、裁判上の強制可能性を促進する点で使用者の要請に適うもの
であり、イギリス法にとり入れられてきた。そして、この法理の発展により、イギリスの使用者はわが国の使用者に比べて、手厚い保護を受けているかに見える。しかしながら うした考え方をわが国にと 入れ ことについては 法理上いくつかの難点を抱えている。まず、この法理は、競業他社のために働くこと 制限されている期間中、被用者に 給与などが全額支払われる一方で、労働は強制されないとはいえ、使用者 トレード・シークレット ど 秘密情報を保護するため、それを知りうる立場にある被用者 職務から排除し 、自宅待機を可能にするものであり、こうした法理 、何よりも、わが国の憲法第二二条において保障された労働者の職業選択の自由
(転職の自由
)を侵害するおそれがあると同時
に、専門的分野に優 た能力を発揮する被用者が自主的に自 キャリアを形成、維持、向上 せ、自己実現を図る機会を奪うおそれがある。次に およそ契約関係にお ては何ほどかの力関係が働くのは常であるが、被用者が自ら合法的な仕事または営業に従事しないという契約は、 労使の間 取引能力 不平等がある結果にほかなら いものである。 さらこの法理は、競争の制限による不当な独占が発生するおそれを伴うも であることから、そうした競争制限は、競争 通じて自由主義経済の市場機能が維持されるために不可欠な 有能な労働者 移動 知識・情報 流通を妨げる危険もはらんでいる。
 
 注
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一
 
はじめに
 
  
わが国における急速な技術革新の進展や、経済社会の情報化を背景に近年、とりわけ高度先端技術分野において互いに
しのぎを削り合う企業が増加するにしたがって、技術とか、市場や顧客
（企業）
についての知識、情報などを豊かに身に
付けた労働者は、その価値をますます高めている。しかしながら、その一方で、わが国において終身雇用、年功序列という日本的雇用慣行が大きく崩れ、被用者が競業他社で働くために退職したり、競業他社を自ら立ち上げる機会も増えてきた。
 
 
もとより、使用者は、会社 とっての資産のうち、枢要な人的財産（人材）を自社へ引き止めることを強制することは
できない。その結果、被用者の競業他社への転職は、以前の使用者のもとで得た、会社にとって最も価値のある財産であり、競業他社に対して競争優位 保つ情報であるトレード・シークレットやその他の秘密情報が社外へ流出するという問題を生じて た。被用者が 業他社へ転職すること、また 競業他社を自ら立ち上げることになれば、以前の使用者は、その技術的 営 的な競争優位性が損なわれるおそれがあるのみならず、まさに企業存亡の危機ともいえる事態にさらされることにな かねず、企業は、被用者が在職中に得た知識 情報などを競業他社のために用いるこ を防ぐ必要に迫られる。被用者の転職を介したトレード・シークレットなど 流出から使用者 いかに保護するのか。使用者は 最も財産的価値のあ 資産 うち、被用者の身に付けたトレード・シークレットなどの秘密情報を確保 、専門的知識、技術が損失を被ることから自社を守るために 会社 とって価値のある知識、情報の開示を防止したり、被用者が競業他社へ転職することを制限するため、雇用関係の終了後も、秘密保持義務や 禁止義務を負わせる、秘密保持契約や競業避止契約の締結という手段を用いることによっ 、自衛策を講じてきたところであ 。
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もちろん、退職した労働者が、契約などに基づいて秘密保持義務に絡んで競業避止義務を負う場合には、使用者は、当
該契約などの取り決めの条項に違反する競業行為によって被った損害の賠償を請求することができるが、トレード・シ
ー
クレットやその他の秘密情報の流出のケースには、こうした救済方法だけでは必ずしも実効性をあげることができない。したがって、使用者は、退職労働者に対して、当該契約などで取り決めた条項に基づいて、現に行われている競業行為を排除 り、将来当該契約条項に違反する競業行為が行われることを予防するため、競業行為の差止めを求め わけ ある。しか 、秘密保持義務も、労働者が自ら好むところで働く自由に影響を与え ことがあるが、競業避止義務は、労働者の転職、再就職の自由を直接的な形で制限するも であ だけに、競業避止義務を含む契約の有効性について裁判上争われる事例も少なくな
い（
1）。また、わが国の裁判所は、とりわけ競業行為の差止請求の要件については厳格な解釈態度を
とって
き
た（
2）。したがって、使用者と被用者との間の競業避止契約の締結という手段による対応は、トレード・シークレ
ットなどの秘密情報の流出を防止する措置として、その抑止効果を期待されながらも、必ずしも期待される程の 果をあげていないばかりか、競業避止契約の履行を強制することについては、その裁判結果が不確実で予断を許 ない状況にある。このよう 、被用者の 他社への転職 競業他社 立ち上げとトレード・シークレットなどの秘密情報の流出の問題について、諸外国に目を転じると、例えば アメリカ合衆国（以下、単 アメリカという）には、わが国と同様に 使用者のトレード・シークレットやそ 他の秘密情報を保護するために、雇用関係 終了後の競業を禁止する契約などの取り決めの条項
（
restictive covenant）
は、一定の役割を果たしてきたことが認められる。しかし、アメリカの裁判所は従
来から、競業禁止条項そのものに疑念を抱くとともに 退 被用者が競業他社へ転職するこ を妨げること 消極的な態度をとってきたところであ
る（
3）。そして、こうした競業禁止条項に対する裁判例の傾向は、被用者の退職によって生じる
可能性のある損害から企業の営業上の利益を守 ために 競業禁 条項に依存せざるを得な 使用者がかかる契約条項に期待した目的を実現することを不可能にしている。にもかかわらず、アメリカは多く 州において、雇用関係の終了後の
76 
 
競業制限法の分野において明確な法的ルールないし基準を確立するに至っていないばかりか、 雇用関係の終了後の競業禁止条項を裁判上も履行を強制することについて、一定の傾向は認められるものの、いまだ確立した裁判例と言えるも が形成されていな
い（
4）。したがって、企業のトレード・シークレットなどの保護を図ろうという使用者は不安定な立場に置
かれてきた。すなわち、たとえ企業にとって枢要な被用者との雇用契約に付随して競業禁止条項が設けられている場合でも、使用者には、実際に、そうした契約条項が裁判上も履行を強制され、被用者が競業他社へ転職することが阻止される保証はなく、アメリカの使用者は、その解決 苦慮してきたところである。
 
 
他方、
イングランド（以下、単にイギリスという）においても、わが国やアメリカと同じように、競業避止契約が裁判
上も履行を強制されるか否かについては 結果が不確実で予断を許さない状況に直面してきた。 かし、イギリスの使用者は、わが国やアメリカとは異なり、競業禁止条項の裁判上の履行強制をめぐる不確実性の問題に対する一つの解決方法として、一般に「ガーデン・リーヴ（
garden leave）」と呼ばれる独自の概念をあみ出し、それを契約条項として盛り込
んできたところであ
る（
5）。このガーデン・リーヴ条項によれば、被用者は退職する前に、相当長期にわたる予告が求めら
れる一方で、この予告期間中、使用者は、被用者に労働を求めることなく、被用者には給与などが支払われる。なぜならば、当該労働者は「被用者
（
em
ployee） 」としての地位にあるからである。もっとも、予告期間満了後には、被用者は、
以前の使用者の競争相手企業において就労す ことができる。 こうした使用者と被用者との間の契約などの取り決めの条項は、企業に必要な保護を与える一方で、被用者に っても「フェア
（
fair）」なものとして、イギリスの裁判所によっ
て一般的に受け入れられるとともに、裁判上も履行を強制されて たのであ
る（
6）。
 
 
しかし、こうした法的に独特な性格を持つガーデン・リーヴという考え方は、イギリスにおいては公正、妥当なもので
ありうるとしても、 わが国やアメリカにおける競業避止 いし競業禁止契約 履行 強制 めぐる裁判結果の不確実性の問題を解決する糸口となりうるであろうか。
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そこで以下、 まずアメリカにおける伝統的な競業禁止条項についての裁判上の履行強制可能性をめぐる不確実性の問題
を概観し、次いで、
イギリスにおける競業禁止条項に対する異論と、それを乗り越えようとするガーデン・リーヴという
契約などの条項を設けることによる問題解決の試みを考察した。さらに、アメリカにおける競業禁止条項とイギリスのガーデン・リーヴ 比較検討した。そして、最後に、わが国やアメリカ おける伝統的な競業避止ないし競業禁止契約に比べて、裁判上もより履行が強制される可能性が高く、信頼できる保護を与える契約などの取り決めの条項として、使用者は企業にとって枢要な被用者との間の雇用契約に付随してガーデン・リーヴ条項を盛り込み、トレード・シークレットなどの秘密情報の流出を防止する効果を上げることができるかどうかについて検討を加えてみたい。
 
 二
 
アメリカの競業禁止条項によるトレード・シークレットの保護
 
 １
 
問題検討の背景
 
 
激しい企業間競争の中にあって、企業にとって枢要な被用者は、単に使用者にとって価値があるばかりではなく、被用
者が以前の会社を退職し、競業他社へ転職をはかるならば、当該企業にとっては計り知れない損失を被るおそれがあるような場合に、使用者がそう た被 を自社 止め おきたいと考えることは、もっともなことである。その一方で、労働者の流動化が加速する今日、被用者の競業他 へ 転職や競業他社の起ち によって、トレード・シークレットやその他の秘密情報 流出するという事態を生み出している。こうした状況のなかにあって 使用者は自ら、企業にとって財産的に価値のある営業上の顧客や知識 情報を身に付けて転職する可能性のある被用者 対し 、対応策を講じる事例が多くなってい
る（
7）。
 
 
このようにして、使用者がこれまでより所としてきた企業の重要な自衛措置の一つが、被用者との雇 契約において競
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業禁止条項やその他の競業制限条項を契約内容として取り込むことであるにほかならない。そして、こうした雇用関係の終了後の競業禁止条項などが、アメリカにおいては雇用契約に付随して設けられることは普通になっ きた。 かし、使用者によるこうした取り組みにもかかわらず、
かえって競業禁止条項の履行強制を求める訴訟は、 激増してきたのであ
る（
8）
。こうした現象に対 て、アメリカの裁判所は、競業禁止条項が履行を強制されるかどう を判断するための明確な法的ルールを形成することができなかったばかりではなく 確固とした裁判例も形成することができなかった。その結果、実務と理論の双方に混乱をもたらしてきたのである。とりわけ、雇用関係の終了後の競業制限法の分野において、競業禁止条項が裁判上も履行を強制されるか否かについて予測可能性が乏しいことによって、使用者は企業経営上、秘密保持義務と密接に絡まる競業禁止条項の重要性の高まりと、それらをめぐる訴訟事件が増加するにつれ 、混迷を深めてきたのである。
 
 
２
 
アメリカの競業禁止条項
 
 
すでに述べたように、アメリカの使用者は、企業にとって枢要な被用者との間の雇用契約関係が終了する際に生じる秘
密情報流出の危険性から企業自らの利益 守る めの一つの対応措置として 競業禁止条項を用いてき
た（
9）。使用者と被
用者との間でこうした契約条項がなければ、被用者は自らその在職中 得 知識、情報を用いて、競業他社を立ち上げたり、競業他社へ転職し、使用者に損害を与える可能性があるからである。雇用契約に付随して 設けられるのは 使用者が雇用関係の終了後の被用者の行動の自由 制限を加えること よっ 企 が損害を被るこ を未然回避するためであり、使 者は 激しい 間競争の中にあって、しばしば雇用の条件として、競業禁止条項を受け入れさせてきた であ
る（
1
0）。
 
ところで、雇用契約に付随する競業制限条項には、主に秘密保持条項やそれと密接に絡む競業禁止条項など あ が、
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れらの契約条項は、被用者の退職に伴って生じる可能性のある損害に対して、使用者に保護を与えるものである。もっとも、
使用者は、こうした契約締結による保護を、必ずしも企業で働くすべての被用者に対して求めるわけではなく、トレ
ード・シークレットをはじめとする企業の秘密情報にアクセスしたり、顧客と個人的に接触したりする被用者との雇用契約のなかに通常盛り込まれるにすぎな
い（
1
1）。 そして、 使用者がこうした競業禁止条項を用いるのには、 明確な理由がある。
それは、 使用者が、 企業にとって枢要 被用者に対して行った多額の研究開発投資の保護を求めるからであ 。 がしかし、使用者は、被用者の転職や退職の自由を制限 ことはできない。 メリカ合衆国憲法は第一三修正の第一節において、「奴隷制および自らの意に反する苦役は、 犯罪に対する処罰とし その当事者に対し適正に有罪判決がなされた場合 除き、合衆国また その権限に服するいっさいの地において、存在してはならない。 」と規定
し（
1
2）、犯罪に対する刑罰として
科される場合を除いて 奴隷的拘束およびその意 反する苦役を禁止 いるからである。このような憲法上の根拠により、裁判所は、雇用契約のような個人的労務提供契約 ついては特定履行（
specific perform
ance）を命じることはでき
ない。なぜならば もし仮に 特定履行が認められるならば、被用者にそ 意に反する苦役を強いる結果になるからである。しかし こうした憲法上の制 があることによって、使用者は、人的財産（人材）の獲得と人的資源の開発には多額の費用を要するにもかかわらず、とりわけ被用者の教育訓練投資や秘密情報の開示、ある は重要な顧客への接触を認めざるを得ないと う危険にさらされる。そこで、使用者は、当該被用者の労働によって投資を回収する前に、そうした出費に耐えられ かどうかも問題である。そ 一方 こうしたコストを負担してい い以前 使用者と競業する他社は、労働の対価として当該労働者 多額の報酬 与える とが可能であ 。 れのみならず、多数の被用者が労働市場 おいて市場性を持つように るならば、被用者らに転退職 動機付けを与え 結果ともなりう 。このように 、以前の使用者が当該被用者に対 投資を行う一方で その競業他社がその果実を得 という不合理な結果になりかねな
い（
1
3）。
 
すでに述べたように、使用者は、被用者 対して企業 止まって契約の履行を強制す こと でき 。しかし、
使用者
80 
 
は、 当該被用者がさらに企業に損害を与えるおそれのある秘密情報を取得したり、 顧客と親密に接触することを防ぐため、直ちに労働の中止を求めることがあ
る（
1
4）。その一方で、使用者は、当該被用者が競業他社を立ち上げたり、競業他社へ転
職することを、可能な限り阻止しようと図ることになる。近年の急速な技術の変化は、人的財産をより重要なものにするとともに、知識、情報を容易に時代遅れのものにする傾向にあることから、当該被用者が就労を制限されている期間中、使用者は、被用者が身に付けた秘密の知識、情報を陳腐化させたり、少なくともその価値を減殺させる機会を与えられるのであ
る（
1
5）。かくして、使用者と被用者との間の競業禁止条項は、奴隷的拘束およびその意に反する苦役を禁止するアメ
リカ合衆国憲法上の制約と、 被用者の転退職によって生じ 可能性のある秘密情報の流出の危険との間の溝を埋める契約を介して 対応手段にほかならな
い（
1
6）。
 
一方、 こうした競業禁止条項が使用者に与える保護に対して、 必ずしも企業にとってその必要性がないにもかかわらず、
雇用契約に付随してこうした条項が盛り込まれることがあ
る（
1
7）。しかし、アメリカの裁判所は従来から、使用者が競業禁
止条項の履行を強制する差止命令によ 救済 求め とき 、 雇用契約 付随して合意された競業禁止条項に 拘束されることについては、しばしば躊躇してきたのであ
る（
1
8）。
 
 ３
 
競業禁止条項に対する疑義
 
アメリカの裁判所はこれまで、雇用関係の終了後の被用者の行動を制限する契約条項に対して、疑念を抱くことによっ
て、極めて消極的態度をとり、そうした契約条項について履行の強制をしばしば拒否してきた。裁判所が競業禁止条項につい 履行を強制することに対する司法上の疑義には、 一般
競業禁止条項は取引を制限するものであるという理由と、
労働者の保護の必要性という二つの理由がある。すなわち 裁判所 よれば 競業禁止条項については、
(1)労働者の生
計を営む権利を奪うものであ 、
(2)労使の間には交渉力に差がある、
(3)労働の自由を促進するというアメリカの一般原
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理に反するものである、
(4)取引の制限を目的とするものである、という理由が述べられてきた。まず第一に、裁判所が
最も多く取り上げる競業禁止条項に対する主要な反対理由として、もともと労働者は、その通常の職業活動を通じて生活を成り立たせることが可能でなければならないにもかかわず、競業禁止条項は、被用 が生計を営む権利を奪うものであるとともに、その職業選択の自由を妨げるものであるというのであ
る（
1
9）。第二に、裁判所はしばしば後見人的役割を果た
し、使用者に対して被用者を保護する必要性に基づいて、競業禁止条項を厳格に取り扱ってきた。そして、競業禁止条項は労使の交渉力の不平等 結果にすぎないものであることを明ら にしてき
た（
2
0）。つまり、被用者は概して、使用者に比
べて、知識 情報に乏しく、被用者には選択の余地が少ないのである。第三に、競業禁止条項は、労働の自由の理念に反するものであって、裁判所は、競業禁止条項に対して疑いの目をもって取り扱ってきたのは、労働の自由の理念を守ることに、アメリカ自身が強い関心を払ってきたから 。すなわち、労働の自由 念は、南北戦争以降 アメリカという国家の性格形成におい 重要な役割を果たしてきた。労働の自由 理念によって、すべ の市民 自己 を支配し、それから利益を享受する権利 持つことが保障され 奴隷的拘束、その意 反する苦役 黒人法
（
Black Code）
の制定にみるこ 国の歴史的背景から、裁判所は、労働の自由と うイデオロギーに抵触するとみられる差 を命じることに慎重な態度をとってきたのであ
る（
2
1）。第四に、競業禁止条項は、競争を排除、制限し、企業の独占に資するものであ
るという理由から、裁判所は、しばしば異論を唱えてきた。 なわち、そうした条項は 経済競争にと 本質的な 技能労働者の移動や情報の流通の双方を制限するものであるとみてきた である。言い換えれば、競業禁止条項は 労働者が最高の買い手に自己の労働力を売 ことを禁じ こと よって独占状態 生じ がゆえに、 労働市場における競争を阻害するものであ
る（
2
2）。
 
とりわけ、裁判所が競業禁止条項の有効性を検討する際に、右の労働の自由の理念を強調する格好の事例として、例え
ば、カーディス対ブリット事
件（
2
3）がある。ノースカロライナ州の最高裁判所は本件において、衣料品の小売業者の配達お
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よび集金係として働いていた被用者に対する競業禁止の合意の履行の強制を認めなかった。州最高裁の指摘によれば、同州法は「統治の安定の基本的要因として雇用の保障」を認めているということであっ
た（
2
4）。そして、裁判所は、雇用関係
の終了後の競業制限は、被用者（被告）の働く権利に不当な制約を課すものである旨判示し、結論として次のように述べた。
 
すなわち、 「被告に、適応し、経験を重ねる唯一の職業を放棄させ、あるいはその性格や技量が未知数である人々とと
もに、どんなところであれ、仕事に就くため家族 一緒 移転するよう期待するこ は、正当性が担保されない負荷を強いる のであ
る（
2
5）。 」
 
また、右事件判決のほかにも、競業禁止条項をめぐる裁判例では、労働の自由の理念を守ることの重要性が認められて
きたのであ
る（
2
6）。
 
このようにして、アメリカでは、競争の排除を目的として労働者の自由を制限する契約条項が無効とされる可能 少
なくない。しかし、その一方で、労働者が通常の職務の遂行を通じて生活を成り立たせながら、同時に使用者企業の合法的利益を保護するにはいかにすべきかという問題が残されている。
 
 ４
 
競業禁止条項の履行強制についての判断基準
 
アメリカでは、営業譲渡の際の競業禁止条項と労使の間の競業禁止条項とでは見方は著しく異なる。すなわち 裁判所
は、営業の譲渡に絡む競業禁止の履行を強制することには、一般的に積極的な態度をとってきた。その一つの理由は、営業譲渡の場合 人と譲受人は平等な立場にあるのに対し、使用者と被用者の場合はそうではないからであ 。一方、使用者と被用者と 間の競業禁止条項については、裁判所は 当該契約条項を厳密に検討し、それが確立された基準に適合する場合に、履行を強制するにすぎ
い（
2
7）。そして、競業禁止条項についてはアメリカにおいて、二つの基準が司法上
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形成されてきた。すなわち、まず第一の基準として、裁判所は、この種の条項の履行を強制することが、トレード・シークレットやその他の秘密情報の使用または開示、または顧客の勧誘などに対して、当該被用者の労働がユニークなものであるか、あるいは特別 ものとみられる場合に、保護の必要性があるか否かを判断す
る（
2
8）。第二の基準として、裁判所は
この種の条項につ ては、使用者の正当な利益の保護のために必要で って 一般公衆を害するものではなく、しかも当該被用者に不当な制約と ならないほか、それが制限の期間、場所などについ 合理的範囲内にあ 場合に、履行を強制されるにすぎないと判断してき
た（
2
9）。とりわけ、右の二つの判断基準は、主としてニューヨーク州の裁判所によって形成
されてきた
が（
3
0）、そうした基準は、コモン・ローのもとで競業禁止条項が有効か否かを評定する際に、同州のほかに、多
くの州においても、おおむね守られ いるとされ
る（
3
1）。
 
 ５
 
競業禁止条項をめぐる裁判例の不統一と不確実性の増大
 
右に述べてきた司法上の判断基準は、 アメリカにおける雇用関係の終了後の競業制限法の分野において適用されてきた。
とはいえ、これまでなんら明確な法的ルールは こ かっ
た（
3
2）。したがって、競業禁止条項はいかに解釈される
べきかについてのみならず、競業禁止条項は る場合に履行を強制されるのかについても 明確 指針が示されていないこと ら、具体的事例ごと 裁判所 そ 判断が委ねられ いる。それゆえ、競業禁止条項をめぐっては数多くの裁判例が積み重ね れているにもかかわ ず、裁判所が競業禁止条項をどのように取り扱うのかは、当事者にとっては予測可能性が低く、競業禁止条項をめぐる訴訟は、出たとこ勝負に ざる 得な
い（
3
3）。
 
すなわち、アメリカにおける雇用関係の終了後 競業禁止条項をめぐる裁判例は従来から、いくつかの面で首尾一貫性
を欠いてきた。例えば ほかの被用者と比較して、何をもって当該被用者を「特別ま はユニーク
（
special or unique） 」
とするのかについては、裁判所 よっ 大きく解釈が異なってきた。例えば、競業禁止条項の履行を強制する差止めがこ
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うした性格付けを理由として、ほとんど命じられない裁判例がある一方
で（
3
4）、被用者を「特別またはユニーク」なものと
みて、単に顧客との関係、あるいは特別の教育訓練ということだけに基づいて、競業禁止条項を認める裁判例があ
る（
3
5）。
また、競業禁止条項に課される制限の中で、何をもって適切な期間の制限とみるのかについても、裁判所によって見方が大きく異なっている。例えば、一年あるいはそれ以上に長い制限期間を認める裁判例がある一方で、一年あ いはそれ未満でも長すぎるとみる裁判 があ
る（
3
6）。しかし、実際には、この期間の制限については、科学技術の進歩の早さや、当該
企業の顧客ないし事業活動の安定性といった要因によっても左右されると思われる。さらに、競業禁止条項について課される制限 中で、適用地域の制限の許容限度についても裁判所の見方は異なっている であ
る（
3
7）。
 
もとより、これらの裁判例は、競業禁止条項をめぐる各個の事案、使用者の事業の性質、被用者の地位などが異なるこ
とによって、 そ 違いが正当化され かもしれな が 結果として、 競業禁止条項が履行を強制され か否かについては、何ら明確な指針が示されていないのである。とりわ 、こうした競業禁止条項の裁判例をめぐっては、本案の審理を待って最終的判決が出されるまで、現状維持 ために、仮 処分として競業行為 差止めを命じる、暫定的差止命令（
prelim
inary injunction
）の段階において、通常、勝敗が決せられるので、当該基準を解釈する際に裁判所には大幅な
裁量権が与えられていることにかんがみて、 該裁判官がいかなる傾向を持つかが大きな要因となりうることからも、さらに統一性を保つことは難し
い（
3
8）。こうした競業禁止条項をめぐる裁判例の統一性の欠如によって、訴訟当事者が裁判結
果を予測することは容易で ない。また、裁判所が競業禁止条項 一部分でも制限の範囲を超えるか、またはその履行強制を不可能とみ によって、その契約条項全体の履行強制を認めないこ によ ても、競業禁止をめぐる事件の予測可能性が高まる いう な
い（
3
9）。もっとも、こうした傾向は、使用者が過度に被用者の競業行為を制限することに一
定の歯止めにはな であろうが、裁判所は何をもって合理的と見なすのかについて、明確な指針をほとんど示してこ かったという実情 見過ごしてはならない。
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また、アメリカの裁判所が使用者と被用者との間の競業禁止条項の裁判結果の不確実性の問題について、ある種の合意
形成に向かっているようにはみられないことから、使用者は、被用者との間の契約中の競業禁止条項は履行を強制されるか否かについて明確な予兆を欠いている。とはいえ、裁判所は、定型的な文言の条項に比べて、とりわけ使用者の必要性や個々の被用者に見合った競業禁止条項について 進んで履行を強制するようにはみえる。こ ようにして、雇 関係の終了後の競業制限法の分野において不確実性が広がる一方で 伝統的な競業禁止条項は使用者に何ら信頼に値する保護を与えていないのである。それどころか、こうした法分野において確固とした先例がないことは、この種の事件をめぐって訴訟を増加させる結果を招いている。すなわち、裁判所が、競業禁止条項の履行を強制するか否かについて明確な法的ルールを形成することを安易に期待することができないのである。そこで以下、イギリスのガーデン・リーヴ条項は、競業禁止条項 めぐる不確実性 問題を解決す 突破口を開くものであるのかどうか アメ カとイギリス いずれの条項が、トレード・シークレットなどの秘密情報の保護のための対応措置として優れて る を考察したい。
 
 
三
 
イギリスのガーデン・リーヴの法理の歴史的展開
 
 
１
 
問題検討の背景
 
イギリスの裁判所は伝統的に、アメリカの裁判所とは異なり、一定の期間、被用者 新たな地位に就くことを阻止する
差止めを命じることによって、企業にとって枢要 被用者が競業他社へ転職 ることによる損失に対して、使用者を保護することに好意的な態度をと きた。ところが、イギリス 裁判所は近年、アメリカの裁判所と同様の懸念を抱くことによって、雇用契約中に明示的契約条項が存在する場合でも、差止命令 発 を拒否してき 。また、その際に競業禁止条項の履行 強制できるか否かを判断するに当たって、 すでに述べたようなアメリカの裁判所 よっ 適用され
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る二つの基準と類似する基準を用いてきたところであ
る（
4
0）。しかし、こうしたイギリスの裁判例の傾向に対して、使用者
は、企業にとって枢要な被用者の転職から自社を守るために、一般にガーデン・リーヴ
といわれる独特な解決方法をとっ
てきた。すなわち、このガーデン・リーヴ条項によれば、一方で 被用者は、雇用関係の終了後に競業他社へ転職する前に、 比較的長期にわたる予告 （通常三ヵ月から一二ヵ月ぐらいとされる） を使用者に行うことを約束する。 これに対して、使用者は、当該被用者 就労を求めることなく、この間も、被用者に給与の全額とその他の便益を与えることが約束される。また、使用者は、雇用契約に基づく労働義務 不履行に対して、被用者 損害賠償を請求しない
る（
4
1）。
こうしたイギリス独特のガーデン・リーヴという考え方が生み出されてきた背景として、労働 が正当な理由なくその約束を履行 ない場合、使用者は当初望んだ おりの約束の履行を求めるのが通常であろうが 契約違反に対し、労働（債務） を約束されたそのままで履行を強制する とは個人的労務契約については 何よりも特定履行
（
specific perform
ance）
の命令が労働の強制になり、労働者を奴隷状態に置く結果になると考え れるからであ
る（
4
2）。
 
右のような労使の契約的取り決めがガーデン・リーヴと呼ばれるのは、給与が提供される一方で、被用者は自宅にあっ
て庭仕事に従事することが想定されているからにほかならない。もちろん、この間は当該被用者は使用者のトレード・シークレットなどの秘密情報にアクセスすること でき い。かくして、被用者が在職中 身に付け 秘密情報は陳腐化するか、またはその経済的価値は減殺される。とりわけ 予告期間が長期にわた ような場合、当該労働 は競業他社にってあまり魅力がないも となり、 以前の企業を退職後直ちに、 できないよう 労働者を雇うことはためらわれ
る（
4
3）。
こうしたイギリスにおけるガーデン・リーヴ条項は 被用 が競 他社へ転職するため退職する際に被 可能性の る損害の最小化を意図するものである点で、伝統的な雇用関係終了 業禁止条項 が、それは、雇用関係終了後の競業制限に狙いを定め はなく、あくまで雇用関係の存続を前提としてい ころ 大き 違いが認 ら る。したがって、使用者は、以前の被用者 対するより、被用者とし の地位に止まる労働者にあれ れと指図を いやすい
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と思われる。このようにして、実際のところ、ガーデン・リーヴ条項は、伝統的な競業禁止条項に比べて、裁判上も履行を強制することが容易であることがイギリスの裁判所によって明らかにされ 雇用関係の終了後の競業制限法の分野の明確化に大いに役立ってきたとされ
る（
4
4）。
 
 ２
 
イギリスの競業禁止条項
 
マスター・アンド・
サーヴァントについての法理として長く知られてきたイギリスの雇用関係法
（
law
 of em
ploym
ent）
は、封建時代に封建領主がその臣下から労働を搾取するために土地 所有権を用いることができた中世の制度に由来する（
4
5）。この法理は、雇用契約法に深く根ざしてきたが、そもそも、裁判所は、一般の商取引上の契約と同様に、使用者と
被用者との間で締結された契約の内容と範囲の履行を強制すべきか否か、 という本質的な問題に解答を求められてきたのであ
る（
4
6）。
 
すなわち、雇用契約は、使用者と被用者との間で締結される契約であり、その契約上の義務は、両当事者の間で締結さ
れる一般の商取引上の契約と同様に、法のもとで尊重されるべき という直截な見方がある。その一方で、雇用契約は、人格者である労働者 身体的活動ないし労働を伴うものであって、司法は、一般の商取引上の契約と同様に、雇用関係に干渉す ことは許されないという見方があ
る（
4
7）。確かに、前者の見方は、競業制限という法分野における裁判結果の
予測可能性を高めるように思われるが、必ずしも被用者に って好ましい結果 もたらすものではない。すなわち、雇用契約に基づく労務の給付 利用の関係 使用者の指揮命令 労働者の従属を特徴とする わゆる使用従属性あるいは使用従属関係となる。このような労使の力関係の相違に着目した使用従属関係のもとにおいては、労働者は一般に労働の対価としての賃金を生計を立てるために必要としていることから、 締結 そ 維持を余儀なくされる。こうした雇用契約の実際の展開があらわにす 現実を踏まえて、雇用契約を単純に 自由の原則 放置 か あるいは不対
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等当事者間の使用従属関係が生み出す矛盾や弊害を排除することを志向するのかについては、
これまでもさまざまな議論
が展開されてきたところであ
る（
4
8）。
 
そして、こうした雇用契約のとらえ方についての基本的立場の違いは、各論的には、雇用の終了後の競業禁止の契約条
項をめぐる労使紛争において端的に表れる。しかしながら、イギリスにおける制定法によらず判例により形成されてきた法としてのコモン・ローのもとで、雇用関係の終了後の競業制限条項をめぐる裁判例は、時代とともに劇的に変化してきたとされ
る（
4
9）。すなわち、すでに述べたように、競業禁止条項については、イギリスにおいて徒弟制度の昔にまで遡るこ
とができるが、当初、イギリスの裁判所はそれの履行を強制 ることに敵意さえ抱いていたとされ 。そうした契約条項は、 無力な徒弟には不利となりがちであるからである。 取引ない 事 の競争を妨げたり、 制限することを求める は、一貫してその効力が無効とされてきただけではなく 諸事情から刑事上 犯罪としてその責任に服させる
ことさえ
あっ
た（
5
0）。ところが、こうした裁判所による強硬な取り組み方は、一九世紀から二〇世紀にかけて軌道修正を迫られるように
なっ 。すなわち、そうした裁判所の態度は、実際の ころ、 業や競争を強めるどころか、むしろそれらに弊害をもたらすものであるということが認識されるに至り、取引ないし営業制限が合理的 範囲内に限定され、公序良俗に反するものでない限り、そうした制限は裁判上も支持されるように っ のであ
る（
5
1）。
 
しかしながら、裁判所は近年、雇用の終了後の競業行為の禁止をめぐる労使紛争において、被用者に好意的な態度をと
る傾向を顕著にしてきた。すなわち、わが国やアメリカの裁判所と同様に、イギリスの裁判所は、被用者は雇用契約関係が存続する限り 誠実義務を負 にすぎず、 雇用関係の終了後も黙示的に競業禁止義務を負うという解釈態度をとらなくなった。したがって、被用者は、雇用の終了後には、別途、明示的な契約条項 存在を通じて、競業禁止義務また 秘密保持義務を課され
る（
5
2）。それどころか、イギリスの裁判所は、わが国やアメリカの裁判所と同様に、雇用契約上の競業制
限条項の履行 強制 ことに対して、消極的 態度をとる傾向が強まっ い
る（
5
3）。すなわち、一般的に明示的な契約条
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項に尊重を払うという従来の考え方に反して、裁判所は、競業禁止条項に対して、コモン・ロー上発達した概念として、取引制限の法理（
doctrine of restraint of trade）を厳格に適用することによって、こうした競業制限条項については、
反証のない り、一応無効と推定し、当該条項について保護の必要性と合理性の両方について正当な根拠を示すことを使用者に求めて
る（
5
4）。そして、こうした司法の態度の変化の背景には、次のような二つの理由があるとされる。すなわち、
まず第一 、使用者は、労務の提供だけに賃金を支払うものであって、将来の競争に対する制限のために貸金を支払うものではない。第二に、被用者は自己の利益を守ることができるほど、使用者と対等な交渉力を備えていな
い（
5
5）。このよう
にして、イギリスにおいてガーデン・リーヴという概念が生み出されたのは、まさに雇用契約上の競業禁止条項の履行が強制されるか否かが不確かで予断を許さない 状況が
あったからにほかならな
い（
5
6）。そこで以下、イギリスにおける
ガーデン・リーヴの概念およびその法理についての判例法の歴史 概観してみ い。
 
 ３
 
イギリスのガーデン・リーヴをめぐる判例法理の展開
 
(1) 
ガーデン・リーヴという概念の起源
 
イギリスにおいてガーデン・リーヴという概念が生じた先駆的な事例は、一九八六年のイヴニング・スタンダード社対
ヘンダーソン事件であ
る（
5
7）。その事実の概要と判旨は次のようなものである。
 
本件被告は、その当時に、首都ロンドン地域において主要な夕刊紙であつた原告イヴニング・スタンダード社のプロ
クション・マネ ジャーの地位に就いていた。し し、有名 出版社であるロバート・マックスウェル社がライバル夕刊紙の発行開始を決定するに至って、被告は、原告会社を退職し、新たな出版に伴ってプロダクション・マネージャーに就任するようにマックスウェル社から勧誘された。しかしながら 被告と原告会社との間で結ばれた契約には、被告は当該契約の有効期間中はその他の使用者のために働いてはならないことと、 当該契約は使用者または被用者のいずれか一方が
90 
 
一年の予告期間をもってのみ終了させうる旨定められていた。しかし、被告の辞表によれば、被告は二ヵ月以内に退職する予定であり、 それは本件契約に定められた期間より一〇ヵ月間も不足するものであっ
た（
5
8）。 これに対して、 原告会社が、
本件契約条項 履行を強制することを求 、まる一年間、被告がマックスウェル社 ために働くことを阻止する差止命令を申し立てた。本件下級審裁判所は当初、原告の差止命令の申立を認容しなかった。被告は在職中に、保護されるべき必要のある秘密情報を取得していなかったという理由からである。これに対して、本件控訴院は、原告会社から提示された新しい理論に基づいて差止命令を認容した。すなわち、原告会社の主張によれば、イギリス契約法上、他方の当事者により受け入れられない、契約当事者の一方による契約の履行拒絶（
repudiation
）がなされるときには、他方の当事者は当
該契約はなおも有効と見なすことができる、というも であ
る（
5
9）。すなわち、本件被告は、辞表の提出により当該契約の
終了前に履行の意思がないことを表明したが、原告会社は契約は依然として存続しているものと見な たわけ る。そして、こうした状況のもとで、原告会社は、被 が実際上同社 ために働くか否かにかかわらず、契約上定められ 予告期間の残存期間中も、給与 全額およびその他 便益 被 に与える旨の意思を表した。それのみならず、原告会社は、被告に給与などが支払われるに かかわらず、同社に就労し 期間について 損害賠償請求を見合わせる旨の提案を行っ
た（
6
0）。
 
これに対して、本件裁判所の認定によれば、被告は、契約上行わないとされたことをまさに行うこと、とくに当該契約
の有効期間中は他者に就労すること 許さ るべきではない され
た（
6
1）。そして、裁判所は、このような法的判断と、雇
用契約の履行を強制する差止命令を認容し いこととを比較衡量する際に 次の に述べ 。
 
すなわち、 「差止命令により、被告は原告のために働くことを強制されてはならないし、被告を困窮させたり、失業状
態に追いやるも であってはならない。
・・・・・・しかし、当職の判断によれば、それは原告の提案によって克服され
るものである。被告は、原告のところに戻って就労することがで る。もし仮に、被告が就労しないとし も。 ・・・・・・
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予告期間が適切であるならば、その期間が満了するまで、本件契約上給与のみならず契約上の利益を十分に受け取ることができ
る（
6
2）。 」
 
このように、本件は、使用者が競業禁止の約定の有効期間中は当該被用者に給与の支払を継続する予定であるという理
由に基づいて、 以前には裁判上履行を強制できないと考えられてきたものを強制するという裁判所の判断が下された事例である。そして、本件判決にみるよう 裁判所が差止命令の認否を判断する際の比較衡量のありようは、イギリスにおける雇用法の劇的な変化をあらわすものであるとされ
る（
6
3）。こうして、裁判所がイヴニング・スタンダード社事件判決にお
いて、契約上定められた の残存期間中も、被告（被用者）に給与の支払いを継続するという原告会社の意思をより所として、被告に対する差止命令を認容したことによって、ガーデン・リーヴといわれる概念枠組は、その基礎が形成されたと言うことができる。
 
 
(2) 
ガーデン・リーヴという概念の司法上の承認
 
イヴニング・スタンダード社事件判決についで、実際に、雇用契約上のガーデン・リーヴ条項が検討の対象とされた事
例は、プロビデント・ファイナンシャル・グループ社対へイワード事
件（
6
4）である。
 
本件被告は、不動産仲介業を営む原告会社において財務担当のディレクターとして働く公認会計士であった。被告は、
退職して別会社へ転職する考えから、 原告会社の職を辞した。 述したイヴニング・スタンダード社事件 被告と同様に、本件被告と会社との間の雇用契約には、被告が在職中はほかの使用者のために働いてはならないことと、契約の終了には一年前に予 を必要 する旨の規定が置 れ いた。また、本件被告と会社との間の契約 は、被告は給与を全額受け取ることができるが、会社は被告を職場構内に立ち入らせないか あるいはいつでも被告 職務の執行を停止させることができ 旨の定めが置かれていたという が本件事案である。これ して、本件裁 所 指摘によれば 「これは、明ら
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かにいわゆる『ガーデン・リーヴ』としてよく知られた約定であり、こうした趣旨の規定は、幹部社員との間の雇用契約中に今日、普通に置かれている。 」とされ
た（
6
5）。
 
本件では、辞表の提出がなされた後に、原告会社と被告との間で、原告に対する予告期間を六ヵ月間短縮するというこ
とが相互に合意された。被告は、原告会社で二ヵ月間職務を継続し が、原告会社はその際に、損害を被る可能性のある秘密情報を被告 取得されることを危惧して、 ガーデン・リーヴ条項に基づいて予告期間 残存期間中、 職務からはずし、自宅に待機させ
た（
6
6）。しかし、被告はその一週間後に原告会社に対して、残存期間が終了するまで自宅で待機するより、
二、三日後には前記別会社 おいて就労する予定である旨を知らせた。そこで、原告会社は 六ヵ月の期間が満了するまで、被告が別会社で新たな地位 就くことを阻止するため、差止命令を裁判所に申 立てたのである。
 
しかし、本件裁判所は、先に述べたイヴニング・スタンダード社事件判決 は異なり、被用者に給与を全額支払うこと
だけで、被用者の転職を制限 できるという使用者の立場そのものに関心を向けた。そして、本件裁判所は次のよう 述べた。
 
すなわち、 「実際『ガーデン・リーヴ』の期間が長期にわたるときには、明らかに濫用の可能性がある。もし仮に、意
欲が旺盛で有能な幹部社員が、長期 わたる予 期間が定められているため、誰かのためにまったく働くことができないならば、退職を申し出ないようにする武器を使用者は手中に収 にな 。退職の事前通告を行って、職を離れる幹部社員は誰であれ、不正行為を働くか、または以 の使用者を欺 ためではなく、自分自身 専門的知識を最大限に発揮するために、同業他社へ新たに転職することは大いにあり得
る（
6
7）。 」
 
このようにして、本件裁判所は結果と ては、差止命令を認容しなかった。もし仮に、被告が、予告期間の残りの一〇
週間、前記他社において就労し と ても、原告会社 なんら深刻 被害 被らない あろうと認定されたか である。原告会社と とが競業関係にあろうと 他社における被告の職務は、原告会社において被告が就いていた地位とは
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極めて異なっていた。したがって、この際、裁判所による救済処置としては損害賠償が適切であって、差止命令を認容することではない。しかしながら、一方で、裁判所の認めるところによれば、 「諸事情によっては」 、被用者は、 「被告会社との契約にみられる契約条項のもとで」 、競業を制限され ことがあり得るということであっ
た（
6
8）。このようにして、裁判
所はプロヴィデント・ファイナンシャル・グループ社事件判決において、被用者が競業他社において類似の職務に就くことを阻止するため、ガーデン・リーヴ条項を承認し それを用いることを暗黙の内に是認したのであ
る（
6
9）。
 
 
(3) 
裁判例の変化
 
プロヴィデント・ファイナンシャル・グループ社事件判決は、評判の良い被用者が競業他社へ転職することを阻止する
ために、使用者自身にとってガー ・リーヴが有用であり得る状況を明確化す 役割 果たした。本件判決を契機として、多くの裁判例が積み重ねられてきたが、イギリスの雇用上訴審判所
（
Em
ploym
ent Appeal Tribunal）
はジェイエー・
モント
（
U
K
）
社対ミルズ事
件（
7
0）において、ガーデン・リーヴの原則に基づいて、被用者が競業他社へ転職することに制
限を加えるために、 使用者は解雇との抱合せが可能かどうかという問題 検討 た。 そして、 本件裁判所 認定によれば、「雇用関係の存続」が ガーデン・リーヴをめぐる事件におい 差止命令の認容により使用者が保護されるかどうかの重要な判断要素にな とされ
た（
7
1）。すなわち、被用者は、競業他社のために働くことによって、自己の使用者に損害を与え
ることを避ける誠実義務（
duty of fidelity）を使用者に負うが、雇用関係の終了後には、忠実義務（
duty of loyalty）
を
負わない されたからであ
る（
7
2）。言い換えれば、ジェイエー・モント社事件判決 よれば、使用者は当該雇用関係がすで
に終了した被用者をガーデ ・リーヴ 状態に置くことは許されない ガ デン・リーヴによ 保護 より とするためには、忠実義務を維持するためにも当該被用者と雇用関係を継続し ければ らない、という考え方が示唆された である。
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ジェイエー・モント社事件判決はガーデン・リーヴの法理の適用について一定の制限を設けたが、その制限は、一九九
八年のウィリアム・ヒル・オーガニゼーション社対タッカー事
件（
7
3）においてさらに拡大された。すなわち、本件控訴院民
事部（
Civil D
ivision Court of Appeal）の判示によれば、当該使用者がそうすることを許す特別の契約条項がなければ、
一定の被用者をガーデン・リーヴ状態に置くことはできないとされた。本件裁判所は差止命令を認容しなかったが、その認定によれば、雇用契約上ガーデン・リーヴの明示規定がないならば、使用者は被用者をガーデン・リーヴの状態に置くことはできない、ということであっ
た（
7
4）。そして、本件控訴院のモリット（
M
oritt）裁判官の見解によれば、使用者が就
労を認めなければならな 被用者と、使用者が単に報酬の支払義務を負うにすぎない被用者というように、被用者は二種類に分けられた。その上で、同裁判官によれば、特別の契約条項が置かれていないときでも、使用者は、ガーデン・リーヴに基づいて後者の被用者は自宅に待機にさせること できる。使用者は、それによって、なんら被 に対する契約上の義務 違反し いないからであ
る（
7
5）。しかし、使用者は前者の被用者については、雇用上の明示的な合意により使用者
に権限が与えられている場合にのみ、前 に属する被用者をガーデン・リーヴの状態に置くことができるにすぎない。そして、本件被用者は、これに当たる旨認定された から、裁判所は本件において、契約上ガーデン・リーヴ条項が置かれていないことを理由に 被用 が競業他社へ転職するこ を制限するため 、 差止めを命じることはで いとされ
た（
7
6）
。本件判決で注目されるの 本件争点をめぐっては先例がな ったが 明示 ガーデン・リーヴ条項が置かれていないことは、必ずしも暫定的差止命令
（
interlocutory injunction
）
の請求にとって決定的なものではないことが、実務上一般
に認められてきたことからす ば、本件判決は異例とも言え
る（
7
7）。
 
さらに、ガーデン・リーヴの法理は、シンビアン社対クリステンセン事
件（
7
8）において明確化された。本件控訴院民事部
の判示によれば、雇用契約上明示的に、契約の有効期間中、被用者は他者のため 働く 許されな しても、デン・リーヴを用いることによってのみ、被用者が競業他社のために働かないようにすることができるとされた。本件判
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決は、すでに述べたプロビデント・ファイナンシャル・グループ社事件判決の立場からは後退しているようにも見られるが、裁判所は、被用者の職務が元の使用者と直接、競業しないという事実は、 定的なものであるとは考えないということである。その代わりに、裁判所は本件において、ガーデン・リーヴ条項と、被用者は契約の有効期間中、ほかで働くことを制限される規定の両方 ついて、当該被用者の雇用契約上に定めがあるということに着目して、これを検討したわけであ
る（
7
9）。そして、本件裁判所は、こうした二つの条項の重要性を強調したのである。すなわち、すでに述べたウィリア
ム・ヒル社事件判決で明言されたように、明示のガーデン・リーヴ条項が置かれていな 場合には、被用者が競業他社のために働くことを制限することは、必ずしも被用者に履行を強制できるものではない。それのみならず 裁判所 シンビアン社事件判決において、ガーデン・リーヴ条項だけで、被用者が競業他社で働くことを禁止されるものではない、と述べたのである。すなわち、本件裁判所 認定 よれば、ガー ・リーヴの状態に被用者を置くこ は、被用者が黙示的な誠実義務を尽くすこと 終止符を打つも ではあるが、両当事者 契約関係は、ガーデン リーヴの期間中も存続している。その結果として、被用者は ガーデン・リーヴ 基づく予告期間中は任期をまっとうする一方で、被用者がほか使用者のために働くことを排除する契約条項は、なおも有効であるとして、裁判所は本件において、差止めを命じたのであ
る（
8
0）。
 
 
(4) 
判例法理の最近の動き
 
右にみてきたように、ガーデン・リーヴ条項はイギリスにおいて近年、生まれたものであり、ガーデン・リーヴをめぐ
る法理は、依然として、裁判例を通じて発展しつづけている。もとより 使用者は 秘密情報を身 付けた企業にとって枢要な被用者との間の契約にガーデン・リーヴ条項が置かれ、それ 上 履行を強制されること 期待 寄せてる。しかし、枢要な被用者が競業他社において働くために退社する際に、使用者が、自らの利益の保護 確実なものにす
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るための雇用契約を策定するに当たって、 裁判所は、 考慮すべき指針を示すという観点から、 差止命令を通じてガーデン・リーヴ条項が履行を強制される状況を紋り込んできた。すなわち、使用者は、被用者との契約において、被用者がガーデン・ 状態に置かれることが許される明示的な条
項（
8
1）と、当該契約条項の有効期間中は、被用者がほかの使用者のた
めに働くことを禁止する条
項（
8
2）、という二つの条項を契約上盛り込まなければならない、ということが明らかにされてき
た。
 
この点について、 例えば、 クレディ・スイス・アセット・マネジメント社対アームストロング事件において、 ネイル
（
N
eill）
裁判官は次のように述べた。
 
すなわち、ガーデン・リーヴ
条項の導入に道を開いたのは、 「競業禁止条項が履行を強制されるか否かが不確実である
からにほかならない」 。そして、実際のところ、 「裁判所はこうした条項に対して 競業禁止条項の場合に比べて、より柔軟に対処してき
た（
8
3）。 」
 
そして、これまで、ガーデン・リーヴをめぐってさまざまな裁判例が積み重ねられてきたが、イギリスの裁判所は概し
て、差止命令によるガーデン・リーヴ条項の履行強制 対して、好意的な態度 と きたとされ
る（
8
4）。しかし、こうし
たガーデン・リーヴをめぐる裁判例 結果よりも 裁判所の態度を端的に示すものは、先に述べたウィリアム・ヒル社事件判決におけるモ ット（
M
orritt）裁判官の次のような見解である。
 
すなわち、 「被用者が雇用契約を見定めて予告を行う際に、使用者は、給与の支払いを継続する一方で、いわゆるガー
デン・リーヴ状態に置くものとして知られるが、予告期間中は被用者 仕事に就かないよう 求めることができるであろうか。契約上明示的な条項があるな ば、使用者 そ でき ことについては、争いがな
い（
8
5）。 」
 
さらに言えば、イギリスにおいては 退職被用者は 競業禁止条項についてはなおも争う一方で、ガーデン・リーヴ条
項には拘束されるということを被用者が受け入れることをあらわす裁判例が認められ
る（
8
6）。このようにして、ガーデン・
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リーヴ条項の裁判上の履行強制可能性について確実性が増すにつれて、 競業他社へ転職することから企業を守ろうとする使用者は、枢要な被用者との契約中に、そうした条項を盛り込むことが普通になってきたと言われる。
 
この点について、キレン
（
K
illen
）
によれば、イギリスにおける大多数の被用者は、三ヵ月にわたる予告期間で終了す
る雇用契約に基づいて職務に従事するが、これは、幹部社員や多くの企業にとって枢要な社員には当てはまらない。とくに、幹部社員は、長期間にわたる契約または長期間の予告が要求される契約のも で職務に従事し、使用者が競業禁止契約ないし明示のガーデン・リーヴ条項という手段により自衛策を講ずることは、 必ずしも珍しいことで ないとされ
る（
8
7）。
 
このようにして、ガーデン・リーヴはイギリスにおいて、司法上も正当なものと承認された法理として、広く受け入れ
られてき
た（
8
8）。使用者は、ガーデン・リーヴ条項によって、有能な被用者が退職後直ちに競業他社に転職することによっ
て損失を被ることを未然に防止するための、より信頼に足る対応措置をとってきたのである。
 
 
四
 
競業禁止条項とガーデン・リーヴ条項の比較検討
 
 
１
 
競業禁止条項とガーデン・リーヴ条項
 
アメリカにおける競業禁止条項が裁判上も履行を強制されるかどうか不確かである一方、イギリスのガーデン・リーヴ
条項がこの国の固有の事情に照らして一定の成果を収めてきたことを考慮するならば、アメリカの使用者も、ガーデン・リーヴ条項を企業にとって枢要な被用者との間 雇用契約中に置こう 試みることは別に驚くようなことではない。 しかしながら、ガーデン・リーヴ条項が、アメリカ 雇用関係におい 根付き、それが雇用契約上も一般化するかどうかは、予測がつかない。というのは、アメリカの裁判所は、ガーデン・リーヴ条項が競業禁止条項 比べて裁判上も履行強制の可能性がより高いかどうかについて、その実効性 検討する機会を十分に与えられていないからであ 。
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そこで、以下において、ガーデン・リーヴ条項がアメリカの裁判所において履行を強制される可能性をめぐって、ガー
デン・リーヴ条項は伝統的な競業禁止条項に対する法理上の異論を克服するものかどうかについて検討したい。
 
 ２
 
ガーデン・リーヴ条項の擁護論
 
ガーデン・リーヴ条項は競業禁止条項に比べてより異論が少ないものとして、次のような理由が挙げられる。まず第一
に、ガーデン・リーヴ条項は、労働者の生計を営む権利を妨げるものではない。すなわち、競業禁止条項は、被用者が生計を営む権利を奪うものであるという批判は、直ちにガーデン・リーヴ条項に当てはまるものではないとされる。ガーデン・リーヴ条項の基本的要素の一つ 被用 が競業他社のために働くことを制限される期間中、給与 全額および諸便益が与えられる旨定められること 。この点について、前述したプロビデント・ファイナンシャル・グループ社事件においてテーラ （
Taylor）裁判官は、次のように述べている。すなわち、 「本件被告は、制限を受ける当年の一二月三
一日まで、社用車およびその他のすべて 便益と もに、給与全額 与えられるべきであり、困窮す ことはな
い（
8
9）。 」と
いうことであった。言い換えれば、競業禁止条項により拘束を受ける労働者とは異なり、ガーデン・リーヴの状態に置かれる被用者には、 予告期間中は給料の全額を支給され ことから、 この間に被用者らは収入が途絶えると う危惧
い（
9
0）
。
 第二に、ガーデン・リーヴ条項は、伝統的な競業禁止条項に比べて 争制限の度合いが少ないであろうとされる。すな
わち、ガーデン・リーヴ条項の裁判上の履行強制は、伝統的な競業禁止条項の裁判上の履行強制よりも競争を制限する程度が低い。事実、もし仮に、ガーデン・リーヴ条項が、使用者の利益保護のため 信頼に値する手段となりうるならば実際に、それは、競争を促進するとともに、産業 より強化することに役に立つであろうとされる。競業禁止条項の裁判上の履行強制可能性が不確かであるこ により 使用者の出費によって獲得 た知識、情報を身に付けること よって
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競業他社に利益をもたらす、企業にとって枢要な被用者は、ある意味で、犠牲を強いられてい
る（
9
1）。すなわち、もし仮に、
使用者が、その研究開発などの投資の成果が競業他社に直接に奪い取られないことに合理的な確信が持てるならば、被用者の教育訓練や新たな技術の研究開発の投資により積極的 なるであろう。その結果 して、労働力と市場は強化されるであろうとされる。
 
一方、雇用関係の終了後の短い期間、被用者が競業他社へ転職することを制限されることは、被用者自身にとっても利
益である、 という使用者側の確信に近いものがあるとされる。 すなわち、 たとえ被用者が競業他社に転職を決める際にも、自社を守ることができるということを確信して、使用者は財産的に価値のある秘密情報を被用者にさらしたり 顧客と関係を築くことを認める傾向にある。そして、そうした秘密情報や技能は、被用者や転職先の使 の両方にとって後々に有益なものとなり得 。さらに、ガーデン・リーヴ条項 有効期間を限定することによって、その裁判上の履行を強制しても独占を促進することにはな ないであろう される。こ 点、一定期間競業を制限されたとしても、被用者にはその期間中は給与が全額支給され ので、被用者が身に付けた知識、情報は、競業他社 転職するか、同業他社を立ち上げるかはともかくとして、 被用者が当該市場において自己 技能や鍛錬したものを用いる新たな機会を求めることを実際 奨励し得る される。
 
第三に、ガーデン・リーヴ条項は、必ずしも労使の不平等な交渉力の差によるものではないとされる。すなわち、競業
禁止条項は労使間の交渉力の差から生まれたものであると う批判は、直ちにガーデン・リーヴ条項に当てはまるものではない。というのは、ガーデン・リーヴの状態に置かれる可能性のある被用者は、一般の被用者に比べて、はるか 強い交渉力を持って るからであるとされる。また、使用者 、被用者が競業を制限されている期間中 給与を支払わ ければならないので、競業他社に転職するならば、使用者に損失を与える可能性が高い地位にある被用者と 契約中 ガーデン・リーヴ条項 設けるにすぎな
い（
9
2）。おそらく、使用者は、熟練の被用者らに秘密情報を開示したり、その顧客の扱い
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を委ねるように思われる。したがって、契約中にガーデン・リーヴ条項が置かれるような被用者は、取引に際しても使用者と対等の立場に立って交渉できるような如才のない、見識の高い労働者であろう。ガーデン・リーヴ条項が裁判上も履行を強制されるか否かを見定め 際に、イギリスの裁判所は、こうした要因を重要な考慮対象としてきたとされる。この点、すでに述べたクレディ・スイス・アセット・マネージメント社事件の判決に際して、 「反証のない限り、被用者らが雇われている当該事業 性質を考慮して、被告の地位や勤労所得 ついて、被用者らは当該契約条項に拘束されるべきであるということから始まる」旨、述べられ
た（
9
3）。また、同様に、ユーロ・バンカーズ社対ラ
ビィ事件判
決（
9
4）において、裁判
所の指摘によ ば、両 事者はガー ン リーヴを必要として進んで契約を締結し 「おそ く目的を持って、そのようにした」 、ということ あった
。結局のところ、もし仮に、ある被用者が重要であるならば、使用者は、被用者が競業他
社へ転職することを許すより、自宅待機の状態で給与を全額支払うであろうし、その被用者は何らかの交渉力 つことは明らかであるとされる。
 
また、ガーデン・リーヴは競業禁止条項に比べて、被用者の交渉力や裁判所による被用者保護の可能性に負荷をかけな
いであろうとされる。 なわち、使用者は、競業禁止条項の場合、退職被用者にできるだけ長期間にわたって競業させないことに主眼をおくが、ガーデン・リーヴ条項の場合、被用者 労働を禁止するコストの方に着目す
る（
9
5）。このようにし
て、使用者は、自らの事業を守る絶対的な必要性が り、被用者の退職によって る可能性のある損害 最小限にする必要がある期間に限って、こうした対応措置に依存 る傾向にある。その結果として、交渉力 弱い立場にある被用者が使用者より優位な立場に立つ いうことは い される。使用者は
の枠の中で制限に対する経済的な
負担に耐えなければ らないか である。かくして、使用者に こうしたガーデン・リーヴの取り決めそれ自体を自己規制するインセンティヴが働くであろうとされる。さら 、使用者は、 れまでも こうしたバランスを取 きたわけで、被用者は、予告期間中は給与を全額支給されるという保護が与えられるので、被用者保護 対し 裁判所にかかる負
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荷は取り除かれるであろうとされる。
 
第四に、ガーデン・リーヴは、労働の自由の理念に反するものではないとされる。すなわち、ガーデン・リーヴ条項を
裁判上も履行を強制することは、 例えば、 アメリカにおける労働の自由の理念に抵触するものではないであろうとされ
る（
9
6）
。労働の自由という理念は、労働者から労働の成果を奪い取る労働の搾取という考え方に由来するものであって、こうした労働の自由についての歴史的背景から ガーデン・リー
ヴ条項を強制労働と同じ枠内で捉えることは妥当ではない。被
用者はガーデン・リーヴの状態に置かれるとしても、給与の全額およびその他の諸便益が与 られており、労働の成果を別に奪われてはいないからである。また 被用 は予告期間中は、まったく を禁止されているのではなく 一定 使用者らのために働いたり、顧客 関係を持つことが許されないにすぎない。すなわち、人の自由を安く売り渡すことに消極的な裁判所は、 被用者が直ちに競業他社のために働くことを許すことによって損害を被る可能性から免れる使用者の権利とバランスをとらなければならな
い（
9
7）。
 
また、労働の自由の理念を擁護するために、裁判所がガーデン・リーヴ条項を無効と評定することは、
かえって不当な
干渉である される。過酷な条件のもとで 労働を支配、搾取、強制されるのとは異なり、ガーデン・リーヴの状態に置かれる被用者は、ほんの短い期間中、自己の労働力に対する一定の支配の自由 給与の見返 を考慮す 、高度な知識労働者にほかならない。したがって、ガーデン・リーヴ条項 奴隷や年季奉公、そのほか 強制労働と安易に結びつけて考えることは、極めて不正確であ だけではなく、有害 さえある。こ よう して 司法は、ある給与の高い仕事から別の仕事へ転職する間に、給与を支払われる被用者について、その性格付け 誤ってはならないとされ
る（
9
8）。また、競業禁
止契約は、被用 がその職に止まるように強 るものであること 、しばしば、労働の自由 理念 反するも であるように見られてきた
が（
9
9）、ガーデン・リーヴ条項は、必ずしも満たされない被用者が退職することを容易にさせるもので
あるとされる。ガーデン・リーヴ条項によれば、離職し らば当面 間、収入が得られない を危惧しないで、被用
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者は、競業他社に職を求めることが許される。すなわち、被用者はいかなる労働も行うことを求められないにもかかわらず、使用者は契約上、予告期間中は被用者に給与の支払いを義務づけられることから、別に不満 持たないような被用者は、職務から離れる一方で、経済的な損失を被ることなく、新たな仕事を求め 機会として、ガーデン・リーヴの状態にある期間を用いることができる。
 
しかしながら、むしろガーデン・リーヴ条項は、被用者が一定期間、労働から排除されることから、その間に被用者が
身に付けた技能などが陳腐化し、その専門性を取り戻すこと 困難を伴うという意味か 、労働の自由の理念に反する旨の主張がなされ 。この点について 右 ような主張は、イギリスの裁判
例（1
0
0）でも、競業禁止条項についてのアメリカの
裁判
例（1
0
1）でも退けられてきたとされる。しかし、そのような判断は一部の判決であって、それをもって、ガーデン・リー
ヴ条項を正当化する理由付とすることは、不当な一般化であるように思われる。たとえ、こうした裁判例に一定の説得力があるとしても、例えば、転職後の使用者に利益をもたらさないような職務または顧客を割り当てさせるよう して、被用者 元の使用者 ため 限定された職務を果たすことによって、ガーデン・リーヴの状態に置かれ いる期間中、自己の技能などを磨くことが許され 取り決めをすることは 可能なこと はないであろ
う（1
0
2）。いずれにせよ、このような調
整がなされたとしても、被用者が在職中に身に付けた専門的知識、技能、経験 どが陳腐化す おそれは避けられないであろう。
 
 
五
 
結びに代えて
 
 
右にみてきたように、アメリカの裁判所は、イギリスのガーデン・リーヴ条項が裁判上も履行の強制が可能かどうかと
いう問題に、これまで十分に検討を加える機会が与えられてこなかった。しかし、近い将来において、こ した問題 直
103 
 
面しないとは限らない。したがって、ガーデン・リーヴ条項は、伝統的な競業禁止条項の裁判上の履行強制可能性をめぐる困難で不確実な状況を打開するのに役立つものかどうか未知のままであって、予断を許さない。
 
確かに、ガーデン・リーヴ条項は、競業禁止条項に比べて、労使双方の歩み寄りによって、相対立する利益のバランス
をはかろうとする取り決めではある なわち、ガーデン・リーヴ条項は、企業のトレード・シークレットなどの秘密情報を保護する必要のある使用者に保護を与え 一方で 被用者を不必要に長く労働から排除することなく、しかも、競業を制限されてい 期間中、給与などを補償するものである。
 
もし仮に、ガーデン・リーヴの法理がアメリカにおいて、司法上も承認され 受け入れられるならば、雇用関係の終了
後の競業制限法の分野を一段 明確化する重要な一歩を踏み出すことになる可能性はある。 そうである らば、 使用者は、競業禁止条項に代えて、あるいはそれとともに、ガーデン・リーヴ条項を用い ようになり、競業禁止条項をめぐる不確実性の問題を解決する糸口 見出すようにも見え 。また、そうであるならば、使用者は企業 とって枢要な被用者が競業他社に転職すること よるトレード・シークレットなどの秘密情報の流失という 害から企業を守るためにより所とることができる対応手段を得 ことになろう。他方 被用者 、 とえ競業他社のも での労働を制限されるとしても、給与の支払いが補償され のみならず、使用者は進んで被用者 顧客に接触させたり 教育投資を行うようになるかもしれない。しかし、いずれにせよ、以前の企業を転職 らば 使用者に真の脅威を与えるような被用者だけがガーデン・リーヴ条項の対象になりうる すぎな
い（1
0
3）。
 
最後に、イギリス同様にわが国において 、競業避止契約の履行強制 可能性をめぐる不確実性の問題に対する解決法
として、 の法理を取り入 ることができるであ か。 ちろん わが国の裁判所も、ガーデン・リーヴ条項が履行を強制されるかどうか 問題 、未だ直面していないが、近い将来において ガーデン・リーヴ条項に類似
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する内容を含む契約条項の履行強制可能性の問題を取り扱うことを求められるかもしれない。しかし、
イギリスのガーデ
ン・リーヴ条項は法的に疑義があることに注意を喚起しておきたい。
 
まず第一に、ガーデン・リーヴ条項は、わが国の憲法第二二条において保障された、労働者が自己の欲するいかなる職
業も任意に選ぶことができるという職業選択の自由（営業の自由） 、またそれを担保する退職の自由を大きく制約するものである。と同時に、専門的分野に優れた能力を発揮する労働者が在職中に得た知識、技能、経験をもとに、自主的
、主
体的に自らの職業キャ アを形成、維持、向上させ、自らの 力、適性、意欲 即して自己実現を図る機会を奪うおそれがある。第二に、およそ契約関係においては何ほどかの力関係が働く はやむを得ないが、被用者自らに合法的な仕事または営業に携わらせない いう労使の取り め 労使 交渉力の差による産物にほか らないと考え 。第三に、この法理は、競争 制限による不当な独占を生むおそれを伴うものである。そうした競争制限は、競争を通じて自由主義経済の市場機能が維持されるために 可欠な、有能な労働者の移動と知識・情報の流通を妨げる危険をはらんでいる。
 
ちなみに、イギリスにおいては近年、ガーデン・リ ヴ条項の濫用に対して注目が集められるところとなってきた。す
なわち、まず、予告期間中 競争相手企業での就 を禁止する明示の規定 置かれることによって 差止命令 認められる傾向にある。のみならず、とりわけ、被用者が自分の技能や経験を維持するために就労を求めるならば、予告期間中といえども、使用者（企業）が就労を受け入 義務を認めてきた。さらに、長期にわたる告知期間を求める条項に対しては、取引制限の法理の適用が示唆されてきた
る（1
0
4）。
 
   
105 
 
 （注）
 
(
1)  
雇用の終了後の競業避止特約についての代表的事例として、フォセコ・ジャパン・リミテッド事件（奈良地判昭四五・一〇・二
三判時六二四号七八頁）においては、 「競業の制限が合理的範囲を超え、
Y1らの職業選択の自由を不当に拘束し、同人らの生存を
脅かす場合には、その制限は公序良俗に反して無効になることはいうまでもないが、この合理的範囲を確定するにあたっては、制限の期間、 所的範囲、制限の対象となる職種の範囲、代償の有無等について、
Ⅹ
の利益（企業秘密の保護） 、
Y1らの不利益（転
職、再就職の不自由）及び社会的利害（独占集中のおそれ それに伴う一般消費者の利害）の三つの視点に立って慎重に検討しなければならない」と判示された。そして、本件判断基準が、そ 後の同種事案において、競業避止特約 有効性の判断基準として用いら ている。
 
(
2)  
例えば、東京リーガルマインド事件（東京地決平成七・一〇・一六ジュリスト一〇九七号一四三
頁）においては、 「競業行為の差
止請求は、職業選択の自由を直接制限し 濫用のおそれがあ ことに鑑みると、当該競業行為により使用者が営業上の利益を現に侵害され、または侵害される具体的なおそれがある場合に限り許されると解すべきである」として、差止請求の要件を詳しく述べた後に、 「
Y1（監査役であるとともに従業員）に対する仮処分申立については、被保全権利（差止請求権）が存在せず、また
Y2（代
表取締役の辞任後は従業員）申立につ ては、実体的要件を備えていないので、 もに保全 必要性 認められない」 とされた。また、
Ａ特許事務所事件（大阪地決平成一七・一〇・二七労判九〇八号五七
頁）では、就業
禁止の仮処分命令の申立が却下された。
また、アサヒプリテック事件（福岡地判平成一九・一〇・五労判九五六号九一頁）では 競業避止等 請求が棄却された。他方、前記フォセコ・ジャパン・リミテッド事件、新大阪貿易事件（大阪地判平成三・ 〇・一五労判五九六号二一頁、チェスコム秘書センター事件（東京地判平成五・一・二八判時一四六九号九三
頁）等では、差止請求は認容された。
 
(
3)  
See, K
atherine V. W
. Stone, Knowledge at W
ork: Disputes over the Ownership of H
um
an Capitalin the Changing W
orkplace, 
34 Conn. L. Rev. 721, 723
(2002
). 
(
4)  
See, Thom
as M
. H
ogan, U
ncertainty in the Em
ploym
ent Context:W
hich Types of Restrictive Covenants are Enforceable?, 
80St.John’s L. Rev. 429, at 431
(2006
). 
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(
5)  
See, John D
w
ight Ingram
 Covenants N
ot To Com
pete,36 Akron L. Rev. 49
(2002
). 本稿では、営利活動において用いられる競
業禁止条項の履行強制可能性について述べられている。
See, John Fellas, Garden Leave:A N
ew W
eapon Against a Departing 
Em
ployee, N
. Y. L. J., M
ay29, 1997, at1. See, G
reg T. Lem
brich, N
ote, Garden Leave: A Possible Solution to the U
ncertain 
Enforceability of Restrictive Em
ploym
ent Covenants, 102 Colum
. L. Rev. 2291, 2291
(2002
). ガーデン・リーヴという概念が出
現した背景には、イギリスの法文化にかかわる事情があろうが、その出現に関係する要因として、イギリス人が「庭」に寄せる特別の思いがあるとされる。
 
(
6)  
Id. at 2292. 
(
7) 
See, Law
rence F. C
arnevale &
 Lorraine R. D
oran, Restrictive Em
ploym
ent Clauses: Enforceability Enhanced by Tailoring to Your Business and 
Em
ployees, N
. Y. L. J., Feb. 5, 2001, at S4. 
(
8) 
See, Tam
ara Loom
is, Non-C
om
pete Pacts: W
hether These Agreem
ents H
old U
p is U
ncertain, N
. Y. L. J., A
ug. 24, 2000 at 5. 
(
9) 
See, H
arlan M
. B
lake, Em
ployee Agreem
ents N
ot to Com
pete, 73 H
arv. L. R
ev. 625( 1960) . 
(
10) 
See, M
aureen B
. Callahan, Post-Em
ploym
ent Restraint Agreem
ents: A Reassessm
ent, 52 U
. C
hi. L. Rev. 703, 703( 1985) . もっとも、使用者
は、トレード・シークレットに
ついては、 「不可避的開示の法理」の援用を通じて、被用者が退職する際に被る可能性のある損害か
ら保護されることがある。 その具体的な裁判例としては、 例えば、
Pepsico, Inc. R
edm
ond, 54F. 3d 1262, 1269( 7th Cir. 1995
), D
oubleClick, 
Inc. v. H
enderson, N
o. 116914/97, 1997 W
L 731413, at 5-6( N
. Y. Sup. Ct. N
ov. 7, 1997) . しかし、トレード・シークレットに関わる不可避
的開示の法理については、本稿主題からはずれるので、これ以上触れない。
 
(
11) 
See, Loom
is, supra note 8, at 5. 競業禁止条項は、通常、幹部社員、営業マン、技術者、プログラマーなどに対して設けられる。そ
して、 企業が研究開発投資する際には、 使用者が開発した営業上の秘密や顧客を被用者に開示せざるを得ないことがある。
See, G
illian 
Lester, Restrictive C
ovenants, Em
ployee Traning, and theLim
its of Transaction-C
ost Analysis, 76 Ind. L. J. 49, 51( 2001) . 
(
12) 
U
. S. C
onst. am
end. X
III, 1. 
(
13) 
See, C
allahan, supra note 10, at 717. B
D
O
 Seidm
an v. H
irshberg, 712N
. E. 2d 1220, 1225. 本件判決によれば、使用者には、被用者が競業
他社のために使用者の出費によって得た顧客や消費者に対するのれん
(goodw
ill)を欲しいままに流用することを妨げる正当な利益が
ある、とする。
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(
14) 
See, Fellas, supra note, 5 at 1. 
(
15) 
Id. 
(
16) 
See, Lester, supra note 11, at 53. 
(
17) 
See, Steven J. Stein, Recent Trends in Post-Em
ploym
ent Restrictions on C
om
petition, N
. Y. L. J., A
pr. 9, 1998, at 1. 
(
18) 
See, Stone, supra note 3, at 740. 
(
19) 
このことは、とくに、被用者が十分な教育訓練を受けた分野のみで仕事に就くことを妨げるものであるので、競業禁止条項の場
合に、当てはまる。この点、秘密保持契約や勧誘禁止契約は、被用者が当該分野において職務を遂行する方法を制限するにすぎない。 競業禁止条項が合理的か否かを判断する際に、 被用者の生計の手段を考慮するものとして、 次の裁判例がある。
Purchasing A
ssocs. 
v. W
eitz, 196 N
. E. 2d 245, 247( N
. Y.1 963
) ; Sim
ons v. Fried, 98 N
. E. 2d 456, 456( N
. Y. 1951) ; Serv. Sys .C
orp. v. H
arris, 341 N
. Y. S. 2d 702, 
705( A
pp. D
iv. 1973) ; Bates Chevrolet Corp. v. H
aven C
hevrolet, Inc., 213N
. Y. S. 2d 577, 580( A
pp. D
iv. 1961) . 
(
20) 
例えば、
Schm
idl v. C
ent. Laundry &
 Supply Co., Inc., 13N
. Y. S. 2d 817, 823( Sup. C
t. 1939) ; A
rthur M
urray D
ance Studios, Inc. v. W
itter, 
105N
. E. 2d 685, 704
( O
hio C
t. C
 .P. 1952
) ; R
eading Aviation Serv., Inc. v. B
ertolet, 311 A
. 2d 628, 630
( Pa. 1973
) . 
(
21) 
アメリカの歴史における労働 自由の理念の重要性については、
Eric Foner, Free Soil, Free Labor, Free M
en: The Ideology of the 
R
epublican Party before the Civil W
ar( 1970) . See, Christopher T. W
onnell, The C
ontractual D
isem
pow
erm
ent of Em
ployees, 46 Stan. L. R
ev. 87, 
141( 1993) . 
(
22) 
See, C
allahan, supra note 10, at 706. D
ynam
ics Research Corp. v. A
nalytic Scis. Corp., 400N
. E. 2d 1274, 1282-83( M
ass. A
pp. C
t. 1980
) ; 1st 
A
m
.Sys., Inc. v. R
ezatto, 311N
. W
. 2d 51, 57
( S. D
. 1981) . A
BC
 v. W
olf, 420N
. E. 2d 363, 368( N
. Y. 1981) . 
(
23) 
K
adis v. B
ritt, 29 S. E. 2d 543
( N
. C
. 1944) . 
(
24) 
Id. at 547. 
(
25) 
Id. at 549 
(
26) 
例えば、
Sim
ons v. Fried, 98N
. E. 2d 456, 456
( N
. Y. 1951
) ; Param
ount Pad Co. v. B
aum
rind, 151 N
. E. 2d 609, 610
( N
. Y. 1958
) ; Bates 
C
hevrolet C
orp. v. H
aven C
hevrolet, Inc., 213N
. Y. S. 2d 577, 580
( A
pp. D
iv. 1961) ; Serv. Sys. Corp. v. H
arris, 341 N
. Y. S. 2d 702, 705( A
pp. 
D
iv. 1973
) ; R
eed, Roberts A
ssocs. v. Straum
an, 353N
. E. 2d 590, 594( N
. Y. 1976) . 
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(
27) 
営業の譲渡については、例えば、
Purchasing A
ssociates v. W
eitz, 196N
. E. 2d 245, 247( N
. Y. 1963
) . これに対して、
A
BC
 v. W
olf, 420 N
. 
E. 2d 363, 367( N
. Y. 1981
) . 本件では、明示的な競業制限条項がある場合でも、厳格に検討され、とくに、一定の要件を満たす場合
にのみ、履行が強制される、とする。
 
(
28) 
Purchasing A
ssocs., 196N
. E. 2d at 248( N
. Y. 1963) ; Cont’1, G
roup v. K
insley, 422 F. Supp. 838, 843
( D
. Conn. 1976) ; R
eed, Roberts, 353 N
. 
E. 2d at 593
( N
. Y. 1976) ; A
B
C v. W
olf, 420N
. E. 2d at 367( N
. Y. 1981
) ; BD
O
 Seidm
an v. H
irshberg, 712 N
. E. 2d 1220, 1223
( N
. Y. 1999) . 
(
29) 
R
eed, R
oberts, 353N
. E. 2d at 593
( N
. Y. 1976) ; Cont’1, G
roup v. K
insley, 422 F. Supp. at 843( D
. Conn. 1976) ; A
BC
 v. W
olf, 420 N
. E. 2d at 
367( N
. Y. 1981) ; B
D
O
 Seidm
an v. H
irshberg, 712N
. E. 2d at 1223( N
. Y. 1999) ; Ticor Title Ins. C
o. C
ohen, 173 F. 3d. 63, 70( 2d Cir. 1999) . 
(
30) 
See, supra notes 27-29. 
(
31) 
例えば、
Frank, Seringer &
 Chaney, Inc. v. Jesko, C. A
. N
os. 89C
A
004577, 89C
A
004613, 1989O
hio A
pp. LEX
IS4519, at 6
( D
ec. 6, 1989) ; 
D
ryvit Sys., Inc. v. H
ealy, N
o. C
. A
. K
C
89-45, 1989 R
. I. Super. LEX
IS 105, 13-14
( A
pr. 26, 1989) ; B
lue Ridge A
nesthesia &
 C
ritical Care, Inc. 
v. G
idick, 389 S. E. 2d 467, 468-69( Va. 1990
) ; A
rpac Corp. v. M
urray, 589 N
. E. 2d 640, 649( I11. A
pp. C
t. 1992)
; Ecolab, Inc. v. Ford, N
os. 
C
0-94-1207, C
8-94-1276, 1994 M
inn.A
pp. LEX
IS 932, at 3( Sept. 14, 1994
) ; A
ffinity Partners v. D
rees, N
o. 95-2564, 1996 M
ass Super. LEX
IS 
647, at 8
( Jan. 6, 1996) ; M
cG
lothen v. H
eritage Envtl.Servs., 705N
. E. 2d 1069, 1071-72( Ind. Ct. A
pp. 1999
) . 
(
32) 
G
reenw
ich M
ills Co. B
arrie H
ouse Coffee Co., 459N
. Y. S. 2d 454, 456( A
pp. D
iv. 1983) . 裁判所は、確固とした法的ルールを形成してこ
なかった反面、競業制限の合理性を判断することに取り組んできた。
 
(
33) 
See, Loom
is, supra note 8, at 5. 問題は、 競業制限条項を規制する制定法を持たない州は、 そうした条項をいかに評定するかである。
 
(
34) 
例えば、
A
B
C
 v. W
olf, 420 N
. E. 2d 363, 367 n.6( N
. Y. 1981
) . 本件では、裁判上の履行強制は、労働のユニークさだけから認められ
るものでは いとされた。また、
N
igra v. Young B
road. of A
lbany, Inc., 676N
. Y. S. 2d. 848, 849( Sup. Ct. 1998) . 本件では、被用者が「特
別でユニーク」であるという法理は不確かなものであって、例えば、テレビ出演のパーソナリティは、それには該当しないとされた。
 
(
35) 
例えば、
Ticor Title Ins. C
o. v. Cohen, 173 F. 3d 63, 65, 70-72
( 2d Cir. 1999
) . 本件では、使用者の事業と被用者との関係に焦点が向け
られ、使用者の顧客 多くと被用者との密接な関係に基づいて、 六ヵ月にわたる制限は合理的であるとされた。 また、
N
atsource LLC 
v. Paribello, 151 F. Supp. 2d 465, 473-74( S. D
. N
. Y. 2001
) . 本件では、たとえ被用者は代替可能であるとしても、技術、
才能、顧客との
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関係に基づいて、被用者に対して競業禁止条項の履行の強制がなされた。
 
(
36) 
B
axter Int’1, Inc. v. M
orris, 976 F. 2d 1189, 1197( 8th C
ir. 1992) . 本件では、一年の制限は長すぎるとされた。
Earth W
eb, Inc. v. Schlack, 
71 F. Supp. 2d 299, 313( S. D
. N
. Y. 1999
) . 本件でも、一年の競業制限は長すぎるという理由で、差止命令は認容されなかった。これ
に対して、
B
lue Ridge A
nesthesia &
 C
ritical C
are, Inc. v. G
idick, 389 S. E. 2d 467, 470
( Va. 1990) . 本件では、三年にわたる競業禁止契約
が有効とされた。
Contem
po C
om
m
unications, Inc. v. M
IM
 C
reative Servs., 582 N
. Y. S. 2d 667, 669( A
PP. D
ic. 1992) . 本件では、二年の競
業制限は時間的に合理性があるとされた。
C
hernoff D
iam
ond &
 Co. v. Fitzm
aurice, Inc., 651N
. Y. S. 2d 504, 505-06( A
pp. D
iv. 1996
) . 本件
では、二年 わたる競業禁止契約が認められた。
B
D
O
 Seidm
an v. H
irshberg, 712 N
. E. 2d 1220, 1225, 1228( N
. Y. 1999
) . 本件は、一八
ヶ月にわたる勧誘禁止契約が履行を強制された。
 
(
37) 
C
ont’1, G
roup v. K
insley, 422 F. Supp. 838, 841 n. 1, 843( D
. Conn. 1976) . 本
件では、アメリカ、カナダ、西ヨーロッパ、日本をカヴァ
ーする競業禁止契約の地理的制限は不当に広いものではないとされた。
B
U
S. Intelligence Servs., Inc. v. H
udson, 580 F. Supp. 1068, 
1073
( S. D
. N
. Y. 1984
) . 本件では、地理的に無制限に及ぶにもかかわらず、競業制限条項は認められた。
Innovative N
etw
orks, Inc. v. 
Satellite A
irlines Ticketing C
trs., Inc., 871 F. Supp. 709, 728
( S. D
. N
. Y. 1995) . 本件では、 全米すべてに及ぶ地理的制限も合理的であると
判断された。これに対して、
G
reat Lakes C
arbon Corp. v. K
och Indus., 497 F. Supp. 462, 471( S. D
. N
. Y. 1980) . 本件では、地理的制限が
ないことから、
競業制限条項の履行強制は認められなかった。
G
reat Lakes C
arbon C
orp. v. K
och Indus ., 497 F. Supp. 462, 471( S. D
. N
. Y. 
1980
) . 本件では、地理的制限がないことから、
競業制限条項の履行を強制することは認められなかった。
G
arfinkle v. Pfizer, Inc., 556 
N
. Y. S. 2d 322, 323( A
pp. D
iv. 1990
) . 本件では、世界全体に及ぶ地理的制限は、不合理であるとされた。
Bendinger v. M
arshalltow
n 
Trow
ell C
o., 994. S. W
. 2d 468, 472( A
rk. 1999
) . 本件では、競業制限条項に地理的制限
が設けられていないことにより、広すぎるとさ
れた。
 
(
38) 
See, Loom
is, supra note 8, at 5. 
(
39) 
「ブルー・ペンシル（
blue-penciling）」といわれる方法を通して、過度にわたる条項を修正したり、競業禁止条項中の不当な制限
を消去して、履行の強制が認められる裁判例がある。例えば、
B
ijan D
esigner for M
en v. K
atzm
an, N
O
. 96 Civ. 7345, 1997 U
. S. D
ist. 
LEX
IS 1426, at 16 n. 8
( S. D
. N
. Y. Jan. 6, 1997) . 
そのほかに、
K
arpinski v. Ingrasci, 268 N
. E. 2d 751, 754-55( N
. Y. 1971) ; 
R
ector-Phillips-M
orse, Inc. v. Vrom
an, 489 S. W
. 2d 1, 4( A
rk. 1973) ; Philip G. Jonson &
 Co. v. Salm
en, 317 N
. W
. 2d 900, 904-05( N
eb. 1982
) ; 
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B
D
O
 Seidm
an v. H
irshberg, 712 N
. E. 2d at 1226( N
. Y. 1999) ; H
eartland Sec. C
orp. G
erstenblatt, N
os. 99 C
iv. 3694, 99 C
iv. 3858, 2000 U
. S. 
D
ist. LEX
IS 3496, at 29( S. D
. N
. Y. M
ar. 22, 2000) . 
(
40) 
B
ob H
epple, The D
uty of Loyalty: Em
ployee Loyalty in English Law, 20 Com
p. Lab. L. &
 Pol’y J. 205, at 216( 1999) . 
(
41) 
Id. at 214. 
(
42) 
Id. 
(
43) 
Jonathan M
. Lew
is, W
ho W
ill Restrict the Restrictive Covenants?, Law
 Soc’y’s G
azette, June 21, 1989. at 32. 
(
44) 
See, Lem
brich, supra note, 5 at 2305. 
(
45) 
John H
and Q
C
 &
 Paul A
. Sm
ith, Injunction Against Em
ployees, 139 N
ew
 L. J. 1716, 1716. なお、 イギリスの雇用関係法の歴史の詳細につ
いては、
R
obert J. Steinfeld, The Invention of Free Labor: The Em
ploym
ent R
elation in English and A
m
erican Law
 and Culture( 1991) . 
(
46) 
H
and Q
C
 &
 Paul A
. Sm
ith, supra note 45, at 1716. 
(
47) 
Id. 
(
48) 
D
e Francesco v. B
arnum
, [1890] 45 Ch. D
. 430, 438
( 1890) . See H
and &
 Sm
ith, supra note 45, at 1716 
(
49) 
See, H
epple, supra note 40, at 205-06. 
(
50) 
Id. at 209. 
(
51) 
Id. 
(
52) 
Id. at 215. もっとも、トレード・シークレットについては、被用者は、雇用期間を超えて、秘密保持義務を使用者に負うとする。
 
(
53) 
イギリスには、奴隷制度と適正になされた有罪判決に基づく場合以外の強制的苦役を廃止するアメリカ合衆国憲法第一三条修正
のような規定はないが、被用者が任意に履行しない場合に、裁判所によって強制的に雇用契約の履行が命じられることはない。こうしたコモン・ロー上形成されてきたルールは近年、立法化された。
Trade U
nion and Labour Relations( Consolidation
) A
ct, 1992, c. 52, 
236( Eng.) . 
(
54) 
ヘップル
( H
epple, supra note 40, at 216.)は、取引制限の法理を競業制限の事例との関連で説明している。また、ルイス
( Lew
is, supra 
note 43, at 32)によれば、 取引制限の法理は、 競業制限条項として容認されるか否かについてこの条項に厳しい制限を課するとする。
しかし、イギリスの裁判所は、アメリカと同様に、競業制限条項が営業譲渡と密接に関わっている場合、そうした条項の履行を強
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制する可能性が高いとされる。営業の買主は、当該営業の「のれん
( goodw
ill)」に代金を支払い、競業制限条項を通して、以前の所
有者に対して営業 保護される権利があるからである。
 
(
55) 
H
epple supra note 40,. at 216. こうした考え方は、例えば、
H
anover Insurance B
rokers Ltd. v. Schapiro, [1994] I. R. L .R
. 82
( C
. A
. 1993)
においてみることができる。本件は、保険のブローカー業を営む会社の数人の被用者が、競業他社を立ち上げるために退職したという事案である。本件裁判所の認定によ ば、労働力の安定性 保護することは、正当な利益には当たらず、被用者らとの契約中の一二ヵ
月間にわたる競業制限条項の履行を強制する差止命令を認容しなかった。
Id. at 86. 
(
56) 
H
and &
 Sm
ith supra note 45, at 1718. 
(
57) 
Evening Standard Co. Ltd. H
enderson [1987] I. C
. R. 588( C
. A
. 1986
) . 
(
58) 
Evening Standard, [1987] I. C
. R
. at 592. 
(
59) 
Id. at 593. 
(
60) 
Id. 
(
61) 
Id. at 594. 
(
62) 
Id. 
(
63) 
See, Lem
brich, supra note 5, at 2309. 
(
64) 
Provident Financial G
roup v. H
ayw
ard, [1989] 3 A
ll E. R. 298( C
. A
. 1988) . 
(
65) 
Id. at 301. 
(
66) 
Id. 
(
67) 
Id. at 302. 
(
68) 
Id. at 304-05. 
(
69) 
A
ndrew
 B
urrow
s, Specific Perform
ance Against an Em
ployer, 140 N
ew
 L. J. 1007, 1008
( 1990) . バローズによれば、原則的に、被用者が
競合他社のために就労するのを制限する差止命令は、使用者が わゆるガーデン・リーヴを事前の措置として講じ 場合に認められることは、プロビデント社事件において確認されたとする。
 
(
70) 
JA
 M
ont( U
K
) Ltd. v. M
ills, [1993] I. R
. L. R
. 172, 177( C. A
. 1992) . 
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(
71) 
Id. 
(
72) 
Id. 
(
73) 
W
illliam
 H
ill O
rganisation Ltd. v. Tucker, [1999] I. C
. R. 291, 301
( C
. A
. 1998) . 
(
74) 
Id. 
(
75) 
Id. 
(
76) 
Id. 
(
77) 
Jane M
iddleton, H
eave-H
oe To G
arden Leave, 148 N
ew
 L. J. 579( 1998) . ミドルトンによれば、 ウィ
リアム・ヒル社事件判決以前には、
雇用契約関係の存続中、必ずしも被用者には働く権利があるという考え方はなかったとする。
Id. 
(
78) 
Sym
bian Ltd. v. Christensen, [2001] I. R
. L. R
. 77, 80( C
. A
. 2000
) . 
(
79) 
本件裁判所は、当該条項の履行を強制する際に絞りをかけ、被告が原告の競業他社に雇われることを制限する差止めを命じたに
すぎない。
Id. 
(
80) 
Id . at 80-81. 
(
81) 
See, W
illliam
 H
ill O
rganisation Ltd. v. Tucker, [1999] I. C
. R. 291, 301( C. A
. 1998
) . 
(
82) 
See, Sym
bian, [2001] I. R. L. R. at 80. 
(
83) 
C
redit Suisse A
sset M
anagem
ent Ltd. v. A
rm
strong, [1996] I. C
. R
. 882. 891-92
( C
. A
. 1996) . 
(
84) 
See, Sym
bian, [2001] I. R. L. R at 81. 本件では、被用者が六ヵ
月にわたるガーデン・リー
ヴ期間中、競業他社のために働くことを阻
止する契約条項の履行を強制するために差止めが命じられた。また、
Euro B
rokers Ltd. v. R
abey, [1995] I. R
. L. R
. 206, 210
( Ch. 1994
) . 
本件では、競業他社へ転職 るために退職するマネー・ブローカーに対して、六ヵ月間にわたるガーデン・リーヴ条項が履行を強制された。
 
(
85) 
See, [1999] I. C
. R
. at 293. 
(
86) 
C
redit Suisse First B
oston( Europe) Ltd. v. Padiachy, [1999] I. C. R. 569. 576( Q
. B
. 1998) . 本件では、三
ヵ月にわたる競業禁止条項の履
行を強制することは拒否されたが、被告がガーデン・リーヴに基づいて三ヵ月の予告期間中 職務に従事し 後に、競業他社のために働くことは許 また、
FSS Travel &
 Leisure Sys. Ltd. v. Johnson, [1998] I. R. L. R. 382, 383, 387( C. A
. 1997
) . 本件では、被告
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がガーデン・リーヴに基づいて三
ヵ月の予告期間中は職務に従事しなければならないことを承知していた場合に、一年間にわたる
競業禁止条項の履行を強制する差止めを命じることは拒否された。
 
(
87) 
Paul K
illen, Football’s Loyalty Bonus,Law
 Soc’y’s G
azette, Sept. 21, 2000, at 16. キレンは、ヨーロッパのサッカークラブはプレーヤー
が競争相手チームでプレーするため退団することを阻止するために、ガーデン・リーヴ条項ないし競業禁止条項を用いることができるか否かについて触れている。
 
(
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See, Lem
brich, supra note 5, at 2314. 
(
89) 
Provident Financial G
roup v. H
ayw
ard, [1989] 3 A
ll E. R. 298, 305
( C
. A
. 1988) . 
(
90) 
See, Loom
is, supra note 8, at 5. 
(
91) 
See, Lester, supra note 11, at 51-52. 
(
92) 
See, K
illen, supra note 87, at 16. 
(
93) 
C
redit Suisse A
sset M
anagem
ent Ltd. v. A
rm
strong, [1996] I. C
. R
. 882. 894
( C
. A
. 1996) . 
(
94) 
Euro B
ankers Ltd. v. R
abey, [1995] I. R
. L. R
. 206, 209( Ch. 1994) . 
(
95) 
See, H
epple, supra note 40, at 214. 
(
96) 
労働の自由の理念に深く関わっているが、ガーデン・リーヴ条項の履行の強制を判断する際に、裁判所は合衆国憲法第一三修正
にあまり関心を払わないようである。
 
(
97) 
M
TV
 N
etw
orks v. Fox K
ids W
orldw
ide, Inc., N
o. 605580/97, 1998 N
. Y. M
isc. LEX
IS 701, at 14-15, 23( Sup. C
t. Feb. 4, 1998
) . 
(
98) 
See, Lem
brich, supra note 5, at 2318. 
(
99) 
Stew
art E. Sterk, Restraints on A
lienation of H
um
an C
apital, 79 Va. L. R
ev. 383, at 410( 1993
) . スタークによれば、 被用者にとって魅力的
ないくつかの選択肢を制限することによって、競業禁止条項は、ある意味で、被用者が元の使用者のもとに止まるこ を強制しうるものであるとする。
 
(
100) 
例えば、
Provident Financial G
roup v. H
ayw
ard, [1989] 3 A
ll E. R
. 298, 305( C
. A
. 1988) . 本件では、仕事がないことそれ自体は別個の
問題として考えられるが、それは、本件ではほとんど起こりえないとされる。会計ないし財務担当者としての被告の技能は三ヵ月の間に衰え ようなものではないとされた。
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N
atsource LLC v. Paribello, 151 F. Supp. 2d 465, 472
( S. D
. N
. Y. 2001
) . 本件では、四
ヵ月間にわたって制限したとしても、
商
品ブローカーをその専門職から不当に排除したことにはならない旨認定された。また、
M
altby v. H
arlow
 M
eyer Savage, Inc., 633 N
. Y. 
S. 2d 926, 930( Sup. Ct. 1995) . 本件では、トレーダーが六
ヵ月間にわたって取引からはずされても、当該業界内での雇用能力を失わ
せたり、または
生計を営む権利を実質的に侵害することにはならない旨認定された。
 
(
102) 
See, Lem
brich, supra note 5, at 2319. レンブリッチによれば、こうした労使の取り組みは、ガーデン・リーヴまたは強制労働禁止の
本旨に背くものではないとする。それは被用者の求めによるものであり、何もしないという選択肢も残されているからである。こうした考え方に即した解決法 して、
SG
 Cow
en Securities Corp. v. Stix, N
o. 00 C
iv. 3662, Slip op.at 4. 
(
103) 
See, Lem
brich, supra note 5, at 2321-23. 
(
104) 
W
illliam
 H
ill O
rganization LTD
 v. Tucker, [1998] I. R. L. R. 313( C. A
.) . H
epple, supra note 40, at 215. 
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 一
 
はじめに
 
  
従来、終身雇用が一般的とみられてきたわが国において、近年、雇用の流動化が進むなかで、使用者企業の予期に反し
て、長年にわたり、信頼を寄せていた被用者などが、新会社を設立して、その部下や同僚などを勧誘し、新会社あるいは別会社に一斉 転退職させるというような事態が時として起こる。その結果として、以前の使用者企業は、有能な人材が競争相手企業に転職して働くことにより、自らの事業が廃業に追いやられたり、自ら転職ないし転業を余儀なくされることがある。
 
 
こうして、使用者企業は、右のような被用者らの不意の行動によって事業上の利益に多大 損害を被ることを防ぐため
の重要な手法として、雇用契約の中にいわゆる被用者引抜き禁止特約（条項）を盛り込むわけである。すなわち、被用者引抜き禁止契約は、以前の被 者らが競争相手企業に元の同僚などを雇い入れ、在職中に身に付 た知識・情報などが用いられることにより、 以前の使 者企業が損害を被 ことを避けるものである。 しかしながら、 被用者の引抜き禁止など、被用者に課される競争制限的契約については、仮に、使用者企業が被用者との間で被用者の引抜きや、勧誘などを契約において禁止した場合であっても、右契約 、果たして 法的な拘束力を持たせるこ できる かどうか その裁判結果には不確実性が伴うだけ はなく 裁判所 おいて法的拘束力を持た る判断枠組みについ は、必ずしも明確ではないところである
（１）
。
 
一方、アメリカ合衆国（以下、アメリカという。 ）
 
においては、雇用関係の終了後の一定期間、以前の被用者らが元
の同僚などを引抜くことに禁止を求める、雇用契約に盛り込まれた被用者引抜き禁止 合意（
non
‐
solicitation
 
agreem
ent）について、引抜き禁止特約が結ばれるか、あるいは競争禁止に付随して範囲の広い特約が結ばれていな
 
い場合、秘密情報が用いられない限り、被用者 自由に転退職して 元 被用者ら 採用したり、引抜きを行っ 以前
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の使用者企業と競争関係に立つことができるとされる
（２）
。かくして、使用者企業は、自らの事業を守るためにも、キー
となる被 らに引抜き禁止契約の署名を求め 一方で、アメリカの裁判所はどのようにして、右のような契約に強制力を持たせ のかを知ることは、喫緊の課題であるとされる。しかしながら、被用者引抜き禁止契約は、使用者企業に保護を与える一方で、 以前の被用者に対して引抜き 行わないという義務を負わせるものであるがゆえに、 アメリカの裁判所、とりわけケンタッキー州裁判所は、右契約に拘束力を持たせることには消極的な態度を取り得るところである
（３）
。した
がって、使用者企業が引抜き禁止契約書の作成 当たり、細心の注意を払わない らば 結果として、契約の法的拘束力が否定されてしまうおそれがある。
 
 
以下、本稿においては右のような理由から、被用者の引抜き禁止契約が裁判上強制されるか否かを決めるために、裁判
所により、しばしば考慮される諸要因について概観するとともに、同州以外のいくつかの州裁判所において、被用者の引抜き禁止契約が是認される理由や、そうした判決の背景について検討する一方で、ケンタッキー州裁判所は、どのように引抜き禁止契約を取り扱うのかを検討すること よっ 、右 ような特約が最大限に効果を発揮するために 実際上留意すべき諸点ついて検討を加えてみたい。
 
 二
 
被用者引抜き禁止契約
 
  
１
 
競争制限的特約の裁判上の強制
 
 
雇用関係の終了後の競業禁止特約をはじめとする、競争制限的特約が裁判上強制されるか否かは、具体的な事案の事実
関係に基づいて決められることは言うまでもない。しかしながら、アメリカ お いくつかの州裁判所は 右
 
特約に対して、積極的な態度を取らない。競争制限的特約は 被 一人一人が生計を立てる権利を侵害し 当該被用者
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の生存を脅かすおそれがあると同時に、自由主義経済の観念に抵触するものであり、その分野において最初に事業を立ち上げた使用者企業を不当に保護すること なりかねないからである
（４）
。
 
 
とはいえ、競争制限的特約が、合理的であり、契約上の必要条件を満たし、さらに、制定法上規制される場合、法律上
の要件を遵守するものであるならば、一般的に裁判上強制が可能とされる
（５）
。この点、例えば、部分的に取引を制限す
るような競業禁止特約は、常に法的に受け入れられるとは限らないが、右特約が、使用者企業の正当な事業上の利益を保護す ために合理的に必要とされ、被用者に不当な負担を強いるものではなく、あるいは社会公共 利益に反するものでないならば、裁判上強制される余地は残されている。もとより 右のような反競争的特約の真の目的が、当該使用者企業の事業を守ることにあるのではなく、むしろ当該被用者の退職を妨害す ことにあるのならば 当該特約は 裁判上強制され得ないことは言うまでもない
（６）
。
 
 
いずれにせよ、一般的に、反競争的特約の合理性は、まさにケース・バイ・ケースで決められる。そ て、裁判所は通
常、不合理な競争制限が、修正が可能かどうかを決める際に、禁止さ 活動のみな ず、地域、期間のような、様々な要因を考慮するところである
（７）
。もとより、競争に反するような不合理な制限的特約は、裁判上強制されるものではな
いが、強制が困難な競争制限について、制限される期間や 域 つい 修正が さ ことによって、裁判上強制 可能性が高められるわけである。
 
 
すでに述べたように、不合理な競争制限については、部分的強制であっても、当該制限が結果として、公序良俗と両立
して、社会公共の利益を害しないこと、当該被用者 不当に厳しい制約を課 るものではない が求められ、当該使用者企業の利益を守るために合理的に必要 される範囲で法的拘束力を持つにすぎないのであ
（８）
。
 
 ２
 
被用者引抜き禁止契約と競業禁止契約との関係
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ところで、被用者が退職を告知する前に、使用者企業には、事前の予防措置として、雇用契約において盛り込んでおく
ことができる、いくつかの制限的特約がある。こうした契約的保護措置は、大きく二つの類型に分けられる。すなわち、被用者が以前の使用者企業と直接に競争することを妨げる競業禁止契約と、 被用者が以前に働いていた企業の被用者または顧客を勧誘したり、引抜 こ を禁止する引抜き禁止契約である。伝統的な競業禁止契約によると、一般的に、雇 関係の終了後に、被用者は 一定の地域において一定の期間、以前の使用者企業の事業と競争関係に立つような具体的な活動を行わないものとされる。こうした競業禁止契約とは異なって、引抜き禁止契約による 、以前の被用者が競争相手企業のところで働くことは別段制限を受けるものではない。が、右契約によると、被用者また 顧客、あるいは被用者と顧客の双方の勧誘、引抜きが禁止されるのが、その典型例である
（９）
。とりわけ、顧客引抜き禁止特約は、退職した被用者
が以前 使用者企業の顧客や将来の顧客を事業上引抜くことを禁止するものであり、それは、顧客関係や、顧客と接触を保つ使用者企業の利益を守るものである。この点、以前の被用者が雇用関係の終了後に、元の同僚を採用することに対して加えられる制限は、言わば引抜き禁止特約を補充するものであり、とりわけ引抜き禁止特約は、何よりも労働力の安定性を維持するという使用者企業 利益を保護す も にほかならない
（
10）。
 
 
このようにして、引抜き禁止特約は、以前の被用者が一緒に競争すること自体を妨げるものではなく、別の手段、方法
でもって、
被用者らを雇い入れるように求めるものであるにすぎないがゆえに、裁判所は、引抜き禁止特約を競業禁止特
約と比較し 反競争性が少な ものと捉えるところである
（
11）。また、引抜き禁止特約は、使用者企業の正当な事業上
の利益に見合 たものに限定されている いう理由から、裁判所は、引抜き禁止特約 より一層支持す 可能性が（
12）。しかしながら、引抜き禁止特約は、被用者らの競争の自由を制限するものであるがゆえに、そうした契約条項は、
競業禁止特約と同じような制限 服するものである される
（
13）。
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 ３
 
被用者引抜き禁止特約の締結理由
 
 
もとより、ある被用者が、雇用関係の終了前の在職中に、競争相手企業において一緒に働くために、同僚の被用者を引
抜くような場合、使用者企業に対する忠実義務に違反したことになることは言うまでもない。しかしながら、雇用関係の終了後には、結果は異なってくる。すなわち、いったん雇用関係が終了し、引抜き禁止契約が結ばれてい い場合、不正または詐欺的方法が用いられない限り、退職した被用者は、競争相手企業のところで働くために、自由に以前の使用者企業の被用者らを引抜くことができる
（
14）。しかしながら、アメリカにおける多くの州の裁判所は、被用者が被用者引抜
き禁止特約を結んだときには、以前の被用者が元の同僚を引き抜くことを禁止する規定を支持するとされる
（
15）。
 
 
雇用契約において競争制限的特約を盛り込む多くの使用者企業は、 自社の出費 よって得られた顧客関係または事業上
の経験を用いることができるキーとなる会社役員や、 セールスパーソンなどが競合企業を起ち上げることを妨げるために、右特約を結ぶわけである
（
16）。
 
 
すでに述べたとおり、引抜き禁止契約は、以前の被用者らが競争相手 ところに同僚らを勧誘することを妨げるこ
とによって、以前の被用者らが競争関係 立つ を妨げ ことを可能にするものである。この点、裁判所の判示によれば、使用者企業が人材を育成し、有能な労働力を推持することに対す 投資を保護することには、合理性があるとされてきたことから、右引抜き禁止特約は ほとんど司法上の抵抗 受け かったとされ
（
17）。
 
 
こうして、使用者企業は、被用者らが競争相手のところで働くならば、市場において当該企業を極めて競争上不利な立
場に立たせるおそれのある被用者と 間で、引抜き禁止契約 結ぶわけである。かくして、引抜き禁止契約を結ぶ被用者は、以前の使用者企業のもとで現に働く被 者ら 採 にかかわるならば、訴えられるこ が少なくな 。
 
もとより、雇用契約をめぐる訴訟 多額の費用を要するわけであるが、右のような契約は、以前の被用者が在職中
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の被用者の引抜きにかかわることを抑制するために、大きな効果を上げるものであるとされる。
 
  
４
 
引抜き禁止契約の違反
 
 
被用者引抜き禁止契約に違反した場合、当事者適格の要件としての訴訟当事者の利害関係が、十二分に満たされている
ならば、以前の被用者と新たな使用者企業は、極めて大きな法的責任問題に直面する。例えば、ブラック・アンド・デッカー社（
Black &
 D
ecker）が、イメージ・ダイナミクス社（
Im
age D
ynam
ics）の以前の被用者（
D
avid P.O
lsen
）を雇
い入れたときに 右ピー・アール（
PR
）会社の主張によれば、ブラック・アンド・デッカー社は、当該被用者の奪い取
りを図ることによって、引抜き禁止契約に違反した、という であった
（
18）。これに対して、メリーランド州の陪審
は、当該引抜き禁止契約を是認し、イメージ・ダイナミクス社に九四万ドル（その内訳は、ブラック・アンド・デッカー社に対しては、六四万五千ドル 以前の被用者に対しては二九万五千ドル
)の損害賠償金を認めたのである
（
19）。
 
 
また、プルーデンシャル保険会社（
Prudential Securities）は、右の事件と同じような理由に基づいて、当該会社役員
が引抜き禁止特約の違反に加担したことを理由として、 上位十人の会社役員の内の何人かと当該会社を訴えた事案である（
20）。すなわち、アセット・バック証券グループからの収入が九〇％以上を占める、右プルーデンシャル社のアセット・
バック証券グループの首脳や八人の役員が退職する一方で、
クレディ・スイス・ファースト・ボストン社（
Credit Suisse 
First Boston: CSFB
）と一緒になったときに、右プルーデンシャル社は、以前の会社役員やクレディ・スイス・ファース
ト・ボストン社（以下、クレディ・スイス社という。 ）に対して、被用者の引抜き禁止契約の履行 強制を求めて訴え起こしたのである。こうして、右プルーデンシャル社は、クレディ・ス ス社が多くの被用者らを雇うことを阻止する暫定的差止命令を勝ちとる一方で らに損害賠償 求めた である
（
21）。
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もとより、
引抜き禁止契約に拘束される以前の被用者が、在職中の被用者に会社退職を勧めるような場合、その使用者
企業は、多くの訴訟上の請求が可能である。が、その引抜き・採用に関係した以前の被用者に対する契約違反の主張は、当該被用者の財力が限られていることもあって、必ずしも実際的であるとは言えないが、それ例外のほとんどの請求を実体法的に基礎づけるために必要な事実はすべて、 当該被用者との契約において盛り込まれた引抜き禁止契約をより所としている
（
22）。また、使用者企業は、不法な契約関係ないしは業務の干渉の法理（
theory of tortuous interference w
ith 
contractual or business relation
）に基づいて、新たな使用者企業に対して、訴えを提起することが少なくない
（
23）。こ
れに対し 、裁判所は、右訴えを、契約違反 誘因、契約（債権）の侵害（
interference w
ith contract）競争優位性の侵
害（
interference w
ith advantageous relations） 、不正競争
(
24)、または被用者の略奪（
piracy）もしくは奪取（
raiding）
(
25)の訴えとして、捉えることもできる。他方、以前の被用者が、競争相手企業のために元の同僚を採用するならば、競
争制限的特約違反を理由として
（
26）、あるいは以前の被用者が在職中に、当該使用者企業の利益に反する行動をとる場
合、忠実義務違反の法理に照ら 、以前の被用者は、当該使用者企業により訴えられることがある
（
27）。
 
 三
 
ケンタッキー州裁判所の引抜き禁止契約の解釈
 
  
ケンタッキー州は制定法により、雇用契約における競争制限的特約を規制していない。したがって、使用者企業は、競
争制限的特約について裁判所の解釈をより所とせざるを得ない。しかしながら、同州裁判所 従来、特に、 の引抜きを禁止する の強制可能性の問題に取り組んできたわけではない。が 顧客引抜き禁止条項（
custom
er  
non
‐
solicitation clauses）の強制可能性に取り組んできたいくつかの裁判例がある
（
28）。したがって、競争制限的特約
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について一般的ルールを適用する色々な裁判例から、同州裁判所が、被用者引抜き禁止契約の違反に対して、どのように判断を下すことができるのか、その見方について類推が可能であると思われる。
 
一般的に、
ケンタッキー州裁判所によれば、競争を制限する契約について、当該契約が、
(1)合理的なものであり、
(2)
地域または期間 限定されているならば、裁判上強制が可能とされる
（
29）。この点、競争を制限する契約は、当
該制限が保護を求める訴訟当事者の正当な利益の保護を与えるために必要かつ十分に限定されているだけではなく、 社会公共の利益を害しない限り、合理的なものとされる
（
30）。また、取引を制限する契約は、期間と地域の双方、あるいは
地域については制限が されていない場合、強制はされない一方で、期間について制限はないが、地域について合理的に限定がされて る場合、裁 上強制は可能とされ
（
31）。
 
 
この点、例えば、ウェルス対メリル・リンチ、ピアース・フエンナー・アンド・スミス社事件は、複数の証券ブローカ
ーらが、 以前の証券会社との間の雇用契約に盛り込まれた顧客引抜き禁止規定は 不 である旨を主張した事案である
（
32）。そして、本件被用者らが署名した契約には、一部次のように述べられていた。
 
 
すなわち、 「メリル・リンチ、ピアース・フエンナー・アンド・スミス社（以下、 「メリル・リンチ社」という。 ）は、
私を販売員または販売職として雇い入れるために、次のように合意する。すなわち、 『メリル・リンチ社の職務の終了に際して、私は、いかなる理由であれ、
(i)雇用関係の終了の日から一年間、私が勤務したメリル・リンチ社のいかなる顧
客であれ、または同社在職中に同社事務所において知り合った顧客や、在職した同社事務所 百マイル以内に居住するそのほかの顧客を引き抜かない』 。
（
33）」
 
 
これに対して、証券ブローカーらは、当該雇用契約に盛り込まれた顧客引抜き禁止特約の部分は、不当であり、 （また
は）漠然としており、約因（
consideration
）を欠く旨を主張した
(
34)。しかしながら、これに対して、同州東部地区連
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邦地方裁判所は、本件と類似の契約を有効であるとする同州の裁判例に照らして
（
35）、証券ブローカーらが会社の顧客
に仕事を依頼することを禁止する暫定的差止命令を発したのである
（
36）。メリル・リンチ社が救済を受ける権利につい
て合理的な立証を行ったか否かについて、裁判所は、本件暫定的差止命令において評定を求められたことから、本件ウェルス事件判決によれば、顧客引抜き禁止契約は有効である旨を裁判所が認めたことを示すと思われる
（
37）。
 
 
また、裁判所は、本件ウェルス事件において、一九三四年の証券諸法（
Securities Act）のもとで、代理人の引抜きと
の関連で、 「引抜き」の定義づけについて言及した。そして、本件裁判所 結論によれば、 「 （当該被用者）と以前の顧客との間の単なる情報連絡は、雇用契約上 （引抜き）を構成するものではない」 、ということであった。すなわち、情報連絡は、原告 居場所や連絡の方法について知らせる、書面または口頭のやりとりからなるものである
（
38）。
 
 
右の事件のほか、マンハッタン・アソシエイツ社対ライダー事件は、在職中に顧客引抜き禁止契約や競業禁止契約が結
ばれていたにもかかわらず、使用者企業 顧客を引抜いたという理由に基づいて 以前の被用者が訴えられたという事案である
（
39）。すなわち、本件使用者企業は、契約、忠誠義務、誠実義務、信認義務の各違反、事業に対する不法な干渉
（業務妨害）などを理由として、被用者を訴えた である
（
40）。これに対して、ケンタッキー州西地区連邦地方裁判所
は、 競業禁止条項および引抜き禁止条項の効力を認めず、 契約違反、 不法な侵害などという使用者企業の主張を斥けた
（
41）。
当該契約が強制不可能とされた理由について明らか することなく、本件裁判所の指摘によれば、同州法上、法的拘束力を持たない競業禁止契約や顧客引抜き禁止契約は、契約違反の主張の根拠とはなり得な 、ということであった
（
42）。
さらに、 は、効力を持たず、当該顧客との接触は不適切ではな こと ら、不法な侵害であ いう使用者企業の主張は、使用者の顧客と接触し 引抜きを行う、以前の被用者に対して成り立たない ことであった
（
43）。し
かしながら、本件裁判所の指摘によ ば、当該契約とは別個に存在する不当な行為を理由とする主張がなされる限りで、当該引抜き禁止条項や競業禁止条項 つい 法的拘束力を認め いという命令により、忠実義務 誠実義務 信任義務
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各義務の違反の主張があらかじめ排除されるものではない、ということであった
（
44）。また、同州控訴裁判所はセレシ
ア対ミッチェル事件
（
45）
において、同州における取引または取引上の競争を制限する契約について、同州の法の概要を
説示した。そして、裁判所は本件において、営業譲渡契約に違反して、果物の卸売市場の売り主が、当該事業の買い主と競争することを禁止した。 本件裁判所は判決に当たり、 いわゆる契約のリステイトメントをより所としたのである
（
46）。
 
 
こうして、結局のところ、本件裁判所の判示によれば、当該売り主がミューレンバーグ郡（
M
uhlenberg County）に
おいて果物や野菜を販売することを禁止する営業譲渡契約の規定は、強制が可能であるとされたのである
（
47）。
 
 
また、 本件裁判所の判示によれば、 取引制限 有効性について、 制限される当該事業あるいは職業の性質にかかわらず、
営業の時間については制限されていないが、地域については合理的に制限が加えられた合意は、公序良俗に違反するものではない、ということであった
（
48）。さらに、本件裁判所の指摘によれば、当該制限が購入者の保護のために必要であ
り、本件訴訟における係争事項、当該事業の性質、当事者の状況にかんがみて、当該制限が、当該受約者（
covenantee）
の利益に公正 保護を与える一方で 社会公共の利益 侵害または制約を受ける当該訴訟当事者に不当な制約を加えるものでないならば、当該契約は、合理的なもの して支持されるとされた
（
49）。
 
 
こうして、本件において重要であるのは、裁判所が競業禁止規定を是認したこと あるのではなく、むしろ同州裁判所
は雇用契約に付随する制限的特約 強制するに当たり、実務的には 法的拘束力 ないとはいえ リステイトメントをより所とする傾向 あるということである。
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四
 
ケンタッキー州以外の裁判所の引抜き禁止契約の解釈
 
  
アメリカにおいて、一九の州は、制定法により、競争制限的特約を規制する一方で
（
50）、そのほかの州は、伝統的な
コモン・ローにより、特約が規制される。すでに述べたように、ケンタッキー州においては、引抜き禁止契約を規制する制定法はないのみならず 裁判所はどのようにして、被用者の引抜き禁止契約を解釈するのかについて明らかにしてこなかった。したがって、同州以外のいくつか 裁判所が、同じような特約について、どのように取り組んできたの を概観することは、 的に強制可能な引抜き禁止契約書を起案 る際に有益であると思われる。
 
 
 １
 
ヴァージニア州
 
 
まず、ヴァージニア州裁判所は、制限的特約の有効性を判断する際に、被用者の諸利益に好意的な態度を示すとされる
（
51）。使用者企業は同州において、被用者の引抜き禁止契約の強制を求める場合、当該制限が合理的なものである旨の
立証責任を負う。そして、その合理性基準に基づいて、当該契約には次のような要件が求められ 。すなわち、
(1)当該
使用者企業の正当な事業上の利益を保護する必要性を超えるものではないこと、
(2)当該被用者が生計を立てるための合
法的な職業活動上 努力に対して過酷な制約を課するも ではないこと、
(3)公序良俗と両立すること、である
（
52）。
 
 
この点、同州東部地区連邦地方裁判所はマイクロストラテジー社対ビジネス・オブジェクツ・エス・エイ事件
（
53）
に
おいて、右の合理性基準に基づいて、引抜き禁止契 分析検討し、本件引抜き禁止条項 、右に述べた三つの要件をいずれも満たしていない旨を判示した
（
54）。すなわち、本件裁判所は、まず、当該条項の期間の合理性について、当該使
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用者企業よりの立場に立ったが、その制限は不明瞭であって、使用者企業の正当な事業上の利益を保護する必要性を大きく超えているとした
（
55）。次に、当該条項は、右に述べた判断基準の第二の要件に違反するとされた。本件条項によっ
て、使用者企業とマイクロストラテジー社と 関係に変更を加えることをおそれるあまり、被用者は、本件業界のどのような仕事に就くことも制限されるものであるからである
（
56）。最後に、同州連邦レベルと州レベルの裁判所の双方の判
示によれば 以前の被用者をそうした不安定な状態に置くことは、健全な「公序」に違反し
（
57）、当該規定は、第三の
要件を満たすものではない されたのである。
 
 
このようにして、使用者企業は同州において、引抜き禁止契約の強制について結果が思わしくなかったが、同州裁判所
が引抜き禁止契約の無効を正当化す 理由づけは、 同じような引抜き禁止契約書を起案する際 、 いったい何を盛り込みまた何を盛り込むべきではないのかについて、有益な示唆を与えてくれるものである。
 
 
 ２
 
ルイジアナ州
 
 
右に述べたヴァージニア州法とは対照的に、
ルイジアナ州においては制定法により、人が合法的な職業、取引、または
事業に従事することを制限する契約は、禁止されている
（
56）。しかしながら、同州最高裁判所は、マーチン
-バリー社対
ニューオリンズ・ファイアー・デテクション・サービス事件において、実際上、被用者引抜き禁止契約を競業禁止契約に対する制定法上の規制対象から除外した
（
59）。そして、同州裁判所は、近年、被用者が雇用関係の終了後に、元の同僚
を引抜いてはならない旨の規定を定める制限的特 を強制すべきである う傾向にあるとされる
（
60）。この点、ナシ
ョナル
・オイル・サービス・オブ・ルイジアナ社対ブラウン事件は、以前の被用者ら三人が、同じ顧客、同じキーとなる
被用者のほか、原告企 の設備の大部分や、オイル販売 っ 得られた資金のいくらかを用いることによって自ら起業する一方で、右企業の事業を閉鎖に追い込むこと 禁止するよう、使用者企業が求めた事案である
（
61）。もっとも、本
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件被用者らは、引抜き禁止契約に署名をしていなかったところ、本件裁判所の指摘によれば、同州においては、競業禁止契約に対して積極的な態度を取らない
（
62）
とはいえ、ある事業に関係する連中が、その関
係の終了に伴って、以前の共
同事業の被用者らを雇い入れないことを合意でき、また、そのような契約は、取引制限を禁止する制定法に違反するものではない、ということであった
（
63）。しかしながら、そのような契約が結ばれていない場合には、被用者を雇い入れる
ことや、ある使用者企業 共に働くことに本来的な基本的結社の自由 行使に対して 差止命令 求める根拠は、一般的に存在しないとされた
（
64）。
 
 
こうして、同州裁判所は、競業禁止契約を公序良俗に違反するものとみなす一方で、引抜き禁止契約を公序良俗によっ
て無効とする に消極的な態度を取る。この点、エマージェンシー・フィジシャンズ・アソシエーション対アワー・レディ・オブ・ザ・レイク・リージョナル・メディカル・センター事件は、ある病院がエマージェンシ ・フィジシャンズ・アソシエーションのパートナーらを引抜かない旨の合意が された規定、すなわち、当該契約の期間中 救急室で医療を行うためのパ トナーシップについて争われた事案 る
（
65）。これに対して、同州控訴裁判所の判示によれば、当該
合意は是認され、当該病院には、ほかの外科医または外科医のグ ープと交渉したり 契約する自由が残されていることから、当該病院が緊急治療を行うため 個々のパート ーを引抜くことを禁止する契約 公序良俗に違反するものではなく、あるい 高度な 室で治療を施す う病院の任務 妨げるものではない、ということであった
（
66）。
 
 
このようにして、同州には取引制限を規制する制定法があるが、同法は、被用者の引抜き禁止契約 問題を直接に対象
とするものではない
（
67）。が、裁判所は、制定法上の基本的要件を満たす被用者の引抜き禁止契約を支持することに積
極的な態度を取るとされる。しかしながら、使用者企業が、雇用契約に引抜き禁止契約を盛り込んでいない場合 同州裁判所は、当該規定が含意 ているとすることには積極的ではないとさ る。
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３
 
カリフォルニア州
 
 
カリフォルニア州においては、 制定法により、 使用者企業とその被用者間の競業禁止契約は、 一般的に禁止される
（
68）。
しかしながら、雇用契約に盛り込まれた引抜き禁止条項は、制定法上無効とはされない
（
69）。その結果として、同州の
使用者企業は、諸般の事情のもとで、以前の被用者が、雇用関係の終了後の一定期間、その被用者（労働力）を奪い取ることを契約上禁止できるとされる
（
70）。この点、同州において引抜き禁止契約が有効とされたリーディング・ケースと
しては、ローラル・コープ社対モイズ事件
（
71）
が挙げられる。すなわち、同州第六地区控訴裁判所は本件モイズ事件に
おいて、雇用関係の終了後に被用者が新たな事業に従事することに向けてほかの被用者を引抜くことを禁止する契約（カリフォルニア州においては、 「干渉禁止特約 （
noninterference covenants） 」 と呼ばれる。 ） を是認したところである
（
72）。
 
 
重要なことは本件判決において、雇用契約において盛り込まれた諸条項は、使用者企業の労働力の安定性を確保するた
めに合理的な方法であるとみられることから、取引制限についての伝統的なコモン・ロー もとで有 である という立場がとられたことである
（
73）。すなわち、本件裁判所の指摘によれば、当該制限は、以前の被用者の職業活動をいくら
か制限する可能性は否定できない。が、当該契約は 取引または事業全般に否定的な影響をもたらす の はなく、それは、競業禁止特約を構成するものではないことから 強制は可能である、ということであった
（
74）。さらに、当該特約
が無期限に継続 という事実は、必ずしも決定的なものではなく、むしろ強制が可能か否かは その合理性によるわけであって、当該使用者、当該被用者、社会公共との関係で評定がなされるとされた
（
75）。
 
 
同州の制定法は、ある者が合法的 仕事に従事することを制限するような契約を無効として、被用者よりにみられる一
方で、裁判所は同州において、引抜き禁止特約につ ては いく か異なった取り扱いをすることを明確に理解し おなければならない。すなわち、干渉禁止特約については、直接の取引制限とは捉えない。したがって、裁判所は 競業禁
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止特約に適用されるような厳格な基準を、そうした特約に適用しないのである。
 
  
４
 
オハイオ州
 
 
オハイオ州においては、雇用契約に盛り込まれた制限的特約の拘束力について制定法上規制がなされていない。したが
って、 同州裁判所は、 レイモンド対ヴァン・ヴレラ事件同州最高裁判所判決において示された 「合理性 （
reasonableness） 」
の基準をより所として判断を行う
（
76）。すなわち、右レイモンド事件裁判所判決によれば、被用者に不合理な制限を課
する競業禁止特約は、当該使用者企業の正当な利益を保護するために必要な限度で強制される。つまり、雇用関係の終了後、
被用者が、以前の使用者企業と競争することを制限する特約は、当該使用者企業の保護の必要性を超えるものではな
いだけではなく、 当該被用者に不当な制限を課すものでもなく、 社会公共 有害 もの はない らば、 合理的とされる。また、そうした結果になるように 裁判所には、雇用契約を修正する権限が与えられる。
 
 
そして、 取引を制限する契約の有効性を決める際に 当該合意の地域や期間の制限など、 様々な要因が考慮される）
（
77）。
この点、競業禁止契約や引抜き禁止契約に対して 右に述べたレイモンド事件判決において示された判断基準を適用する同州のリーディング・ケースとしては ユー・ゼット・エンジニアード・プロダクツ社対ミッドウェスト・モーター・サプライ社事件
（
78）
が挙げられる。
 
 
すなわち、同州控訴裁判所は本件ユー・ゼット・エンジニアード・プロダクツ社事件において、当該被用者の合意を強
制しただけではなく
（
79）、新たな使用者企業による雇用契約の不法な干渉に対して、以前の使用者企業に懲罰的損害賠
償を認め のである
（
80）。すなわち、本件裁判所の判示によれば、引抜き禁止契約は、無効であるという当該被用者の
主張に対して、当該使用者企業の正当な利益の保護というレイモンド事件判決 おいて示された第一の要件は、当該使用者企業の制限的特約 強制に明らかに有利に働くものである、とい こ であった
（
81）。次に、競業禁止条項は、当該
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被用者に不当に制限を課するものであってはならないという第二の要件について、本件裁判所の認定によれば、二年間にわたる地域的制限を強制することは、以前の被用者に不当な制限をもたらすものである旨を立証する証拠を欠いている、ということであった
（
82）。最後に、本件裁判所の判示によれば、当該使用者企業は公正な事業競争を促進する社会公共
の利益という第三の要件を満たしている、ということであった。当該特定の産業は極めて競争的であり、当該特約を強制することは、 当該産業 おける事業競争に悪影響を及ぼすか、 ある は社会公共を害 るものではないからである
（
83）。
裁判所は、レイモンド事件判決において、労働力の安定性を維持すると う使用者企業の正当な事業上の利益を保護するために、法的強制が困難な引抜き禁止特約を修正し得る する一方 同州控訴裁判所はブシュ対プリミア・インテグレーティド・メディカル・アソシエイツ社事件
（
84）
において、引抜き禁止契約を無効とし、当該契約の修正を認めない下
級審裁判所の判決を支持した。す わち、第一審裁判所は本件において、医療グループのプライムド（
PriM
ed
）と二人
の心臓医との間 引抜き禁止契約を無効とした後 、当該契約の修正に傾いて、プライムドにはそ 利益を守るためにほかの手段がある旨を認定した である つまり、右のほかの手段として 被用者の退職のため一八〇日に及ぶ待機期間とか、競業禁止契約が含まれていた
（
85）。いずれにせよ、本件ブシュ事件判決は、次の諸点が認められたとしても、裁
判所は、当該契約の修正を拒否したことが注目され 。すなわち
(1)プライムドは安定的労働力の維持に利益を持って
いたこと、
(2)心臓医が雇った七人の被用者らの内の六人がプライムドの以前の被用者であったこと、
(3)裁判所はレイモ
ンド判決によって、 制限を合理的なものに ため、引抜き禁止特約の諸条件 修正す 裁量権 有するこ 、である。
 
 ５
 
フロリダ州
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フロリダ州には、 何が取引または商取引に対して有効な制限となるのかを明らかにする包括的な制定法がある
（
86）。
したがって、被用者の引抜き禁止契約（同州では、略奪禁止契約「
nonpiracy agreem
ents」と呼ばれる。 ）の有効性は、
右法律によ 規制される。こうした制定法上の要件を適用するに当たり、同州地区控訴裁判所は、バラスコ対ガルフ・オート・ホールディング社事件において、セールス・マネジャーが退職後二年間、ほかの被用者らを引抜くなどして、自動車販売店を退職させることを禁止する略奪禁止契約を是認した
（
87）。当該契約を支持し、暫定的差止命令を発する際
に、 本件裁判所の認定によれば、 継続雇用の約因があることや、 二年間に限定され、 制限には合理性があることからみて、販売店による特別の販売訓練に対する投資を保護する必要がある、ということであった
（
88）。
 
このようにして、同州裁判所は、制定法上の要件に基づいて、使用者企業の正当な事業上の利益を保護する引抜き禁止
契約を是認すると思われる。すなわち、契約の範囲が広範ではないこと、当該使用者企業の事業方針に合理的に沿っていること、期間が合理的であること（二年を超える合意は、不合理と推 され 。 ） 、適切な約因があること、である。
 
 五
 
ケンタッキー州の引抜き禁止契約の強制可能性
 
 
 
１
 
契約書の起案について
 
被用者の引抜き禁止契約が、果たして、裁判上強制されるか否かについては大きな不確実性が伴うのみならず、裁判所
が、不合理な競争制限を課する契約を修正するか否かについても不確実性を伴うことから、使用者企業は、右契約が有効な契約として成り立つために、細心の注意を払わなければならない。被用者の引抜き禁止契約の強 可能性 まさに事案の事実関係に即して決められるが、当該被用者の引抜き禁止契約が裁判上是認されるか否かについては、必ずしも明確
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ではない。かくして、使用者企業は、引抜き禁止契約の強制可能性を高めるために、契約をめぐって紛争が起こる前に、事前準備を怠ってはならない。すでに述べたように、アメリカにおけるいくつかの州の裁判例からも明らかなように、被用者の引抜き禁止特約が裁判上強制されるためには、①書面化されること、②被用者 署名がなされること、③雇用関係に付随すること、④約因があること、⑤合理的であること、⑥社会公共の利益と両立す ことが 求められる。
 
 
また、使用者企業は、被用者引抜き禁止契約の強制可能性を高めるために、次のように、契約書の起案の仕方にも工夫
をしなければならない。す わち、まず第一に、使用者企業は、契約の解釈についての基本的立場を明記しておくべきである。この点、裁判所は、起草者の意思に反して 契約を解釈す おそれがあるからである。したがって、曖昧さを残さない明瞭な引抜き禁止契約を作成 ること 重要である 第二 、使用者企業は、当該契約の有効性に い 疑義を生じないように、被用者の引抜き禁止の合意が、雇用上明示の条件である旨を明確に規定しておくべきである
（
89）。第三に、
使用者企業は、当該契約について承継を可能にし、承継人などによる強制可能性を許容すべきである
（
90）。そして、当
該契約には、 雇用関係の終了理由の有無を問わず、 関係の終了後 右条件が存続する旨を明ら にし おくべきである。最後に、 リスク 可能性と過度に制限 課することによ 利益とを比較検討すべきである。すなわち、契約には、当該 を守 ために真 必要な制限だけ 盛り込 れるべきである。例えば ある被用者が退職し、ほかの被用者を一緒に連れて行くこと 使用者が危倶 あ ならば、当該企業は、その正当な事業上 利益を守とについて、当該契約の強制可能性を高めるため 、広範にわたる競業禁止契約より むしろ範囲の限られた引抜き禁止契約を用いることを考慮すべきであろ
（
91）。
 
 
右にみてきたようなことから、使用者企業は、すべての被用者に対して一律に同じ内容の契約書を用いるのではなく、
被用者一人一人 見合った契約 練り直すべきで 個々 被用者ごと 当該制限を練り直すこと 裁判所によって
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契約の強制がなされるように、被用者に課される制限に合理性を保つ一方で、使用者企業に対する保護の最大化を図ることに資するものである
（
92）。逆に、すべての被用者の引抜き契約に広範な定型的文言を盛り込むことは、有効な引抜き
禁止契約書を作るためには、あまり効果的な方法ではなかろう
（
93）。とりわけ、当該被用者が置かれている特殊事情や、
関係する仕事の内容に即して引抜き禁止契約を見直すことは、使用者企業の利益を守るためにも必要であると思われる。
 
  
２
 
ケンタッキー州裁判所以外の諸州裁判所からの示唆
 
 
もとより、アメリカにおいて、ある州で合理的とされ、強制される被用者の引抜き禁止契約は、ほかの州においても裁
判上強制されるとは限らない。 が、 州法によって被用者の引抜き禁止契約の強 が規制されることを認識しておくことは、重要なことである。すでに述べたように、被用者の引抜き禁止契約を評定する特筆すべき裁判例はケンタッキー州においてはみられないことから、同州以外の州裁判所が、右契約をどのようにして、そして何故に、強制するのかを分析検討すること であると思われる。 すなわち、 同州以外の裁判所が被用者の引抜き禁止契約を強制する様々な方法からみて、裁判所間での共通の諸要因を見定めるとともに、これらの諸要因と同州法とをすり合わせてみること 求めら 。同州裁判所は、制定法によって制限的特約を規制して ないことから、制限的特約についての一般的類型のもとで、引抜き禁止契約を分析検討することは、従来の裁判例からみ 明らかであ とされ 一方で、制定法がない州、取引 を規制する範囲の広い制定法があ 州、そして、こうした制定法に対する司法上 解釈を分析検討することは、有益である 思われる。
 
 
とりわけ、ヴァージニア州には、制限的特約を規制する制定法はないが、同州最高裁判所判決は、被用者の福利や生計
を立てる能力との関係から、引抜き禁止契約を無効 評定す 傾向にあるとさ 。すなわち 裁判所は 狭く解釈され
135 
 
る場合にだけ、契約を是認する
（
94）。他方、オハイオ州はケンタッキー州同様に、制限的特約を規制する制定法を持た
ないが、裁判所は同州において、当該使用者企業と当該被用者との相異なる利益の比較衡量を上手くやり遂げているとされる。また 同州裁判所は、契約について範囲を狭く絞り込んで作られることや、使用者企業の利益保護の必要性を超えないことを求める一方で、被用者に対する不当な制限や、公正な競争という社会公共の利益を重視するところである。こうした同州裁判所の取り組み方は、 制限的特約に対するケンタッキー州裁判所 取り組みにおいても支持が得られるように思われる。また、取引を制限する契約を制定法上禁止される州として、ルイジアナ州裁判所が、法的判断を下す際に動機づけとなる諸要因に着目す ことも有益であろう
（
95）。すなわち、同州裁判所の指摘によれば、競業禁止契約は、一
般的に、公序良俗の観点から禁止されるが 右 が被用者の重要な法的特権などの行使を妨げるものではない場合、引抜き禁止契約 対して、公序良俗からの主張を受け入れな 、と うことである。この点、最終的に、同州裁判所判決を左右すると思われるものは 契約の自由や結社の自由であるとされ 。す わち、被用者 引抜き禁止契約が不当に競争を制限するものであるか、 あるいは制定法に違反す もの ない限り 裁判所はこう た契約を是認するとされる
（
96）。 
  
３
 
合理性について
 
 
裁判所は、当該契約が合理的なものである場合、雇用の自由を制限する契約に法的拘束力を認める。この点、すでに述
べたように、使用者企業は、被用者の引抜き禁止の合意の強制を求める際に、当該制 が合理的なものである旨を立証する責任を負 。アメリカにおけ 大多数の裁判所 見解が一致 み と ろによれば 当該合意の諸条件には
(1)使用
者企業の正当な事業上の利益 保護 ために必要であること、
(2)被用者に不当な制限を課するものではないこと、
(3)
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公序良俗に反するものではないこと、が求められる。しかしながら、被用者の引抜き禁止の合意が不明確であり、公序良俗に違反することから、あるいは使用者企業の利益を保護するために、より制限的ではない手段が有用であることから、そうした合意を直ちに無効とす くつかの州の裁判例があることも留意しておかなければ らない
（
97）。また、大多
数の州裁判所は、 制限され 期間と地域の双方において、 合理的でない らば 被用者の引抜き禁止の合意を強制しない。裁判所がこ 判断 下す 当たり、使用者企業の利益を保護するために必要とされるものと、合意によって被用者に課される制限の双方が考慮される。ま 、裁判所は、事案の事実関係に即して、使用者企業の性質、企業の属する業界、被用者の技能レベルや仕事の種類、性質のような諸要因に基づいて、判断を行う
（
98）。そして、被用者の引抜きの合意
は、一般的に、以前の被用者 雇用関係の終了後 二年間かそれ未満、在職中の被用者の引抜きを禁止するような場合、強制が可能とされる
（
99）。また、地域の制限について言えば、例えば、ある市から半径百マイル以内、あるいは使用者
の事務所から半径五十マイル以内のように、一定 地域内
に活動が制限されるのが、典型例であるとされる
（
100）。競業
禁止規定は、地理的制限と大きく関係する一方で、引抜き禁止条項は、被用者や顧客に焦点が当 られることから、同条項においては、地理的制限が課される とは、比較的に少ないとされ 。とはいえ、被用者の引抜き禁止条項には、地理的制限が含まれるのが、 通例であ
（
101）。 この点、 ケンタッキー州控訴裁判所はカルホーン対エバーマン事件において
（
102）、
制限 特約 つ 期間は制限されていない 、地理的には相当である場合 強制 可能であるとした。しか がら、同州裁判所は、無期限に継続するような被用者の引抜き禁止 合意を是認するとは思われな 。
 
 
４
 
約因について
 
 
被用者の引抜き禁止の契約は、契約の署名と引き替えに、使用者企業が被用者に約因を与える場合にだけ、強制が可能
とされる
（
103）。この点、被用者が雇用関係の開始時に、契約に署名する場合、約因としては、相当とされる。しかしな
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がら、任意終了の被用者が雇用関係に入った後に、契約に署名する場合、雇用の継続だけでは、約因としては相当ではなく、使用者企業はさらに、被用者に何らかの利益を与えなければならないとされる
（
104）。つまり、使用者企業は、在職
中の被用者に対して、右引抜き禁止の合意に署名することを求める場合、その 意の見返りとして、昇進・昇格、賃金の引き上げ、一時金などを申し出るべきであるとされる
（
105）。また、任意終了の被用者については、事前に書面による契
約があれば、約因として相当と れ
（
106）。もとより、被用者がある種の制限を課されることに対して署名を拒否する
場合には、失職するというような脅迫は、通常、引抜き禁止特約が是認される約因として、相当とはされないことは言うまでもない
（
107）。さらに、使用者企業
は、雇用関係に入った後、雇用あるいはそのほかの何らかの利益のほかに、約因
として、相当かつ十分であ 旨を被用者に承知させるべきであるとされる
（
108）。それは、被用者の約束の代償としての
約因が相当 は という、 の抗弁の主張を困難にするからであ 。
 
  
５
 
司法による修正について
 
 
過度に広範あるいは不合理な引抜き禁止契約の規定は、アメリカにおけるいくつかの州において、契約全体に法的
 
拘束力は認められない
（
109）。一方、会社の正当な事業上の利益を合理的に保護するために、例えば、オハイオ州にみる
ように、裁判所には、過度に広範な契 を修正する権限 与えられている
（
110）。裁判所はその際に、当該競争制限が相
当か否かを決めるに当たり、書面による 意と同じような諸要因を吟味するとされる
（
111）。
 
 
また、雇用契約の法的拘束力を高める別の方法としては、いわゆる「ブルー・ペンシル（
blue pencil） 」条項が盛り込
まれる
（
112）。すなわち、裁判所は右条項によって、契約全体を無効にする代わりに、不相当な制限あるいは不明瞭な特
約を修正することが許される
（
113）。例えば、裁判所は、二年にわたる競争禁止契約は不当
であるとするならば、まった
く契 の法的拘束力を認めないことより、相当とされ 場合、一年間だけ契約の法的拘束力を認め ことができるとされ
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る
（
114）。この点、被用者が積極的に合意した場合、裁判所は、過度に広範な特約を修正する可能性が高いと思われるこ
とから、使用者企業は、右修正条項を引抜き禁止契約に盛り込むと思われる
（
115）。右のようなブルー・ペンシル条項に
加えて、被用者の引抜き禁止条項にいわゆる「分離条項（
severability clause） 」を盛り込むことが有益な場合がある。
そして、右条項に基づいて、裁判所は、法的強制が困難な契約を修正することが許される
（
116）。
 
 
もとより、使用者企業は、被用者の引抜き禁止契約に最大可能な条項を盛り込むことによって、裁判所による契約の修
正を期待すべきではない。契約の見直しは、当該裁判所によって求められるのではなく、いかなる規定であれ、過度に広範あるいは不相当な場合、裁判所によって、契約の強制が拒否されるにすぎない ある
（
117）。
 
 
 
六
 
結びに代えて
 
  
被用者が退職する場合、使用者企業は、単に時間と被用者の訓練に費やした金銭を失うおそれがあるのみならず、被用
者が競争相手企業に転職し、以前の同僚らが一緒 引き抜かれるおそれがある。しかしながら、その一方で、当該競争相手企業は、金銭的により魅力的な仕事を与えることができる。そうでなけ ば、当該被用者は自らが置かれてい 労働環境に不満な らも従わざるを得ないのである。
 
 
いずれにせよ、その理由は何であれ、使用者企業は 自社の利益を守るため、キーとなる被用者らに被用者引抜き禁止
契約の締結を求めることが肝要である。右にみてきたように、アメリカ おけるケンタッキー州裁判所が、いつ、いかなる場合に、被用者引抜き禁止契約を是認するのかを、正確に予測す ことは難しい。が、同州以外の裁判所の裁判例 比較検討することによって、被用者引抜き禁止契約をめぐる一般的判断基準や原則的見方を踏まえて、法的強制の可能性を見定めることができると思われ 。
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最後に、被用者引抜き禁止契約は、以前の被用者らによる被用者の引抜きや奪取などを阻止するために、大きな効果を
発揮するものであるがゆえに、企業と被用者との間でこうした引抜き禁止契約を事前に締結しておくことは、使用者の事業上の利益を守るためにも、必要不可欠であろう。
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  被用者の解雇と競業禁止条項の強制可能性
 
―
 アメリカにおける判例法理の展開を中心に
 ―
 
樫
 
原
 
義
 比
 古
 
一
 
はじめに
 
  
今日、わが国における使用者の解雇権は、労働基準法や労働契約法などの実定法規などによって、さまざまな制約を
受けている。しかし、こうした使用者 解雇権に対する規制にもかかわらず、解雇理由があるか否かを問わず、突然に解雇されるならば、解雇された被 者は、失業の憂き目にあい、その生活を危機的状況にさらされる。それだけではなく、 によって、いやおうなく専門職業上のキャリア形成が毀損されるおそれがある。
 
 
このようにして、解雇された被用者は、実生活の面だけではなく、自己のキャリアの面でも大きな危機 直面するわ
けであるが、さらに、被用者の在職中に、雇用関係の終了後の競業避止ないし 止（以下、競業禁止という）条項へ合意することを使用者から求め れることによって、その立場はますます悪く る。し しながら 被用者が解雇された場合であっても、競業禁止の契約条項は法的拘束力を持ち、裁判上も履行を強制することが可能で ろうか。
 
 
アメリカ合衆国（以下、アメリカという）の証券大手のリーマン・ブラザースが二〇〇八年九月に経営破綻したこと
に端を発する世界的な景気後退を背景として、わが国でも 情勢が一段と悪化し、非正規社員だけではなく、正社員にも雇用調整の波が及んでおり 解雇された被用者によるトレード・シークレットなどの秘密情報 流出 ど 大量の人員削減に伴う人的リスクが今後 ますます大きくな 可能性がある。こうした状況 も で、被用者が一方的に雇用
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関係を終了された場合の競業禁止条項の強制可能性をめぐって、わが国と密接な関わりを持つアメリカにおける裁判例の立場や法理の
展開を考察しておくことは、避けて通れない作業と思われる。このようなことから、以下、本稿では、
まず、アメリカ
における被用者解雇の場合の競業制限、多くの場合解雇後の競業禁止条項の強制可能性についての裁判
所の取り扱いを検討することによって、わが国において現行法上、被用者解雇後における競業禁止条項の履行強制は可能か否かを検討する際の手がかりを得たいと考える。
 
 
二
 
被用者解雇の場合の競業禁止条項の強制可能性をめぐる裁判例
 
 
１
 
問題検討の背景
 
競業禁止条項は、企業にとって枢要な被用者が退職することに伴って生じる、ト
レード・シークレットなど、秘密情
報流出の危険から事業を守るため、アメリカにおいても、使用者によって通常用いられる契約手法の一つである。競業禁止条項により、被用者は、雇用関係 終了後も、競業的立 にある別の使用者に雇 入 られること、あるいは以前の使用者と競業関係に立つ事業を自ら始めることを差し控えなければならない。しかしながら、競業禁止条項
は、あか
らさまに被用者の転退職の自由に制限を課するものであるだけに、裁判所によって厳格に審査さ ところであ
る（
1）。こ
の競業禁止条項の有効性をめぐる判断基準は、アメリカの各州の裁判所ごとに異 る 、競業禁止条項はいずれにせよ、「合理性」 基準を満たすものでないならば、雇用関係の終了の状況に かわらず、そ 履行を強制できない。したがって、 すべての競業禁止条項は合理的なものでなければならず、 そ 合理性は、 諸般の事情から総合的に判断されるが、問題は、競業禁止条項は、被用者が雇用契約を終了され ときにも 履行を強制するこ が妥当であるかどうか
で
ある。この点、アメリカの裁判例は、必ずしも一様では
い（
2）。
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２
 
裁判例からみた類型分け
 
被用者解雇の場合における競業禁止条項の強制可能性をめぐる事件について、裁判例は多岐にわたるが、裁判所の取
り扱いを類型分けしてみると、次の三つの類型に大別できる。すなわち、第一に、使用者が何の理由もなく被用者を
解
雇する場合、競業禁止条項はそれ自体、当然に無効
(per se invalid)であるとする類型であ
る（
3）。第二に、あまりにも使用
者の利益の保護に傾きすぎ、被用者に極めて酷な考え方であること
は言うまでもないが、明確に使用者の利益の保護
を
志向するもので、裁判所が競業禁止条項の強制可能性を判断する際に、一方的な契約終了を考慮できないという類型であ
る（
4）。第三に、これら両極に立つ裁判例に対して、被用者あるいは使用者のいずれかに有利となるように、それ自体、
「当然に」というような法理をつくり出すのではなく いわば中道の立場に立つ第三の
類型がある。これらの類型に属
する裁判例 は、さまざま バリエーションがあるが、むしろこの立場 裁判例は多い。すなわち、被用者解雇と うことがあれば、その効果がどのようなものであれ、 だけで法的に、当然に無効とするのでは く、競業禁止条項の履行の強制可能性を判断するに当たっては、さらに「ほかの要素」が必要とされ、通常、例えば、当該使用者の行為の性質を検討 類型であ
る（
5）。
 
(
1)当然無効の裁判例
 
右のような類型分けに即して、雇用契約の終了の場合の競業禁止条項の履行強制について、アメリカの裁判所の具体
的な取り組み方 みると、まず第一に ニューヨーク州の裁判所は
ほかに関係なく、被用者解雇という事実があれば、
その効果がどのようなものかを問わず れだけで無効であるとし、法的に拘束力がないとして、被用者保護の志向を鮮明に打ち出してきた。す わち、同州の裁 所は、次 上
訴審判決にみる
ように、何の理由もなく、雇用契約を終了さ
れた被用者は、法的に、競業禁止条項には拘束されないとする。例えば、同州の
上訴審はポスト対メリルリンチ、ピア
ース・フェンナー・アンド・スミス社事
件（
6）において、メリルリンチ社から何の理由もなく、雇用契約を終了された被用
者らに適用された競業禁止条項の裁判
上の強制可能性を検討した。本件メリルリンチ社の企業退職年金プランには、被
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用者らが退職後に会社と競業関係に立つならば
、退職年金給付を被用者に認めない「競業による失権
(forfeiture-for-com
-Petition)」条項が置かれてい
た（
7）。本件上
訴審裁判所は広く、問題の競業禁止条項は無効であって、
当該被用者 の
退職年金給付は奪われることはないとする。本件上
訴審はこのように判断するに当たり、次のような理
由を述べている。
 
すなわち、 「使用者が、進んで競業しないことを約束する当事者を雇うということは、
・・・・・
（雇用関係）の重要な
側面である。しかしながら、使用者が、何の理由も く、雇用関係を終了させる場合、使用者が権利を補償なく奪うのと同様に、使用者の行為は必然的に、当該競 禁止条項をめぐる債権債務関係の相互性に違反する。
」（
8） 
しかし、右のポスト事件判決に示された考え方は、およそ何の理由もなく、被用者が雇用契約を終了されたような事
件に限られる。このようにして、同州の裁判所は通常、何の理由もない一方的な雇用契
約の終了事案に対しては、ポ
ス
ト事 判決を適用し 競業禁止条項 それ自体無効と判断してき
た（
9）。もちろん、こうした判決の考え方は、論理的帰結
として、何らかの理由の伴う雇用契約の終了 場合 は、妥当 ないし、競業禁止条項がこうした法理 基づいて無効とされることはないと思われる。
 
(
2)解雇を考慮の要素としない裁判例
 
右に述べたポスト事件判決のように、被用者保護を
志向する裁判例の対極にある裁判例として、使用者の事業上の利
益の保護を明確に志向する裁判例がある。こ した裁判例は必ずしも多くはないが、使用者による一方的な解雇であっても、競業禁止条項の強制履行を判断するに当たって、考慮さ るべき要素の一つでさえ いとする。
 
例えば、トウェンティーフォアー・コレクション社対ケラー事
件（
1
0）では、女性用の衣服販売店のバイヤーである、被告
（元従業員）は、フロリダ州のデード
(D
ade)、ブロワード
(Brow
ard)、パームビーチ
(Palm
 Beach)郡に範囲が及ぶ二年
間の競業禁止に署名した一八
ヵ月目に、原告会社から解雇されたが、その一ヵ月後に、原告会社の主要な競業他社に就
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労した。そこで、原告会社は、被告が競業他社で働くことを阻止するために差止命令を請求したという事案であ
る（
1
1）。こ
れに対 て、第三地区控訴裁判所は、原告会社の差止命令を認容しない事実審裁判所の判決を覆 、競業禁止条項の時間的、場所的制限が合理的か否かを見定めるため、事件を下級審に差し戻したのであ
る（
1
2）。本件控訴裁判所の判示によれ
ば、事実審の裁判官は、救済を認めた場合に被告が受ける不利益と救済を否定 場合に原告が被る不利益を相互に比較検討したり、差止命令を発することによる酷な結果を回避する点で誤りがあったというのである。裁判所は フロリダ州法を厳格に解釈することによって、一方
的な解雇に直接的ではなく、間接的に触れ、競業禁止の履行を強制するこ
とが「不当な結果」をもたらすか否かについて考慮することを許さなかったのである。このようにして、フロリダ州においては、右のケラー事件判決が示すよう 、制限条項が時間的、場所的に合理的な制限内にある限り、条項は有効とされ
る（
1
3）。
 
(
3)中道の立場の裁判例
 
使用者による雇用契約の終了の場合における競業禁止条項の効力をめぐる事件においては、多様な考え方が混在して
いるが、すでに述べたように、被用者保護を志向し、ひい は職業選択の自由あるいは労働の移動の自由に配慮を示すニューヨーク州の裁判例や、使用者による 雇であっても、競業禁止条項の履行強制を判断するに当たって、考慮される要素ではないというフロリダ州の裁判例にもかかわ ず、すぐ後にも述べ ように、いわば中道の立場に立つのが、裁判例の多くの考え方 ある。もとより 同じく中道の裁判例と言 もその内容 様々であるが、それら 類型分けすると、次 三つに分けて考えることができる。
 
①無効推定の類型
 
ペンシルベニア州の上位裁判所はアメリカ・インシュレーション社対ブロブストン事
件（
1
4）において、雇用契約の終了事
件に対して、競業禁止条項の履行強制に反対の推定を働かせる被用者保護の志向を明ら にした。
 
②不誠実性を考慮する類型
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イリノイ州の第七巡回区裁判所はラオ対ラオ事
件（
1
5）において、同州法にとっては新しい問題を解釈する際に、何の理由
もなく使用者の害意に基づいて解雇された被用者は、 雇用契約上の競業禁止条項によって制限を受けない旨、 判示した。また、マサチューセッツ州やテキサス州の次の二つの古い事件では、何の理由もなし 解雇された被用者に対する競業禁止条項の履行強制を認めないことについて、同じような判定基準を用いた。すなわち、エコノミー・グローサリー・ストアー社対マックメナミー
事
件（
1
6）とセキュリティ・サービス社対プリースト事
件（
1
7）の両方の事件においては、当該被用
者を解雇する際に、当該使用者の行為が恣意
的かつ不当なものであるならば、エクイティの原理から、制限条項の履行
強制は認められないとされ
た（
1
8）。この点、とりわけ、後者のプリースト事件は、使用者は仕事上顧客とコンタクトを持っ
たセールスマンを雇用し 顧客とのコンタクトが深まった数ヶ月後に解雇したという事案であ
る（
1
9）。
使用者の恣意的な行
為について、競業禁止条項の履行強制を求める一方
で、被用者を解雇することは裁量権の不当な行使に相当することは
明らかである。また、前者のマックメナミー
事件では、被告はデパートメント・ストアーのマネージャーであるが、同
人にとって屈辱的な状況の中で、契約を打ち切られることだけを予期して、働いていたという事案である。マサチューセッツ州の最高裁判所は、当該使用者 行為だけではなく
、雇用継続に対する被用者の期待や、当該使用者はかつての
世界大恐慌
(the G
reat D
epression)の最中に雇用関係を打ち切った いう事実を考慮に入れ
た（
2
0）。つまり、裁判所の判決
では、単に被用者または使用者の利益だけではなく、社会公共 利益に及ぼす影響が一定の役割を果たしてきたのである。
 
③衡平の比較類型
 
右に述べたように、マックメナミー事件の判決においては、単に使用者の行為だけではなく、そ
のほかの諸々の要素
が、解雇された被用者に対する競業禁止条項の履行強制の際に考慮されるべきであるとされた。例えば、サウス・ダコダ州、アイオワ州、ミズリー州では、 つてのアメリカにおける大不況の時代に下された裁判例を範にとっている。
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この点、例えば、サウス・ダコダ州の裁判所は、一方で、被用者の辞職や何らかの理由の伴う雇用契約の終了事件と、
他方で、何の理由もない契約の終了事件とを明確に区別することにより、競業禁止条項を検討する際に、独自かつ柔軟な取り組みを行っている。すなわち、被用者が、任意 辞職 か、あるいは何らかの理由から解雇される場合、競業制限条項を規制する州法のもとで、裁判所は、当該競業制限条項が、制限の場所的範囲、制限の期間の両面から、 理的であるか否かだけを検討す
る（
2
1）。しかし、被用者が自分自身に何の落ち度もなく解雇される場合、裁判所は、次のよう
な事項を考慮することによ 、当該合意が合理的であるか否かを慎重に検討する。すなわち、
(
1)場所的範囲や期間
など、制限の範囲、
(
2)被用者の地位や職責など、当該事業や職業の性質、
(
3)履行の強制が被用者に及ぼす影響、
(
4)
被用者が当該分野でその地位にとどまることによる社会公共の利益 であ
る（
2
2）。このようにして、事実審裁判所の裁判官
は雇用契約の終了事件において、右のような諸要素を考慮し、 「合理性」を判断 ため、相対立する諸利益を比較衡量して、判断することが求められ の ある。
 
 
 
 
 
三
 
裁判例の検討
 
 以上のように、被用者の解雇の場合の競業禁止条項をめぐる裁判例と言っても、その内容は様々であり、当然に無効
とするものもあれば、解 を考慮 要素としないものまであ 。まず第一に 前記ラオ事件判決は、使用者の行為が不誠実か否かを検討する
ほかの裁判例と同様に、契約終了について理由があるか否かを区別することで、当然無効の法理
を形成することには問題があることを認めていたと思わ 。も り、何が解雇の理由に当たるの を判断することは極めて難しい。が、雇用契約から言って、解雇の理由として相当ないくつか 行為類
型、例えば、殺人、放火、強盗
などの重罪、詐欺、あるいは
使用者の指揮命令違反などが、しばしば挙げられる。しかし、問題は、そうした雇用契約
上の定めがない場合に 裁判所 どのように取り扱うべきであるのかである。また 契約上、解雇理由が明らかにされ
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ているとしても、裁判所は契約に定められた解雇理由に拘束されるべきかどうかである。この点について、契約上の明示規定は、考慮されるべきで
あるが、必ずしも絶対的に拘束されるべきものでもない。アメリカの裁判所は従来、弾力
的な「合理性」というような基準に適合するように、競業禁止条項をめぐる訴訟において当該契約上の文言を修正してきたから
である。この点、法的に、当然に無効の法理を適用する際に、何らかの指針を裁判所に示すため、コモン・
ロ
ー上、契約終了の「理由」
定める、次のような州がある。例えば、イリノイ州では、その「理由」について、 「契約終了
の正当理由としては、法と世論に基づいて承認される、重大な欠点として定義されてき
た（
2
3）」 。また、ニュー・メキシコ
州の裁判所はダンザー対プロフェッショナル・インシュラーズ社事
件（
2
4）において、契約の終了の理由は、 「使用者の専恣」
から守り、合法的な理由に対してだけ解雇は許される。すなわち、 「当該被用者の資質やそれに関わる理由、あるいは当該被用者の本来の職務を適切 遂行することができない」 ことであるとされ
る（
2
5）。 例えば、 被用者の詐欺、 誠実義務違反、
会社の方針違反 ような場合、解雇 正当な理由と
することは容易である。一方、経済的な理由による契約の終了、人
員削減による解雇、人間関係での衝突による契約の終了は、必ずしも正当な理由 よる解雇と考えら とは限らな
い（
2
6）
。使用者による解雇に理由があるか否かを検討 際に、最も慎重を要する事件は、被用者の職務遂行では不十分であると使用者が主張する場合である。す わち、一方で、前記ラオ事件判決においては 不完全な職務遂行は、雇用契約を終了させる理由 相
当し、こうした理由に基づく被用者の解雇は、その他の点では有効な競業禁止の義務から被用者
を逃れさせるものではないとされ
た（
2
7）。他方で、前記ブロブストン事件判決においては、この事件での反対意見にもみら
れるが、使用者の合法かつ合理的な指示を被用者が故意ある は意図的に無視するとか、あるい 誠実義務違反 も当たらないような、被用者の職務遂行に基づく雇用契約の終了は、解雇の 相当 ものではな いう意味が暗黙のうちに含まれてい
る（
2
8）。結局のところ、解雇に理由があるか否かをめぐって、単に「解雇」というレッテルを張るだけ
では、問題が解決さ るも ではない。それは、裁判所が検討すべき一つの要素であることは言うまでも いが、こう
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した解雇の理由に基づいて原則を設けても、それが機能するとは限らないし、解雇された被用者の職務遂行やそれが解雇の正当な理由に相当するか否かについて、強制的な事実調査が求められるところである。第二に、前記フロリダ州の裁判所 取り組み方 ついて言えば、不当に競争を 限するようにみられ、不当な結果をもたらすおそれがあり、被用者に競業禁止を強いる使用者の濫用的行為に司法上のチェックが働いていないきら がある。こ は、競業禁止条項の履行を強制すべきか否かを判断する際に、正義・衡平の観念を考慮する、事実審裁判所の裁量をすべて排除する同州法の副産物にほかならないが、同州の裁判所の判定基準は、一応要件を満たしているときでも、救済 与えるか否かは最終的に裁判所の 量にかかるべきエクイティ上 救済方法（差止命令）とは相容れないもの あって、例外的な取り組み方として捉えられるべきものであろう。第三に、被用者解雇における競業禁止条項の効力について、当然無効の法理を実際に適用することは、柔軟性を欠くよ にみえ が 他方、使用者の不誠実さを検討す 裁判所の取り組み方も、これ とることができない。裁判所の不誠実性の判定基準は、当該被用者または社会公共の利益に及ぼす影響に関わりなく、雇用契約の終了の効果を発生させる際の使用者の行為だけに焦点を当 るところに、問題 ある。この点 前記ラオ事件は、使用者が被用者との雇用契約を終了させるために害意に基づいて 当該被用者がまさ 働いて稼いでいた当該事業において公正な利益を得ることを妨げる、典型的な事案であると言え
る（
2
9）。もとより、使用者の害意あるいは不
誠実さが、多 の 理由となるとは限らない。しかし、例えば、雇用契約 即時終了に近 よう 場合に、 当該労働者 及ぼす影響、 あるいは社会公共の利益のような、 そ ほ の要素が考慮され べきか否かにつ は、定かではない。この点については 使 者の不誠実性をめぐ 裁判例からは明らかではな が 判例法全体からみ 、単に使用者の不誠実な態様 とどまらず、決定的 判定基準の一部をなすとは認め れないとし も、裁判所は進んでそのほかの要素を考慮するとされる。例えば 前記マックメナミー
事件判決においては、使用者の不誠実な態様の検討
の一環として、使用者の行為あるい その背景の動機よりも、そ ほ 諸要素を検討すべきことが示唆され
た（
3
0）。第四
に、衡平の比較を行う裁判所の取り組み方については、 が正義・衡平 見地から、差止命令 よる救済
の認否を
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判断する際に、労使両当事者の事情や社会公共の利益などさまざまな要素を比較考量することになる。そのうち、救済を認めた場合に被告が受ける不利益と救済を否定した場合に原告が被る不利益 相互に比較検討する考え方は、前記マックメナミー事件判決の論理の延長線
上にあると言える。そして、この衡平ないし不利益の比較衡量の判定基準は、前
記ラオ事件 決の考え方の基本的な不備を補おうとするも である。すなわち、
労使両当事者の不利益だけではなく、
すべての関係する要素が、雇用契約の終了における競業制限（禁止
）条項の履行強制の判断を行う際に、正義・衡平の
見地から、厳密に検討される。こ 点、裁判所が法的判断 する際に、結果の妥当性を求めて、労使の相異なる法的利益や法的価値の重要性、あるいはそれらへの影響の程度を柔軟に利益衡量をしてきた事例としては 前記ケリー事件判決（
3
1）やダグラス事件判
決（
3
2）が挙げられる。個別の事件にはそれぞれ個性があるが、事実審裁判所の裁判官は、右の利益あ
るいは不利益の比較衡量をはか 取り組み方によって、さまざまな要素を検討することが可能となる。労使両当事者の相異なる利 のうち、使用者側の諸利益との関連で、裁判所が考慮する 思われる要素としては、
(
1)保護すべき利益
の強さ、
(
2)雇用契約の終了の理由、
(
3)当該事業の性質、
(
4)より制限的でない勧誘禁止あるいは秘密開示禁止
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
条項による保護、
(
5)使用者による当該解雇が誠実さを欠く形で行われたかどうか、が挙げられ
る（
3
3）。他方、競業制限の
履行を強制す ことによって被用者が受ける不 については 競業禁止条項の履行強制がもたらす結果が考慮される。すなわち、被用者の技能、在職期間 教育レベル、ほかの分野の仕事の経験などが裁 所によって考慮され
る（
3
4）。また、
そのほかの第二次的な要素として、雇用契約 条項やそのほか 職業などを交渉する被用者の機会などが 考慮 れる必要があり得
る（
3
5）。
 
また、右のほかに、社会公共の利益が考慮される必要がある。この点、事実審裁判所の裁判官の判断に影響を与える
ベき社会公共の利益としては、次 二つが挙げられる。第一に、解雇 際 経済情勢であ
る（
3
6）。第二に、比較し得る専門
職が当該被用者と取って代わることができ かどうかであ
る（
3
7）。右の判定基準によれば、裁判所は、競業行為に対する差
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止命令の認否を判断する際には、労使両当事者の事情や社会公共の利益などさまざまな要素を柔軟に比較衡量することになる。また、裁判所には、個々の事件に固有の要素を考慮する裁量権が与えられる。使用者による被用者解雇が競業禁止条項の効力とどのよう 関わるのかをめぐる労使紛争において、利益ないしは不利益の比較衡量の判定基準は、厳格な態度をとる当然に無効の法理や、使用者の行為における不誠実性の判定基準に対して、すべての関連する諸要素を裁判所が考慮す ことを めるものであ
る（
3
8）。
 
 四
 
おわりに
 
 以上、裁判所が一方的な雇用契約の終了の場合の競業禁止条項に対する差止命令の認否を判断する際には、労使両当
事者の事情や社会全体の利益など、さまざまな要素を総合的に比較衡量し、差止命令 よる救済を認めた場合に被用者が被る不利益とこれを否定した場合に使用者が被る不利益を相互 検討すべきである。単に被用者 解雇に理由があるか否かを区別する裁判例や、雇用契約の終了に至 使
用者の行為だけに焦点を当てる裁判所の取り組み方は、柔軟
性を欠くものであって、解雇された被用者のキャリア形成をめぐる紛争 いたずら 労使両当事者を巻き込むものにほかならない。
 
結局、使用者による雇用契約の終了の場合の競業禁止条項は、労使両当事者間の交渉力には大きな差があり、結果と
して、一方的に使用者に利益を与えるものであることから、本来的に 当なものであると言えよう。
 
最後に、ひるがえって、わが国における被用者解雇の場合の競業禁止条項の効力についてみると、被用者の解雇に対
して、法律上、非常に厳しい制限が設けられているわが国においては、およそ何 理由もなく、
恣意的で、不当に雇用
契約を終了された被用者は、法的 競業禁止条項には拘束され いと解することが妥当であろう。
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一
 
はじめに
 
 
わが国の経済が機械などを用いて大量にモノを生産することから知識、情報を基盤とする経済に急速に向かうにつれ
て、専門分野に優れた能力を発揮する被用者は、その価値をますます高めるようになってきている。中でも超小型電子技術（マイクロエレクトロニクス） 、生命工学（バイオテクノロジー）や超々精密工学（ナノテクノロジー）などに代表され、ハイテク（
high technology）と称される高度な先端技術が関係する産業分野においては、研究開発の成果をめぐっ
て互いにしのぎをけずり合う企業間競争が激化するにしたがって、 モ の製造についての技術的知識・情報のみならず、マーケットや顧客名簿などの営業知識・情報を身につけた被用者は、企業の擁 る貴重な人的経営資源とし 、改めてその価値の重要性が認識されるところとなってい
る（
1）。
 
 
高度情報化が加速する今日、使用者（企業）の技術上または業務上の知識・情報には何より大きな力が秘められてい
る。また、そこには多大の経済的価値を伴 こ が少なくないことから、被用者が企業在職中に仕事や経験の積み重ねによって身につけてきた最新 技術、知識、ノウハウなどは、企業の将来的価値そのものを左右する競争力の源泉となっている。とりわけ、企業が保有する多様 知識・情報の中でも 多額 資金と優秀な人材を投入 ことによって獲得された技術、 知識・情報が、 もし仮に特許申請されるならば、 特許が取得される可能性 ある革新的な 「営業秘密 （
trade 
secret） 」として認められるようなものである場合には、競争的立場にある他の企業との間の技術、知識・情報をめぐる
熾烈な競争に打ち勝つための 極めて強力な武器ともなり、そ を保有する企業に多大の利益をもたらすも であ
る（
2）。
こうして、 「営業秘密」は、企業 競争力の源泉となりうるのみならず、 業 対して競争優位を獲得する要件 もなり、財産的に価値のある重要な知識 として、 「秘密」のうち 管理され おくことが必要である。逆に言えば、こうした内容を持つ の「秘密性」の管理の失敗は 企業 存続そのものを危うくしかねない。
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しかしながら、一方で、近年、経済・社会の情報化や人材の流動化が進行するなかで、企業在職中に業務上の必要か
ら営業上の秘密を取り扱う地位に身を置いて働くことに伴って、財産的価値のある「営業秘密」を知りうるところとなった被用者が、職業上のキャリアの形成とその向上をはかるためなど、以前に働いていた使用者（企業）と競争的立場にある他の企業に転 したり、以前の使用者（企業）と競争関係に立つ事業を自ら始める機会が増えるにしたがって、企業の「営業秘密」が社外に流出するという事態が生じる可能性が避けられなくなってき
た（
3）。こうした「営業秘密」は、
知識・情報という目に見えない形で企業が保有する知的財産にほかならず、そ が「秘密」とされているからこそ、財産的な価値が認められるものであって、もし仮にそれが企業外に持ち出され、公然と知られるようになるならば、もはや「営業秘密」でも何でもなくなって まう性質のも である。それゆえ、企業の技術力や営業力を支え、企 の成長、発展に不可欠のものと考えられる、貴重な「営業秘密」が、被用者の転職や起業に伴って、社外に流出することが現実のものになってきた以上、何らか 対応措置が講じられる必要があ
る（
4）。
 
 
こうして、企業が保有する最も価値のある資産の一つとして、 「営業秘密」を守るために、 「営業秘密」に対するリス
ク管理の取り組みの一環として、被用者が企 に在 中 身につけた専門的な知識、技能、ノウハウ 、第三者に開示、使用などされることを防止し 雇用関係終了後も 入ったり事業を立ち上げることを制限する めに 被用者在職中または退職時などに、雇 契約に伴って、一つ は、被用者が以前の使用者（企業）と競争関係に入ることを制限すること 合意する競 避止契約、二つ は、被用者が以前の使者（企業）の秘密情報 開示を禁止することに合意す 秘密保持契約を、特別に取り交わすという契約上の手法（または就業規則上の規定）を通じて、使用者（企業）は自社の防衛をはかるよう なってき 。こうして、被用者が雇用契約関係にある間に労使間で特別 契約 締結 こと よって、専門的分野に優れた能力を発揮 有能な 、雇用関係の終了後も、以前の使用者（企業）と競業関係に入らないという競業避止義務 または以前の使用者（企業）
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の事業上の秘密情報を第三者に漏らさないという秘密保持義務を負わされ
る（
5）。
 
 
ところで、使用者（企業）が「営業秘密」を守るために、雇用契約関係に基づいて労使の間で特別に契約を取り交わ
すことができるならば、こうした契約は、競業制限や秘密保持という視点から「営業秘密」保護のために一定の役割を果た 期待できる。が、問題となるのは、諸々の事情から、 「営業秘密」について明確に競業避止義務や秘密保持義務を負わせる合意形成が使用者（企業）と被用者との間で整わなかったとき、使用者（企業）を退職した被用者は、以前の使用者（企業）に対して、雇用関係の終了後に 競業避止義務、または秘密保持義務をいっさい負わず、したがって競業 制限を受けないものか否かである。言い換えれば、労使 間で契約がない場合、使用者（企業）は、契約に基づい 「営業秘密」の使用や開示の禁止義務を負わせることができるにもかかわらず、そうした措置をとる努力を怠っていたのであるから法的救済 認められなくともやむを得ない 考える かであ
る（
6）。
 
 
この点について、 「営業秘密」の保護は 人材の移動、雇用の流動化が加速す 今日、大手企業であるか、中小企業で
あるかを問わず、企業経営上の大きな課題となっ いる ころ、例えば、アメリカ 連邦控訴裁判所においては、退職被用者による企業の「営 秘密」であるトレード・シークレットの使用、開示を禁止する差止命令だけでは 不正行為（
m
isappropriation）を正すために十分ではないとされる場合、たとえ使用者（企業）と被用者との間で競業禁止契約が
取り交わされていない場合であっても、退職被用者 以前 使用者（企業）のトレード・シークレットを開示しないで職務を果たすことができないという前提に基づいて、退職被用者 競業行為 まったく阻止する
差止命令を認め、その
結果として、使用者（企業）の営業上の利益を擁護し きた経緯があ
る（
7）。その際に注目されるのは、退職被用者に対す
る競業禁止の差止命令の請求を認める に際して、裁判所は、トレード・シークレット 不正行為の一つのバリエーションとして、 「不可避的開示（
inevitable disclosure）
｣という概念を編み出し、この「不可避的開示」という特別の法理は、
近年とくに関心を集めるところ なってき
た（
8）。しかしながら、司法上形成されてきた「不可避的開示」の法理をめぐっ
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ては、トレード・シークレットの「不可避的開示」というような曖昧な概念を判決のより所として、被用者の転職や再就職が制限されたり、競争の制限がもたらされてもよいものかど か。言い換えれば、この法理が曖昧なために、被用者の正当な転職行為までが差止訴訟の対象となるおそれはないか、とくに退職する被用者の職業選択の自由（転職・再就職の自
由）との関係で問題を生じる。また、どのような要件が満たされるならば、同法理が適用されて、退職被用者
の競業行為の差止めが認められるのかについては、労使の利害が鋭く対立する深刻な問題を孕んでい
る（
9）。
 
 
もとより、 「営業秘密」をトレード・シークレット法で直接的に保護するアメリカと、不正競争行為という不法行為の
特別の行為態様を規制することにより、 「営業秘密」を保護す わが国とでは、 「営業秘密」の保護法 立法化の背景とその経緯には違いがある。が、しかし、わが国の不正競争防止法における「営業秘密」保護の規定は、アメリカにおける統一トレード・シークレット法の枠組みと内容におおむねそっていることを考えるならば、被用者の職業選択の自由との関連において、企業における「営業秘密」の保護と競 避止（禁止）契約 の関係について考察する際に、競業禁止契約という契約的手法を用いることによるトレード・シークレットの保護のあり方につ て豊富な裁判例を積み重ねてきたアメリカ法との比較にお てそ 動向を把握 ておくことは不可欠な作業で ると思われ
る（
1
0）。
 
 
そこで本稿では、わが国における競業避止契約を通じての「営業秘密」保護のあり方についての研究の一環として、
とりわけ使用者（企業）と被用者と 間で競業禁止契約 ない場合に、 「 避的開示」の法理に基づ て被用者 競業行為を差止めることができるか否か、また、その要件などについて ず最初 、 「不可避的開示」の法理 関連で、アメリカにおけるトレード・シークレット 保護規定 若干 裁判例について概観するも であ （本号） 。次 で「不可避的開示」の法理をめぐる代表的な裁判例とその他の関連す を取り上げ、退職する被用者に って基本的な職業選択の自由。 （転職・再就職の自由）との関連 、 れらの判決 検討を加えていきたい。
 
 
168 
 
  
 
二
 
トレード・シークレット法と不可避的開示の法理
 
１
 
人的経営資源の重要性と人材の流動化
 
 
アメリカの経済がわが国と同じように、製造業を基盤とする経済から知識、情報を基盤とする経済へとその軸足を移
していくにつれて、人を組織（企業）の資源とみる見方として、企業の擁する人的経営資源は、企業が行う事業が成功を収めるため 、ますます重要になってきた。すなわち、多くの会社にとっての企業価値として はっきりと把握できる有形の財産より むしろ被用者が持つ知識、経験、アイディア、創造性などのような手に触れることがで ない無形の財産に注目が集まるようになってきた。すなわち、企業にとって最も重要な競争優位性を生み出すのは、形のある機械や設備・施設などではなく、企業で働く生身の人間である被用者にほかならな
い（
1
1）。このことは、情報技術（ＩＴ）
やバイオなど、ハイテク産業 おい はなおさらのことであり、技術的知識や情報は、それらを創造 に活用し、向上させていくことによって、技術革新（イノベーション）の基礎が形成され、ひいては市場 おける企業の競争力を増強することができる。それゆえ ハイテク企業 と は、専門分野に優れた能力を発揮する優秀 人材をいかにして獲得し、またいかにすれば うした人材を引き止めておくこと できるかが の存立に決定的に影響を与える喫緊の課題となってい
る（
1
2）。
 
 
ところで、近年、アメリカ経済が右に述べたように変化するにしたがって、伝統的な使用者（企業）と被用者との間
の雇用関係も変化してきた。すなわち 二十世紀の半ばごろに 、被用者はたいてい、単一の使用者（企業）のもとで生涯キャリアを形成 期待された。つまり、使用者 企業）は、主 大 働く被用者を対象 外部労働市場ではなく内部労働市場を構築し、 長期 （終身） 雇 を奨励 るという意図を託された諸種 利益を与えてきた。こうしたこれまでの雇用関係は、労使の期待を反映した長期雇用の暗黙の「心理的契約（
psychological contract）
｣の形成
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と言い表すことができ
る（
1
3）。すなわち、ここに心理的契約とは、労使両当事者の将来の行動についての約束に基づいた任
意の契約をいう。この契約は、個人が適切な義務であると認識しているが、正式な手続きや書類によって拘束されない点で法的 とは異なる。この心理的契約には、企業組織が長年実施してきた慣行によって形成された被用者の期待が多分に組み込まれている。しかしながら、伝統的な使用者（企業）と被用者との雇用関係は大きく崩れ、長期雇用への期待は薄らぐに至った。その結果と て、被用者にとっての労働市場が企業内に持ち込まれることになり、被用者は、自己のキャリアをマネジメントし、自己のスキルや潜在能力を開発す ことが期待され、使用者（企業）ではなく、自己のキャリアにコミットメントする 求められ
る（
1
4）。
 
 
一方、アメリカの経済の変化により、雇用の流動性もまた増加してい
る（
1
5）。また、こうした雇用の流動化は、長期雇用
の促進という意図を託された使用者（企業組織）に対する期待の低下をもたら のみならず、絶えず変化してやまない職場環境に対して、被用者自身がより市場に適応していくために 自らの知識、技能、経験を再構築すべく、被用者のキャリア形成を支援するキャリア・アドバイスなどによっても促進され
る（
1
6）。つまり、企業で働く被用者が所属する組織
（会社）が被用者のキャリア マネジメン するのでは く、被用者一人ひとりが主体的に自分自身の職業生活をマネジメントすることがますます重要となっている。とりわけ、アメリカにおける技術 一大集積地とされるシリコン・バレー （
Silicon Valley） などのハイテク産業における被用者の移動は別段めずらしいことではなく、 普通のことになっ
た（
1
7）。
今をときめくヤフーやグーグルなどもここから始まったが、情報サービス業 分野で頭角を現してきたいわゆるドットコム（
dotcom
）企業での人員整理は日常化している。一九九〇年代の好況期に比べて少し勢いは衰えたとはいえ、ハイ
テク産業では雇用の創出が繰り返される一方で、雇用調整も頻繁に行 れ 経済 グローバル化 情報技術 ＩＴ化によって、企業間競争が激化の一途をたどるにしたがって、専門分野に優 た能力を発揮する 材 対する需要の高まりは、被用者の転職や転社をさらに助長して く のと思わ る。技術や知識 会社で働いてい 被用者によって担
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われ、その者自身の身についているものであるから、こうしたハイテク産業で働く被用者が持っている長年の知識、技術、経験は被用 の転職や転社とともに企業間を移動するものである結果、例えば、ある製品のライフ・サイクルに縛られることなく、さらにイノベーションが促進され 。激しい企業間競争に打ち勝つためには、 「改革」 、 「革新」を不断に繰り返していく努力を続ける以外に方法はない。
 
 
しかし、急速な雇用の流動化によって人材の交流が活発化し、技術や知識の移転が容易になり、当該産業界全体を潤
す一方で、個別企業の経営に一歩でも踏み込んでみると、使用者（企業）の必要とする知識やスキルを身につけた被用者をいかにして自社に引き止めるのかとともに、最新の知識や技術の社外流出という事態の発生をいかに防止するのかということが企業に問いかけられ、経営上の課題 なっ
る（
1
8）。商品市場の変化、技術の需要の変化などに対する企業
の柔軟な対応の必要性は、従来 長期雇 の明示または黙示の合意の実現 危うくする一方で、被用者が企業組織への強い帰属意識な しは企業忠誠心を持ち続けるこ は期待薄であるから は、被用者が競業他社へ最新の技術や知識を持って転職することを防止するために、法的対応措置にますます頼らざるを得なくなる。トレード・シークレットが、競業他社に被用者が転職することによって 使用、公開され 情報とな ないのは、使用者（企業）と被用者との間で競業禁止契約、秘密保持契約が取り交わされ、被用者 雇用関係終了後も競業禁止義務 秘密保持義務を負わせるからにほかならない。 、 かし、近年、こうした雇用関係が終了した後 競業禁止契約などをめぐっては訴訟が増加す 傾向 あ
る（
1
9）。
 
 ２
 
トレード・シークレットの保護と競業禁止契約の役割
 
 
雇用関係終了後の被用者の競業を制限する法は、契約法、トレード・シークレット法、労働法などにまたがる複合的
な性質を持ってい
る（
2
0）。被用者が以前に働いていた企業を退職し、競業他社で就労または競業企業を自ら立ち上げるとき
171 
 
には、被用者の創出した知識やノウハウはいったい誰のものか、すなわち、会社のものであるのか、それとも被用者個人のものであるのか、それらの帰属についてすでに争 がある。この点、トレード・シークレット法は トレード・シークレット いわゆる帰属問題について、何ら具体的な定めを置いていない。それぞれのトレード・シークレットごとにいったい誰のものかそ が判断されることになるが、一つは特許法など、知的財産法 考え方にそって判断がなされることになろう。いずれにせよ、被用者が転職また 事業を立ち上げるときに紛争が生じるが、その訴訟 多くは差止命令による救済に関係している。すなわち、被用者が競業禁止契約または秘密保持契約に違反して 新しい使用者（企業） にトレード・シークレットを開示すること 許されるならば、 およそ回復しがたい損害を被ることを主張し以前の使用者（企業）は、被用者が新しい使用者（企業） 就労するか、または競業他社を立ち上げることを阻止することを求めて、 差止命令による救済 訴えを起こ ことにな 。 その際に 法律上 問題 して 伝統的なコモン・ロ
ー（
2
1）
と制定法に基づいて争われることになる。まず、コモン・ロー上は 被用者と使用者（企業）との間に合意があることを前提として、 被用者が特定の情報 一般的にトレード・シークレットを開示しないこと 内容 する秘密保持の合意または被用者が と競業 立たないことを内容とする競
業禁止の合意の履行強制を求める訴え
を起こすこ にな
る（
2
2）。また、その他に、コモン・ロー上、雇用関係に内在する信義違反を理由として訴えを起こすこと
ができる。
 
 
一方、制定法上の問題として、使用者は、被用者がトレード・シークレット、すなわち、それを保有する企業に競争
優位の立場に立つことを可能にする秘密の情報を、不正 目的 使用（
m
isappropriation）したという訴えを提起でき
る（
2
3）
。とりわけハイテク産業が関係するトレード・シークレットをめぐる事件 多くには、技術上の知識、情報が含まれている トレード・シー レット法は、連邦制を採るこの国にお て 州によって らかその内容は異な が 使用者（企業）にはトレード・シークレットについて 訴訟において、信頼義務違反ま は不正 手段によって、被用者が当該トレード・シークレット 取得、使 、開示したという立証が求められる こう トレード・シークレット法は
172 
 
被用者の転職や競業行為を不当に制限することなく、使用者（企業）が「研究開発投資」によって利益を得ることを可能にするも にほかならな
い（
2
4）。
 
 ３
 
トレード・シークレット法の概観
 
 
トレード・シークレットは今日、会社が保有する最も価値のある資産の
一つとされ、トレード・シークレット法は、
知的財産を保護するためにますます重要になってきた。もともと、トレード・シークレットはアメリカにおいては、州レベルでのコモン・ローのもとで、主に「財産（
property） 」概念との関連で捉えられてきた。しかし、こうした考え方
は、二〇世紀 初頭に法的見方・考え方に変化が起こるにし がって、次第に支持を失い始め、伝統的な財産法 その保護の法的根拠を置くのではなく、トレード・シークレットそれ自体の保護を正当化する多くの政策論議が戦わされてき
た（
2
5）。
 
 
こうしたトレード・シーク ットの法的保護の背景にある立法政策をめぐる議論のなかでも、主要な論議の
一つとし
て、人間の創造的活動に対する内発的なインセンティブに重きを置く考え方が主張されている。すなわち、ある人のモノの創造的活動が他者の模倣から守られないとするならば およそモノの創造者は創造的活動へのインセンティブをそがれてしまいかねないというものであ 。す わち、あ 人の創造的活動がひとたび、公に るならば、他者はそれを低コストで模倣することが可能となるわけであって、 もし仮に模倣者の方が創造者よりコストが少なくて むならば、模倣者は創造者より創造のために低コストの負担を負うにすぎない。こうして、模倣者は、創造者が必要 した時間と研究開発にかかる投資費用を免れな ら、使用が可能となる。モノの創造へのインセンティブをベー にする考え方によれば、トレード・シークレット法は、創造者ならびに創造自体を保護する手段 一つということにな
る（
2
6）。
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こうした人間の創造的活動へのインセンティブを重視する議論は、知的財産権一般に共通のも
のであって、統一トレ
ード・シークレット法は、モノの創造にインセンティブを与えるという意図を託された統一法を成文化することによって、右に述べた政策目標の達成を促進するために制定されたものにほかならない。
 
 
ところで、アメリカにおいては、もともと各州レ
ベルでトレード・シークレットが保護され、トレード・シークレッ
トの保護の形態は、州ごとに異なっている。また、各州はそれぞ 、トレード・シークレットの定義づけや法原則を定めてきた。しかし、各州の保護のあり方に違いがあると種々の不都合が生じる結果、統一州法委員全国会議（
N
ationa1 
C
onference of Com
m
issioners on U
niform
 State Law
s） の承認を受けて一九七九年に、 統一トレード・シークレット法
（
U
niform
 
Trade Secret A
ct : U
TSA
）が制定された。が、同法は、コモン・ローによるトレード・シークレット保護の基本原則を法
制化したものにほかならない。そして、統一法の制定には次 三つの理由があるとされ 。すなわち、
（１）技術への投資
の実質的保護、
（２）トレード・シークレット法を解釈する際の諸州間での違いを排除すること、
（３）トレード・シークレッ
トについ
て裁判例自体が報告されていない州が若干あったこと、である。統一法は、その後、トレード・シークレット
の保護をめぐる関心の高まりに伴って、一九八五年に一部改正されたが、統一法に準拠して四四の州とワシントン特別区で全部または一部の採用をみた結果、トレ の定義、そ ための要件などについて諸州の間に大きな違いはな
い（
2
7）。
 
 
トレード・シークレットの法的保護については、統一トレード・シークレット
法の制定に先立って、一九三七年にコ
モン・ロー上の原則を再構成し条文 形にまとめてアメリカ法律協会（
A
m
erican Law
 Institute : A
LI）から公刊された不
法行為法リステートメン （
R
estatem
ent of Torts）（第一版）においてすでに、トレード・シークレット法のひな形が定
められていた。そして、トレード・シークレット ついて一般に認められたコモン・ロー上の定義は、リステートメン
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トにおいて次のように説明されている。すなわち、このリステートメントはその第七五七条（
b. D
efinition of trade secret）
において、トレード・シークレットとは、 「製法（
form
ula）様式（
pattern） 、考案（
device） 、編集
（
com
pilation）などの
情報であっ それを知らないまたは使用しない競業者に対して競争優位を保つ機会を与えるも
のである。それは、化
合物の処方、製造行程、処理または保存の方法、機械またはその他の装置の様式、顧客名簿でもよい」とされ
る（
2
8）。
 
 
こうして、およそトレード・シークレットとは何かについて、諸州の間の法の発達の不均衡と混乱を避けるために一
九七九年に制定され、大多数の州において採択 きた統一トレード・シークレッ 法はその第一条
（４）において、ト
レード・シークレットについて次 ように定義している。
 
 
すなわち、 「トレード・シーク ット（
trade secret）とは、製法（
form
ula）、様式（
pattern） 、編集（
com
pilation） 、プロ
グラム（
program
） 、考案（
device） 、方法（
m
ethod） 、技術（
technique）またはプロセスなどの情報」とされている。
 
 
以上のように、不法行為法
リステートメントと統一トレード・シークレット法のトレード・シークレットについての
定義をめぐっては、表面的にはよく似て るように見える。両者は、 レード・シークレットであるためには ①一般的に知られておらず、かつ正当な手段によって容易に確かめ ことができないことから、現実的または潜在的 独自の経済 価値を有するものであり、②その秘密性を維持するため 、当該状況のも で合理的 努力の対象となっているもの、であることを要求してい
る（
2
9）。これを要するに、トレード・シークレットとして保護されるためには、①秘密性、
②新規性 ③経済的な価値、という三
つの要件を備えていなければならない。しかしながら、両者の定義づけには、基
本的な違いが含まれている。すなわち 不法行為法リステー メン 定義によれば、トレード・シーク ットは、それを保有する者の事業活動において実際に利用されていなければならな 。また 散発的 短命なデータ は、リステートメント上のトレード・シークレットの定義からは除外される。逆に、統一トレード・シーク ット法は、シークレットとして、実際または潜在的な経済的価値を持っていることが必要とさ るにすぎず、トレード・シークレ
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ットとして実際に使用されていることは、法律上必要とされていない。したがって、散発的で短命なデーターは、統一法のもとでのトレード・シークレットの保護の対象になりう
る（
3
0）。
 
 
こうして、ある特定の知識・情報が
トレード・シークレットに該当するか否かを判断する際に、次のような六つの要
因が裁判所によって検討される。すなわち、①当該知識・情報が原告企業以外の者に知られている程度、②当該知識・情報が原告企業の被用者およびその企業の関係者に知られている程度、③当該知識・情報の秘密性を保持するため原告によって執られている措置 程度、④原告とその競業他社の双方にとっての当該知識・情報の価値、⑤当該知識・情報を発展させるために原告によって費やされた時間、努力、金額、⑥競業他社が当該知識・情報を獲得または発展させる難易度、であ
る（
3
1）。これらの諸要因は、保護が求められる知識・情報の性質を見定めるために検討される。それに基づい
て、裁判所は、果たして、当該知識・情報が保護されるべきトレード・シークレットに該 するかどうかを決めることになる。
 
 
トレード・シークレットを保有する使用者（企業）が、価値のある知識・情報を守ろうとするときに、それを保護す
ることによる利益がもたら れ ものである。すなわち、トレード・シークレットを保有す 使
用者（企業）は、被用
者がそれを開示すること 阻止しう 。トレード・シークレッ を保有する使用者（企業）は、普通、トレード シークレットの秘密性を守 ために 競業禁止契約または秘密保持契約という契約的手法を用いることによって、被用者の秘密開示を阻止することができる。
 
  
 
三
 
トレード・シークレットの不正行為とその救済
 
１
 
トレード・シークレットの使用、開示
 
 
トレード・シークレットを保有する使用者（企業）は、他者が自社のトレード・シークレットを不正目的で使用な
ど
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することを阻止する権利を持っている。もとより、
他者によるトレード・シークレットの使用行為がすべて不正行為を
構成 意味 ものではない。が、不正な手段（
im
proper m
eans）または信頼違反（
breach of confidence）によ
って、トレード・シークレットを取得、使用、開示する行為は、不正行為を構成する。この点、トレード・シークレット法は第一条
（２）において、トレード・シークレットに対する「不正行為」として、次のような行為を挙げている。すな
わち、
（i）そのトレード・シークレットが不正な手段によって取得されたことを知っている者または知り得る者が、他者
のトレード・シークレットを取得すること。
（ii）次に掲げる者が、明示または黙示の同意なく、他者のトレード・シーク
レットを開示または使用 。すなわち、
（A）当該トレード・シークレットの知識を取得するために、不正な手段を
使用した者、
（B）当該トレード・シークレッ を開示または使用する際に、そのトレード・シークレットが次に掲げるも
のであることを知っていたかまたは知り得た者、
（C）自己の地位に実質的な変化が生じる前に、当該情報がトレード・シ
ークレットであり、偶然にま は誤って取得されたものであることを知っていたかまたは知り得た者、であ
る（
3
2）。
 
 
そして、同法第一条
（２）の
（i）に規定する不正な手段とは、例えば、買収行為など、商業道徳上の合理的な基準を満たさ
ない行為をいう。この
（i）の規定が、不正な手段による不正行為であるのに対して、
（ii）の規定する信頼義務
（
duty of 
confidentiality）は、通常、契約関係から生じる。例えば、トレード・シークレットを保有する使用者（企
業）は、秘密
保持契約について被用者に署名させることがあ
る（
3
3）。また、両当事者間の長期にわたる関係から、秘密保持義務が認めら
れることがあ
る（
3
4）。そして、この秘密保持義務の存否は、 「通常人の基準
（
reasonable person standard
）（
3
5）」にしたがって判
断さ 。 もし仮に通常人が秘密保持義務があることを知ることができる らば 秘密保持義務が存在することになる。
 
 
こうして、トレード・シークレットに対する不正行為が生じるときには、それを保有する使用者（企業）には、いく
つかの救済方法が認められる。もし仮に明示の秘密保持契約または競業禁止契約があ ならば、トレード・シークレットを保有する使用者（企業）は、契約違反の訴えを起こす できる。また、こうした明示の契約関係がある場合で
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も、トレード・シークレットを保有する使用者（企業）は州法のもとで、トレード・シークレットに対する不正行為に対して 訴えを提起でき
る（
3
6）。トレード・シークレットに対する不正行為の訴えに対して、それを保有する使用者（企業）
には、損害賠償請求またはトレード・シークレットの使用または開示行為に差止請求（
injunction）の救済が認められう
る。また 使用者（企業）は、本案の審理を行って最終的判決が出される
前に、現状維持のため仮の処分として行為の
差止めを命じる暫定的差止命令（
prelim
inary injunction）を求めることができるが、裁判所は、こうした救済をほとんど
認めな
い（
3
7）。
 
 ２
 
トレード・シークレットの不可避的開示の法理
 
 
使用者（企業）は、トレード・シークレットの社外流出の危険から自社を守り、企業の秘密情報が開示されることを
防止するために、秘密保持契約や競業禁止契約 用いるが、こうした競業禁止契約など ない場合でも、トレード・シークレットに対する現実のまたは差し迫った不正行為があ 場合には、トレード・シークレット法が被用者の行動を制限するために適用されてきた。それどころか、アメリカの裁判所は 現実の不正行為がない場合にも、衡平法上 言わば道具概念として、 「不可避的開示」
の法理を援用することによって、退職被用者の競業行為に対して差止命令を認めて
き
た（
3
8）。この「不可避的開示」の法
理の立法上の根拠として、統一トレード・シークレット法はその第二条
（a）（差止め
による救済）において、 「現実のまたは し迫った不正行為は し止めることができ
る（
3
9）。 」と規定しているからである。
こうして、裁判所は、 「不可避的開示」の法理を適用する際に 制定法上の根拠 して、差し迫 た不正行為、つまり、不正行為 って営業上の利益が侵害されるおそれがある場合に差止命令による禁止を定める統一トレード・シーク
レ
ット法上の規定を しばしば引き合いに出してき のであ
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したがって、この「不可避的開示」の法理に基づいて、もし仮にトレード・シークレットの知識・情報を身につけた
被用者が競業企業に就労するならば、おそらく使用者（企業）のトレード・シークレットを不可避的に開示または使用せざるを得ないであろう、と使用者（企業）によって主張され
る（
4
0）。この「不可避的開示」の法理は当初、技術畑で働く
被用者らに適用されたが、財務情報から製造、生産、マーケティング戦略の情報まで、ト ード・シークレットの知識、情報を身につけた被用者に対しても、同法理の適用は拡大されてき
た（
4
1）。しかし、 「不可避的開示」の法理は、以前の使
用者（企業）のトレード・シークレットを使用または開示することを禁止するものであるが、被用者は、就労経験を通じて獲得された技術または一般的知識までも することを妨げられるものではな
い（
4
2）。
 
 
当然のことながら、アメリカの諸州では 常に一貫して「不可避的開示」の法理が強制的に適用されてきたわけでは
ないし、 同法理の適用のため 一定の基準を発展させてきたわけで な
い（
4
3）。 すなわち、 同法理を明確に認める裁判
例（
4
4）が
ある一方で を修正し うえで制限的 適用する裁判
例（
4
5）がある。また、同法理をまったく認めない裁判
例（
4
6）もあ
る。こうして、後に述べるペプシコ社事件やその他の裁判例からも明らかなように、 「不可避的開示」の法理をめぐっては、裁判所の態度は分かれており、必ずしも 様ではない。
 
 
この点、考え方として、一方で、 「不可避的開示」の法理を支持する考え方によれば、例えば、雇用を禁止する暫定的
差止めは、次の事項が証明された場合に発せられ べきであるとする。すなわち、①以前の使用者（企業）と新しい使用者（企業）は競業関係にあること、②新しく就いた地位に伴って
負う被用者の職責と以前に就いていた地位に伴って
負う職責とが重なり合う結果、被用者は 新しい地位 就くこと 以前 使用者のトレード・シークレット 「不可避的に」 （
inevitably）
使用または開示せざるを得ないこと、③新しい使用者は、不正行為の発生を未然に防止するために十
分に明確な措置を執らなかったこと、であ
る（
4
7）。しかしながら、以前の使用者（企業）のトレード・シークレットについ
て知識を持っている被用者が 以前の使用者（企業）の競合他社で同じかまたは実質的 類似した地位
に就くことが直
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ちに、開示を不可避にするものではな
い（
4
8）。例えば、新しい使用者（企業）が代替的技術またはプロセスをすでに使用し
ていることから、被用者が以前の使用者（企業）のトレード・シークレットを使用する必要性がない場合には、トレード・シークレットについていかな 実質的開示のリスクも伴うものではない、と言える。ところが、一方で、新しい使用者（企業）が、生産方法、または生産そのものを知らない製品を販売することを可能にするトレード・シークレットを以前の使用者（企業）が持っている場合や、代替的技術を第三者から得ることができない場合には、秘密の開示が不可避的でありう
る（
4
9）。
 
 
他方で、 「不可避的開示」の法理に反対の考え方として、この法理は、被用者から生計の道を奪い、その生存を脅かす
のみならず、被 の職 選択の自由ないし転職の自由を制限するものであって公益に反するもの され また、もともとアメリカの経済は自由競争の原理に大きく依存しており、それには、ある程度被用者の流動性が担保されていなくてはならない。企業のトレード・シークレットを保護するために、 「不可避的開示」の法理を援用するまでもなく、企業が、専門分野に優れた能力を発揮する被用者に依存するより、企業 対する帰属意識または忠誠心の高い被用者を雇い入れることに力を入れることが考えられ が、かくては知的財産法の存在意義、すなわちイノベーションの促進 いう目的にそぐわない結果になりかねな
い（
5
0）。
 
 
したがって、 「不可避的開示」の法理を適用する際には、裁判所は、被用者が自ら選択する企業で働く被用者側の利益
と、トレード・シークレットを保護することによる使用者（企業）側の利益のバランスをとらなければならない。注意すべきことは、ほとんどの州でトレード・シークレット法の制定をみ ること らも裏付けられるように、 「不可避的開示」の法理をより所 して 使用者（企業）のトレード・シークレットの保護に伴う独占的利益を優先する り、被用者の利益が蔑ろにされるのみならず、公正 競争が阻害されるおそれがあると う点であ 。
 
 
こうして、以下にみるペプシコ社事件判決やその の事件判決をめぐ 議論からも明らかなように、アメリカの裁
判
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所は、トレード・シークレットの「不可避的開示」という法理と取り組んできたのである。
 
  
 
四
 
不可避的開示の法理に関する裁判例
 
 
アメリカにおいては、経済のグローバル化や技術の急速な進歩、さらに雇用の流動性が増すことなどによって、使用
者（企業）のトレード・シ クレットをはじめとする秘密情報の保護に対する関心が高まってきた。こうした背景から、使用 シ クレット保護の新たな手段として不可避的開示の法理があらわれてきたことはすでにみてきたとおりである。トレード・シークレット 、司法上も保護が与えられてきた重要な財産権の一種であることは言うまでもないが、不可避的開示の法理は、被用者が将来、雇用されている最中に、トレード・シークレットを必然的かつ不可避的に用 ざるを得ないということであるならば、被用者の将来の就労自体を制限ないし禁止するものにほかならない。不可避的開示の法理そのものが直接裁判所の問題となり、議論の対象となるようになったのはそれほど古いことでは が、近年この法理を適用する裁判例が増えてきた。 りわけ、先に述べたアメリカの第七巡回区控訴裁判所により展開されたペプシコ社事件判決は、いくつかの州における ード・シークレットをめぐる事件において同法理が一般化される契機となった。そして、一九九五年 判決以降、同法理は、多くの州において明白に採用されきたところである。こうして同法理は、労使双方が訴訟において主張し ければなら い新たな要因となってきた。かしながら、同法理は法制化されたものではないばかりか、その一般的な定義づけや、内容 、それを論じる者 よて一様で いほか、果たして、この法理は、どのような場合に適用されるべきであるのかについても明確に って ない。
 
 
不可避的開示の法理は、これまでアメリカにおける雇用と知的財
産の両方の法分野に重大な影響を与えてきた。すな
わち、一方で、雇用の自由ないし雇用の流動性の保障 要請からは、使用者よりも被用者 権利の擁護に傾きがちであ
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る。他方、知的財産法のもとでは、トレード・シークレットは保護される価値のあるものであるから、使用者（企業）の知的財産権は雇用の自由ないし雇用の流動性の保障の要請と相対立せざるを得ない。その結果として、雇用の自由とトレード・シークレット 保護は桔抗関係にあるが、不可避的開示の法理それ自体は、トレード・シークレット保護に与するものであって、使用者（企業）に有利に働く傾向がある。とりわけ、同法理は、使用者と被用者との間で競業禁止や秘密保持義務について明示的な合意が成立していない場合に、その代替機能を果たしうるものである。
 
 
そこで、以下、主として、使用者（企業）と被用者との間で競業禁止契約の成立をみていない場合に、不可避的開示
の法理は、どのようにして、差止めを命じることを正当化する根拠法理として裁判例を通じて形成、発展していったのかについて、同法理に関する代表的裁判例であ 第七巡回区控訴裁判所ペプシコ社事件判決を中心として この法理に対する裁判所の具体的かつ実践的な取り組みについて考察していきたい。
 
 １
 
ペプシコ社事件判決以前
 
 
近年のアメリカの裁判所は「不可避的開示の法理」というべきものを形成、発展させてきた。その発端は、一九一九
年のイーストマン・コダック社対パワーズ・フィルム社事
件（
5
1）であった。本件は、フィルム製造事業を新たに立ち上げる
被告パワーズ・フィルム社（
Pow
ers Film
 Products, Inc. 以下、パワーズ社という）が、原告イーストマン・コダック
社（
Eastm
an K
odak Co. 以下、コダック社という）の被告（被用者）に転職を勧誘したことに端を発した事案であ
る（
5
2）
。被告は、コダック社で約十年間雇用され、フィルムの製造工程について難解 知識を習得 おり、雇用されて四年経過後に、秘密保持契約と競業禁止契約 両方に署名していたとこ
ろ（
5
3）、パワーズ社が被告に転職を勧誘するに及んで、
コダック社は 被告がパワ ズ社の事業に新たに加わることを禁止す 暫定的差止 令
（
tem
porary injunction
）によ
り、とくに競業禁止契約の履行強制を求めたものであ
る（
5
4）。コダック社と被告との間に秘密保持契約が成立しているにも
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かかわらず、コダック社は、もし被告の就労が認められるならば、将来、被告が競業他社において職務を遂行する過程で、コダック社のトレード・シークレットを必然的かつ不可避的に開示することにならざるを得な であろう、と主張し
た（
5
5）。
 
 
コダック社は、同社のトレード・シークレットについて現実の不正行為を立証したわけではなかったが、本件裁判所
は、競業禁止契約と秘密保持契約を踏まえて、被告が競業他社で就労を始めることを許すことは、コダック社のトレード・シークレットを開示し、同社に回復不可能な損害を与える結果とな ざ を得ないという を認め
た（
5
6）。そして、
本件控訴審において裁判所は、被告会社の職業訓練に沿った職務の遂行過程であれ、ある程度の知識・情報を与えることにならざるを得な とした。
 
 
コダック社事件は、競業禁止契約の履行強制に不可避的開示の法理を適用することをめぐって、一つの判断枠組を示
した最初の事例とされるが、右の事件判決に次いで、アメリカにおける不可避的開示の法理形成の上で顕著な発展 示す裁判例としては、一九六三年に判決された
B. F. グッドリッチ社対ボルゲミューズ事
件（
5
7）が挙げられる。そして、本件
は、競業禁止契約が存在しない もかかわらず、差止命令が認められた最初の事例であるとされる。本件被告（被用者）は、原告会社に雇用され、与圧宇宙服（
full-pressure space suit）の技術開発に従事していたが、
B. F. グッドリッチ社
の競争相手である圧力・宇宙装置の製造会社であり 同社より約十四年遅れてこの業界に参入し、アメリカ航空宇宙局（
N
ational Aeronautics and Space Adm
inistration : N
ASA
）から宇宙服の開発を委託されていた、インターナショナ
ル・ラテックス社（
lntem
ationa1 Latex Corp
）から報酬の増額を件う会社での高い地位を提示された後に、同社を退職
しようとしていた。そして、もし被告 競業他社で就労することが認め れるならば、原告会社はトレード・シークレットが開示されることにより、回復不可能な損害を被ることになるであろうということか 、競業禁止契約がないにもかかわらず、被告に対して完全な事実審理に基づいて、訴訟の最終的解決を図ろうとする本案的差止命令（
perm
anent 
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injunction
）が求められたものであ
る（
5
8）。これに対して、当初、原告会社の差止めの訴えは、競業禁止契約がないという
理由で、第一審裁判所においては退けられた。しかし、本件控訴裁判所は、 「実質的な開示のおそれ（
substantial threat 
of disclosure） 」がある旨を認定した後に、差止めが命じられるに当たり、被用者が競業他社で就労することを制限する
ために、使用者と被用者間の合意は別に法的に求められてはいない旨述べて、差止命令を認容した。そ 理由は、たとえ実際の情報開示がなくても、現実かつ実際に情報開示のおそれがあるとみられるときには、衡平法上の救済が与えられるとし
た（
5
9）。
 
 
B. F. グッドリッチ社事件では、競業禁止契約がない場合でも、差止命令が認容されたが、右の事件判決に次いで、不
可避的開示という言葉を実際に裁判所が用いたの 、一九六四年の
E. I. デュポン・ド・ヌムール社対アメリカン・ポタ
ッシュ・アンド・ケミカル社事
件（
6
0）が始めてであるとされる。本件原告の
E. I. デュポン・ド・ヌムール（以下、デュポ
ン社という）は特別の「塩素方式（
chloride process） 」により顔料の製造に成功した唯一の会社であり、本件被告は同
社に十年以上雇われて、この方法による塩素化合物の顔料の製造工程の研究 発に従事してき
た（
6
1）。同社の製造工程を解
読しようとして、アメリカン・ポタッシュ・アンド・ケミカル社（以下、ポタッシュ社という）は、デュポン社の特許を使用するライセンスの買い取りを提案した。デュポン社は、ライセンスは許諾したが、塩素化合物の実際の製造工程については、いかなる「ノウ・ハウ（
know
 how
） 」もポタッシュ社には認めることはなかった。塩素化合物の実際の製
造工程の解明が暗礁に乗り げるに至って、 ポタッシュ社はカリフォルニア州の新設工場向けに要員の求人を開始した。ポタッシュ社の工場での新たなポスト 対し そ 求人に応じた一人が本件被告 被用者であり、デュポン社に雇用されている間に競業禁止契約 署名した事実はないにもかかわらず デュポン社を退職したことか 直ち
に（
6
2）、デュポン
社は被告被用者によるトレード・シークレットの使用または開示を阻止する本件訴訟 提起
た（
6
3）。これに対して、暫定
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的差止めが命じられたことから、被告らは、本件には訴えの利益を欠くことを理由に、正式事実審理を経ないでなされる法律問題だけの略式判決（
sum
m
ary judgm
ent）を申立てたものである。原告は、被告がポタシュ社に転職すること
によ 不可避的開示 リスクは、暫定的差止命令による救済を正当化するものである、と主張し
た。また、原告によれ
ば、被告は雇用関係から生じる信頼義務を負っており、差止命令は されるということであった。しかし、本件裁判所は この申立を棄却した。なぜならば、被告の使用者に対する信頼義務違反について差し迫ったおそれの認定が正当化されうる事実の問題があっ か であ
る（
6
4）。裁判所は被告の信頼義務違反に基づいて判決が下される際に、情報開示
のおそれがあるか否かを判断するに当たり、不可避も同然であるか
どうか、情報開示の危険や可能性を超えて蓋然性
（
probability）ないしは確実性の程度は考慮される要因である旨判示した。本件デュポン社事件で注目すべきは、以前
の被用者が、在職していたがゆえに特定のトレード・シークレットを身に付け、当該被用者の転職に件って、以前の使用者（企業）のトレード・シークレット 必然的に開示されるようなときに 衡平法上の救済、すなわち、被用者が就労することを禁止する差止命令が裁判所により認容されたということである。このよう して、本件裁判所は被告の申立を棄却する一方で、トレード・シークレットの不可避的開示 差止めによる救済の根拠となりうることを認めて、B. F. グッドリッチ社事件判決で示された法理を拡大解釈し
た（
6
5）。
 
２
 
ペプシコ社対レドモンド事件
 
 
すでに述べたように、近年、不可避的開示の法理がトレード・シークレットの保護の手段として盛んに用いられるよ
うになったのは、 一九九五年のペプシコ社対レ モンド事件における第七巡回区控訴裁判所判
決（
6
6）によるところが大きい。
すなわち、裁判所 ペプシコ社事件において、競業禁止契約がない もかかわらず 以前の被用者が直接競業他社 就労することを禁止する独立した手段として不可避的開示の法理を適用し、 トレード・シークレットの不正行為に対して、差止めによる救済を図るための正当な根拠として、不可避的開示の法理を確認した。こうして、不可避 開示の法理の
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適用について明確な立場を示し、その後の同種の事件に対して指導的な役割を果たした裁判例は、ペプシコ社事件判決であるにほかならない。本作事案の概要は次 ようであった。
 
(1) 
事件の概要
 
 
ペプシコ社事件は、原告ペプシコ社（
PepsiCo, Inc. 以下、ペプシコ社という）の以前の被用者（被告）が、競業他社
である被告クエーカー・オーツ社（
Q
uaker O
ats Com
pany. 以下、クエーカー社という）へ転職することによって、ペ
プシコ社に在職中に取得したトレード・シークレットや秘密情報を開示することを禁止するために、被告被用者とクエーカー社に対して暫定的差止命令
（
prelim
inary Injunction
）
を裁判所に申し立てた事案であ
る（
6
7）。 本件事案の背景には、
ペプシコ社とクエーカー社との間のとくに新世代の飲み物である「スポーツ・ドリンク（
Sports drinks） 」をめぐって、
清涼飲料水業界の熾烈な競争がある。暫定的差止命令を得るために 、差止めを求め 当事者はトレード・シークレットのみならず、現実 または差し迫った不正行為があること 立証しなければならないところ、本件第一審の地方裁
判
所は差止命令を認容し、これ 対して被告が控訴したものである。被告の控訴理由は、現実のまたは差し迫った不正行為は存在しないということ り、 トレード・シーク ットの存在自体は別に争わなかった。 ペプシコ社事件について、まず、結論から先に言うと、本件地方裁判所は差止命令を認容し、第七巡回区控訴裁判所も原審判断を正当とし
た（
6
8）。
 
 
本件で問題となったのは、 ペプシコ社の生産ラインで製造される、 スポーツ・ドリンクの 「オール・スポーツ （
All Sport） 」
という製品についてであり、その製品は、市場において圧倒的にブラン カを誇るクエーカー社のスポーツ・ドリンクの「ゲータレード
（
G
atorade） 」
と競合する製品であり、ペプシコ社がリプトン社（
Thom
as J. Lipton Com
pany）やオ
ーシャン・スプレイ・クランベリー社（
O
cean Spray Cranberries, lnc）とジョイント・ペンチャーの形で行う事業であ
っ
た（
6
9）。
 
 
被告は、ペプシコ社に一九八四年から一九九四年まで被用者として在職し、北米地区で働いていたが、その間に、一
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九九三年には北カリフォルニア・ビジネス・
ユニットのジェネラル・マネージャーとなり、その
一年後には、カリフォ
ルニア州全体をカヴァーするビジネス・ユニットのジェネラル・マネージャーに昇進していた。そして、被告は、北米ペプシコーラにおいて商い地位に就き、ペプシコ社の内部情報やトレード・シークレットにアクセスできる立場にあった。 社におけるその他の管理職の地位にある被
用者と同様に、被告は、ペプシコ社との秘密保持契約
書
（
confidentiality agreem
ent）には署名したが、競業禁止契約書（
non-com
pete agreem
ent）には署名していなかった。
 
 
ところで、一九九四年の早くから、ペプシコ社の元社長が被告に接近してきて、ゲータレードの屋内販売のバイス・
プレジデントとしてクエ カー社へ 転職の誘いをかけてきた。 被告はその際直ちに、 転職の勧誘には乗らなかったが、金銭の増額交渉は続け おり、この間、クエ カー社との交渉を会 には内密にしておいた。そして、
同年の一一月に、
被告は、今度はゲータレードのフィールド・オペレーション バイス・プレジデントのポストというクエーカー社側の再度の誘いに対して、これを受諾する 至った。ところが、その当日には、被告 、チーフ・オペレーティング・オフィサーとなるようにクエーカー社から誘いを受け が、そ 際には誘いを受諾しなかった旨を北米ペプシコーラ おける人事担当のシニア・バイス・プ ジデント 告げた。しかし、その一方で、被告は、ゲータレードのチーフ・オペーティング・オフィサーの誘いを受けていることや、新 なポストの受け入れ
思案していることを、何人かの同僚に
偽って伝え
た（
7
0）。しかし、後にも述べるように、これらの偽りは裁判所にとっては、被告の側で率直さに欠けることを証
明するのに重要であることは明らかであっ また、被告の行動に照ら て、ペプシコ牡のトレード・シークレットを漏らさないという被告の約束は、裁判所にと ては、容易に信じが いものであっ
た（
7
1）。
 
 
また、一方で、被告は、誘いを受けた二日後に、クエーカー社からの誘いを受け入れ、退社するつもりである旨をペ
プシコ社に告げた。これに対して、ペプシコ社はその後、先に述べたよう 被告を訴えたわ である。ペプシコ社は本件第一審地方裁判所の審理において、被告がクエーカー社に就労中に開示すると思われる多く トレード・シークレッ
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トと秘密情報についての証拠を提出し
た（
7
2）。
 
 
すなわち、まず第一に、ペプシコ社は、会社の競争プラン、財務目標を含む毎年改訂される「戦略プラン（
Strategic 
Plan
） 」と、向こう三年間にわたる製造、生産、マーケティング、パッケージング、配送のための戦略の重要性を明らか
にした。もし競業他社が手に入れるならば、競業他社が次の事業展開を予測するのを許すような、高度な秘密と考えられる戦略プランを、ペプシコ社は、被告と同じような地位にあるマネージャーの助力を得ることによって、策定するであろう、ということであった。また、被告は、退職する前に、戦略プランの最新版を配布した会議に参加し おり、ペプシコ社は その会議で、リプトン社やオール・スポーツの生産ラインの将来計画について （例えば、香りづけやパッケージ・サイズを含めた）マーケティング戦略 情報 明らかにしていた。第二に、ペプシコ社によれ 同社の年次営業計画（
Annua1 0perating Plan
）はトレード・シークレットの一つであるということであった。同年次営業計画
では、 ペプシコ社が当該年度の全米レベルで計画実施を行う予定の戦術が示され、 財務目標やマーケティング・プラン、成長予測 当該年度の営業の変更が含まれていた。また 同年次営業計画には ど ようにして製品の価格 付けるか、すなわち価格構成（
pricing architectu2re）について重要かつ変動しやすい情報が含まれており、それには、全米での価
格設定やターゲットとなるマーケット ための特別の価格プランの双方がカヴァーされていた。すなわち、ある会社の価格構成についての情報は、ど ような競業他社がそうした情報を取得したとしても、そ を設定した会社の価格動向を予測し、何度も繰り返して安値を付け ことを可能にするものである。そ て、ペプシコ社は、被告が退職する前に会社で就いていたポスト カリフォルニア州全体の市場の価格構成の方針を実施に移す責任を必然的に伴うことを立証し
た（
7
3）。
 
 
さらに、ペプシコ社は、同社の特定のマーケットの取り組みプランについて被告が詳細な知識・情報を得ていたこと
を立証した。これらのプラン は、同社が広告に特別資金を振り向けることを計画して る市場が示されていた。そして、同社は、被告がこれらのプランの内容を承知していたこと 証言により立証することができた。また、同社 小
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売店から在庫スペースの追加を交渉する余地を同社に示す販売と配送システムの改善についても被告が知っていたという証拠を提出した。こうしたペプシコ社のトレード・シークレットについて、被告が身に付けている知識・情報を立証した後に、同社は、被告がクエーカー社での新しいポストヘ就任するならば、その知識・情報を開示せざるを得ないであろう、と主張した。すなわち、被告は新たな雇用の過程において、ゲータレードやスナップルの価格、コスト、マージン、配送システム、製品、パッケージング、マーケティング つ 実質的 情報をインプ トすることにより、ペプシコ社との市場競争においてクエーカ 社には不当な利益がもたらされうるということであっ
た（
7
4）。
 
 
これに対して、被告クエーカー社は、被告の新しい職務はペプシコ社での同人のそれとは実質的に異なっている、と
反論した。また 同社は、被告が署名した同社と 秘密保持契約書を示した。そして、同社は、被告 職務は会社組織に組み込まれ、ゲータレードやスナップルの配送を管理し、それら 製品の広告宣伝や販売促進を行うことである、と主張した。被告らの主張によれば、被告は既存 計画ですで 定められた方法で職務を遂行し、ペプシコ社 ような垂直的に統合されたシステムについての何か特別の知識は、独立の配送業者を いるクエーカー社には利益をもたらすものではないということであっ 。また クエーカー社は、被告がペプシコ社と 間で署名した秘密保持契約やクエーカー社 倫理要綱は両方とも、被告がペプシコ社のトレ ド・シ レットを開示することを妨げるものである、と主張し
た（
7
5）。
 
 
そして、被告自身は、暫定的差止命令の審理の際に、もし仮に、そうした開示を誘発する事態に遭遇したとしても、
ペプシコ社のトレード・シークレットを使用または開示しないつもりであるこ を約束し 。しかしなが 、裁判所の指摘によれば、被告 反駁について実質的内容を検討するまでもなく、被告のペプシコ社退職に至 諸事情や、同人新しい職責についての相対立する証言に照らして、被告の約束は 何ら安心を与えるようなものではな ったのであ
る（
7
6）
。
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(2) 
判決要旨
 
 
裁判所は、本件問題について、 （トレード・シークレットの） 「現実のまたは差し迫った」 、すなわち、 「不可避的かつ
直接的な使用について高度な蓋然性（
probability）がある場合」 、 「不正行為は差止めることができる」 、と定めるイリノ
イ州のトレード・シークレット
法（
7
7）を適用した。そして、原告は、被告の新たな就労は不可避的に原告のトレード・シー
クレットに依存せざるを得なくさせる旨を立証することによって、トレード・シークレットの不正行為の主張を証明しうるとした。そのうえで、被用者らが自分たちのスキルをどこか他に持ち出そうとしている旨、原告側において、それ以上主張しなかったがゆ に差止めが命じられなかった以前の裁判例と本件を区別して、本件裁判所は、ペプシコ社は被告が同社のトレード・シ クレットを開示す 見込みが大であること（
likelihood
）に
ついての多くの証拠を示すこと
により、それ以上のことを行った、と認定し
た（
7
8）。
 
 
しかしながら、ペプシコ社事件判決の述べる不正行為の危険というのは、クエーカー社がペプシコ社のアイディアに
基づいてマーケティングまたは配送システムを構築するために、同社の秘密 使用するおそれがある いうことではなく、むしろクエ カー社は、ペプシコ社 配送やマーケティング戦略に先手を打つことにより、同社に不当な利益を与えるペプシコ社のプランの使用を可能にする、というものであっ
た（
7
9）。そして、被告は、ペプシコ社在職中に獲得した知
識に依存せざるを得ないということ 証明や、同社のト ード・シークレットを開示しないという被告の誓約は信頼性に欠けるということに基づ て 第七巡回区控訴裁判所は 原告会社は差止めを命じるため、請求の実質的内容についてほぼ確実 証明した旨判断して、本件第一審裁判所 結論 正当としたわけであ
る（
8
0）。
 
(3) 
判決の検討
 
 
ペプシコ社事件判決においては、 「不可避的開示」 の法理の適用 ために考慮されるべき三つの要因が明らかにされた。
まず第一に、トレード・シークレットの存在 以前の被用者がトレード・シークレットについての知識・情報を身に付
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けているか否かである。第二に、以前の会社での退職被用者のポストと競業他社で就任する新しいポストとの間の類似性の度合 が強い 否かである。この点、被用者の競業他社での就労を阻止する差止命令が正当化されるためには、職務内容書が類似して るだけ は十分ではなく、トレード・シークレットの不正行為の現実のまたはそのおそれと密接に結びついたトレード・シークレットの存在を証明しなければならな
い（
8
1）。この点、被告は、ペプシコ社のトレード・シ
ークレットの使用の意図を 定したにもかかわらず、 同社のトレード・シークレットについての知識・情報に依存して、将来、新しい使用者のために意思決定を行わざるを得 いという第一審の認定に基づいて、本件控訴裁判所は、 「不可避的開示」の法理を適 したのである。第三に、裁判所は 被告側が誠実さにおいて欠けることを述べ、差止め 命じられない場合には、ペプシコ社 回復不可能な損害を被 としたのである。その理由は、被告は同社との間 秘密保持契約書に署名をしたにもかかわらず、秘密保持の合意が遵守されるかどうか信頼できそうにないというこ であっ
た（
8
2）。
 
 
右にみてきたように、アメリカの第七巡回区控訴裁判所のペプシコ社事件判決は次の二つの点に特徴がある。すなわ
ち、まず第一に、本件裁判所は、単に会社幹部が会社 トレード・シークレットを開示することを禁止する代わりにこの幹部が、一定期間、競業他社のポストに就任す ことを阻止する差止命令を認めたことである。第二に、従来 アメリカ 裁判所は、被用者が働くことをまったく妨げることや、労使両当事者間に競業禁止契約がない場合 、競業禁止契約などを創出することには消極的な態度 示してき にもかかわらず 本件裁判所は 差 命令を認容するこ により、以前の使用者の訴訟提起を助長 ことであ
る（
8
3）。しかし、不可避的開示の法理は、基本的に、被用者の職業選択
の自由（転職の自由）を侵害する結果を招きかねないも であって、同法理が広範に適用される らば、使用者は事実上、明示的な競業禁止契約 得たのも同然である。また 同法理は、雇用の流動性 おびや すも
る（
8
4）。したがっ
て、不可避的開示の法理は、被用者の職業選択の自由や人材の流動性 視点から制限的 解釈されなければなら い
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あろう。
 
 
確かに、ペプシコ社事件判決は、アメリカのトレード・シークレット法について、不可避的開示の法理形成上、画期
的な判決であると言える。しかし、ペプシコ社事件判決は、少なくとも法理上は、次の三つの課題を浮かび上がらせた。すなわち、まず第一に、不可避的開示の概念とトレード・シークレットなどの情報の差し迫った不正行為との関係、つまり、不可避的開示という概念は、情報の不正行為とはまったく別の概念であるか否かである。第二に、不可避的開示は、差止命令との関係で、競業禁止契約とは別個、独立の手段であるか否かである。第三に、トレード・シークレットの秘密性を維持するため、退職被用者の誠実さを証明した場合でも、裁判所は差止めを命じることができるか否か、である（なお、第二の問題については後に、当事者間に競業禁止契約がない場合の不可避的開示の法理の適用 問題として、五のところで改めて述べること して ここでは、第一と第三の問題について考察しておきたい。 ） 。
 
 
まず、第一の不可避
的開示と差し迫った不正行為との関係について、統一トレード・シークレット法によって禁止さ
れているように、裁判所は、退職被用者によるトレード・シークレットの差し迫った不正行為があるか否 を評定す際に、例えば、情報開示の蓋然性を考慮しなければならない。トレード・シークレットの開示 蓋然性が確かであるならば、競業行為に対して差止めを命じるこ は正当化され
る（
8
5）。しかしながら、当該トレード・シークレットの開示が禁
止されるべき限度ないし程度について境界 見定めること 極めて困難であり あるいは不可能な すらあろう。そのために裁判所がこの点 つい 不明確な判定を行う危険性を排除できない。こ 点、単に に対する不正行為の「見込み（
likelihood
） 」 、 「可能性（
possibility） 」 、 「疑い（
suspicion
） 」にすぎないような場合には、
当該退職被用者に対する保護はかなり薄いも にな 被用者の競業行為 対して差止めを命じることは認められない。この点、不可避的開示の法理は、真 開示が 可避 ある場合にだけ、その適用が限定されるべきであろう。とはいえ
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不可避性を証明するために要求される蓋然性の程度ないしその度合いについては、不可避性について統一された定義づけがないことから、裁判所によってそのとらえ方はまちまちである。すなわち、一方で、不可避的開示について高度の蓋然性を要求する裁判
例（
8
6）がある。しかし、そうした裁判例であっても、競業他社から転職の誘いを受けた以前の被用者
（被告）が、トレード・シークレットの情報を身に付けているということだけであって 何かそれ以上のものがなければ、不可避的開示の法理の適用は正当化されないとする裁判例があ
る（
8
7）。したがって、原告としては、情報の開示が真に
不可避であることを証明しなければならな
い（
8
8）。しかし、他方で、情報開示の不可避性を認定するには、開示の実質的可
能性を必要とす にすぎないとする裁判例があ
る（
8
9）。さらに、情報の開示が不可避か否かを判断する際に、色々と異なっ
た要因を考慮することが求められ
る（
9
0）。すなわち、①リスクにさらされるトレード・シークレットの性質、②新しい使用
者が競業他社であるか否か、③退職被用者の新た 職務内容とか、退職被用者 率直さ、④秘密保持契約または競業禁止契約の有無、⑤他者のトレード・シークレットの意図的な開示を防止す ため新しい使用者によってとられる措置などが、考慮要因として挙げられ
る（
9
1）。
 
 
第三の退職被用者には誠実であることが求められるか否かについて、第七巡回区控訴裁判所ペプシコ社事件判決の見
解の理解は裁判所によって異なっている。すなわち、一方で、不可避的開示 一要素として、不誠実さをとらえる裁判例がある。他方で、競業行為に対して差止めを命じる際 要因として不誠実 を考慮す すぎな 裁判例があ
る（
9
2）。
この点、不誠実さ 、不可避的開示の法理 適用に必要な要素であ か、それとも差止命令による救済を認める諸要因の一つの要素にすぎないのかどうかについては、前述のペプシコ社事件 決からは明らかではな
い（
9
3）。この点、むしろ
情報の開示が真に 可避の段階に至っていると言え 場合 は、かえって被用者の誠実さ（善意） 関係ないとす のが多くの裁判例の立場であるとされ
る（
9
4）。
 
193 
 
３
 
ペプシコ社事件判決以後の不可避的開示の法理の展開
 
 
一九九五年のペプシコ社事件判決以降、不可避的開示の法理は、いくつかの理由から用いられることが多くなってき
た。その理由の一つとして、統一トレード・シークレット法の採択に伴って、トレード・シークレットの定義が拡大され、トレード・シークレットに対する不正行為のおそれに対しても差止命令が認められる結果、トレード・シークレット法が適用される範囲が拡大され、現実の 証明がない場合でも、救済 ようになったことが挙げられ
る（
9
5）。その背景として、情報技術（ＩＴ）の飛躍的発展によるアメリカにおける経済ないし事業経営の性質の大きな
変化がある。
 
 
しかしながら、ペプシコ社事件判決以降も、アメリカにおいて不可避的開示の法理をめぐっては、論争が絶えない。
すなわち、すべての裁判所が、衡平法上の正当な救済手段として、同法理を認めているわけではな
い（
9
6）。また、不可避的
開示という概念を認める 例の中にも、同法理が適用されるために どのよう 要素がなければならないのかをめぐって見解は統一されていない。この点、情報開示の不可避性にだけ焦点を当てる裁判例がある一方で、被告側の不誠実や率直さを欠くこと またはトレード・シークレット保有者 回復不可能な損害を与えることの証明のような要因を考慮する裁判例があ
る（
9
7）。いずれにせよ、不可避的開示の法理を適用することは、商道徳やイノベーションの促進という公
益の保護には貢献するが、アメリカの裁判所によって伝統的に支持され、また保護され きた被用者の職業選択の自由（転職 自由）や流動性を損ねるものにほかならな
い（
9
8）。
 
  
 
五
 
競業禁止契約がない場合の不可避的開示の法理の適用
 
 
以上のような不可避的開示の法理は、被用者の権利と使用者のトレード・シークレットの保護との間でバランスを取
るという難しい問題をはらんでいる。 なわち、被用者には、自己 選択する職場で身に付けた知識、技能、経験など
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を実践することによって、自己のキャリアを形成、維持、向上させる権利が支持される一方で、使用者（企業）には、トレード・シークレットの不正行為からの保護が認められなければならない。 とりわけ、 どのような理由があるにせよ被用者が競業禁止契約に署名をしなかった場合に、トレード・シークレットの不可避的開示の法理を適用することは、バランスを取ることに一層の困難が伴
う（
9
9）。この点、差し迫った不正行為の証拠があれば、被用者が選択する使用者に就
労することを禁止するために不可避的開示の法理を用いることができるかどうかである。換言すれば 不可避的開示と差止命令との関係について、不可避的開示は差止めを命じることについて、競業禁止契約とはまったく別個、独立の手段であるのかどうかであ 。
 
 
ところで、国家社会の公共の利益の問題として、アメリカの労働者が職業を変える権利は、従来から是認されてきた
ところである。もとより、自己の被用者に内密 価値のある知識・情報を知らせた使用者は競業他社に秘密情報を使うことに対して保護されてしかるべきであるが、使用者の最も価値のある秘密 身 付けた被用者は専門分野に優れ 能力を発揮するのに適してもいる。この点、公益性の観点からは 社会 流動化 伴って 仕事 ら仕事へ、人材 移動することに関心が持たれる。 なわち、専門分野に優れた能力を身に付けた被 者には、職場から職場へ、また企業から企業へ、さら 、産業構造の中で、転職や昇進へ向けて移動するため、流動性が必要ともされる。専門分野に優れた能力を発揮する被用者には、転職に伴って、自ら獲得し 知識、技能、経験 どを発揮す 正当な機会が与えられ ければならな
い（1
0
0）。
 
 
こうして、被用者に
は、専門分野に優れた能力を発揮し、自己のキャリアの形成、維持、向上が認められなければな
らない一方で、価値のある情報を内密に被用者に開示した使用者には 被用者が転職する場合、競業他社に自らのトレード・シークレット 使用または開示することから保護され ことによって 企業のイノベーションや発明が促進されなければならない。しかしながら トレード・シークレットに対する使用者の権利は、被用者の権利 犠牲 うえに立
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って、是認されるべきではないことは言うまでもな
い（1
0
1）。
 
 
競業禁止契約が締結されていない場合でも、不可避的開示の法理を適用することは、競業制限の合意を得ることがで
きない使用者に利益をもたらすものであって、被用者の流動性を阻害するものにほかならない。この点、トレード・シークレット法は、特許を受けない製品 製造や販売の自由かつオープンな競争を維持する一方で、商業上の道徳基準を保護し、発明やイノベーションを奨励するものであり、使用者のトレ ド・シークレットの保護を求める、そ 同じ法が、退職労働者が生計を営むことを妨げるものであって ならな
い（1
0
2）。
 
 
アメリカの裁判所は従来から、いわば事後的に（
ex post facto）競業禁止契約を得させるような、トレード・シーク
レットに対する不正行為の主張を使用者に認めることには消極的であった。 この点、 先に述べたペプシコ社事件判決は、トレード・シークレットに依存せざるを得なくなるであろうという意味 不可避性 問題と、不可避的開示の法理を結びつけて考えることによって
、雇用関係終了後に、被用者が以前の使用者と競業しないことを合意する競業禁止契約が
締結されていない労使関係においても、トレード・シークレット 対する不正行為および不可避的開示の法理を適用したことに、大きな特徴 認められ
る（1
0
3）。
 
 
ペプシコ社事件判決以降、トレード・シークレットの不可避的開示の法理について多くの見解が公表されてき
た（1
0
4）。
しかし、その一般的な結論としては、不可避的開示の法理が広範に適用され らば、司法上競業禁止契約を設けたのと同じ結果になりうるというこ であっ
た（1
0
5）。さらに、もし裁判所が、トレード・シークレットに対する不正行為事件
へ何の制約もなく、安易に不可避的開示の法理を適用するならば、多くの産業において経済成長のもととなる被用者の移動や一般的知識・情報の広がりが阻
害され、それらが萎縮する結果になると思われる。これらの諸要因は、多くの産
業が効率よく経済的に機能するためには、大きな比重を占めている。このようにして、裁判所は、競業禁止契約が結ばれていない事例に対して、 トレード・シークレットの不可避的開示 理 適 する場合、 被用者に禁止を命じる前に、
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単に不正行為が避けられないだけではなく、実際にそのおそれがあると判断してきたわけであ
る（1
0
6）。
 
 
この点、前述したペ
プシコ社事件判決においても、同社が保護することを求めた情報にはトレード・シークレットが
含まれていたか否かを判断した後に、裁判所は、退職するに至った被告の行為を議論するに及んだことが想起される。すなわち、クエーカー社でのポストを受け入れた後に 被告は、ペプシコ社 マネージャーやその他の同僚に、誘いを受諾をしなかった旨を知らせた。さ に、被告は、クエーカー社での新しい職責について、証言の中で明確に述べなかった。これらの諸要因に照らして、被告が約束したように たとえペプシコ社のトレード・シークレットを開示しないとしても、 被告 行動およびクエーカー社のリクルターに対する行動は、 を安心させるものではなかった旨裁判所は述べた。 たが て、厳密に言えば、裁判所は同事件において、純粋に不可避的開示の法理を適用し と言うより、むしろトレード・シークレットの不正行為が生じる徴候をとらえて、それらを判決 より所としたと言える。それゆえに ペプシコ社事件判決それ自体は、競業禁止契約がない場合に差止めが命じ れる めには、単に開示が不可避であること以上のものが必要であること 示したわけであ
る（1
0
7）。
 
 
以上のように、ペプシコ社事件判決は、不可避的開示の法理は差止めを命じる独立した手段である旨判示したが、ペ
プシコ社事件判決に沿ったとらえ方 する裁判例 して、例 メル 社対リオン事件判
決（1
0
8）やダブルクリック社対
ヘンダーソン
決（1
0
9）が挙げられる。この二つの事件とも、競業禁止契約がない場合に差止命令は認められるか否か
に関係しているが、 裁判所はトレード・シークレットの不可避的開示の法理の拡大適用 慎重な立場を堅持した点が注目され
る（1
1
0）。
 
 
すなわち、まず第一に、メルク社事件においては、原告会社には暫定的差止めが命じられる権利がある旨判示された
が、裁判所は、人が生計を営むことを妨げる差止命
令を認めることには消極的であると述べることによって、その判決
に制限を設けた。さらに、裁判所は、競業的な就労を一緒に阻止す 幅広い差止命令を認めるためには、裁判所（ノー
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ス・キャロライナ州）としては、より狭く限定された救済は、被用者の以前と現在のポストの類似性の程度や、当該情報の価値に基づくものである一方で 不誠実、または取引の不当性、競争相手がそれ相応の知識や実績を持っていないという証明が求められるとし
た（1
1
1）。
 
 
こうした原則的考えを本件メルク社事件の事案に当てはめて、被告が競業他社へ行く予定であるかどうか、原告会社
から当初尋ねられたときに、被告は製薬業界以外で、二 三の転職の機会を考えていると応答したことが重要である、と認定された。また、その二、三週間後に、同じ問題に対して、被告は同じ返答をした。その結果、同人は原告会社に対して虚偽を述べたように思われる。なぜならば、もし被告が退職し、競業他社に就労するならば、被告が受け取る資格がなかったはずの大きな利益を一括して得よう いたからであ
る（1
1
2）。
 
 
右のような事案に対して、裁判所は、必ずしも被告が競業他社に就労することを完全に阻止するものではなく、狭く
限定された差止めを命じた。つ り 差止命令によって 被告は、一、二年 間、一つの製品につ て限られた範囲で働くことが阻 されたにすぎな
い（1
1
3）。こうして、本件裁判所は、いかにも不可避
的開示の法理を判決のより所とし
たように見られる 、実際のところは、情報を開示しないとい 被告の約束が誠実さに欠けるがゆえ 不正行為のおそれに基づいて、差止命令が 容 ものである ほかならない。
 
 
また、第二に、ダブルクリック社事件は、二人の被用者が競業他社を立ち上げるために以前の使用者のトレード・シ
ークレットの不正使用に対して訴えら 事案である。裁判所は本件において、不誠実さの徴候 ついて触れている。本件二人の被告 うちの一人だけ 競業禁止契約に署名していたにすぎないが、裁判所の見解では、それらはとくに区別されなかった。本件被告らは 原告会社のトレード・シークレットのい つかをすでに不正使用し 将来的にも積極的にそうするように思われた。これに対して、本件裁判所によれば 二人 被告の内の一人 コンピューター上で見つけられた記録には、原告会社のマージン つい の議論が含まれている、 いうことであった。また 同被告のコンピ
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ューターには、同社のマージンは高すぎることを原告会社の最大の顧客に告げる案が含まれ、被告らは、少なくとも、以前の使用者 対して競争するような情報を用いることを意図していたことが示されていた。また、裁判所は本件判決において、単にトレード・シークレットの不可避的開示の法理だけをより所とするのではなく、被告らが一定の期間、原告会社と競業することを阻止する差止命令を認め ため、不正行為 おそれがあるとしたのであ
る（1
1
4）。
 
 
以上、ペプシコ社事伴判決のみならず、右の二つの事伴判決からも明らかなように、競業禁止契約がない場合、裁判
所は、不可避的同示 法理だけに基づいて差止命令を認めることには消極
的であった。むしろ、裁判所は、トレード・
シークレットに対する不正行為が単 「不可避的」であるという だけではなく、 以上のも をあらわす、例えば、①ポストの類似性、②現在の使用者（企業）と以前の使用者（企業）と 間の競業関係、③使用者 開示に対 る積極性などのような証拠を求めたと言える。その際に裁判所は、同法理の適用の拡大に対する批判に配慮して、使用者の専門的職業を選択する権利と使用者のトレード・シークレットを含む知的財産権との間で鋭意バランスを っ きたと言え
る（
1
1）。もとより、不可避的開示の法理が使用者の職業選択の自由（転職の自由）に反する場合にはその適用を制限
することに躊躇してはならないが、その判断が恣意 わたらないようにするため、どのような事情を考慮すべきか ついてさらに具体的な指針の策定が必要とされる。
 
  
 
六
 
おわりに
 
 
以上、広く知られているように、不可避的開示の法理は、トレード・シークレットの差し迫った開示ないしはそのお
それに対して、アメリカの統一トレード・シークレット法の禁止規定に、その法的被拠を置いている。しかし、同法理の形成と発展は、決して平坦な道を歩んできたものではなかったことはすでに見てきた おり 。不可避的開示法理は、被用者の職業選択の自由（転職の自由）や雇用 流動 への関心からトレード・シークレットの保護へ 関心のありかが移り変わっ きた。しかしながら、アメリカの裁判所は、トレード・シ クレットの保護へ重点を完全に移
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しかわけではなく、同法埋かより明確になり、それが適用される要件がさらに厳密に検討されるのでなければ、濫訴の危険を伴うものである。その結果として、使用者（企業）のトレード・シークレット保護に名を借りて、専門分野に優れた能力 発揮する被用者のキャリアの形成、維持 向上の機会が奪われかねない。
 
 
確かに、使用者（企業）のトレード・シークレットの保護が求められる一方で、被用者には自己のスキル、知識など
を用いて生計を営む権利が認められなければならない。この点、不可避的開示の法理には、被用者の退職の自由に制限を加えることによって転職を躊躇させる側面がある。それのみならず、同法理が形式的、一律に安易に適用されるならば、通常、競業禁止契約または秘密保持契約が履行強制されるためには、一般に、期間、場所、職業など ついて一定の条件を満たさなければならないにもかかわらず、これまでのように、使用者（企業）が競業禁止契約または秘密保持契約などの契約措置を ることなく、結果として、 トレード・シークレットが保護されることに る すなわち、不可避的開示 法理は、とく 、競業禁止契約がない場合に、それの代替機能を果たすものであ 。このよう して、同法理は、トレード・シークレット保護の措置を怠って た使用者（企業） 、頼みの綱を与えるも にほかな ず、怠慢な使用者はかえって不可避的開示の法理によって安全弁を得るに等しい。これは トレード・シークレットを保護するために事前に契約措置 とらなかっ 不備を糊塗 ものであって 専門分野 優れた能力を発揮する被用者 転職やキャリアの形成 維持、向上に支障を来すこと なりかねない
 
 
このようにみてくると、不可避的開示の法理の適用をいかに合理的な範囲内に抑制すべきかという問題が生じるが、
同法理は、ごくまれ 例 その適用 限定すべきであろう。同法理は、使用者（企業）が特定 ト ード・シークレットを保有する一方で、専門分野に優れた能力を発揮する被用者が
トレード・シークレットを開示せざるを得ないよう
な、互いに厳しくしのぎを削り合う競業他社に直接転職 図 よう 場合に、正当性を見出すことができる。ど ような形であれ、競業他社へ 就労を阻止する差止命令を得 ため 同法理を適用することは、専門分野に優 た能力を発揮する被用者の権利の侵害の犠牲 上に立って使 者（企業）の レード・シークレット保護を図ろうとす も
200 
 
ほかならない。よって、退職被用者が不誠実であって、真に情報の開示が避けられない場合にのみ、差止めが命じられるにすぎ
い（1
1
6）。
 
 注
 
(
1) 
企業の持つ人的経営資源の経済的価値の高まりの背景には、経済のグローバル化やインターネットの拡大などによって世界がグ
ローバル競争の時代に入り、バイオテクノロジーやナノテクノロジーなどの先端産業に限らず、さまざまな産業分野において競争が激化するに伴って、それが国内企業レベルでの以前にも増した厳しい競争を生み出す、企業を取り巻く経営環境の劇的変化という事情がある。こうした経営環境の激変の時代の中で企業を持続的に成長発展させるための共通の取り組みとして「イノベーション」がある。 「革新」 、 「刷新」にほかならない。そのためには、個別企業において人事制度の改革のみならず、企業そのもののあり方を常に見直していくことが不可欠であると思われる
 
(
2) 
この点、特許法に基づいて「営業秘密」の保護をはかることについて、現行特許法は第二条において、 「自然法則を利用した技術
的思想の創作のうち高度のもの をその保護の対象にしてい から、まず、技術上の「営業秘密」の中に保護の対象と ないもの（例えば、技術的ノウハウ）がある。また、営業
上の情報は、すべて保護の対象になっていない。さらに、特許制度は、排他的
権利を与える代わりに公開を義務づけていることなどから、競業他社にヒントを与えてしまうなどの理由から、必ずしも特許制度によることが適切であるとは限らない場合があ （通商産業省知的財産政策室『営業秘密・逐条解説・改正不正競争防止法』 （有斐閣、一九九〇年、一四五頁を参照） 。なお、近年 例えば、 「液晶」など、最先端の技術について、特許を基本的に出願しないでブラックボックス化して守る企業も現れてきている（柳原一夫・大久保隆弘『シャープの「ストック型」経営』 （ダイヤモンド社、二〇〇四年 七七頁以下） 。
 
(
3) 
したがって、 持続的に成長発展を遂げる源泉として、 多数の知識、 情報を抱える企業が、 「営業秘密」 に対して厳格な管理を施し、
被用者の服務規律などの徹底をはかるのは当然のこと ように思われる。し し 技術や知識・情報の重要性が増大する一方で、人材の流動化が激しくなることによって 「営業秘密」をめぐ 紛争 増大 予想される。 ぜならば、こうした技術、知識・情報などはすべて企業で働き、退職、転職す 被用者の身に宿 で からである。しかし、被用者が職務上財産的に価値のある「営業秘密」を開発したような場合 そうした「営 秘密」は、そもそも誰 ものか その帰属問題 ついて 「営業秘密 に
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対する不正行為からの保護を目的とする不正競争防止法は何ら具体的な定めを置いていない。
 
(
4) 
わが国政府は、知的財産立国を標榜し、それを国家戦略とする「知的財産戦略大綱」において「営業秘密」は、特許権や著作権
などの権利とともに、知的財産権の一つ して位置づけられており、国際競争力の源泉とされて る。そして、この大綱に基づいて制定された知的財産基本法は第二条において、 「知的財産」
とは、 「営業秘密その他の事業活動に有用な技術上又は営業上の情報
をいう」と定義している。
 
(
5) 
「営業秘密」を保護するために秘密保持契約または競業避止契約を労使の間で締結することは、基本的には契約自由の原則に委
ねられて るため、一般的には公序良俗（民法第九〇条）に違反しない限り、 「営業秘密」の秘密保持義務、競業避止義務について契約することは自由である。が、しかし、これら 契約のうち、とくに競業避止契約をより所とする場合には 退職被用者の就業活動を直接的に制限するおそれがあるため、競業避止契約の有効性をめぐっては 競業の制限が合理的な範囲を超えないようにしなければな ない。この点、例えば、裁判所はフォセコ・ジャパン・リミテッド事件（奈良地判昭四五・十・二三判時六二四号、七八頁）において、 「制限 期間・場所 範囲・制限の対象となる職種の範囲・代償の有無などについて、会社側の利益（営業秘密の保護） 、退職する社員の不利益（転職・再就職の不自由および社会的利害（独占集中のおそれ それに伴う一般消費者の利害）の三つの視点に立って慎重に検討し ければならない」と判示した。他方、例えば 東京リーガルマインド事件判決（東京地判
平
成七・十・十六判時一五五六号、八三頁）に いては 「会社の役員との間で締結された退職後二年間の競業避止義務を定める特約について、 監査役であ た者との特約については、 職務との関係で競業行為を禁止 こ の合理的な理由が疎明されておらず、競業行為の禁止される場所の制限がないなど、目的達成のために執られている競業行為 禁止措 内容が必要最小限度であるとはいえず、右競業行為禁止により受ける不利益に対 十分な代償措置を執っているとも えないから、公序良俗に反して無効であるが、代表取締役であった者と 特約につ て
は、会社の営業秘密を取り扱い得る地位にあったものといえるから、有効である」
とされた。
 
ちなみに、本来、競業避止義務と秘密保持義務は概念的には異なるものであるし、別個に考察の対象とされる。しかし、知識、
技術が高度に発達した今日 経営環境のも で、企業の保有する「営業秘密」を かに 保護すべきか いう視点からは、両者は、分かちがたく絡み合っている。両者は、契約の種類こそ異な が、使用者（企業）がこ 義務 被用者 負わせることによって、企業に経済的な利益をもたらす営業上の秘密を保護 と 同じ目的を目指し
ている点で共通している。しかし、競業
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避止契約は、直接的に被用者の転職を制限する効果をもたらし、通常の職業活動を通じて生計を成り立たせる権利に直接的に制限を加えるものであることから、競業避止契約の締結による「営業秘密」保護のあり方の検討がより強く求められ ところである。したがって、 「営業秘密」の保護と秘密保持契約との関係、その他に特許権、著作権などの知的財産権との関係については、本稿に必要な限度で触れるにとどめる。
 
(
6) 
この点、学説は、従来から、被用者が雇用関係継続中に知りえた使用者の業務上や技術上の秘密
を不当に利用してはならないと
いう義務は、雇用関係の終了後も信義則上の義務として存続しうるという考え方（我妻栄『債権各論（中）二』 （有斐閣、一九六二年）五六八―五六九頁 後藤清『転職の自由と企業秘密の防衛』 （有斐閣、一九七四年）三三頁、盛岡一夫「営業秘密の保護」 『法律のひろば』四〇巻一一号（一九八七年）四二頁以下、拙稿「労働者 退職後における競業禁止に関する契約」中川淳先生還暦祝賀論集『民事責任の現代的課題』 （世界思想社、一九八九年）四四九頁以下、など）と、労働関係終了後は労働契約の付随義務としての秘密保持義務も終了すると解する見解（三島宗彦「労働者・使用者 権利義務」 『新 法講座七』 （日本労働法学会、一九六六年）一三九頁以下、山口俊夫「労働者の競業避止 務」石井照久先生追悼論集『労働法の諸問題』 （勁草書房、一九七四年）四〇九頁、和田肇「労働市場 流動化と労働者 守秘義務 『ジュリスト』九六二号（一九九〇年）五二頁以下、川田琢之「競業避止義務」 『講座
21世紀の労働法
(4)』 （日本労働法学会、二〇〇〇年）三三頁、土田道夫「競業避止義務と秘密保持義務の関係につ
いて」中嶋士元也先生還暦記念論集『労働関係法の現代的展開』 （信山社、二〇〇 年）一八九頁 小畑史子「退職した労働者競業規制」 『ジュリスト』一〇六六号（一九九五年） 一九頁、菅野一夫『 法〔第七版補正二版〕 』 （弘文堂、二〇〇七年）六八頁、など）が対立していた。しかしながら、被用者の競業避止義務について、こ 義務 あまり広く認めると、被用者であった者の経済的・社会的活動を不当に妨げることになることから、雇用関係終了後 競業避止義務については 雇用契約に伴って特約された場合にのみ、しかも合理的な範囲で認めることにし ければならない 説かれてきた（我妻・前掲五九五） 。また、被用者退職後の競業行為の差止めについ 裁判例は、退職労働者の職業選択 自由を 制限するも であるから、期間、活動 範囲などを明確にした競業制限の特約が存在し、かつその制限の必要性 範囲に照 して当該特約が公序良俗に反しない場合に、それを根拠に与えるとするもの（例えば、前掲フォセコ・ジャパン・リミテッド事件、七八頁 と、否定するもの（例えば、前掲東京リーガルマインド事件判決、八三頁）に大きく分かれる。
 
 
 
 
一方、わが国の不正競争防止法は第二条第一項七号において、 「営業秘密」を保有する使用者（企業）から「営業秘密」を開示
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された場合に、その被用者などが不正の競業その他の不正の利益を得る目的または使用者（企業）に損害を加える目的で、その「営業秘密」を使用または開示する行為を「不正 争」としている。したがって、競業避止契約を締結することによって使用または開示の制限が課されていなくても、右のような目的で「営業秘密」の使用または開示が行われるならば、信義則に違反するものとして、差止めの対象とされる（同法第三条、なお、前掲通商産 省知的財産政策室、一四五頁） 、また、経済産業省知的財産政策室『逐条解説・改正不正競争防止法〔平成一六―一七年改正版〕 』 （有斐閣、二〇〇五年）六二頁以下。
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einstein, Revisiting the Inevitability D
octrine : W
hen Can a Form
er Em
ployee W
ho Never Signed a Non-Com
pete Agreem
ent 
nor Threatened to U
se or D
isclose Trade Secrets Be Prohibited from
 W
orking for a C
om
petitor?, 21A
M
. J. TR
IA
L A
D
V
O
C
. 211, 212( 1997
) . 
(
49) 
Id. at 218-19. See M
iller, supra note 25, at 248. 
(
50) 
G
odfrey, supra note 30, at 168. 
(
51) 
Eastm
an K
odak Co. v. Pow
ers Film
 Products, Inc., 179 N
. Y. S. 325, 330 (N
. Y. A
pp. D
iv. 1919). なお、
Susan W
haley, Com
m
ent, The 
Inevitable D
isaster of Inevitable D
isclosure, 67 U
. C
IN
. L. REV
 809, 812, 820 (1999). 不可避的開示の法理に関する初期の裁判例につい
て議論されている。
Id. at 812. 
(
52) 
Eastm
an K
odak Co., 179 N
. Y. S. at 327. 本件控訴裁判所の指摘によれば、被告会社の目的は、原告企業からこの種の仕事に経験の
ある被用者らを自社に引き抜き、それによって、新たな製造事業を起ち上げることであったことは明らかであるということであるId. at 328. 
(
53) 
Id. at 327. 本件裁判所によれば、フィルムの製造過程では十分に秘密の保持がなされ、 原告会社にとっては十分に価値があるとい
うことを、原告は立証したということであった。
Id. また、原告会社と被告との間の競業禁止契約では、雇用関係終了後二年間、
被告は直接にも間接にも、製造、販売、または被用者などとして、アラスカ州を除く合衆国内において、写真業に従事してはならない旨定められていた。また、被告との秘密保持契約では、原告会社によって用いられるいかなる製造工程または方法につき、被告在職中に習得しうるいかなる知識または情報（トレ
ード・シークレット）も、口頭であれ書面であれ、いかなる者に対しても開
示してはならない旨、明文化されてていた。
Id. 
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(
54) 
Id. 
(
55) 
Id. 
(
56) 
Id. 裁判所の認定によれば、被告は将来の使用者（企業）のもとでの職務の遂行過程においては、以前の使用者に対して忠誠を
尽くすことはできないということであった。
Id. at 330. そして、結局、本件では、被用者は競業他社に就労することを禁止された。
本件裁判所の認定によれば、トレード・シークレットの使用または開示に対する差止めでは十分ではないとして、競業行為に対して差止めを認めた。パワーズ社での職務を遂行する過程において被告は、コダック社のトレード・シークレットのうちのいくつかを必ず開示することにならざるを得ないから る。
Id. 
(
57) 
B
. F. G
oodrich C
o. v. W
ohlgem
uth, 192 N
. E. 2d 99 (O
hio C
t A
pp.1963). B. F. グッドリッチ社事件判決は、競業禁止契約とは別に、ト
レード・シークレットの不可避的開示は差止命令による救済の法的根拠たりうることを認めるが、不可避的開示という言葉を用いて、差止命令を実際に が めたのは、
A
llis- Chalm
ers M
anufacturing Co. v. C
ontinental Aviation and Engineering Corp, 255F. Supp. 
645 (E. D
. M
ich. 1966) 事件であるとされる。
Jam
es J. M
ulcahy and Joy M
. Tassin, IS PEPSIC
O
 TH
E C
H
O
IC
E O
F TH
E N
EXT 
G
EN
ERATIO
N
:TH
E IN
EVITABLE D
ISC
LO
SU
RE D
O
C
TRIN
E AN
D
 ITS PLAC
E IN
 N
EW
 YO
RK
. JU
RISPRU
D
EN
C
E, 21 H
ofstra Lab. &
 Em
p. 
L. J. 233 (2003) 参照。
 
(
58) 
Id. at 101-04. トレード・シークレットが存在する旨の判断を下す際に、本件裁判所は、不法行為リステイトメント
 (Restatem
ent of 
torts 757 cm
t. e, 1939) をより所として、
B
. F. グッドリッチ社が保護を求めた情報は、エンジニア、科学者、技術者のような少数の
人々に限定された秘密として十分であるとした。
Id. at 104. 
(
59) 
Id. at 105. 情報開示のおそれがある旨を判断する際に、いくつかの要因、例えば、会社や職務の類似性、被告がラテックス社のチ
ームの一員 なれば、与圧服の仕事につい すべての知識を用いることを期待されると述べた事実などが裁判所により考慮された。Id. at 104. 
(
60) 
E. I. duPont de N
em
ours &
 Co. v. A
m
erican Potash &
 Chem
icaI Corp, 200 A
. 2d 428 (D
e1. Ch. 1964). Id. at 432, 435-36. 
(
61) 
Id. at 430. 本件裁判所によれば、被告（被用者）は問題の工程の研究開発に六年以上従事し、その当時原告に雇われている者と同
じように、原告の製造工程についてよく知っているということであった。
Id. at 434. 
(
62) 
Id. at 431. 注目すべきは、被告は退職の際に、第三 の事前の承諾書なく、第三者の財産的に価値のある、または秘密の情報、デ
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ーター、開発、またはトレード・シークレットであると知る、いかなる情報も開示しない、と定める被告会社との雇用契約書に署名していたことである。
Id. 
(
63) 
本件裁判所は判決に当たり、問題の情報の価値や秘密性については申し分ないものであるとし、原告は本件製造物について、保
護に必要な対応をとり、秘密情報に万全を期しており、これらの秘密情報の開示は被告会社にとって価値があ ものであり、原告会社に計り知れな 損害を与え であろうとした。
Id. at 432. 
(
64) 
Id. at 430-32. 
(
65) 
Id. at 435-36.「不可避的開示」と「おそれ」や、誠意がないこと、つまり「不誠実」の関係について、
B. F. グッドリッチ社事件
判決では、被告がトレード・シークレットを開示することがラテックス社に利益をもたらす らば、そうするであろうという発言は、 「おそれ」として解釈することが可能な「不誠実」 いう結果になるということが認められた。しかし、本件裁判所は、原告会社が密接に関係するトレード・シ クレットが関わっている可能性を被告が認めるならば、被告は制限されていないモノの使用にとどめるであろうとした。すなわち、被告の誠実さ、つまり、意図された行為が不法あるいは以前の使用者に有害では と確信して行為することについて、裁判所は、 「おそれ」の可能性と言うより、被告がトレード・シークレットを開示することが不可避であることをより所とした。
Id. at 435. 
(
66) 
PepsiC
o, Inc. v. R
edm
ond, 54 F. 3d 1262 (7th Cir 1995). ちなみに、競業禁止契約がないにもかかわらず、トレード・シークレットの
不可避的開示を
阻止する差止命令に対して、前述した諸事件の理由付を用いる、ペプシコ社事件判決以前の事例の一つを代表する
ものとして、
N
ational Starch and C
hem
ical Corp. v. Parker Chem
icaI C
orp, 530A
. 2d 31 (N
. J. Super. C
t. A
pp.D
iv.1987) がある。
 
(
67) 
PepsiC
o, Inc. v. R
edm
ond, 54 F. 3d 1262, 1263 (7th C
ir. 1995). 
(
68) 
Id. もし仮に被告が、競業他社の
雇用の申し出を受け入れるならば、ペプシコ社のマネージャーである被用者（被告）は、その
競業他社にトレード・シークレットを不可避的に開示することに るであろう ということを立証 た。よって、イリノイ州のトレード・シークレット法
 (Illinois Trade Secret A
ct : ITSA
) のもとで、暫定的差止命令による救済が認められた。
Id. at 1262. 
(
69) 
Id. at 1263-64. 
(
70) 
See Id. at 1264. これらの被告の同僚には、ペプシコ社のチーフ・エグゼクティブ・オフィサー、チーフ・オペレーティング・オ
フィサー、直属の上司が含まれていた。
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(
71) 
Id. at 1271. 
(
72) 
See Id. at 1264-65. 
(
73) 
See Id. at 1265. 価格構成には、販売経路、パッケージ・サイズその他に製品やその対象となる顧客の特徴についてオール・スポ
ーツやニューエージ向けの達成目標が含まれていた。
 
(
74) 
See Id. at 1266. 
(
75) 
See Id. 裁判所の指摘によれば、当該既存のプランは、配送の合意や二頁にわたる契約にすぎない基本的なプランであるが、そう
した基本プランが完全に実施されるには、被告の専門的知識が必要とされるものであった。
See Id. 
(
76) 
 See Id. at 1267. 
(
77) 
Illinois Trade Secrets A
ct, 765 ILL. C
O
M
P. STAT. A
N
N
. 1065/1-9 (W
est 1994). ぺプシコ社事件判決の当時、 不正行為のおそれを構成す
るものは何かを定義する裁判例はほとんどなかった。 しかし、 本件裁判所は、
Teradyne, Inc. v. C
lear C
om
m
unications Corp., 707 F. Supp. 
353, 356 (N
. D
. Ill. 1989) 事件を考慮した。なお、テラダイン社事件では、不正行為のおそれについて、イリノイ州法のもとでは、
トレード・シークレットの不可避的かつ直接の使用の高度の蓋然性が認定されるならば、イリノイ州法のもとでは差止めは可能と判示されていた。
See PepsiC
o, 54 F. 3d at 1268. 
(
78) 
Id. at 1269. ここでは、
Teradyne, Inc. v. C
lear C
om
m
unications C
orp., 707 F. Supp. 353, 356 (N
.D
. Ill. 1989) 事件と
A
M
P, Inc. v. 
Fleischhacker, 823 F. 2d 1199 (7th C
ir. 1987) 事件とが区別されている。
 
(
79) 
See id. at 1270. 
(
80) 
See id. at 1271. 
(
81) 
PepsiC
o Inc., 54 F. 3d at 1266-67. 
(
82) 
PepsiC
o Inc., 54 F 3d at 1269-71. G
odfrey, supra note 30, at 171. 
(
83) 
See Johannna L. Edelstein, N
ote, Intellectual Slavery? : The doctrine of Inevitable D
isclosure of Trade Secrets, 26 G
O
LD
EN
 G
ATE U
. L. 
R
EV. 717, 718 (1996). See M
iller supra note 25, at 253. 
(
84) 
Sheinfeld &
 C
how, supra note 47, at 383-85. ペプシコ社事件判決は、あくまでも、個別具体的な紛争に対する個別具体的な解決を示
したものであって、同様の事件の先例として、不可避的開示の法理を一般化することは危険である。また、
See Edelstein, supra note 
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83, at 226-27. 
(
85) 
G
odfrey, supra note 30, at 174. Int'l B
us. M
ach. Corp. v. Seagate Tech., Inc., 941F. Supp. 98, 101 (D
. M
inn.1992). 本件判決では、原告は不
可避的開示について高度の蓋然性を示さなければならないとする。
Linda K
. Stevens, Spesial Litigation Issues Pertaining to Trade 
Secrets, 719 PLI/Pat 197, 210 (2002). スティーヴンスによれば、不可避的開示の法理を適用する裁判例の中には、開示が文字どおり
不可避である場合 のみ、同法理を適用することを明白にする裁判例があるとする。
Id. at 221-22. 
(
86) 
B
ridgestone/Firestone Inc. v. Lockhart, 5F. Supp. 2d 667, 682 (S. D
. Ind.1998). 本件裁判所は、開示の見込みでは、不可避のレベルには
達していないとす 。
M
arietta Corp. v. Fairhurst, 754N
. Y. S. 2d 62, 65 (2003). 本件控訴裁判所は、以前の被用者が意図的にトレード・
シークレット情報を開示することを証明する証拠がない 理由 、第一審地方裁判所の暫定的差止命令を覆した。
Id. 
(
87) 
PepsiC
o Inc. v. R
edm
ond, 54 F. 3d 1262. 先に述べたように、
Teradyne Inc. v. C
lear C
om
m
unications Corp., 707F. Supp. 353 (N
. D
. Ill. 
1989) が引き合いに出されている。テラダイン事件では、退職被用者が原告の事業経営を知り、同じ分野で仕事に就くということ
から、直ちに差し迫ったないし不正行為のおそれというという主張が有効となるものではないとする。なお、
A
bbott Labs v. Chiron 
C
orp., N
o. 97-C
 0519, 1997 W
L 208369, at 3 (N
. D
. Ill. A
pr, 23, 1997). Superior C
onsultant Co. Inc. v. B
ailey, N
o. C
IV. A
. 3 : 02 C
V
 2110-D
, 
2000 W
L 1279161, at 11 (E. D
. M
ich. A
ug. 22, 2000) 参照。
 
(
88) 
U
niversal H
osp. Services, Inc. v. H
enderson, N
o. C
IV
 02-951, 2002 W
L 1023147, at 4 (D
. M
inn. M
ay 20, 2002). 本件では、トレード・シ
ークレットを身に付けていることや類似のポストに就く うことをより所として、被告が競業他社で雇われ ことを禁止する差止めの中立は認められなかった。
 
(
89) 
La C
alhene, Inc. v. Spolyar, 938F Supp. 523, 531 (W
. D
. W
is. 1996). 本件では、原告会社のトレード・シークレットについて詳細な知
識・情報を身に付けた以前の被用者が競業他社に就労 、 レード・シークレット情報に依存せざるを得ないよう 場合、不正行為につき実際のおそれがあるとされた。また、
Procter &
 G
am
ble Co. v. Stoneham
, 747 N
. E. 2d 268, 275 (O
hio C
t. A
pp. 2000). 参照。
 
(
90) 
Stevens, supra note 85, at 221. 
(
91) 
M
axxim
 M
ed., Inc. v. M
ichelson, 51 F. Supp. 2d773, 786 (S. D
. Tex. 1999). 本件裁判所は、すべての要因が不可避的開示の認定のため
に重視されるとする。
Id. また、
Procter &
 G
am
ble Co. v. Stoneham
, 747 N
. E. 2d268, 275 (O
hio Ct. A
pp. 2000). 本件では、差止めによる
救済を認める際に、価値のあるト ード・シークレットについての被用者の知識、新し 使用者と レード・シークレットの保有
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者との直接の競争関係、二つの仕事の職務内容の類似性、退職被用者と以前の使用者との間の競業禁止契約などの諸要因が考慮された。
Id. 
(
92) 
Lum
ex, Inc. v. H
ighsm
ith, 919 F. Supp. 624, 636 (E. D
. N
. Y. 1996). 本件では、被用者には不誠実さがないにもかかわらず、不可避的
開示の法理の適用により、 競業禁止契約が是認された。 しかし、 ブリジストン社事件
 (B
ridgestone/Firestone Inc. v. Lockhart, 5 F. Supp. 
2d 667, 682 (S. D
. Ind. 1998)) では、 以前の被用者と新しい使用者は両方ともに、 不誠実さを示すことが
できなかった旨を指摘して、
情報の は不可避的でも、その重大なおそれもないとされた。
 
(
93) 
PepsiC
o Inc. v. R
edm
ond, 54 F 3d 1262, 1271 (7th C
ir. 1995). 
(
94) 
A
etna R
et. Servs. v. H
ug, N
o. C
V
970479974S, 1997 W
L 396212, at 11 (C
onn. Super. June 18, 1997). 本件では、被用者の善意や清廉さは
関係がないとされた。また、
Integrated Cash M
gm
t. Servs. v. D
igital Transactions, 732 F. Supp. 370, 379 (S. D
. N
. Y. 1989). 本件では、以
前の使用者のトレード・シークレットの知識・情報に依存することなしには、被用者は新しい使用者のもとで職務を遂行することができないとした。そして、以前の被用者が善意かどうかにかかわらず、被用者はトレード・シークレットを開示せざるを得ないであろうということを理由に、差止命令が認められた。
Id. 
(
95) 
See W
haley, supra note 51, at 836. 統一トレード・シークレット法が採択される以前には、トレード・シークレットの現実の不正行
為だけを、禁止するこ ができた。
Id. また、
Treadw
ay supra note 43, at 626. トレッドウェイは、不可避的開示の法理は当初、技能
労働者に適用されていたが、戦術またはマーケティング・プランのようなトレード・シークレットについての情報を身に付けた者にまで適用が拡大されてきた いう
 
(
96) 
Treadw
ay, supra note 43, at 643. トレッドウェイによれば、カリフォルニア州、フロリダ州、ヴァージニア州では、不可避的開示
の法理は認められていないとする。
Id. 
(
97) 
例えば、
C
am
pbell Soup C
o. v .G
iles, 47 F 3d 467, 472 (1st Cir; 1995). 本件では、被用者が競争相手のために働くのを阻止することを
求める差止命令は認められなかった。その理由 しては、原告側での回復不可能な損害の証明ができなかったことや、記録上被用者側の不誠実さの徴候があ われて ないと うことであっ
Id. 本件裁判所は、被告が競争相手のために働くことを禁止する
差止命令を否定する際に、キャンプベル・スープ社 回復不可能な損害を証明することができなかったのみ らず、不誠実さを欠くことをも考慮した。
Id. また、
Patio Enclosures, Inc. v. H
erbst, N
o. 01-3674, 2002 W
L 1492101, at 5 (6th Cir. Jul. 10, 2002). 本件判決で
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は、暫定的差止めが命じられるためには、原告は明白かつ確実な証拠によって現実のまたは差し迫った回復不可能な損害を証明しなければならない、とされた。
 
(
98) 
トレード・シークレット法の立法目的については、
Lincicum
, supra note 8, at 1268. 
(
99) 
PepsiC
o. Inc. v. R
edm
ond, 54 F. 3d 1262, 1264 (7th C
ir 1995). 前述したように、本件では、被用者が競業禁止契約に署名していない
場合にも、不可避的開示の法理を拡大適用した。また、後にも述べる、
M
erck &
 Co. Inc. v. Lyon, 941 F. Supp 1443, 1454, 1464-65 (M
. 
D
. N
. C
. 1996) 参照。本件では、被用者は競業禁止契約に署名しなかったが、不可避的開示の法理のもとで、差止めが認められた。
また、
D
oubleC
lick, Inc., W
L 731413, at 2, 8 (N
. Y. Sup. Ct. N
ov. 7, 1997) 参照。本件では、二人の被告に差止命令が認められたが、そ
の内の一人だけが競業禁止契約に署名していた。
 
(
100) 
W
einstein, supra note 48, at 212-13. Standard B
rands Inc. v. Zum
pe, 264 F. Supp. 254, 259 (E. D
. La. 1967) 参照。
 
(
101) 
H
arley &
 Lund C
orp. v. M
urray R
ubber C
o., 31 F. 2d 932, 934 (2d C
ir; 1929). ハーレー・ランド社事件においては、次のように述べら
れた。すなわち、 「たとえどん に原告が被害を被ろうと、被告が自己の事業 他者の被用者を使用することを望むときであれ、他者の被用者を奪い取る め 、訴訟を起こすことができる は、決して考えられなかった。使用人が、そのほかの条件で、自己の労働でどれぐらい十分な価値を得ることができるのかを知ることは困難である。つまり、他者の労働に対しては、長期の時間的経過による権利の取得は及ばないのである。もし仮に、ある使用者がそれほどに期待する らば、使 は契約によって、それを確保しなければならない。 」
 
(
102) 
Sheinfeld &
 C
how, supra note 47, at 383-84. Edelstein, supra note 83, at 729-30. 
(
103) 
H
arlan M
. B
lake, Em
ployee Agreem
ents N
ot to Com
pete, 73 H
A
RV. L. R
EV. 625, 682-83 (1960). Edelstein, supra note 83, at 717. at 731. 
(
104) 
例えば、
Jam
es Pooley, The Top Ten Issues in Trade Secret Law
, 70 TEM
P. L. R
EV. 1181, 1186 (1997). プーリィは、情報の不可避的開示
の問題を含む、トレード・シークレット法
をめぐる十の問題について議論を行っている。また、
Sheinfeld &
 C
how, supra note 47, 
at360-73, 377-83. シーフェルドらは、 競業禁止契約一般、 不可避的開示などについて概観している。
W
einstein, supra note 48, at 212-13, 
219-26. ウェインシュタインは、不可避的開示との関連で、公益性を考慮することと、同法理について概略を述べている。
Edelstein, 
supra note 83, at 731-34. エーデルシュタインは、
不可避的開示の法理について議論を行い、被用者が自由に使用者を選ぶ権利に及
ぼす効果について批判をしている。そして、もし仮に不可避的開示が広範に適用され ならば、被用者の権利や自由を踏みにじる
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ものであるとする。
See R
ebecca J. B
erkun, The D
angers of the D
octrine of Inevitable D
isclosure in Pennsylvania, 6U
. Pa. J. Lab. &
 Em
p. L. 
157 (2003). 
(
105) 
B
erkun, supra note 104, at 157-58. 
(
106) 
Edelstein, supra note 83, at 732. この点、前述したように、ペプシコ社事件判決では、情報を開示しないという約束は、安心させる
ものではないと判断するために、被用者の言動に注意が向けられた。
 
(
107) 
PepsiC
o, Inc. v. R
edm
ond, 54 F. 3d 1262, at 12644-67, 1267-72 (7th Cir. 1995). See M
iller supra note 25, at 258. 
(
108) 
M
erck &
 C
o. Inc. v. Lyon, 941 F. Supp. 1443, 1457, 1460-61 (M
. D
. C
. 1996). 
(
109) 
D
oubleC
lick, Inc. v. H
enderson, 1997 W
L 731413, at 6 (N
. Y. Sup. C
t. N
ov. 7, 1997). 
(
110) 
不可避的開示の法理が広範に適用されるならば、同法理の適用によって事実上、競業禁止契約を設けたに等しい結果となる。
Sheinfeld &
 C
how, supra note 47, at 374. また、 ペプシコ社事件判決の枠組みの中で、 不可避的開示の法理が広範に適用されるならば、
将来、被用者の雇用は大きく制限される ろう。
Edelstein, supra note 83, at 719. 
(
111) 
M
erck &
 C
o. Inc. v. Lyon, 941 F. Supp. 1443, 1458-60 (M
. D
. N
. C
. 1996). 
(
112) 
Id. at 1448-49. 本件被告が退職する際に、 原告会社とジョンソン・アンド・ジョンソン社との間で合弁事業が立ち上げられていた。
See id. 1447. 
(
113) 
Id. at 1464-65. 
(
114) 
D
oubleC
lick, Inc. v. H
enderson, 1997 W
L 731413, at 5-6 (N
. Y. Sup. Ct. N
ov. 7, 1997). 
(
115) 
M
iller supra note 25, at 260. 
(
116) 
G
odfrey, supra note 30, at 178. 
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 一
 
はじめに
 
 
 わが国では、高度成長期以降、いわゆる終身雇用が定着をみた。しかし、一九九〇年代に入ってこうした雇用のあり
方が大きく崩れ始めた一方で、会社在職中に知識・情報と技術などを習得した被用者が、会社を退職して、別の会社の業務に携わり、自分の技術などをすぐに生かせるということは、新
たなベンチャー企業を起ち上げるうえにおいて不可
欠な要素である。とはいうものの、ベンチャー資金によって設立された、小規模だが創造的な新興企業は、大きな利益が見込める一方で、その名の通り、短命に終わる可能性もある。それだけに 技術などを持った創業者と被用者の双方に即戦力としての働きが求められる。
 
 
右に述べたことを踏まえて、わが国が産業経済において持続的に発展するためには、単に技術革
新（１）
にとどまらず、新
たな技術や考え方を取り入れて新たな価値を生み出すことを可能にするという意味も含む、イノベーション（革新）こそが大事である。 そうしたイノベーションを通じて起業が促される社会すなわちイノベーション社会を再構築するには何よりも多種多様で実践的かつ創造的な人材とスピーディな人材の移動が欠かせないと言える。換言すれば、かつての日本の企業組織のように上司からの指示を待って そ に従っていればよいのでは く、組織の共通の目標に向けてイノベーションに関わる関係者一人一人が不断 努力をすることが重要である。つまり、あまり成
長の望めないような、
規模は大きいが、階層的 硬直した少数の既存の大きな会社が、有能な人材 独り占め こ により、イノベーショ
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ンは、そう簡単に生まれてくるものではなかろう。
 
 
もとより、こうしたイノベーションの前提となるのは、いかに有能な人材を確保するかである。が、有能な人材であ
ればあるほど、人材の企業外転出も懸念されるところである。したがって、使用者にとって大きな課題の一つは、人材の移動にともなって、人を介して企業の重要な技術情報などが同業他社へ流失することをいかに防ぐかである。知的財産権 一つとしてのト
レード・シークレットすなわち製品製造などに関する技術的秘密などの情報流失は、企業の経営
基盤を大きく揺るがしかねない深刻な問題であるからである。
 
 
かくして、わが国の使用者は 従来から従業員などと競業禁止特約（誓約書や就業規則において定められるものも含
む。 ）を結ぶことにより、退職被用者が元の企業のトレード・シークレットを持ち出さないように手立てを講じてきたわけである。こうした使用者企業と従業員などとの間で締結された競業禁止特約をいかに解するかについて、わが国の裁判所は、例えば、フォセコ・ジャパン・リミティッド事
件（２）
において、被用者退職後における競業禁止に関する特約の有
効性を認めただけではなく、競業行為の差し止めなどを決定した。
 
 
こうしたフォセコ・ジャパン・リミティッド事件判決に代表される裁判例が先例として存在することにより、使用者
企業と被用者との間で一定の範囲において競業を禁ずる特約を結ぶという形で被用者の移動は制限され、被用者は、会社を退職し、競業他社に転職したり、競業他社を起ち上げ ことが妨げられる。
 
 
競業禁止特約を取り巻く時代背景が大きく変化したにもかかわらず、 わが国の裁判所が二一世紀の今日において、 技 を持
っ た技術系の被用者などが自らの選択により会社を転退職す ことを妨げるために（ その結果として、 イノベ ーショ ンが遅延するおそれがある。 ） 、 かつてイギリス中世の封建的な徒弟制下で労働者を支配服従させるためにあみ出された、 雇用契約における、多くの場合、 雇用関係の終了後の競業禁止特約（
n
o
n-
com
p
etitio
n 
co
ven
an
t） を、 なおも適法、 有効と解しているのは、 奇妙なこ
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とである。
 
 
また、 右
の判決にみるような競業禁止特約に対するわが国の裁判所の取り扱いに加えて、 最先端技術の特許や商標などの知
的財産権は、 日本の企業ひいては産業競争力の源泉であるところ、 特許権や著作権と同じように知的財産権として、 トレード・シークレットを保護する不正競争防止法において、 トレード・ シークレットを保有する使用者企業は、 退職被用者などにより、 自社の営業上の利益が害されるおそれがある場合には、 裁判所に差止請求の裁判を起こすほか、 緊急の必要がある場合には、 仮処分の申立により、 その不正行為を差し止めることができる（ 不正競争防止
法三条） 。 右不正競争防止法上の差止請求権は実
際上、 書面による競業禁止特約が結ばれて ないにもかかわらず、 あたかも裁判所により創り出され 競業禁止特約のごとく機能しないかと懸念され、 退職被用者の新たな起業に対して、 以前の使用者企業にトレード・ シークレットの不正取得など（ 同法二条一項四号ないし六号） という漠然とした非難を安易に許すことになりかねないのである。
 
 
ところで、 競業禁止特約は、 既存の企業がそのトレード・ シークレットなどを守るために裁判上強制が求められるわけであるが、
こうした契約的手法により被用者などの
移動に課される制限は、 ベ ンチャー起業の拡大を阻止することにより、 地域の経済全般
に損失をも らさないかどうかについては、 アメリカ合衆国（ 以下、 アメリカという） において、 すでに問題とされてきたところである。 そして、 こうした問題についてはアメリカにおいて、 近年、 多くの学者が、 それぞれの専門分野の立場から、 イノベ ーショ ン社会の成功に向け 研究がなされてきた。
 
 
他方、 わが国においては、 安倍新政権が発足して以降 国の政策として、 イノベ ショ ンを通じた経済成長が切実に求められる
中、 イノベ ーショ ンに基づく起業社会を再構築
するためには、 使用者企業と被用者との間で結ばれる競業禁止特約はどうあるべ
きか、 そのあり方が改め 問われるところである。
 
 
そこで、 以下、 本稿においては、 アメリカにおける被用者の移動ルールの効用をめぐる学者の議論を踏まえ、 トレード・ シークレッ
トに関わる競業禁止 ルールを概観することにより、 わが国 おける レード・ シークレットすなわち営業秘密の保護法 もとで
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の競業禁止特約のあり方を見直すきっ かけとした
い（３）
。
 
 二
 
被用者の移動ルールの効用をめぐる議論
 
  
アメリカにおいては、 技術を基盤とするビジネスが急拡大するに従っ て、 経済社会的環境が今日とは大きく異なる、 一九世紀
あるいはそれ以前の時代において作られた知的財産に関する法は、 再考を促されてきたところである。 すなわち、 かつての知的財産をめぐる諸ルールは、 イノベ ーショ ンを最も円滑に促進するものであるのかどうかや、 新たなアイディアを創造する被用者と、被用者のアイディアを具体的に結実させるために諸資源を提供する会社と 間で、 うまくバランスがとられているのかどうかに
つ
いて、 とりわけ法学者らによっ て問題とされてきたのである。 しかし、 右のような問題をめぐる議論は、 アメリカにおけるトレード・ シークレット の枠を超えた、 制限的な知的財産の ルールをめぐるより広い議論の一環としてなされてきたのであ
る（４）
。 この
点、 例えば、 コ ロ ンビア大学のロ ー・ スクールのモグレン（
E
b
en
 
M
o
glen） は、 情報のコ ントロ ールを中央集中化する傾向がある知的財
産に関する裁判例全体を批判す
る（５）
。 また、 デュ ーク大学のフィスク（
C
ath
erin
e 
F
isk） は、 被用者発明家をより一層保護し、 利益
をもたらすように諸ルール 見直しを唱え
る（６）
。
 
 
右のような学者の見解のほかに、 必ずしも一様ではないイノベ ーショ ン社会を規制する法的枠組みを比較検討することにより、
現行のトレード・ シークレットや競
争禁止のシステムの見直しに焦点を当てる見解がある。 すなわち、 アメリカにおいては、 次にみ
るように、 さまざまな知的財産の諸ルールについて、 とりわけ、 その効用を ぐる議論に注目がなされてきたのである。
 
220 
 
 
例えば、 アメリカ西海岸のカリフォルニ ア州のシリコ ン・ バレーとマ サチュ ーセッ ツ州のボストンのルート一二八号線沿いの地域の栄枯盛
衰について簡潔に歴史をふり返っ てみると、 今日、 シリコ ン・ バレ ーが世界のＩＴ産業の中心であることを疑う者は少ないであろう。
もと
より、 シリコ ン・ バレーは、 昔からずっ と活況を呈していたわけではない
。 しかし、 一九九〇年代の中頃までに、 シリコ ン・ バレーは、 イノベ
ーショ ン社会がより成功をみたところとし 、 その競争相手とされたボストンのルート一二八号線沿 地域をは かに凌駕したと言われる。 すなわち、 一九六〇年代以降、 シリコ ン・ バレーは 新たに起業する会社が増大する際に急速にネッ トワークを張りめぐらすうえで、 いわゆる孵化器（
incubator） の役割を果たしてきたのである。 一方、 シリコ ン・ バレーとは対照的に、 ボストンのルート一二八号
線沿いの地域はいくらか似通っ た 経験したとはいえ 従来 会社すなわち大企業
という固定化した観念に執着していたにすぎ
ない。 アメリカにおける右の二つの地域、 すなわち一方の地域は繁栄の道をたどり、 他方は衰退のやむなきに至るという現象に対して、二人の著名な学者 あ 、 スタンフォード大学のギルソン（
R
onaldG
ilson） とカリフォルニ ア大学バークレイ校のサクセニ アン（
A
nnalee 
Saxenian） は、 右の二つの地域において経済的な落差が生じた理由について、 別々に分析検討した結果を明らかにした。 そして、 両学者
が理由づけたところによると、 リコ ・ バレーの成功は、 技術を持っ た被用者が会
社から会社へ 移動するなかで、 自らが積み重ねてき
た知識・ 情報などを容易 生かすことがき 傾向 関係している ということであっ
た（７）
。
 
 
右のことにつ いて、 とりわけギルソンは、 一八七二年以来、 制定法により競業禁止特約が禁止されてきたカリフォルニ ア州と、 競業禁止特
約を容認するマ ッ サチュ ーセッ ツ州との間の法制上の違 に、 より明確に焦点を当てたのである。 そして、 同教授の主張によ と、 カリフォルニ ア州の制定法によ
り、 被用者らが容易に転々と職を変えることができることにより、 企業家精神に基づいて、 技術系の新興企業社会の
形成が促されるという、 おそらく意図し 結果がもたらされた ということであっ
た（８）
。 すなわち、 同教授は、 知的財産法の強化が経済
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成長の促進に必要であるという一般の通念に対して、 被用者の移動によっ てもたらされる知識・ 情報や経験の普及を説明するために、 「 知識・ 情報の拡散（
know
ledge spillovers） 」 という表現を用いて、 そうした知識・ 情報の拡散こそがシリコ ン・ バ レ ーの成功にとっ て必要不可欠な
ものである、 としたのであ
る（９）
。 換言すれば、 会社間において、 知識・ 情報をある程度共有する方が、 イノベ ーショ ンに拍車をかけるもので
あるとする。 イノべ ーショ ンは、 それを促進するインフラとは別に、 ほかから隔絶された孤立状態ではめっ たに起こるものではないからである（10）。
 
 
次に、 ギルソン教授やサクセニ アン 教授の主張に続いて、 カーリー（
K
ristina L
. C
arey） は、 元の使用者は技術の領域の成功に貢献するよう
に思われる被用者の移動を抑制するおそれがあるトレ ード・ シークレ ッ ト法や競業禁止法と同じような方法で、 例えば、 反トラス ト訴訟や不法行為訴訟のような、 他の法理論をど ように用いることができるのかにつ いて言及してき
た（
1
1）。
 
 
右のようなギルソン教授らの理論が正鵠を射るものであるとするならば、 その法的意味合い は極めて重要であると思われる。 すなわち、
アメリカ経済はますます知識・ 情報を基盤とした、 個々の被用者の知的才能が、 これまでよりもはるかに重要であることにつ いては、 ある意味で政治色を帯びたような見方を越えて、 おおか 意見の一致がみられるようであるからであ
る（1
2 ）。 そして、 仮に、 ある州
の裁判所が
イノベ ーショ ンの保護に名を借りて、 厳格な競争禁止やトレ ード・ シークレ ッ ト法を適用するならば それは、 総じて被用者と使用者企業の双方にとっ て有害であるとする。
 
 
すでに述べ た、 ギルソン教授またはサクセニ アン教授の見解に対しては、 これまで、 広範な反論はとくに公になされ こなかっ た。 とはいえ、
すべ ての学者が見解の一致をみているわけではない。 とりわけ、 競争禁止条項（
noncom
petitionclause） についてのギルソンの理論に対しては、
最も重要かつ 熟慮を重ねたものとし 、 ウッ ド
JasonW
ood）の見解がある。 すなわち、 ウッ ドの指摘によると、 ベ ンチャー資金に裏づけら
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れた起業の成功は、 単にシリコ ン・ バ レ ーにとどまらず、 アメリカ南部テキサス 州の州都であるオース ティンやノース ・ カロ ライナ州のリサーチ・ トライアングル（
R
esearch T
riangle） にみるように、 競争禁止条項が合法とされる地域においても一般にみられるものであるとす
る（1
3 ）。
こうして、 ウッ ドによると、 ギルソン教授は、 シリコ ン・ バ レ ー
においては競業禁止契約が容認されないことに対して不当に重きを置いた、 と
いう とであ
る（1
4 ）。 と同時に、 ウッ ドも、 「 知識・ 情報の拡散」 によっ て経済的恩恵がもたらされるという、 より一般的な理論を受け入れてい
るように思われる。 つまり、 オース ティンのようなところの使用者企業は、 問題の期間中、 競争禁止条項を実際において適用してこなかったか、 または裁判上強制してこなかっ た可能性を指摘するのであ
る（1
5 ）。 換言すれば、 アメリカにおけるある州レ ベ ルの裁判所が競争禁止条
項それ自体を容認するいう事実は、 使用者企業が右条項を実際に用いて、 裁判上強制するか否かにつ い て何の資料的裏付けもないとい うことである。 そして、 テキサス 州におけるハ イテク分野で働く被 者らの経験を踏まえると、 少なくとも同州 賢明な使用者らは、 競争禁止契約を用いてはいないということである。 ウッ ドが示唆するように 右契約は、 技能を持っ た被用者らを自社に引き寄
せる際にかえっ て
妨げになるからであ 。
 
また、 右に述べ てきた論者以外は、 以上の議論につ いて問題意識が希薄なように思われる。 例えば、 競争禁止条項は、 経済理論によれば、
経済にとっ て一つの恩恵となるという主張にみられるように、 新たな起業や被用者 移動 伴う訴訟の実際について、 ほとんど何 根拠もなく、 競争禁 やトレ ード・ シークレ ッ トの諸ルール 賛意を表すような議論を行っ てき
た（1
6 ）。 しかしながら、 大多数の使用
者は実際上、
最初に高度な技術を持つ 被用者らに対して訓練を施す一方 、 使用者らは、 競争禁止条項が役に立たないならば そのようなことはしないことを想定しつ つ 、 競争禁止条項 より、 企業は技能を持っ た被 に投資することもあるとい う主張が、 なされ にすぎな
い（1
7 ）。
 
 
さらに、 トレ ード・ シークレ ッ ト法に焦点を当てるまた別の見解として、 例えば、 「 盗人」 がトレ ード・ シークレ ッ トをわが物のようにする
ときに、 たとえ
何らかの社会的利得があるとしても、 そうした勝手気ままな情報の流れは、 発明に対するインセンティブを弱めるとい
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う主張によっ て相殺されるという主張がみられ
る（1
8 ）。 しかしながら、 「 法と経済学」 学派による右のような論説は、 トレ ード・ シークレ ッ ト
訴訟は、 典型とし 、 当該使用者企業に事前に知られ、 熱心に守られ、 そして開発コ ストを回避するために、 意図的に違法行為者により盗まれる秘密を含むことを想定する点において重大
な誤りを犯すものであると言える。 また、 その反対に、 以下において、 より詳細
に述べ るよ に、 多くのトレ ード・ シークレ ッ ト訴訟には 秘密であり得るものと、 まっ たく秘密ではないと言っ てもよいぐらいに、 被用者が身 付けた一般的技能や知識・ 情報であっ て、 それを秘密で ないと信じるがゆえに、 以前の被用者によっ て用いられる のとの間の境界線上のきわどいケース つい 言えば、 訴訟 原告側の弁護士らにより事後的に作り出されるような「 秘密」 が含まれることがあると言われる。
 
 
ところで、 グレーヴズ（
C
h
arles T
ait G
raves） らによると、 使用者企業だけが正当な秘密を守るために訴えを起こし、 トレード・ シ
ークレット法は刑事的側面を有することを想起する右のような偏っ た見方は、 現行 法的枠組みを擁護する者らの間であまりにも共通しているとす
る（
1
9 ）。 しかし、 そうした一方的な見方は、 見直しが求められる。 この点、 競業禁止契約は、 転職する被用者
に困難な情況を引き起こす問題 ついて認識をする一方で、 競業禁止条項の適切な長さ（ そ
の適切な長さとは、 元の使用者企
業が知る当該 報が陳腐化する期日であること 明らかであろう。 ） を決めるために、 裁判所による問題解決のためのレフェ リーの任命を示唆する見解 あ
る（
2
0 ）。 しかし、 こうした問題の取り組み方は、 被用者の転職によっ て引き起こされる諸問題を緩和した
り、 あるいはすでにギルソン教授らにより提起された問題の取り組みに何ら役に立たないし、 競争か 元の使用者企業を保護することを何よりも重要視するように思われる。
 
 
問題であるのは、 以前の被用者による競争から使用者企業を保護することが、 州レ ベ ルでのトレ ード・ シークレ ッ トや被用者の移動の枠
組みについての第一次的目標であ べ きとす 考え方それ自体である。 この点 ついて、 ギルソン教授らは、 過度に広範な競争禁止やト
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レ ード・ シークレッ トの諸制限を批判してきたわけであっ て、 正当な評価のように思われ、 イノベ ーショ ンの促進のためには、 ほとんどすべての州において被用者の移動を束縛する法的ルールついては、 再検討をせざるを得ないのである。 この点、 被用者 移動は、 イノベ ー
ショ
ン社会 成功に向けて極めて重要な要素であるとするなら
ば（
2
1 ）、 被用者の移動を不当に制約する諸制限は、 問題とされなければなら
ないわけである。
 
 三
 
被用者の移動の法的枠組み
 
 
  
以上、 ベ ンチャー資金に裏づけられたハ イテクのイノベ ーショ ン社会へ の成功に向けて強い影響を与える可能性があるトレ ード・ シークレ
ッ トや被用者の移動をめぐる諸ルール ついて議論をするために、 アメリカの学者の議論を概観してきた。 こ
うした議論は、 被用者の移
動や操業して間のない創造的会 につ いて訴訟などの経験を踏まえてのものである。 しかし、 過度に広範 トレ ード・ シークレ ッ トに関する諸ルールが抱える諸問題につ て、 すで 繰り返しみてきたが、 創意に富んだ被用者 が自ら望むビジネス を起ち上げるか、 あるいはそれに携わることを、 しばしば妨げる競業禁止特約 、 何も踏み込んだ言及は いない。 この点に関連して、 グレーヴズらによると、 見直しが必要 され いくつかの法分野が り、 より一層 イノベ ーショ ンの促進に向けて、 法改正が求められる州があるとする（2
2 ）。
 
とりわけ、 少なくとも被用者の移動に対して課される制限により、 起業家精神に富んだ社会の発展が阻害されると思われる
法分野が次のように六つあるとされる。 すなわち、 まず契約法 関し 、 １
 競業禁止特約、 ２
 引抜き禁止特約、 ３
 競業の準
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備行為、 次に、 トレード・ シークレット法に関して、 ４
 不可避的開示の法理、 ５
 トレード・ シークレットについての主張の変更、 ６
 
訴訟戦術と訴訟手続上の要件について、
 であ
る。 以下において、 これらの問題について、 個別的にみていきたい。
 
１
 
競業禁止特約について
 
 
 
 
グレ ーヴズらによると、 被用者の移動に課される制限につ いて、 競業禁止特約ほど、 ベ ン チャー指向のイノベ ーショ ン 社会の成功を妨げる
ものはないのみならず その正当性を証明するほど、 困難なものはなかろうとする。 そして、 長期雇用の時代を経た今日、 競業禁止特約は、 終焉を迎え、 被用者の持つ 技能などが成功へ の最高の担保となるときに、 より大きな社会の利益の犠牲において、 より小さな利益に奉仕するにすぎないも のように思えるとされ
る（2
3 ）。
 
言うまでもなく、 競業禁止特約は、 使用者企業のもとを去っ て後の一定期間、 被用者が、 競争関係に立つ 事業に携わることを禁止する
ことをその内容とする、 雇用契約のなかに盛り込まれる一つ の条項である。 す わち、 競業禁止特約は、 被用者が在職中 習得し 技術知識、 経験を最も活用可能 も を妨げる 雇用関係の終了後の競業を禁止するも である。 こうした競業禁止条項は、 雇用契約のなかにほとんど常にと言っ てよいほどに
、 定型的文言の形で盛り込まれる契約条項であっ て、 求職者らは、 そうした契約条項につ いて交渉する
余地は、 通常ほとんどないか、 ある はその諸条件 つ いて交渉することは難しい。 そし そうした特約に盛り込まれる最も一般的な期間としては、 十二ヵ 月間とされる。
 
こうした競業禁止特約について、 アメリカの裁判所は歴史的に、 特約 適用を特定の地域に するだけではなく、 複数年 わたっ て
制限を課するような特約の適用を一貫し 拒否してきたところである。 また、 同国 裁判所は、 被用者 退職後の発明の所有を一方的に元の使用者に帰属させ
るような、 露骨な試みを無効としてきたのである。 しかしながら、 こうした限られた制限は、 変化の激しい今
日の経済 もとでは、 重要である は言え 。 なわち、 ビジネス が国 内外を問わずに展開され 一年間にわたっ て 被用者が自己
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の技術などが最も活用され、 被用者に最も有利な補償が受けられる会社の業務に従事することを回避する義務を負わせものであるにすぎない。 つまり、 たとえ一年間の競業禁止特約であろうと、 最も生産的かつ革新性に富んだ立ち位置を見出そうとする技術系の被用者がいる一方で、 当該地域において最も有為な人材の獲得を
目指すベ ンチャー企業にとっ ては、 実質的な制限以外の何ものでもな
い。
 したがっ て、 アメリカの裁判所が、 競業禁止特約によっ て課される制限について再考するならば、 過去の歴史の重みにかかわらず、 こう
した特約は、 不当な競争制限 あっ て、 一人 人の労働者が生計を立てることを制限するものであり、 ひいては経済全般にわたっ て損失をもたらすおそれがあり、 正当性を欠くがゆえに、 否定されるべ きものであろうとされる。 この点につ いて換言すれば、 競業禁止特約を肯認する裁判所は、 そうすることが賢明 るか否か かかわりなく、 今日の経済社会
とは大きく異なっ た時代の諸ルールを適用している
とされる。
 
実際のところ、 競業禁止特約は、 かつての封建時代の産物であり、 労働者らにはほとんど権利が認められず、 およそイノベ ーショ ンが
経済の主役ではなかっ 時代に起源を持つことに いて 論争する余地は かろう。 すなわち、 競争禁止特約は、 地域のギルド（
guild） の
独占を守るためにイギリス に いて出現 みる一方で、 産業化の時代の幕開けとともに、 労働市場 規制す に至っ たことは、 明らかであ
る（2
4 ）
。すなわち、競業禁止条項は、被用者や技能を習得するために、契約して一定期間、親方のもとで働くいわゆる徒弟
（apprentice） の移動を制限するために、 一七〇〇年代後半までにイギリス 法のもとで用いられた、 いわば普遍的な契約手段の一つにほか
ならな
い（2
5 ）。 換言すれば、 競業禁止条項はイギリス において、 力関係において強い立場に立つ使用者が裁判所といわば一体になっ て、 こう
し
た特約条項などを用いて競争を妨げ、 既存の事業者が新参者の市場参加者に対して不当に競争優位に立つことを担保するために用
いたものである。 もとより、 こうした労使の力関係の不均衡は、 その当時のイギリスの歴史においては、 とくに驚くようなものでもない。
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つ まり、 創造的な企業家精神というような概念は、 せいぜい産声をあげた段階にすぎないのである。 例えば、 イギリス の著名な法学者であるブラクス トン（
B
lackstone, Sir W
illiam
） によれば、 被用者が富の生産において果たす労働というものは、 使用者により所有される、 一
種の財産にほかならないという理由に基づいて、 競争禁止の制限を擁護した点が注目される。 使用者からその被用者を誘惑したという訴訟原因に対して、 ブラクス トンの指摘によれば、 次のようである。
 
すなわち、 「 こうした法理のすべ てがよっ て立つところの理由や根拠としては、 誰であれ、 家事労働から得られる、 つまり、 雇用契約
によっ て得られ、 賃金の支払いの代価として得られる財産であるように思われ
る（
2
6 ）。 」
 
こうした時代錯誤
のような歴史について述べ るのは、 今日のアメリカ経済とは大きくかけ離れた時代に、 競業禁止特約の起源があ
ることに焦点を当てることが大事であると思われるからである。 もとより、 使用者がその被用者をあたかも自己の所有物のようにみることについては、 承伏でき も はないが、 そ した契約が当時は正当とされて たことも、 ながち否定でき 。
 
しかしながら、 競業禁止契約が内包する問題性は明らかであっ て、 創意に富んだ被用者は、 階層的でス ピード感に乏しい会社組織にお
いて、 成果をあげることに困難を感じ であろうし、 新たな発明を追
求するために新たな会社を立ち上げたいと思うのはもっ ともなこと
である。 しかし、 使用者が、 雇用契約のなかに定型的な競業禁止特約 盛り込むことにより 企業が競争的と見なすいかなる活動からも、被用者は少なくとも一年間は、 排除され わけである。 その結果 して、 被用者は、 その能力や才能に見合わないか、 あるいは経験をしたこともないような仕事に就くことを余儀なくされ 。 とはいえ、 能力や才能が豊かな被用者 とっ ては、 とえ一年で れ、 その間待たされることは、 時間の浪費以外の何ものでもなく 競業 業を立ち上げる前に一年間、 何
しない で過ごす資力を持つ ような被用者は、
そう多くはない ろう。 こうして、 以前の使用者企業は、 当該競争分野にお て独占状態を維持するか、 ある は少なく も競争相手の数を減らすことが き
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問題は、 元の使用者の事業規模や事業範囲により、 状況がより悪化することである。 すなわち、 広範囲に事業活動や研究開発を展開
する巨大な多国籍企業が、 技能などを持っ た被用者らを足止めするために、 広範な内容の競業禁止契約を用いるような場合、 被用者が禁止される活動範囲は、 理論的にみて極めて大きいものがある。 この点、 例えば、 マ イクロ ソ
フト社（
M
icrosoft） の
例（
2
7 ）を挙げるならば、 ある
被用者が、 マ イクロ ソフト社を退職し 、 新たに創意に富んだ操業を開始しようとするときに、 同人は、 おそらく同社のグロ ーバ ルな研究開発や創意に富んだ企業活動につ いて、 その全体像を知らないであろう 仮に中国やヨー ッ パ にいるマ イクロ ソフト社の らが、 ワシントン 州にいる以前の被用者が事業遂行を望むのと同じ地域において、 ブレ ーン・ ス トーミング会
議を持っ たり、 研究開発につ いて思
案するならば、 当該以前の被用者は、 同社と競業し いようにされるべ きであろうか。 また、 当該被用者が マ イクロ ソフト社とは競業しないと信じる事業に沿っ て事を始めるが、 同人 知るよしもない遠隔地の事業所において会社が同じアイディアに基づいて稼働していることを知っ ているにすぎないならば、 どうであろうか。 さらに、 世界的に最も強力な会社の一つ である はいえ、 その被用者らが当該会 以外においてイノベ ーショ を推進することを阻止するために競業禁止特約を用 ることにより、 かつてその会社が反トラ
ス ト法違反の理由
でアメリカ司法省により訴追されたような場合は、 どうであろうか。 また、 同国司法組織は、 ど ような理由で、 マ イクロ ソフト社がそのような行動を ることを許容すべ きであろ
か（2
8 ）。 しかしながら、 競業禁止特約は、 一定期間にわたり競争を明らかに妨げるものである
だけでは く、 将来の競争からも当該 を遠ざけ ために、 ある意味で経済的制裁 もたらすことを意図したような特約であ
る（2
9 ）。
そして、 そうした制裁条項が及ぶ範囲 は 限界がないように思われ 。 すなわち 極端な場合には、 退職後の一定期間 被用者らが創り出すいかなるものも 当該使用者企業の財産として所有する旨の誓約を、 使用者により被用者は求められてきた であ
る（3
0 ）。
 
問題であるのは、 例えば、 最初の会社が、 被用者の競争する権利を署名し
て放棄させたという理由だけで、 ある使用者がほかの使用者
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より有利な立場に立つという法理は、 原理的にも正当化されるものかどうかである。 つ まり、 ある州において、 一つのアイディアを最初に実行に移すことが、 その最初の仕事で働く者らが新規かつ 別の企業で、 同じようなアイディアを実行に移すことを阻止すべ きものであるのかどうかについて、 説得力のある理由づけを見出すことは難しい。 この点、 競業禁止特約は、 トレード・ シークレットの不正目的使用（m
isappropriation） を妨げるという主張もあるが、 こうした主張は、 交通事故を
防ぐ方法は自動車を禁止することであると主張すること
に、 似ているよう 思われる。 すなわち、 少数の者が、 トレ ード・ シークレ ッ トを奪い取ることを妨げるため 、 競争相手になる可能性 あるすべ ての者に対して、 ある意味で制裁を課するようなことは、 過度に広範にすぎるものであっ て、 まっ たく合法的な競争でさえ阻止することを求める者らだけに役 立つ にすぎない 。
 
すでに述べ たように、 アメリカにおいてカリフォルニ ア州は、 二つ の例外の場合を除い て、 競業禁止契約を公然と禁止する州であ
る（3
1 ）。 また、
そうした競業禁止契約 裁判上の強制が難しい州がいくつ かあ
る（3
2 ）。 しかし、 大多数の州では、 一年間またはそれ未満であれば、 競業禁止
特約は許容される。 これらの州に対して、 元の使用者企業が以前の被用者を幅広く制限することを容認する州として、 例えば、 オハ イオ州が挙げられ
る（3
3 ）。 しかし、 同州のようなルールは、 ベ ンチャー指向のイノベ ーショ ン 社会の発展に対して大きな障害となるであろう。
 
一方、 カリフォルニ ア州の例にみられるように、 競業禁止特約を禁止することは、 以前の被用者により多くの自由を与えることに加えて、
明らかに経済的利益をもたらす可能性が高 とされる。 複数の会社が同じ問題に取り組むこと よっ て、 最も可能性が高い解決方法をもたらすであろう。 また、 一般の消費者は、 競争が増すこと より価格面で恩恵をこうむりや い。 また あ 一つ の分野にお
い て活動す
る会社が多ければ多いほど、 一つの会社が活動するより、 所期の目標を追求するに従っ て、 ますます多くのアイディアや発明を副産物として生み出す可能性がある。
 
思うに、 競業禁止契約は 今日とは異なり経済活動があまり活発ではなかっ た時代、 すなわち、 大土地所有者や工場主が全権を握り
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小さいが、 革新に意欲的な会社が、 経済の主役ではなかっ た時代の産物であることは、 明らかである。 競業禁止契約を廃止する方向へ 立法府が動くことは、 難しい かもしれないが、 必ずしも論外とは言い切れな
い（3
4 ）。 この点、 使用者との関係において交渉力を持つ 被用者は、 競業
禁止契約に署名することを拒否しうる一方で、 被用者の移動から得られるも の方が、 より狭い事柄に優ることを知る賢明な事業経営者は、 競業禁止契約を適用しな でおくこともできるし、 イノベ ーショ ンを妨げるこうした伝統的な競業禁止契約にみ 被用者に対する手枷足枷に対しては、 新たに創造的な挑戦がなされるべ きであると思われる。
 
 
２
 
引抜き禁止特約について
 
次に、 引抜き禁止特約は、 右に述べ てきた
競業禁止特約と密接に関連しており、 似たような問題を抱えている。 すなわち、 引抜き禁止
特約は一般的に、 競争制限条項の特別類型として、 典型 には、 （ １）
 元の使用者の顧客らと一定期間、 通常は一年間、 接触すること、
（ ２）
 以前の同僚を一定期間、 通常は一年間、 雇い入れることまたは雇い入れを図ること、 あるいは以前の同僚に、 転職を勧誘することを
妨げるものである。
 
こうした引抜き禁止特約は、 トレ ード・ シークレ ッ トに関する制限より、 その範囲が広いと言える。 すなわち、 引抜き禁止特約は、 元の
使用者企業がトレ ード・ シークレ ッ トとし
て個々人の同一性を主張するかどうかに関わりなく、 以前の被用者が個々人と接触を図ること
自体を禁止するものであるからである。 換言すれば、 たとえある顧客が元の使用者のトレ ード・ シークレ ッ トに当たらないとしても、 以前の被用者は、 引抜き禁止特約により、 当該事業のために必ずしも秘密とはされてい い顧客と接触を持つ こ 自体が、 妨げられるのである。
 
顧客の引抜き禁止について言えば、 そうした特約は、 独占的かつ範囲が広すぎるきらいがある。 しかし、 仮に、 顧客が、 むしろ以前の
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被用者と事業を行うことを好むか、 あるいは少なくとも競争価
格を示すよう求めるものの、 以前の被用者がすでに退職し、 新たな事
業を起ち上げたことを知らないならば、 どうであろうか。 別の企業が最初に目的を遂げたという理由だけで、 会社が承諾を得ているにもかかわらず、 一緒に営業を行うことができな 場合、 何か妥当ではないように思われる。 一方、 競業禁止特約一般について言えば、 こうした契約は、 価格が低下すればするほど、 顧客に対してより良いサービス を提供し、 最も生産性があげられると思われる場合に、 会社が一緒に事業経営するのを可能にする競業を制限す ように思われる。
 
すでに、 しばしば述べ
てきたように、 カリフォルニ ア州は、 競業禁止契約の廃止に先鞭をつけた州である。 この点に関連して、 例えば、 二
〇〇三年のトムソン対インパ ッ クス 事件判決では、 以前の被用者が元の使用者企業の秘密ではない顧客と接触を持つ ことを妨げる限り、 引抜き禁止条項は、 無効とされ
た（3
5 ）。
 
また、 以前の同僚の引抜きを妨げる競争制限特約について言えば、 イノベ ーショ ンを制限するものであることは、 明らかである。 起業家
精神に基づいて新
たに起業される会社は、 どこかほかのところで一緒に働いてきた仲間らにより、 しばしば設立される。 会社の創業者が、
全力をつ くして働くこと できる、 以前の同僚と接触することができないとするならば、 元の使用者企業に利益 もたらすだけであろう。被用者らが退職の誘いに乗る多くの場合において、 元の使用者企業 業績などが下に傾き 組織も階層的で、 例えば、 被用者発明家に対してほとんど金銭的に報いることができないか、 あるいはそうした企業の経営で 、 被用者の処遇もよくないと 生産性に乏しく、 またはス ピード感の乏しい使用
者企業に代わっ て、 より良い賃金、 報酬を得る機会を求める元の同僚を仲間が引抜くことを妨げる
ような被用者引抜き禁止特約は、 既存の企業を有利な立場に立 せるほかに、 なんら合理的な理由は見出し難
い（3
6 ）。 思うに、 右のような
被用者引抜きが何か違法な手段を用 て行われる のではな 限り、 以前の被用者 元の同僚 接触するこ 自体を妨げる契約の法的拘束力には、 疑問が残る。
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３
 
競業の準備行為について
 
次に、 競争の諸
制限が減らされるならば、 創造力のある新たな会社の成長が促される別の法分野として、 会社退職を予定し
て、 取締役など会社に対して高度な忠実義務を負う者（ 受認者） らがその事業主と競争するために準備を行うことに関わる分野がある。 すなわち、 新規の事業は、 以前の仕事のうえで会社の取締役や役員であっ た者らによっ て設立されることが少なくない。もとより、 会社の取締役など高度の忠実義務を負う者らは、 普通の被用者より大きな義務を負うことは言うまでもな
い（3
7 ）。 が、
こうした高度の忠実義務を負う者らは、 その忠実義務に違反することなく、 実際に退職する前に、 来るべ きベ ンチャー起業のために、 どの程度まで計画に沿っ て準備を進めることができる か、 法律上問題となる。
 
この点、 競業の準備をめぐるアメリカの判例法は、 競業禁止契約に関する法とは異なり、 取締役などが、 退職前に新会社の計
画を立てること対して、 おおむね好意的 態度 とっ てきたと言われる。 もとより、 こうした裁判例は、 僅かであり、 散見されるにすぎないが、 裁判所 判示によれば、 高度の忠実義務
を負う者らは、 その退職前に、 次の事業のために基盤を整えるこ
と（
3
8 ）、 会
社設立のための書類を提出するこ
と（
3
9 ）、 資金調達をはかるこ
と（
4
0 ）が可能とされる。 また、 こうした高度の忠実義務を負う者
らは、
引抜きに関わら 限り、 他者にその計画を打ち明けたりもす
る（
4
1 ）。 とはいえ、 後者の引抜きに関して言えば、 会社を退職する
予定の高度の忠実義務を負う者らは、 仕事仲間との話し合いのなかで計画を推し進めることも少なくないことから、 リスクを伴うところである。 しかしな ら 仲間 計画を進めることと、 潜在的顧客またはほか 同僚に引抜きをかけることと 違いに関わるような法は、 円滑に発展をみていない される。 少な
くとも裁判所の指摘によれば、 仲間と計画を進めることは、 許容され
るということであっ たが、 取締役なども許されるかどうかについては、 必ず も定かではな
い（4
2 ）。 また、 新会社の設立が予定される
際に、 高度の忠実義務を負う者らが引き起こす問題として、 当該使用者の事業 関係する新たな技術の発明であっ た あるい
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は次の事業に着手するために実質的に会社の資源を用いるようなことがあ
る（
4
3 ）。 しかし、 すべ ての被用者と同様に、 高度の忠実義
務を負う者らも、 会社退職後に秘密ではない情報を再度使用できることは言うまでもな
い（4
4 ）。
 
こうして、 裁判所がイノベ ーショ ンの促進に向けて、 会社を退職する高度の忠実義務を負う者らに、 ある意味で共感を寄せて
きたのは、 競業 前準備の領域であるとされる。 かくして、 裁判所による好意的な判決
により、 会社を退職する予定の高度の
忠実義務を負う者らに対する過度に広い、 あるい 取るに足らないような訴訟を妨げるために、 統一的なルールの形成が可能とされる。
 
 ４
 
不可避的開示の法理について
 
アメリカの統一トレード・ シークレット法（
U
n
ifo
rm
 T
rad
e S
ecret A
ct: U
T
S
A
） のもとで、 州レベ ルのトレード・ シークレット法は、 以
前の被用者による非公開情報の使用について、 少しはバランスのと たアプロ ーチがなされてい とされる。 とはいえ、 問題は、 トレード・ シークレット法は 際上、 法律の条文とは大き
くかけ離れて運用がなされていることである。 すなわち、 イノベ ーショ ン社会
にとっ て大きな脅威をもたらすのは、 法 いうより、 むしろトレード・ シークレット訴訟における実際の争われ方ある。 すなわち、 アメリカにおいては、 従来、 極めて多くの操業を開始したばかりの企業が元の使用者企業により標的とされ、 当該事件を取り扱う裁判所は、 理解不足によるも か あるい そ 干渉 より、 過度に広く絶えず変化するトレード・ シークレットの訴えに巻き込まれてきたと言われる。 そこで、 トレード・ シークレット法は実際 、 いかにイノベ ーショ ン
を阻害するものであるのかを
議論し、 革新に意欲的な被用者の移動 擁護す 立場から、 同法が実際に抱える次のような三つの問題点について検討した 。
 
まず第一に、 トレード・ シークレット法 もとで、 イノベ ーショ ンにとっ て、 唯一最大の脅威は、 いわゆる「 不可避的開示（
in
evitab
le 
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d
isclo
sure） 」 の法理である。 すなわち、 企業のトレード・ シークレットが用いられるおそれがあるという理由に基づいて、 以前の被用
者が競争相手のところで働くことを止めさせるために、 元の使用者が差止命令による救済を求めるわけである。 しか
しながら、
こうした不可避的開示の法理に基づく差 命令は、 実際 は、 なにも不正目的使用を行わなかっ た以前の被用者に、 ある意味で制裁を課するようなものであっ て、 あたかも裁判所により創られた、 言わばあとづけの競業禁止特約にほかならない。 かくして、書面による競業禁止契約が結ばれていたかのように、 「 不可避的開示」 の法理に基づく裁判所の差止命令は、 新た 競争相手企業より、 最初に事業に着手した企業を有利な立場に立たせるように思われる。
 
不可避的開示をめぐる訴訟は、 いかに機能するかについては、 すでに述べ たが、 ほとんどすべ て
のそうした事例において、 元の使
用者は、 被用者が競争相手企業を設立するか、 あるいは競争相手の事業 従事したことを見つけ出して、 裁判上以前の被用者を不正な盗人として描き出してきたわけである。
 
第二に、 以前の被用者がおよそアクセスしたこともない 、 あるい 元の使用者が、 とりわけ特許権や著作権の分野おいて、 排
他的権利を主張できず、 す に一般公衆の自由 利用が可能な状態に置 れた情報 基づいて、 トレード・ シークレットの訴えがなされてきた。 この点、 以前の被用者は多くの事例におい 、 より望ましい仕事 より好ましい発明の機
会、 自分の家族を支える
ためのより大きな報酬を求めたにすぎないのである。
 
第三に、 以前の被用者が、 新たな使用者の事業に携わるため、 市または州の間を移動すること より、 裁判手続きにおいて蚊
帳の外に置かれるにすぎないような事例もあるとされる。 いずれにせよ、 裁判結果 は、 不確実性が伴うのみならず、 元の使用者企業により権利を侵害 る行為について証拠の提示がなされないままで、 トレード・ シークレットを不正目的で使用する者 して、 名誉が毀損されるおそれがあるのである。
 
右に述べ てきたことを踏まえて、 グレーヴズらは、 競業禁止契約に関わっ て、 過度に広範な制限を課するものとして、 裁判所は、
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「 不可避的開示」 の法理を直ちに否定すべ きであるとす
る（
4
5 ）。 仮に、 元の使用者企業が、 権利を侵害する行為について何の証拠も
なく、 当該被用者が競業関係に立つことを妨げる機会を持ち、 当該被用者に攻撃を仕掛け、 差止命令を申し立てるために、 弁護士を雇うことだけで、 そうすることができるのであれば、 結果として、 イノベ ーショ ンや被用者の移動に逆行するおそれ
があ
る。
 
右に述べ た「 不可避的開示」 という呼び名は、 比較的に新しいものであるが、 歴史的にみれば、 同法理は、 一八九七年にまで遡
ることができるほど長い歴史を持っ てい とされ
る（
4
6 ）。 とはいえ、 カリフォルニ ア州は、 長い間、 同法理を認めてこなかっ
た（4
7）が、 一九九
五年の有名な第七巡回区裁判所判決におい 、 新
たな展開をみせたとされ
る（
4
8 ）。 しかしながら、 アメリカの裁判所は、 不可避的
開示による差止命令の申立てに対して、 必ずしも一貫した態度 取っ てきたわけではな
い（4
9 ）。 言うまでもなく、 裁判所は、 そうし
た差止命令に判断を下すに当たり、 同法理の適用について慎重を期さなければならない。
 
 ５
 
トレード・シークレットについての主張の変更について
 
次に、 トレード・ シークレット法におけるより一般的問題として、 トレード・ シークレットに関する主張が、 過度に広範かつしばし
ば変更されるということがあ 。 この点、 原告側において 無頓着によるものか、 それとも熟慮のうえでの訴訟戦術によるものか、判然としないが、 実際のトレード・ シークレット 関する主張を、 明らかに秘密 されていないような広い概念のなか 潜ませておくようなトレード・ シークレット訴訟が多くみられるとされる。 しか こう 原告側の訴訟戦術は、 時として小さな操業を開始し
て間のない被告側に、 過度に広い原告側の主張を弱めるためだけに調査を行うのに、 費用のかかる専門家を雇わせようとす
るものと言える。
 
右に述べ たことに関して、 被告が保有あるいは使用している知識・ 情報が原告側のトレード・ シ クレットと同じものかどうかに
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ついて、 数多くのトレード・ シークレット訴訟においては、 原告側が安易にそのトレード・ シークレットについての主張を変更するところに、 その特徴がみられる。 その結果として、 被告側は、 攻撃目標が定まらない状態で延々と戦う羽目に陥ることになる。 すなわち、 被告側が当初の主張に対して
反証を挙げることができる場合に、 原告側が訴訟方針を変更し、 トレード・ シークレットにつ
いてまっ たく異なる別の主張を行うような場合である。 例えば、 原告側が、 顧客リストに基づく主張から技術上の主張へ 、 その主張を変更する場合のほかに、 ハ ードウェ アー・ ベ ースのトレード・ シークレットの主張からソフトウェ アー・ ベ ースのトレード・ シークレットへ の主張に、 その主張を変更するような場合である。 しかしながら、 右いずれの場合であれ、 被告側は、 原告側の当初の主張弱点を立証するために時間とお金を費やして、 再度やり直しを なければなら
ないのである。 また、 右いずれの場合であれ、 原
告側は、 往々にして強力な既存の会社であ 一方で、 被告側は、 小さなベ ンチャー企業であることが少なくない。
 
こうした問題が生じる背景として、 原告側のトレード・ シークレットに関する主張は、 以前の被用者を計略にかけるために、 し
ばしば原 により、 いかにも事後的に作りあげられるものであっ て、 原告側が会社の知的財産として事前に記録 残し、 被用者が退職する前に秘密として守るほどの価値も いも であるとい ことを、 裁判所が見抜くことが難 い ある。 こうして、著作権、 商標権、 特
許権とは異なり、 記録されたり、 積極的に登録などはされないが、 一応知的財産としての形をとるトレー
ド・ シークレットに関する主張は、 合法的な競争 制限 求め 者らにより、 あまりにも安易に操作され ちであると言われる。
 
そして、 裁判所が右のような に取り組むために、 次のような二つの対応が考えられる。 すなわち、 まず第一に、 裁判所は、
近時のカリフォルニ ア州の裁判所の先例に従っ トレード・ シークレット訴訟の原告側に、 訴訟の途中に新たなト ード・ シークレットの主張に加えて、 「 十分な理由（
go
o
d
 
cau
se） 」 を証拠に
よっ て裏づけることを求めるべ きであるとされ
る（
5
0 ）。 もとより、 トレード・
シークレット訴訟の原告側には、 特 開示手続きが最終段階 近いような場合、 自由 その主張の変更や追加をすることは認め
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られるべ きではなかろう。
 
第二に、 仮にトレード・ シークレットに関する主張が強くないとしても、 封建的な色彩が残存する義務を被用者に負わせるよ
り、 むしろトレード・ シークレットが財産権としての知的財産権であることを認める一方で、 裁判所は、 トレード・ シークレットの主張に対して、 懐疑的な態度を取る方がよいとされる。 また、 トレード・ シークレット法は、 元の使用者から習得した知識・ 情報が用いられることを避けるために、 以前の被用者に一連の義務を負わせるものとして捉えられる。 しかし、 こうした見方とは対照的に、 財産ベ ースのアプロ ーチとして、 例えば、 当該知識・ 情報はすでに当該取引において知られており 被用者は自由に使用できることを立証し、 財産権であ 旨を論破することにより、 以前の被用者は、 当該主張を打ち負かすこともできる。
 
要するに、 元の使用者
企業は、 過度に広範なトレード・ シークレットの主張を行うだけではなく、 反競争的な訴訟戦術として、
しばしばその主張を変更するもの こ を承知しておくこ は、 独創的な企業の成長・ 発展に向けた法実践を指向する際に、重要であると思われる。
 
 ６
 
訴訟戦術と訴訟手続上の要件について
 
 
 
 
 
イノベ ーショ ンを制限 おそれ あるトレード・ シークレット法は実際において、 次のような三つの訴訟手続上の問題を抱えて
いるとされる。 すなわち、 第一に、 裁判所や当該被告が、 問題は何なのか分かる うに、 トレード・ シークレット訴訟の原告
は、 ト
レード・ シークレットに関する主張の詳細 実際に説明しなければならないの どうか。 第二に、 アメリカ おける統一トレード・シークレット法のもとで、 四〇州を超える州 は、 退職被用者にねらい 定めた伝統的なコ モン・ ロ ー上 主張に先んじて、 各州レベ ルでのトレード・ シークレット法を用いるべ きかどうか。 第三に、 トレード・ シークレット訴訟の原告側は、 被告側がどのような
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情報を知りながら盗み取っ たとして訴えられているのかを知ることを妨げるために、 いわゆる開示制限命令（
p
ro
tective 
o
rd
er） を
用いることがで
きるのかどうか。
 
 
まず、 トレード・ シークレットに関する主張の同一性について、 当該被告が最大可能な防御を尽くすことを妨げるために、 原告
側は、 当該トレード・ シークレットに関する主張の詳細な開示を回避することを求め という問題がある。 当該主張について詳細を正確に知らな 被告は、 一般公衆の自由な利用が可能な公有に属するものであることを指摘し、 別個独立に派生したものであるとか、 あるいは当該秘密について既存の知識・ 情報であることを、 必ずしも常に立証することができる けではない。 一方、 裁判所も、 当該主張は っ たい何かを
知らない場合、 正式事実審理を経ないで行われる判決（
su
m
m
ary 
ju
d
gm
en
t） において、 およそ
説得力の 判決を下すことができないであろう。
 
この点、 カリフォルニ ア州だけが、 開示手続を始める前に、 トレード・ シークレット訴訟の原告にその主張について同一であること
を求める制定法を有している。 しかしながら 同州の制定法 もとでも、 原告は当該秘密 主張について、 極めて具体的に理由が明確な程度に同一性を明らかにすることは必要とされ とされる。それゆえに、当該被 、原告に対する質問書（in
terro
gato
ries） を通して、 完全な同一性の確認が求められ
る（
5
1 ）。 この点、 当該事件の早期の段階で同一性の確認を求める州裁判
所がある一方で、 多くの州裁判所は、 当該事件の進捗状況に応じて、 同一性の確認を求めるとされ
る（
5
2 ）。 しかし、 公有に属する
情報に対して、 原告の主張を正確に評定 ために 程度 正確さを
要求したり、 完全な同一性の確認を抑える揺さぶり
戦術を認めるような裁判所は、 ほとんどないとされ 。
 
この点、 ソフトウェ アのトレード・ シークレットに関する主張の同一性の確認を原告ができなかっ たことを鋭く批判した例外的事
例として、 第七巡区裁判所の判決が挙げられ
る（
5
3 ）。 こうして、 トレード・ シークレット訴訟の当事者は、 なぜ完全かつ明確な同一性
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の確認が必要とされるのかその理由について、 むしろ早い段階で、 裁判所に
対して、 知らせるべ きであるとされる。
 
次に、 アメリカの統一トレード・ シークレット法のもとで、 コ モン・ ロ ーに関する主張が優先されるのかどうかについて、 トレード・
シークレット訴訟の原告は、 例えば、 不正競争、 横領、 不法な干渉のような複数の名目を掲げて、 トレード・ シークレットの主張を訴えることにより、 制定法上防御に都合のよい側面を回避しようとすることが少なくない、 という問題がある。 とはいえ、 裁判所は、 おおむね統一トレード・ シークレット法上の専占条項（
preem
p
tio
n
clau
se） のもとで、 そうした主張を禁止して
きたとされ
る（
5
4 ）。
しかしながら、 一応マ ル秘とされてい もかかわらず、 トレード・ シークレットの水準に達していないような情報の範疇があり、 若干の裁判所は、 トレード・ シ クレット訴訟の原告により欺かれることもあっ たとされ
る（
5
5 ）。 こうした訴訟戦術は、 単なる言葉あそ
びにすぎず、 「 トレ ド・ シークレッ
ト」 という文言の代わりに、 例えば、 「 内密の」 とか、 「 財産的に価値がある」 というような類似
の文言を用いることにより、 制定法の適用を回避したり、 あるいは秘密ではないにもかかわらず 元の使用者企業は、 被用者が用いることを妨げるために情報をめぐっ て訴えを起こそうとする。 これに対して、 裁判所は、 理由を付した判決 より、 何のためにこうした現実性の乏 い戦術をとるのかを見きわめて、 統一トレード・ シークレット法上の専占条項のもとで、 そう た戦術を拒否すべ きとされ
る（
5
6 ）。 そして、 州レベ ルの裁判所は統一トレード・ シークレット法のなかで、 非公開の事業上の情報の誤用を主張する、
すべ ての不法行為訴訟上の請求 当該制定法 もとでのみ 廷で争われるべ きであるとされる。
 
さらに、 被告人が奪い取っ たという理由で訴えられている当該情報を同人が確かめることを許すかどうかについて、 トレード・
シークレット訴訟の原告が当該秘密を同一 みなすときでも、 単に「 弁護士 目線」 だけで 開示の濫用から保護するために発せられる開示制限命令（
p
ro
tective 
o
rd
er） のもとで、 そうすることが典型的にみられる、 という問題がある。 こうして、 不法な行為
者として訴えられた者は、 故意に奪い取っ たという理由で訴えられている当該情報について 精査す ことは禁じられる。 しかながら、 これは、 例えば、 一般公衆の自由な利用が可能な情報源であること 指摘したり、 あ いは以前の使用者企業に従事す
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る前に当該情報についてはすでに知っ ていたような場合、 当人が右のようなことを行っ たという理由で訴えられたことに最大可能な反論を加えることを妨げるもの ある。
 
そこで、 訴訟当事者は、 不法
な行為を行っ たとして訴えられた者が、 当該秘密のリストにアクセスすることを許す文言を開示
制限命令に挿入し、 仮に当該原告が拒否 るならば、 強制的にアクセスできるよう申し立てをなすべ きであるとされる。 これに対して、 トレード・ シークレット訴訟の原告側は、 当該被告が当該情報を取得するおそれがある旨を主張するこ により、 時として開示制限を擁護しようとすることがある。 しかし、 当該被告側は、 まさに同じ情報を奪取かつ使用したという理由で、 す に訴えられていることを考慮するならば、 そうした主張は、 あまり意味をなさないと思われ
。
 
以上、 グレーヴズらによると、 イノベ ーショ ン社会の発展を促進するに当たり、 競業禁止特約を廃止することと同じように、 ト
レード・ シークレット法における訴訟手続の見直しが、 重要であるとす
る（
5
7 ）。
 
いずれにせよ、 トレード・ シークレットをめぐる訴訟は、 以前の使用者企業が進んで何らかの主張を行い、 また、 その主張をしば
しば変更することにより、 事業を始めたばかりの小さな競争相手企業を必要以上に消耗させるような戦い
において、 反競争的
な戦いの武器となる危険性を孕む可能性があ のである。
 
 四
 
競業禁止特約の検討課題
 
 
 
右に述べ てきた議論を踏まえてみると 過度に制限的な被用者移動の法的枠組みはアメリカにおいて、 ベ ンチャー資金に裏づ
けられたイノベ ーショ ン社会の発展を阻害するのではないか、 ということが懸念されてい 。 しかし、 何はともあれ すべ ての理論は厳密に検証されなければ らない。 そのため、 結論を導き出すうえでも、 競業禁止特約に限っ て言えば、 次のよう 、 検討を要
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する二、 三の問題が残されている。 すなわち、 （ １）
 競業禁止特
約が合法とされる州において、 ハ イテク事業のどのぐらいの割合で、
 
実際上、 雇用契約のなかに、 そうした特約が盛り込まれているのか。 （ ２）
 競業禁止特約が合法とされることで、 技能などを持っ
た被用者らが禁止特 に服する州にお て、 被用者らは、 訴訟沙汰を回避するために転職する場合において、 どれぐらいの割合で、 職域の変更を余儀なくされるのであろうか。 また、 そうした職域の変更は、 被用者の持つ技能、 知識、 経験の活用に対してマイナスに働くであろうか。 （ ３）
 競業禁止特約が合法とされる州において、 元の使用者は、 どれほどの頻度で
、 競業禁止特約の法
的強制を求めるの また、 新たに起ち上げられた事業に対する、 そうした禁止特約にかかる訴訟コ ストはどうであろうか。
 
 五
 
結びに代えて
 
 
以上、 アメリカにおける被用者の移動ルールの効用をめぐる議論と被用者の移動の法的枠組みをめぐる議論から、 トレード・
シークレット法のもとでの競業禁止特約 り方をみてきた。
 
とりわけ、 アメリカにおける競業禁止特約は、 今日とは隔世の感のあるイギリス中世の封建制に由来するものであっ て 被用
者らの移動の自由や被用者らのベ ンチャー企業 起ち上げと両立することは
、 容易ではない。 また、 同国におけるトレード・ シー
クレット法のもとで、 事後的に、 書面で契約の締結もされていない競業禁止契約を元の使用者らに探るに任せることにより、 操業を始めたばかり 競争相手企業は訴訟リスクを負わされる。 いずれにせよ、 トレード・ シークレット法は、 イノベ ーショ ン社会の持続的発展に影響を与える可能性のある重要な法律であり、 アメリカのほとんどすべ ての州 おいて、 使用者企業のトレード・ ークレット 守る めの競業禁止特約に関する裁判例に実質的な見直しが求められてき のである。
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ひるがえっ て、 わが国に
おける不正競争防止法において保護されるトレード・ シークレットと競業禁止特約との関係について再
考してみると、 すでに述べ たように、 グレーヴズらの主張にみる競業禁止特約の廃止論に倣うことが唯一絶対に正しい道であるとは思われない。 が、 今日とは大きく異なる時代においてあみ出された競業禁止特約が、 果たして実践的で創意に富んだ被用者を保護して、 わが国におけるイノベ ーショ ンの活性化に真に役立つものかどうか、 あるいは元の使用者の特定の利益を保護するほかに、 何の理由もなく、 何よりも以前の被用者らによる競争を制限するためにのみ機
能しないかどうかについて、 競業禁止特約
のあり方を批判的に検討することが求められる。
 
最後に、 わが国において、 競業禁止特約を直ち 廃止する方向へ 法改正を求めることは難しい。 が、 世界はグロ ーバル化し、 急速
に狭くなり、 経済社会の変化も激しい中 イノベ ーショ ン社会をさら 発展させるために、 結論として、 競業禁止特約の見直しの方向として、 イノベ ーショ ンを推進 うえで競業禁止特約を必要最小限度 縮減 方向で、 そのあり方を見直す必要がある。 すなわち、 競業禁止特約が有効であるかどうか ついてはケ ス・ バイ・ ケ スで判断が
なされるわけであるが、 契約の有効性の評価
判定に当たっ ては、 次のような諸点 考慮に入れるべ きである。 まず第一に、 競業禁止について、 当該企業に 有の技術、 ノウハ ウ、顧客情報 どを含めて、 使用者において保護すべ き正当な利益があ こと。 第二に、 禁止の対象となる競業の範囲が限定されていること、 第三に、 例えば 企業在職中にトレード・ シークレットに触れることが可能な被用者など、 競業禁止 対象となる被用者らの範囲が限定されていること。 第四に、 使用者企業が営む業務の性質、 規模のほか 被用者が持つ知識・ 情報 経験、 技能により、競業を禁止する範囲が地理的 限定されているこ 。 第五に、 競業禁止の期間については、 技術の進歩は絶え間なく、 時間と もに、 そ 価値も薄れていくものもあること ら 極めて限られた期間であるこ 。 第六 競業禁止 対する代償の有無。 第七 、社会公共の利害。
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いずれにせよ、 こうした考慮されるべ き諸要素から想い浮かんでくることは、 イノベ ーショ ンを通じて、 世の中の進歩向上のため
に、 被用者らは、 使用者企業との関係において競業禁止契約に署名することを拒否することができるぐらいに交渉力を持てるよう、 被用者一人一人は、 イノベ ーショ ンを導くために、 強い起業家精神を持っ て、 斬新な知識・ 情報、 技術、 そして経験を、 り一層自分のものにして、 自力を高めることが求められる。
 
  注
 
（ １） 一九九五年に公布・ 施行された科学技術基本法に基づき、 政府が二〇一一年に定めた二〇一五年度までの「 第四期科学技術基本計
画」 において、 わが国のイノベ ーショ ン政策推進が掲げられた。 わが国を始め主要国にとっ て、 成長戦略をいかに描き、 実現していくかが大きな課題であるが、 そ 肝心かなめのところは、 技術革新すなわちイノベ ーショ ンの中身である。
 
（ ２） 奈良地判・ 昭四五・ 一〇・ 二三下民集二一巻九・ 一〇・ 一三六九頁、 判時六二四号七八頁、 労経速七四五号四頁。 裁判所は本件にお
いて、 「 一定の範囲において競業を禁ずる特約を結ぶという形で被用者の移動に課される制限は、 いわゆる営業上の秘密として営業の自由とならんで共に保護され べ き法益として、 当該契約の競業の制限が合理的な範囲を超えていない限り、 当該契約は無効と言うことはできない」 とした。
 
（ ３） もとより、 トレード・ シークレットを正面から保護するアメリカと、 不正競争行為という不法行為の特別の行為態様を規制することに
より、 結果 してトレード
・ シークレットを保護するというわが国とでは、 それぞれトレード・ シークレットの保護の仕方には違いがある。
とはいえ、 持続的経済成長は、 イノベ ーショ ンから生まれてくるものである、 という点では一致している。
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教授は、 すべ ての知的財産の法的規制の撤廃と自由なソフトウェ アの開発の促進を求める。
 
（ ６）
See,
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orcher L
. T
aylo
r Ⅲ
, The Business Fallout from the Rapid Obsolescence and Planned Obsolescence 
of High-Tech Product:Downsizing of Noncompetition Agreements,
 6
 C
O
L
U
M
. SC
I. &
 T
E
C
H
. L
 R
E
V
. 3（2
005）. 
（
２１） 被用者の移動が拡大することは、 世界中どこでも、 イノベ ーショ ンや技術が成長・ 発展を遂げる期間にみられる一つの特徴であると言えよう。
 
（
２２）See,
 G
raves, sup
ra note 4
 , at 3
29
. 
（
２３）See, id. 
（
２４）See,
 H
arlan
 M
. B
lake, Employee Agreements Not to Compete,
 7
3
 H
A
R
V
. R
E
V
. 6
25
, 62
9-3
7（1
960）. ブレイクは、 ギルドを保護し、
後に労働市場を規制することになる、 イギリスの初期の判例法や競業禁止契約の発展について述べ ている。
See
, 
K
A
R
E
N
 
O
R
R
E
N
, 
B
E
L
A
T
E
D
 F
E
U
D
A
L
IS
M
: L
A
B
O
R
, T
H
E
 L
A
W
, A
N
D
 L
IB
E
R
A
L
 D
E
V
E
L
O
P
M
E
N
T
 IN
 T
H
E
 U
N
IT
E
D
 ST
A
T
E
S
 71-
76
,104
-05（C
am
bridge 
U
n
iv. 
P
ress 1
992）
. オーレンは、 イギリスにおける封建制下の労働の階層秩序と、 競業禁止特約などを通して、 産業がいまだ初期段
階にあっ た十九世紀のアメリカ法へ の移行について述べ る。 すなわち、 十九世紀のアメリカにおけるマ スターとサーバントの支配服従関係は歴史的には、 中世社会の階層制の名残とされる。
 
（
２５）See,
 A
D
A
M
 S
M
IT
H
, T
H
E
 W
E
A
L
T
H
 O
F
 N
A
T
IO
N
S
 13
7-4
0（E
d
w
in
 C
an
non
 ed
., T
h
e M
odern
 L
ibrary 193
7） （
1
7
76）. 本書では、 労働
者や徒弟に課されてきた様々な制限について議論が されている。
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（
２６）See, 1
 W
IL
L
IA
M
 B
L
A
C
K
S
T
O
N
E
, C
O
M
M
E
N
T
A
R
IE
S
 O
N
 T
H
E
 L
A
W
S
 O
F
 E
N
G
L
A
N
D
 4
17（U
n
iversity o
f C
hicago
 P
ress 1
979） （
1
769）. 
（
２７）See, 
G
raves , supra no
te 4
, at 33
2
. グレーヴズらによると、 マ イクロ ソフト社を離職しようとするものの、 競業禁止特約の拘束を受
ける被用者らのいくつかのグループに助言をするに当たり、 マ イクロ ソフト社は非常に広範に事業展開を行っ ていることから、 被用者らは、 一定の技術分野において競争関係に立つのかどうか知ることさえない、 という問題を抱えていたとされる。
 
（
２８）マ イクロ ソフト社の競業禁止特約をめぐる訴訟は、 二〇〇五年に広く報道された。 競業禁止条項に拘束される同社の被用者である李開復（
K
ai-F
u
 L
ee） 氏は、 グーグル社の業務に携わっ たことにより、 訴訟沙汰になっ た。
 
（
29） カリフォルニ ア州の裁判所 より無効とされたよく知られた裁判例としては、
M
uggill v. R
eub
en
 H
. D
o
nn
elley C
o
rp
., 42
 C
al.R
p
tr. 1
07
, 
1
08-
09（
1965） が挙げられる。 本件では、 以
前の被用者がカリフォルニ ア州法のもとで競争相手企業に転職するならば、 年金の支払い
を打ち切るという条項について、 無効とされた。
 
（
30）See,
 In
gerso
ll-
R
and
 C
o
. v. C
iavatta, 5
42
 A
. 2
d
 879
, 8
95（N
.J. 19
88）. 本件では、 合理性という理由から、 雇用関係の終了後も被用
者の拘束を継続する条項（
h
o
ldo
ver clau
se） の適用が拒否された。
See, A
rm
orlite L
en
s C
o
. v. C
am
pb
ell, 3
40
 F
. S
up
p
. 27
3
,27
5（S
.D
. 
C
al. 
1
972）
. 本件では、 カリフォルニ ア州法のもとで 競業禁止契約は許されないものとして、 契約の終了後も発明の譲渡義務を負わ
せる条項は、 無効とされた。
 
（
31）See,
 C
A
L
. B
U
S
. &
 P
R
O
F
. C
O
D
E
 §
 1
66
01（199
7）. 本条は、 のれんまたは会社株式の売買について定めている。
See,
 C
A
L
. B
U
S
.&
 
P
R
O
F
. C
O
D
E
 §
 1
660
2（1
997）. 本条は、 パートナーシップの取り決めについて定めている。
 
（
32）See, N
C
H
 C
orp
. B
royles, 749
 F
. 2
d
 2
47
, 2
51（5th
 C
ir. 19
85）. 本件では、 競業禁止特約は、 ルイジアナ州における公序良俗に関わる
問題として、 無効とされた。
 
（
33）See, 
U
Z
 E
n
g. P
rod
. C
o
. v. M
id
w
est M
tr. Sup
p
ly C
o
., In
c., 7
70
 N
.E
. 2
d
 10
68
, 1
080
-81（O
h
io C
t. A
p
p
. 2
00
1）. 本件では、 小規模な
取引において競業を妨げ 、 過度に広範な、 二年間にわたる競業禁止や引抜き禁止特約が支持された。 また、 元の使用者の顧
客で
あっ たかどうかに関わりなく、 使用者が、 競争相手企業との関係で競争優位に立つために、 以前の被用者が、 元の使用者のもとで習得した、 技術、 経験、 職業訓練を活用するの 妨げ こと ついて正当な利益を有するとされた。
 
（
34）See, G
raves , sup
ra n
ote 4
 at 33
3. グレーヴズによると、 立法府は、 政党がどうであれ、 競業禁止条項の廃止に敏感に反応するであ
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ろうとする。 そして、 被用者の移動を促進することは、 被用者と起業の促進の両方のためになるとする。
 
（
35）See,
 T
h
om
pson
 v. Im
p
axx, In
c., 7
 C
al. R
p
tr. 3d
. 42
7
, 4
29-
-32（C
al. C
t. A
pp
. 2
003）. 本件では、 秘密ではない顧客との接触を妨げる
限り、 雇用契約における顧客引抜き禁止条項は、 無効とされた。
 
（
36） 同僚の引抜き禁止特約が関わる近時の裁判例として、
H
ay G
rou
p
, Inc. v. B
assick, N
o
. 0
2
 C
 81
94
, 200
5
 W
L
 2
42
041
5
, at 7（N
.D
.I1
1. 
S
ep
t. 29
, 2
00
5） が挙げられる。 本件では、 原告のグロ ーバルな事業展開を考慮しても、 過度に広範であるとして、 特約は、 無効とされ
た。
See,
 P
alm
er &
 C
ay v. L
o
ckto
n
 C
o
s., In
c., 6
15
 S
.E
. 2
d
 7
52
, 75（6
 G
a. C
t. A
p
p
. 200
5）. 本件では、 特約は、 支持された。
 
（
37） 例えば、 新たな会社を創業するために、 退職する前に、 被用者の一団が行動を共にすることについては、 一般的に制限はない。
 
See, 
A
T
C
 D
istr. G
rou
p
, In
c. v. W
h
atever it T
akes T
ran
sm
issio
ns &
 P
arts, In
c., 4
02
 F
. 3d
 7
00
, 716（6th
 C
ir. 200
5）. 本件では、 ある会社の
普通の従業員が、 競争相手 設立 公然とまたは内密に、 会合することができない かどうか、 その理由について原告から何の説明もなかっ た。
See, 
T
he F
itness E
xp
erien
ce, In
c. v. T
F
C
 F
itn
ess E
qu
ip
, In
c., 3
55
 F
. S
u
pp
. 2
d
 
 
8
77
, 8
92-
93（N
.D
. O
h
io 
2
004）
. 本件では、 計画的に、 保険代理店、 不動産業者、 弁護士らと会合を持つなど、 退職前に競業の準備を行っ た被用者に有利な
正式事実審理を経ないでなされる判決が下された。 しかし、 問題は、 高度な忠実義務を負う者が 同じように退職前に活動することが許される程度である。
 
（
38）See,
 M
id
w
est Jan
ito
rial Su
pp
ly C
orp
. v. G
reen
w
ood
, 629
 N
.W
. 2
d 371
, 3
74-
75（Io
w
a 2
001）. 本件では、 収納スペ ースについて不動産業
者との接触、電話設備の価格調査、署名の打ち合わせ、コンピュ ータのハ ード
ウェ アの調査が含まれる準備活動が許された。
See
, 
M
ercer M
gm
t. C
onsu
lting, In
c. v. W
ild
e, 920
 F
. S
u
pp
. 21
9
, 234
-35（D
.D
.C
. 1
9
96）. See,
 D
w
yer, C
o
stello
 an
d
 K
n
o
x, 
P
.C
. v. D
iak, 8
4
6
 
S
.W
. 
2
d
 
7
42
, 
7
47（
M
o
. 
C
t. 
A
p
p
. 1
99
3）
. 本件では、 退職前に、 事務所や、 プリント設備を借りることが許された。
See, 
M
aryland
 
M
etals, In
c. v. M
etzner, 38
2
 A
. 2
d
 56
4
, 570
-71（M
d
. C
t. A
pp
. 19
78）. 本件では、 州のビジネス委員会との相談、 設備購入の銀行ロ ーン
申し込み、 電力設備に関して電力会社と 接触 重要な設備購入のために契約書へ 署名が許された。
 
（
39）See, 
In
stru
m
ent R
ep
air S
erv., In
c. v. G
u
nb
y, 51
8
 S
. E
. 2
d
 1
61
, 16
3（G
a. C
t. A
pp
. 1
99
9）. 本件では、 退職前に、 新たな競業事業を
会社組織にすることが許された。
See
, V
enture E
xp
ress, In
c. v. Z
illy, 9
73 S
.W
. 2
d
 602
, 60
6
 n
.2（T
enn
. C
t. A
pp
. 19
98）. 本件は、 右事
件と同じである。
See
, F
letcher, B
arnh
ard
t &
 W
h
ite, In
c. v. M
atth
ew
s, 3
97
 S
.E
. 2
d
 8
1
, 84（N
.C
. C
t. A
pp
. 19
90）. 本件は、 退職が許さ
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れる前に、 新会社の設立に踏み出した事案である。
See, Z
em
itzsch
, In
c. v. H
arrison
, 7
12
 S
.W
. 2d
 41
8
, 422（M
o
. C
t.A
p
p
. 198
6）. 本
件では、 退職前に、 新会社の設立が許された。
See,
 P
arson
s M
o
b
ile P
rods., In
c. v. R
em
m
ert, 5
31
 P
.2d
 428
, 43
2-3
3（K
an
. 197
5）. 本件
は、 右事件と同じである。
 
（
40）See,
 G
reen
w
ood
. 629
 N
.W
. 2d
 at 3
74-
75
. 本件では、 次の別会社のために貸出限度額を探ることが許された。
See
, M
aryland
 M
etals, 
3
82
 A
. 2d
 at 570
-71
. 本件は、 次の別会社の投資家と接触することが許された事案である。
 
（
41）See, 
T
h
e N
ew
 L
 &
 N
 S
ales &
 M
ktg., In
c. v. M
en
aged
, N
o
. C
IV
. A
. 97
 4
966
, 1
998
 W
L
 57
527
0
, at 7（E
.D
. P
a. S
ep
t. 9
, 1
998）. 
本件
は、 高度の忠実義務を負う者が 退職後に顧客と会う約束の取り付けが許された事案である。
See,
 W
ild
e, 9
2
0
 F
. S
u
pp
. A
t 235
. 本
件は、 当該招待状の日付が退職した
後の日とされていた場合に、 引抜きのためにほかの被用者らを晩餐会へ 招待することが認められ
た事案である。
See,
 M
cC
allister C
o
. v. K
astella, 8
25
 P
.2
d
 9
80
, 98
3-8
4（A
riz. C
t. A
pp
. 1
992）. 本件は、 三〇日前に予告して、 使用者
の顧客に退職を知らせる手紙を送るこ 認められた事案である。
See, D
w
o
rkin
 v. B
lu
m
enth
al, 5
51
 A
. 2d
 94
7
, 949（M
d
. C
t. A
pp
. 
1
98
9）. 本件は、 退職前に秘密とされてい
ない患者のリストを用いて、 通知し、 退職前に患者らに手紙を送ることが認められた事案で
ある。
See
, H
arrison
, 7
12
 S
.W
. 2
d
 at 4
2
2
. 本件は、 退職前に新会社設立の計画について使用者の顧客に話をすることが認められた事
案である。
See,
 E
llis &
 M
arsh
all A
sso
c, In
c. v. M
arsh
all, 30
6
 N
.E
. 2d
 71
2, 7
17（Ill. C
t. A
pp
.19
74）. 本件は、 退職して競業する企業を
設立する計画について同僚や使用者 顧客らに知らせることが認められた事案である。
 
（
42）See,
 A
better T
ru
cking C
o
. v. A
rizp
e, 113
 S
.W
. 3
d
 50
3
, 510
-13（T
ex. C
t. A
pp
. 2
003）. 本件では、 当該被用者は、 その計画を開示す
る一般的義務を負うものではなく、 使用者に対する義務に違反することなく、 被用者らと内密に接触を図 ことができるとされた。
 
（
43）S
e
e,
 R
iggs In
v. M
gm
t. C
orp
. v. C
o
lu
m
b
ia P
artners, L
L
C
, 9
6
6
 F
. S
upp
. 1
25
0
, 12
65（D
.D
.C
. 1
9
97）. 本件では、 退職前に、 秘密情報を
用いて、 同僚を引抜くことは許されないとされた
See
, G
o
lden
 E
agle/S
atellite A
rchery, In
c. v. E
p
lin
g, 665
 N
.Y
.S
. 2
d
 1
69
,170（N
.Y
. 
A
pp
. 
1
99
7）
. 本件では、被告が後に特許を求めた製品開発のために、会社の資源を用いることは許されなかっ た。
 
See,
 
D
an
iel 
O
rifice C
o
. v. W
h
alen
, 1
8
 C
al. R
p
tr. 6
5
9
, 66
5
-6
7（C
al. C
t. A
pp
. 1
96
2）. 本件は、 勤務時間外に、 原告の製品改良の詳細な仕様書を
作成し、 退職し 新会社を通じてそのアイディアを売ることが認められなかっ た事例である。
See,
 
A
lexan
der 
&
 
A
lexand
er 
B
en
efits 
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S
ervs., In
c. v. B
enefit B
ro
kers &
 C
on
su
ltan
ts, In
c., 7
56
 F
. Sup
p
. 1
408
, 14
13（D
. O
r. 19
91）. 本件は、 新会社を組織するために、 勤務
時間と会社の資源を広く用いることは許されないと
された事案である。
 
（
44）See, 
C
add
y-
Im
ler C
reatio
ns, In
c. v. C
ad
d
y, 299
 F
. 2d
 79
, 83（9th
 C
ir. 1
96
2）. 本件は、 高度な忠実義務を負う者が、 原告の事業に
おける公の資料から顧客リストを作り、 退職後に同じ資料から再度リストが作成された事案である。
See,
 N
um
ed
, 
In
c. 
v.M
cN
utt, 
7
24
 S
.W
. 2d
 432
, 4
35（T
ex. A
pp
. 19
87）. 本件は、 次のベ ンチャーのために以前の事業主から習得した秘密とされて
いない情報を用いる
ことが許された事案である。
See,
 P
ub
lic R
elation
s A
ids, In
c. v. W
agn
er, 3
24
 N
.Y
.S
. 2d
 92
0
, 9
23（N
.Y
. A
pp
.19
71）. 本件は、 以前の高
度に忠実義務を負う者が、 独創的ではあるが、 秘密 されてい かっ た情報を用いることが許された事案である。
See,
 J.T
. H
ealy &
 
S
on
, In
c. v. Jam
es A
. M
urph
y &
 Son
, In
c., 2
6
0
 N
.E
. 2d
 72
3
, 7
31（M
ass. A
p
p
.1
970）. 本件は、 以前の高度に忠実義務を負う者について、
ほかのやり方で適切に取得された、 情報を秘密とはしなかっ た事案である。
 
（
45）See,
 G
raves , su
pra no
te 4
, at 338
. 
（
46）
See,
 
C
ath
erine 
F
isk, 
W
orkin
g 
K
no
w
led
ge: 
T
rad
e 
Secrets, 
R
estrictive 
C
o
ven
an
ts 
in
 
E
m
p
lo
ym
ent, 
and
 
th
e 
R
ise 
o
f 
C
orp
orate 
In
tellectu
al P
ro
perty, 18
00-
192
0
, 52
 H
A
S
T
IN
G
S
 L
.J. 4
4
1
, 50
7（2
001）. フィスクによれば、 「 不可避的開示」 の法理は、 一九世紀後半に
その起源があるとする。 そして、 例えば、 次のような事例を挙げる。
O
. &
 W
. T
h
u
m
 C
o
. v. T
lo
czynski, 7
2
 N
.W
. 1
4
0（M
ich
. 189
7）. 
（
47）See, 
C
o
nt’l C
ar-
N
a-V
ar C
o
rp
. v. M
o
seley, 1
48
 P
. 2d
 9
, 11（C
al. 1
944）.「 不可避的開示」 と呼ばれる前に、 そうした法理は、 初期の
裁判例においては、 受け入れられなかっ たとされる。
See
, W
h
yte v. S
ch
lage L
o
ck C
o
., 1
25
 C
al. R
p
tr. 2
d
. 277
, 2
91（C
al. C
t.A
p
p
. 20
02）. 
本件では、 カリフォルニ ア州法のも で 「 不可避的開示」 は、 受け入れられなかっ た。
 
（
48）See,
 P
epsiC
o
, In
c. v. R
ed
m
ond
, 54
 F
. 3
d
 1
262
, 1
269（7
th
 C
ir. 1
995）. 
（
49）See,
 D
exxon
 D
igital S
torage, In
c. v. H
aen
szel, 8
32
 N
.E
. 2
d
 62
, 6
8-69（O
h
io
 C
t. A
pp
. 2
005）. 本件では、 法理の利点などについて議
論がなされることなく、 自動的に法理の適用がなされた。
See
, L
iebert C
o
rp
. v. M
azur, 827
 N
.E
. 2
d
 90
9
, 92
7
-
29（Ill. C
t. A
pp
.20
05）. 
本件では、被告が実際に秘密 原材料を手に入れたという証拠だ に基づいて、法理の適用がなされた。
See
, 
L
eJeun
e 
v.C
o
in
 
A
ccep
tors, In
c., 8
49
 A
. 2
d
 4
51
, 4
76（M
d
. A
pp
. 2
00
4）. 本件では、 不可避的開示の法理はメリーランド州において、 容認されなかっ た。
 
（
50）See, N
eotherm
ia C
orp
. v. R
u
b
icor M
ed
., In
c., 3
4
5
 F
. S
u
pp
. 2
d
 10
42
, 10
45（N
.D
. C
al. 2
0
0
4）. 本件では、 カリフォルニ ア州法のもとで、
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トレード・ シークレットに関する主張の同一性について改善するために十分な理由が求められた。
 
（
51）See, 
A
d
van
ced
 M
odu
lar S
puttering, In
c. v. S
u
p
erior C
ou
rt, 1
32
 C
al. A
p
p
. 4th
 826
, 9
06
-0
7（2
005）. カリフォルニ ア州における主張の
同一性に関する制定法について解釈がなされた。
 
（
52）See, 
A
n
alog D
evices, In
c. v. M
ich
alski, 57
9
 S
.E
. 2d
 449
, 45
4（N
.C
. C
t. A
p
p
. 2
003）. 本件では、 原告が秘密ではない一般的なカテゴ
リーのリストを作り、 それに資料を添付した場合、 差止命令は発せられなかっ た。
See, 
M
o
toro
la, 
In
c. 
v. 
D
B
T
E
L
, 
In
c., 
2
0
02
 
W
L
 
1
610
982
, 1
6（N
.D
. Ill. 2
0
02）. 本件原告は、 正確な秘密性の主張を明らかにすることができずに、 技術情報について一般的なカテゴリ
ーを述べ たにすぎなかっ た。
See, P
oro
us M
ed
ia C
o
rp
. v. M
id
land
 B
rake Inc., 1
87
 F
.R
.D
. 5
98
, 600（D
. M
inn
. 199
9）.本件では、 例えば、
新しい多孔性キャニ スターの詳細な図面のように、 ブレーキ・ キャニ スターに関連するア
イディアについての一般的なカタロ グは、 開示手
続を進めるためには不十分であるとされた。
 
（
53） See,
 ID
X
 S
ys. C
orp
. v. E
p
ic S
ys. C
o
rp
., 28
5
 F
. 3
d
 58
1
, 5
83
-
84（7th
 C
ir. 20
02）. 本件原告によると、 当該ソフトウェ アの製法につい
て四三頁にわた 記述で十分であるということであっ た。 が 本件裁判所によれば、 そうではないとし、 当該営業でどの側面が知られているのかがたずねられ、 当該原告が、 当該秘密を留保するために真剣に努力しないならば、 裁判所がそ
うした役目を果たすことは
できないとされた。
 
（
54） 統一トレード・ シークレット法 専占を支持する裁判例として、 次のような事例が挙げられる。
D
igital E
n
vo
y, In
c. v. G
o
ogle,In
c., 3
70 
F
. S
up
p
. 2d
 102
5
, 1
034
-35（N
.D
. C
al. 2
00
5）.（ カリフォルニ ア州法） 。
A
crym
ed
, In
c. v. C
on
vatec, 317
 F
. Sup
p
. 2d
 120
4
,1
217
-18（D
. O
r. 
2
004）. （ オレゴン州法） 。
G
lasstech
, In
c. v. T
G
L
 T
em
p
ering S
ys., In
c., 5
0
 F
. S
u
pp
. 2d
 72
2
, 730（N
.D
. O
h
io
. 199
9）. （ オハ イオ州法） 。
 
（
55）See,
 M
cK
esson
 M
ed
.-S
urgical, Inc. v. M
icro
 B
io-
M
ed
ics, In
c., 26
6
 F
. S
up
p
. 2d
 590
, 600（E
.D
. M
ich
. 200
3）. 本件では、 ミシガン州法
のもとで、 統一トレード・ シークレット法はトレード・ シークレット は当 らないほかの秘密情報に専占しないと う理論に基づいて、 連邦統一法により専占されることなく、 忠誠務違反の主張が認められた。 しかし、 その後、 同州における連邦裁判所判決は、 統一トレード・ シークレット法のもとでの専占条項を広く適用した。
See,
 C
usto
m
 T
eleconn
ect,In
c. v. In
tern
ation
al T
ele-
Serv., In
c., 2
54
 F
. 
S
up
p
. 2
d
 1
173（D
. N
ev. 2
003） （
N
evad
a. U
T
S
A
）; Ston
e C
astle F
in
an
cial, In
c .v.F
ried
m
an
, B
illin
gs, R
am
sey &
 C
o
., 1
91
 F
. Su
pp
. 2d
 652
（E
.D
. V
a. 2
0
02） （
V
irgin
ia U
T
S
A
）. とりわけ、 ウイスコ ンシン州の最高裁判所は、 強固な反対意見をめぐっ て、 近年の判決において、 少
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数意見を受け入れた。 しかし、 すでに述べ たような関心事には何らの分析検討もなされていない。
See
, B
u
rban
k G
rease S
erv., L
L
C
 v. 
S
o
ko
lo
w
ski, 7
17
 N
.W
. 2
d
 7
81（W
isc. 2
006）. 統一トレード・ シークレット法の専占条項を骨抜き
にし、 トレード・ シークレットの代わりに
情報を単にマ ル秘と呼んで当該制定法を巧み 逃れる 本件判決は、 アメリカにおけるトレード・ シークレットに関する従来の裁判例の積み重ねのなかで最も好ま くない理由づけの一つであるとされる。 こ 点、 ニ ュ ーハ ンプシャー州の最高裁判所はその後すぐに、ウイスコ ンシン州のアプロ ーチを否定し、 多数派のアプロ ーチに従っ た。
See,
 M
o
rtgage Sp
ecialists, In
c. v. D
avey, N
o
. 2
005
-06
7
, 2
006
 
W
L
 2
06
039
5（N
.H
. Ju
ly 2
6
, 200
6）. 
（
56）See,
 G
raves , su
pra note 4
, at 342
. See
, B
liss C
learin
g N
iagara, In
c v. M
id
w
est B
rake B
ond
 C
o
., In
c., 2
70
 F
. S
up
p
. 2
d
 94
3
, 9
47
-
49
（W
.D
. M
ich
.2
00
3）. 本件では、 裁判例が収集され、 右に述べ たストーン・ キャッスル（
Sto
ne C
astle） 事件判決とは見解を異にした。
 
See
, 
A
uto
 C
h
ann
el, In
c. v. Sp
eedvision
 N
etw
o
rk, L
L
C
, 1
44
 F
. Su
pp
. 2d
 7
84
, 7
89（W
.D
. K
y. 20
01）. 本件では、 統一トレード・ シークレット
法の専占条項が選択的主張を含む理由について説明がなされた。
See
, T
ho
m
as &
 B
erts C
orp
. v. P
and
u
it C
o
rp
., 10
8
 F
.S
upp
. 2d
 9
68
, 
9
72（N
.D
. Ill. 2
0
00）. 本件では、 被告によっ て取得された秘密情報は、 トレード・ シークレットのレベ ルに達していないことを理由として、
原告により、 専占は適切さを
欠くと主張された。 しかしながら、 こうした考え方は、 統一トレード・ シークレット法の専占条項を無意
味にするものである。
See , W
ein
s v. S
po
rleder, 6
05
 N
.W
. 2
d
 48
8
, 4
91
-
92（S
.D
. 2
000）. 本件では、 強制退職規定を適用するための主
張を検討 に当たり、 問題は、 当該原告がその主張にどのようなラベ ルをつけるかではなく、 むしろ裁判所は、 ラベ ルより、 当該主張を裏づけるため 主張される事実に注目すべ きであるとされた。
 
 
 
（
57）See, G
raves , su
pra n
ote 4
, at 3
42
. 
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五
 
おわりに
 
  
一
 
はじめに
 
１
 
アメリカの競業禁止特約をめぐる判例法理からの示唆
 
以上、アメリカにおける競業禁止特約をめぐる「不確実性」の問題を踏まえて、それにまつわり関連する諸問題に関
するアメリカの判例法理の展開に照らすと、わが国へは次のような示唆が得られよう。
 
第一に、競業禁止特約を典型例として、雇用関係の終了後の法分野において、競業制限が少なければそれだけ、起業
家精神を持った革新に意欲的な被用者の転職あるいは起業を促すように思われる。もとより、こうした見方には、反論あるいは議論を伴うところであろう。しかし、競業禁止特約はわが国において、知的財産法の一つとして、 「営業秘密」を保護する不正競争防止法による規制の代替的、補助的手段にすぎず、その有効性が不確実な契約手法であり 使用者が被用者との間で競業禁止特約を締結し、こう た特約に過度に依存することは、創造的な被用者が迅速かつ容易に同業他社へ転職あるいは同 他社を起業する際に妨げとなるものである。
 
第二に、わが国における雇用関係の終了後の競業禁止特約について、裁判所は、今日とは大きくかけ離れた時代にお
いて作られた競業禁止と うルールが革新 意欲的な被用者の知的な創造活動を保護し、わが国経済に恩恵をもたらすことに真に資するものかどうか、逆に、元の使用者の特定 利益に資するほか
、何の理由もなく、以前の被用者によ
る競争を制限するためだけに働いていないかどうか ついて 批判的 検証すべきである。
 
換言すれば、競業禁止特約は、今日とは大きく異なる時代 産物であって、こうした特約 存在と、革新に意欲的な
被用者の転職あるいは起 の自由と革新に前向きな会 の発展との両立は容易では い。
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第三に、競業禁止特約については、わが国において「営業秘密」を保護する不正競争防止法のもとで、元の使用者が
事後的に、退職被用者と書面によって合意もなされていない競業禁止契約を探ることによって、被用者が訴訟コスト
を
憂慮するあまり、同業他社への転職あるいは同業他社の起業を難しくし断念させていないか懸念される。
 
第四に、わが国において、 「営業秘密」を保護する不正競争防止法は、知的財産法の一つとして、新たなイノベーショ
ンの促進に向けて、大きな影響を与える重要な法律であり、使用者の「営業秘密」を守るための競業禁止特約をめぐる裁判例については、不正競争防止法の視点からも、なお再検討すべき余地が残るものというべきである
(1)。
 
以上によれば、雇用関係の終了後の競業禁止特約については、アメリカとの比較を通して、革新的なイノベーション
の創造に向けて、イノベーションを担う企業 人財である被用者の転職のみならず、起 が円滑に進むように、既存の競業禁止特約のあり方は根本的に見直されるべきであ 。
 
  
２
 
再考
 
わが国において、終身雇用制が大きく揺らぎ、雇用の流動性が増し、経済基盤が製造業から知識・情報へ移行するに
従って、企業の「営業秘密」 重要性が増してきている中、 の退職後の競業避止義務を定める競業禁止特約については、従来、労働法の重要な課題の一つとして捉えられてきた。しかし、こうした競業禁止特約は、労働法とわ 国にお 「営業秘密」を保護する不正競争防止法を含む知的財産法にまたがる問題領域でもあって 単に労働法の一分野をなすにとどまらず、知的財産法の分野でもある
(2)。
 
こうして、被用者の競業禁止特約を不正競争防止法を含む知的財産法の規制の対象領域としても考察するとき、競業
禁止特約は、 「営業秘密」を保護するため 上の要件を満たしているかが問題と る。すなわち、競 禁止特約が、新たな創造的知識・情報だけを保護するために狭く限定され いない らば、それは、 「営 秘密」を保護す
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るための立法である不正競争防止法のもとで、すでに見いだされているものを超えて、新たなイノベーションを進めるためのインセンティブを与えるものとはならないであろう。この点につ て、被用者の退職後に競業避止義務を課する競業禁止特約の有効性の判断において、革新に意欲的な一人一人の被用者の転職あるいは起業のニーズと、力関係においてより強い立場に立つ使用者の利益とのバランスがとれているかである。
 
 二
 
競業禁止特約の有効性判断における営業秘密
 
すでに述べたように、被用者の退職後の競業避止義務を定める競業禁止特約は、 「営業秘密」を保護する不正競争防止
法を含む知的財産法の規制の対象領域でもあるが、必ずしも、そ ようには理解されていないように思われる。すなわち、 「営業秘密」を保護するための不正競争防止法上の厳格な要件が、競業禁止特約に関して満たされているかどうか疑問な裁判例もみられる。この点につ て、裁判所は、しばしば「営業秘密」にみるような知的財産権を根拠に競業禁止特約の有効性を判断するわけであるが、果 して、 「営業秘密」 言えるような性質のもの 、この点についてより検討を深めることが必要であると思われてならない。
 
ところで、被用者の退職後の競業避止義務を定める競業禁止特約の有効性に関しては、 「営業秘密」を保護するための
不正競争防止法のもとでも認め 場合と、使用者と被用者との間で創設される場合と あるの 、以下 お 、二つに分けて検討したい
(3）。
 
 
１
 
不正競争防止法のもとでも認められる場合
 
被用者は在職中、信義則に基づいて競業避止義務を負うが、本来 は職業選択 自由を有している（憲法二二
条一項） 。したがって、被用者は会社を退職した後は、元の会社の同業他社へ転職あるいは同業他社 起業であっても、
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まったく自由であるのが原則である。しかしながら、被用者の職務内容が
使用者の「営業秘密」に関わるものであるが
ゆえに、被用者が在職中に職務遂行上知り得た使用者の「営業秘密」については、雇用関係の終了後であっても競業避止義務が認められる場合がある。
 
そこで、まず、 「営業秘密」とは何かについて、不正競争防止法は、 「秘密として管理されている生産方法、販売方法
その他の事業活動に有用な技術上又は営業上の情報であって、公然と知られていないもの」と厳格に定義している。すなわち、
①秘密管理性
(4)、
②有用性、
③非公知性という三つの要件を満たした秘密であることが必要とされている（同
法二条六項）
。しかし、裁判例の中には、労働者の退職後の競業避止義務について、競業避止特約の締結によって当然に
その文言どおりの効力が認められるものではなく、競業禁止によって守られる利益の性質や特約を締結した従業員の地位、代償措置の有無等を考慮し、禁止行為 範囲や禁止期間が適切に限定されているかを考慮したうえで、競業避止義務が決せられるべきとしながらも、当該判断に際しては、 「競業禁止 よ 守られ 利益が、営業秘密 あること あるならば、営業秘密はそれ自体保護に値するから、その他の要素に関しては比較的緩やかに解し得る」とする がある
(5)。本判決では、元従業員の会社業務に関する技術は不正競争防止法にいう「営業秘密」には当たらないがそれに準
じる程度には保護に値するとされ、当該労働者のインストラクターとしての地位お び会社の示した代償措置を考慮すれば、競業を禁止する地域や期間を限定するまでもなく 元従業員 会社 対して競業避止義務を負う された。 かしながら そもそも、何故に、 「競業禁止によって守られる利益が、営業秘密であること るな ば、営業秘密はそれ自体保護に値す から、その他の要素に関しては比較的緩やか 解し得る」と言
えるのか、この判示部分については疑
問が伴うと言わざ を得ない
(6)。
 
 
これに対して、 何をもって業務上の秘密とするかについて、 就業規則等に具体的に定めた規定は見あたらないところ、
就業規則や個別合意により保護されるべき秘密情報については、かならずしも不正競争防止法（二条六項）の「営業秘
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密」 （①秘密管理性②有用性③
非公知性）と同義に解する必要はないとしつつ、
労働者の正当な行為までが不当に制約さ
れないために、 少なくとも、
｢秘密管理性
｣と 「非公知性」 の要件は必要であると解するのが相当とされた裁判例がある
(7)。
 
右裁判例について言えば、従来の裁判例は、被用者の退職後の競業避止義務の有効性について、競業制限の目的、競
業行為の範囲、競業禁止期間、地域的限定、代償措置等の諸要素から総合的に判断してきたところ、右判決においては、「営 秘密」を保護する不正競争防止法上の「営業秘密」の三要件を意識しつつ、とりわけ、 「秘密管理性」の要件を満たさないものであるから、結局、退職後、同種 事業を行ったことが秘密保持義務違反、競業避止義務違反等に当たらないと れた点で、その特色が認められるとともに、注目される。
 
言うまでもなく、被用者の退
職後に競業避止義務を負わせる競業禁止特約は、被用者が在職中に職務遂行上使用また
は知り得た企業の「営業秘密」や多種多様な情報を、退職後に使用・開示して企業と競業することにより、企業の利益を損なわない めに、使用者が被用者と締 するものである。しかしながら、 うした企業の「営業秘密」等を守ることを目的とする競業禁止特約の効力が無限定に ならば 被用者の退職後 新たな転職、起業の選択を不当に制約して、被用者の公正な競争を害することにもなりかねないこ から 競 禁止特約が有効か否 を判断するに当たっては慎重に吟味することが求められる
(8)。
 
こうして、不正競争防止法は、 「営業秘密」を保有する事業者（以下、 「保有者」という。 ）からそ 「営業秘密」を開
示された場合において、不正の利益を得る目的で、またはその保有者に損害を加える目的で、その「営業 」を使用し、または開示する行為は 同法上の「不正競争」に当た 旨 （二条一項七号） 。す わち 使用者が競 禁止特約によって守ろうと 企業の秘密情報が、 防止法のもとでの「営業秘密」に該当する場合には 被 は、秘密保持特約等が締結されているか否かにかかわらず、在職中はもとより退職後 おいて 「営 秘密」を不正な目的をもって使用したり、開示することは許され のであ
(9)。
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右のような不正競争行為に対して、使用者は、差止請求（三条一項） 、損害賠償請求（四条） 、信用回復の措置（一四
条）等の救済を求めることが可能である。
 
 
２
 
使用者と被用者との間で創設される場合
 
被用者の退職後の競業避止義務を競業禁止特約の締結により創り出す場合について、もともと、被用者は、雇用関係
の終了後は、職業選択 自由の行使として同業他社への転職あるいは同業他社の起業であってもこれを行うことができるのが原則であって、雇用関係の終了後においてまで競業避止義務を当然に負うも ではない。
 
そうであるにもかかわらず、使用者の利益を確保するために、競業禁止特約により、被用者の退職後も競業避止義務
を課するものであるがゆえに、使用者が確保を図 利益にかんがみて、競業禁止の内容が必要最低限度にとどまっているのみならず、それに見合う代償措置がとられる必要がある
(10)。
 
いずれにせよ、最近の裁判例は、 については、労働者の職業選択の自由に照らして、特約にお
ける制限の期間・範囲（地域・職種）
を最小限にとどめることや一定の代償措置を求めるなど、厳しい態度をとる傾向
にあると指摘されてい
(11)。
 
 三
 
競業禁止特約の有効性判断における被用者の知識・情報の有用性
 
ところで、イノベーションは、わが国の雇用に大きな影響を与えてきたところである。わが国の経済基盤が製造業か
ら知識・情報へ移行す に従って、高度な技能や専門性の高い知識・情報 持った被用者は人財として、使用者に対してますますその価値を高めてきた。しかし、科学技術の急速な進展は、有能な人材をより重要なものにすると同時に、被用者の持つ知識・情報や技能の陳腐化の進行を速めてきた。こうして、高度な技能や専門性の高い知識・情報を持っ
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た被用者の重要性が高まる一方で、実用的な知識・情報はそれを用いることによって、いわゆる「消耗」が進む恐れがあることから、 それを見越して被用者の移動は増える可能性もある。 こうして、 イノベーション競争の激しい時代の中、高度な技能や専門性の高い知識・情報を持った優秀な被用者を失わないために、使用者は、雇用関係の終了が任意であるか否かを問わず、被用者が同業他社へ転職したり、同業他社を起ち上げ ことを阻止するために、しばしば競業禁止特約をより所としてきた である。
 
しかしながら、すでに述べたように、競業禁止特約の解釈には予測可能性の欠如の問題を伴い、競業禁止特約の有効
性をめぐって、 「不確実性」の問題を伴うならば、競業禁止特約の作成が困難になり、その有効性をめぐって訴訟が提起されることは避けられない。 うして 被用者は、高額な訴訟費用の負担を危惧するあまり、転職や起業 らうこともある一方で、被用者が財産的に価値のある知識・情報を身に付けて転職あるいは 業することをなかば威嚇的に阻止するために、使用者は、必ずしも、当該秘密の性質や価値に見合うとは限ら い、比較的長い競業禁止期間を設ける競業禁止特約の作成をいとわない可能性もある
(12)。
 
以上によれば、被用者の持つ技能や知識・情報の変化の速度が速い時代において、雇用関係の終了後の競業避止義務
と密接に関わる秘密保持義務につい その秘密の性質・範囲、価値 労働者の退職前 地位等の要素のほかに 被用者の持つ技能や知識・情報の急速な技術革新による「陳腐化」 問題、換言すれば、被用者 持つ技能や知識・情報の「有効期限（
u
s
ef
ul
 l
if
e） 」についても十分に検討がなされるべきである
(13)。
 
 四
 
競業禁止特約の有効性判断における専門的知見の活用
 
わが国経済が、製造業を基盤とする経済から知識・情報を基盤と る経済へ、さら は高度先端技術やインターネッ
トに依存する度合いを高める経済へ移行するに従って、 の急速 変化 よる技術的 の陳腐化 問題がま
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すます重要になってきた。とりわけ、急速な技術情報の変化は、被用者の持つ知識・情報の有用性に大きな影響を与えるものであることから、被用者の退職後の競業避止義務を定める競業禁止特約の有効性を判断する際に考慮されなければならない重要な問題である。 こうした雇用関係の終了後の競業禁止特約の有効性の判断の一つ 指標として、 専門的、技術的見地から技術 どの陳腐化の度合いを考慮に入れることによって、競業禁止特約をめぐる予測可能性の欠如や不確実性の問題はある程度緩和される可能性がある。さらに、こうした知識・情報の時間的有用性について争いがあるような場合、その判断に際しては、イノベーションの奨励 ために、使用者に必要な保護を与える一方で、被用者が専門的知識、技能 経験に基づいて生計を立て ことを必要以上に妨げ いように調整するために、当該知識・技術などに長けた専門家の知見を活用すべきであろう。こうし 取り組みを行うことに り、競業禁止特約の有効性をめぐる訴訟を減らし、今日の高度先端技術の職場において、使用者と被用者双方 利益をもたらす形で 使用者が確保しようとする企業の利益に照らして 競業禁止 内容が必要最小限度に どま ような競業禁止特約 作成がより可能となるに思われる
(14)。
 
 五
 
おわりに
 
雇用関係の終了後の競業禁止特約については、使用者の「営業秘密」等の秘密を守る一方で、新たなイノベーション
の促進に向けて、革新に意欲的な被用者が転職や起業を 際 不当な制約にならな ものに限るとい 観点から、特約の効力は、慎重に審査がなされなければ らない。
 
しかしながら、より根源的な問いかけとしては、わが国において、果たして、競業禁止特約は、 「営業秘密」等の知的
財産を保護するためにそれに見合った適切な方法といえるかであ
(15)。こうした問題に答えるためにも、競業禁止特約
については、新たなイノベーションの促進に向 て、被用者が転職や起業をしやす 法的環境を整えるため 、職 選
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択の自由または営業の自由の保障の精神に今一度立ち返る一方で、 「営業秘密」を保護する不正競争防止法のみならず、特許法、実用新案法、著作権法、意匠法等、知的な創造活動を保護しようとする知的財産法の立法趣旨・目的に沿って、分析検討がなされる必要がある。
 
最後に、わが国において、雇用が不安定化し、雇用の流動化が進む中で、使用者はどの程度競業禁止特約によって被
用者の職業選択の自由を制限し得る か、雇用関係の終了後の競業禁止特約の有効性については、今後ま ます重要な議論となっていくと思われる。
 
   注
 （
１
）
CHARLES TAIT GRAVES, ARTICLE: Analyzing the Non-Competition Covenant as a Category of Intellectual Property Regulation, 
3 Hastings Sci. & Tech. L.J. 69（
2010）
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い制約などを考慮すれば、契約の解釈について、契約締結の目的、必要性からみて、合理
的な範囲に制限されると解される」とするも （西部商事事件 福岡地裁小倉支部判平六・四 九労判一三六〇号四八頁） 、 「業避止義務の期間（一年間）は比較的長く、退職金 額は競業避止義務を課すことに比して十分 額であ か疑問がないとはいえないことにかんがみると、就業規則における競業避止義務規定に合理性があるとは解されず、退職後の競業避止義務違反を理由に退職金請求権が発生しないとは認められない」とされたもの（モリクロ事件・大阪地判平
三・三・四労判一〇三〇号四六
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（
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See, Ann C. Hodges and Porcher L. Taylor III , ARTICLE: The Business Fallout from the Rapid Obsolescence 
and Plannned 
Obsolescence of High-Tech Products: Downsizing of Noncompetition Agreements, 6 Colum. Sci. & Tech L. Rev. 3（
2005）
. 
（
14）
Id. 
（
15）使用者の「営業秘密」について、それを特許申請するか、それとも競業禁止特約等により「営業秘密」として保護するかは、ま
さに当該企業の知的財産の戦略に関わる重要な問題 ほかならな 。
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一
 
はじめに
 
  
スポーツを取り巻くさまざまな情報が飛び交う昨今、スポーツ選手の年俸や移籍交渉などの際に、 「スポーツ代理人
」
という言葉をしばしば耳にするようになった。日本でも耳目を集め始めたこのスポーツ代理人とは一体何なのか、その定義や仕事の内容を含めて、あまりなじみのない職業であると思われる。
 
一方、日本とは異なり、スポーツ・ビジネスの先進国と言われているアメリカ合衆国（以下、アメリカという）は四
大プロリーグ、すなわちメジャー・リーグ・ベースボール
（
M
LB
）、
ナショナル・フットボール・リーグ
（
N
FL
）、
ナシ
ョナル・バスケットボール
（
N
BA
）、ナショナル・ホッケーリーグ
（
N
H
L
））において、 「スポーツ・エージェント
（
sports 
agent）」と呼ばれるスポーツ代理人は、プロスポーツ選手の契約などにおいて欠かせない存在と言われている。こうし
て、スポーツ選手が ポーツ代理人と契約し、移籍や年俸交渉などを代理人に委ねることは、アメリカにおけるスポーツ・ビジネスの世界では一般化しているどころか スポ ツ選手の代理 ビジネスとす スポーツ代理人は、顧客であるスポーツ選手のために、互いに激 くし
のぎを削り合っており、むしろ、市場において供給が過剰気味でさえあ
る（
1）。 
 
しかしながら、スポーツ代理人間の競争が激しくなるなか、スポーツ・マネジメント・ビジネスの世界におけるスポ
ーツ代理人業を取り巻く大きな経営環境の変化、とりわけ、一九九〇年代後半 スポーツ代理人業界を席巻してき 急速な企業の「合併・統合
（
consolidation
）」に伴って、スポーツ選手は、どのような代理人でも自由に選任する権利が脅
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かされてき
た（
2）。こうした企業の合併・統合の全盛状態にあって、アメリカにおけるトップのスポーツ代理人の多くは、
いずれの使用者事務所に忠誠を尽くせばよいのか、選択を迫られる一方で、代理人業界における比較的大きな代理業者は、例えば、代理人 とスポーツ代理人との雇用契約のなかに、雇用関係の終了後も、競争関係に入らないという義務を負わせる いわゆる「競業禁止条項（
non-com
pete clauses） 」を盛り込むことによって、企業防衛を図ってきた
経緯があるからであ
る（
3）。しかしながら、果たして、こうした雇用契約などに盛り込まれた競業禁止条項は、スポーツ代
理人に対して法的に拘束力を有す と考えられるのであろうか。
 
 
近年、富に、スポーツのグローバル化とか、ビッグビジネス化が進展する一方で、日米の法制とか、商慣習の違いの
ほか、契約内容も多岐にわたり複雑化するなかで、スポーツ選手自身、例えば、契約を交渉、維持、管理していくためには相当の専門的知識と労力が求めら る。こうしたこと 踏まえて、わが国においても、スポーツ選手の契約交渉や移籍の際などに、主に選手本人 代わって各種団体、チーム、スポンサーなどに対して 法律問題や実務、そ 他を援助したり、支えたりするスポーツ代理人は、その必要性が望まれている。こうしたことをかんがみるとき アメリカのスポーツ代理人業における経営環境の変化のもとで、多くの有名な 選手の代理人を務める巨大代理業者のスタインバーグ社
(Steinberg M
oorad &
 D
unn Inc)と元々はパートナーであったが、 同社を離れ、 新たに代理業を立ち上げた、
競争相手のダン
(D
avid D
unn)との訴訟事
件（
4）を通じて、 競業禁止の契約的合意の強制可能性をめぐる問題を検討しておき
たい。
 
 
二
 
スポーツ代理人間の競争と代理人業界の合併・統合
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歴史をふり返ってみると、アメリカにおけるスポーツ・マネジメント業界は、一九九〇年代に大きく変貌を遂げた。
とりわけ、例えば、プロサーヴ
(Proserv)社はドナルド・デル
(D
onald D
ell)によって設立され、その当時は、大きなスポ
ーツ・マネジメント事務所であったが、ご多分に漏れず、この会社で内紛が起こることにより、新たにいくつかの代理業が形成されたことによって、顧客であるスポーツ選手に対する獲得競争は、激化し始めたと言われ
る（
5）。プロサーヴ社
の以前の
会社幹部は、自社を起ち上げるとともに、普通に顧客のスポーツ選手を引き抜いていったところ、プロサーヴ
社は、スポーツ代理人のデー
ヴット・フォーク
(D
avid Falk)や、同人の有名な顧客ら、例えば、マイケル
・ジョーダン
(M
ichael Jordan)などが、一九九二年に事務所を離れたときに、大打撃を被ったとされ
る（
6）。すなわち、プロサーヴ社は
経営に苦慮する一方で、間隙を縫うような弱小会社や主な競業他社であるインターナショナル・
マネジメント
・グルー
プ
(International M
anagem
ent G
roup:IM
G
. 以下、 ＩＭＧという
)を含む、
同社の競業他社は、 繁栄していったのである。
 
 
このようにして、勢いのおもむくところ、
ＩＭＧ
は、強大な組織に成長しつつあったが、すべての国における最高の
スポーツ選手と契約を結ぶという戦略に基づいて行動し 顧客のイベントや、実際のイベ トとして、テレビのスポーツ・イベントの制作に参入することによって、この業界を再編成していっ
た（
7）。そして、ＩＭＧが巨大かつ強大化するに
したがって、弱小 代理業者は、もはや、競争 太刀打ちできなくなっ た。かくして、ＩＭＧは、繁栄する一方で、同社の支配を脅かしうる事務所は、企業の合併
・
統合によって形成された、一握りの「超大型代理業者
（
super 
agencies）」
の存在のみであっ
た（
8）。すなわち、エス・エフ・エックス・エンターテインメント
(SFX)、アッサンテ・コー
ポレーション
(Assante)、
オクタゴン
(O
ctagon)はすべて、こうした超大型代理業を形作るため、弱小の代理業者や代理
人を買収することによって、広い範囲のスポーツ選手に対して様々なサービスを提供してきたのであ
る（
9）。こうして、例
えば、テレム・ア ド・アソシエイツ
(Tellem
 &
 Associates)、ヘンドリックス・マネジメント社
(H
endricks M
anagem
ent 
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Com
pany)、
フォー ク・アソシエイツ・マネジメント・エン
ター プライズ
(Falk Associates M
anagem
ent 
Enterprises:FAM
E)、
マーキー・グループ
(The M
arquee G
roup)のような、かつての競業他
社（
1
0）や、前記デーヴット・フ
ォーク、ヘンドリックス・ブラザース
(H
endricks Brothers)、アーン・テレム
(Arn Te-llem
)、ジム・ブロンナー
(Jim
 
Bronner)、ボブ・ギルフーリ
ー
(Bob G
ilhooley)のような、かつて
の競業代理人は今や、すべて同じチームに所属して、
同じ企業の傘下で、ともに働くに至ったのである。
 
 
しかし、これらの新たに形成された巨大代理業者は、自力で、広く安定した顧客のスポーツ選手を擁して、スポンサ
ー企業にアプローチすることで、一見容易に利益を上げたようにみられたが、スポーツ代理業における企業の合併・統合は、スポーツ代理人に対する競業禁止の契約的合意 強制可能性いかんというような問題を抱えていたのである。
 
 
三
 
雇用契約終了後の競業禁止の契約的合意
 ―
 スタインバーグ対ダン事件
 
  
雇用契約関係終了後の競業禁止の合意がスポーツ代理人に対して法的に履行を強制できるか否かをめぐって、長年の
パートナーであり、巨大代理業者であって、スパースターの代理人でもあるスタインバーグ
(Leigh Steinberg)（以前の
使用者）
とダン
(D
avid D
unn)（以前の被用者） との争いは、 改めて雇用契約終了後の競業制限条項
(restrictive covenants)
の問題をアメリカのスポーツ・ビジネス界におい 浮き彫りにし
た（
1
1）。
 
（１）事件の概要
 
 
本件紛争は、 被告ダンが原告代理人事務所のスタインバーグ・ムーラッド・アンド・ダン社
(Steinberg, M
oorad &
 D
unn, 
Inc. 以下、ＳＭＤという
)を退職して、二〇〇一年の二月に、自ら代理業のアスリーツ・ファースト
(Athletes First)を起
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ち上げたことに端を発してい
る（
1
2）。すなわち、原告は、被告の退職後に、被告および同人が新たに立ち上げた事務所がＳ
ＭＤの大多数の顧客の引き抜きを共謀した旨を主張して、以前のパートナーに対して訴えを起こしたのであ
る（
1
3）。このス
タインバーグ対ダン事件 最大の争点であり、プロのスポーツ選手自らが自由に代理人を選任する権利と 関連で、極めて深くかかわる本件 問題点は、被告が一九九九年に署名 た雇用契約のなかに盛り込まれていた二四ヵ月間に及ぶ競業禁止条項であ
る（
1
4）。すなわち、原告の主張によれば、被告は雇用契約のみならず、極めて重要な競業禁止条項に違反
したというのである。かくして、原告は、右契約違反に対して損害賠償および差止命令による救済、詐欺、コモン・ローおよび制定法上の不公正な競争、トレード・シークレットの不正目的使用
(m
isappropriation)、故意の契約妨害、故意
の将来生ずべき利益に対す 妨害、信認義務違反、そして、精算 たうえでの償還
(accounting)および宣言的救済を求め
る訴えを提起 のであ
る（
1
5）。
 
 
スタイ
ンバーグとダンとの、長期間にわたる、世間の注目を浴びた本件は、正式事実審理に持ち込まれ、二〇〇二年
の一一月一五日に、本件連邦地方裁判所の陪審は最終的 、原告に対して、総額約四四億六千六百万円という巨額の損害賠償を認め 判決 下し
た（
1
6）。本件にみる原告の勝訴判決は、スポーツ代理業界に衝撃をもたらしたが、特に被告によ
る競業禁止の合意の強制可能性をめぐる争いは、大いに世間 注目を集めた。
 
（２）判決要旨
 
 
本件連邦地方裁判所は、約六週間にわたる法廷論争の末、被告ダンの新たな代理業であるアスリーツ・ファーストに
対して、すでに述べた損害賠償 内訳として、実損二〇億円 被告本人に対して実損二億円、アスリーツ・ファーストに対して二〇億円の懲罰的 、被告に対 て二億六千六百万円の懲罰的損害賠償を含めて 原告に合計四四億六千六百万円を超える損害賠償を認め
た（
1
7）。このようにして、三日半に及ぶ審理の結果、八人の陪審員からなる陪審は、被
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告およびアスリーツ・ファーストに対して次の四つの主要な争点を認定した。すなわち、①契約違反、
②不正競争、
③
不法な契約違反の誘因、④将来生ずべき利益に対する不法な妨害、であ
る（
1
8）。
 
 
しかしながら
、実際のところ、代理人の選任の自由との関連で、スポーツ選手の権利を救済することに極めて重要と
思われる判断に いて、本件裁判所は、本案についての完全な事実審理に基づいて、訴訟の最終的解決を意図して下される、被告に対する本案的差止命令
(perm
anent injunction)を求める原告の要求を認めなかった。すなわち、連邦地方裁
判所によれば、差止命令によって、 「 （被告）が自ら選択する職業において生計を立て、スポーツ選手自らが選任する代表による利益の享受が妨げられる」であろう、ということであっ
た（
1
9）。さらに、本件裁判所によれば、そうした差止命令
を認めることは、代理人の行為を規制するナショナル・フットボール・リーグ
(N
FL)競技
者協会の連邦権限を不当に奪
うものであ 、 いうことであっ
た（
2
0）。
 
（３）判決の検討
 
 
すでに述べたように、スポーツ代理人が、雇用契約、特に、それに盛り込まれた競業禁止の契約的合意に違反したと
連邦地方
裁判所の陪審によって認定された、スタインバーグ対ダン事件判決によって、ある意味で、企業経営の一応の
安定性がスポーツ代理業にもたらされるようにみられた。しかしながら、本件判決 対し は被告から控訴が され、控訴審での司法判断が下されるまで、本件連邦地裁 決が実際にど ような影響を及ぼすのか予断を許さなかったがいずれにせよ、本件陪審の評決によって スポーツ代理人 代理人事務所を退職し 顧客を奪うことは阻止されるのではないかと思われ
た（
2
1）。 また、 被用者である代理人の退職と顧客の引き抜きというリスクが減少するようになるならば、
スポーツ代理業者は、司法による手厚い保護を感得して 利益をもた すと思われた代理業を引き続き買収していくという傾向は、その後も継続するようにみられ
た（
2
2）。
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しかしながら、確かに、スタインバーグ対ダン事件判決は、スポーツ代理人がその所属する事務所を退職し、顧客を
盗み取るような行為に対して、通常の
塡補損害賠償のほかに懲罰的損害賠償を認めたわけであるが、本件スタインバー
グ対ダン事件の控訴審においては 少なくとも、雇用契約に盛り込まれた競業禁止条項の法的意味合いのとらえ方について、異なる結果になる可能性があった。 るほど 本件被告のように、原告会社を退職し、スタインバーグのようなフットボールの優れた指導者としての実践経験のすべてを盗み取るような、かなり手の込んだやり方に対しては、懲罰が加えられ もやむを得ない面があるかもしれない。がしかし、それにしても 本件地
方裁判所の陪審は、カリフォル
ニア州のいわゆる競業制限法の解釈、適用を誤った可能性 あった。
 
 
なぜならば、カリフォルニア州は従来、大多数の州とは異なり、被用者の移動
(m
obility)というものを強く推進し、そ
れゆえに、競業禁止特約の履行強制につ ては、極めて消極的な態度をとってきたからであ
る（
2
3）。すなわち、裁判所は、
一八七二年以来、 「適法な職業、営業、あるいは事業 営む自由を抑制する契約は無効である
」（
2
4）旨を規定するカリフォ
ルニア州のビジネス・プロフェッション規程
(California Business and Professions Code)（二〇〇三年）の第一六六〇
〇条を厳格に守ってきた。そして、同規程 第一六六〇〇条を繰り返し適用す ことによって、カリフォルニア州 裁判所は、すべての市民は自ら 選択する合法的 仕 や営業に従事する権利を有す ものとす
る（
2
5）、という州の強い政策
に注意を払ってきた。その結果として、競業禁止の契約的合意は法的 は無効であるという が 疑いもなく、カリフォルニア州のいわば原則として、受け入れられてきた であ
る（
2
6）。
 
 
すなわち、カリフォルニア州の裁判所は、被用者の流動性が増すことが同州の労使双方のためになるという見解を示
す一方で、使用者が事業におい 競争優位性を保つことより 被用者自らが選択する職業 生計を立て 権利に重きを置くこと 自らの判決を正当化してきたのである。つまり、裁判所は 仕事を自由に変えら ることは被用者にと
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って有利であることは明らかである一方で、何の制限もなく、優れた可能性を秘めた被用者に使用者が接触する機会を得ることは、市場において価値のある方法でもあるということであ
る（
2
7）。
 
 
実際のところ、同州裁判所の競業禁止に対する禁止の姿勢は、
ＩＴ産業の集積地帯であるシリコン・ヴァレー
(Silicon 
Valley)の急速な成長の背後にあって、その推進力の一つであることは、広く認められてきたところであ
る（
2
8）。
 
 
しかし、このようにして、カリフォルニア州は、競業禁止の契約的合意の禁止に対して、禁止の姿勢を貫いてきたわ
けであるが、そうした特約に対して、広く禁止の姿勢をとる強い州の政策には、いくつかの例外が認められる。すなわち、まず第一に 制定法上において、営業またはパートナーシップ
(partnership)の譲渡の場合、競業禁止の契約的合意
の強制を認める例外が設けられ い
る（
2
9）。
 
 
そして、第二に、こうしたカリフォルニア州の制定法上の例外に加えて、同州の裁判所は、競業禁止の契約的合意が
強制される可能性があ 二つの場合を例外とし 設けてき 。そ 内の一つは、競業制限特約の制限範囲が狭く限定されている場合であ
る（
3
0）。もう一つは、スポーツ選手が自由に代理人を選任する権利に最も大きな脅威になりうるものとし
て、使用者のトレード・シークレット
(trade secrets)を保護するために競業制限特約が用いられる場合であ
る（
3
1）。すなわ
ち、競業禁止の契約的合意のような競業制限的取り決めが 使用者のトレード・シークレットを保護するためになさる場合 カリフォルニア州における競業制限 禁止に対して、 例外が適用される可能性が最も高いと言え 。 もっとも、同州の裁判所は トレード・シ クレットに直接に言及 ないような 競 禁止規定は無効であり、前
記ビジネス・プ
ロフェッ
ション
規程第一六六〇〇条に違反するという見解を明らかにしてきたので、こうした例外的取り扱いは、限ら
れてい
る（
3
2）。とりわけ、スタインバーグ対ダン事件の事案に即して言えば、被告ダンとの雇用契約に盛り込まれた競業禁
止条項においては、文言上、広範な反競争的特約 示唆す ようにみえる すぎず トレード・シ クレットそれ自体
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については、別段、明示的には言及されているわけではな
い（
3
3）。それどころか、
ＳＭＤが、雇用契約のなかで、トレード・
シークレットに直接触れていたのかどうかも、必ずしも明確ではない。このような事例の場合、同州の裁判所は、トレード・シークレットの文言のみを強調するにしても、およそ一般的な競業禁止条項は、無効である旨の判断をしてきたのであ
る（
3
4）。
 
 
こうしてみると、スタインバーグ対ダン事件の控訴審において、被告ダンの雇用契約のなかに盛り込まれた競業禁止
条項が、使用者のトレ ド・シークレットに関して、例外的取り扱いの要件を満たすものであるか もしくは、競業禁止の契約的合意に対するカリフォルニア州の禁止に対するその他の例外に当たる旨の判断がなされない限り、競業制限禁止特約の強制がなされる可能性は少なかった。そうした本件被告ダンに対する有利な結果は、す に述べたように、同被告に対する原告スタインバ グらの本案的差止命令の申立が認容されなかった二〇〇三年一月八日 本件地方裁判所の判決にかんがみれば、必ずしも想定外 ことではなかっ
た（
3
5）。
 
 
このようにして、カリフォルニア州においては、競業禁止の契約的合意に対する禁止には例外が設けられている一方
で、雇用契約のなかの競業禁止条項の履行が可能かどうかという法的問題をめぐる控訴審の判断は、本件地方裁判所陪審が原告側に同情的であることは理解 きる 、結果が異なる可能性が否定できなかったのであ 。
 
 
結局のところ、本件控訴審は 地方裁判所の判決 対し 、原判決を一部は認容し、一部は破棄、差し戻を行った。
とりわけ、本件控訴審の判決によれば、雇用契約中の競業禁止特約は、カリフォルニア州の前記ビジネス・プロフェッション規程の第一六六〇〇条のもと は、実効性の い方法であって、法 に無効である旨を 陪審に説示しなかった点で、誹りを免れないということであっ
た（
3
6）。
 
 
このよ
うにして、重要なことであるが、プロスポーツ選手は、少なくとも、今のところ、自らがスポーツ代理人を選
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任する権利を、これまで同様に失ってはいないと言える。
 
 
四
 
おわりに
 
 以上、アメリカはスポーツ・ビジネスが盛んであり、中でも、スポーツ代理人は、スポーツ・ビジネスの先端を走る
専門職とされ、プロスポーツ選手は、自由に自らの代表を選任する権利を長らく保持し
てきた。しかしながら、スポー
ツ・マネジメント・ビジネスの世界においても、一般企業の経営手法と同様に、企業の合併・統合というような先進的経営が展開されてきた結果として、プロスポーツ選手の代理人選任の自由が脅かされるという弊害を生んできた。代理人事務所 スポーツ代理人との間の雇用契約のなかに競業禁止条項を盛り込む いう手法が られたからであるが、それは、巨大代理人業者が新たに形成されたことによる副産物に他ならない。アメリカのスポーツ・マネジメント・ビジネス界における企業の合併・統合と、この業界の再編成は、今後も
頻繁に起こりうるかどうかは定かではないが、企業
の合併・統合によっても、スポーツ選手が、プロ野球の球団やチームなどとの契約交渉に際して自由に代理人を選任する権利は、 「私的自治の原則」の拡張と補充 両面から言っても 奪われてはならないであろう。
 
 
最後に、ひるがえって、日本のスポーツ・ビジネス界の場合、スポーツ代理人業に絞ってみると、市場の規模や成長
の度合いなど 点で遙かにアメリカには及ばない。のみならず スポーツ界もビジネス 世界と変わりない面があはいえ、日本でもアメリカのスポーツ・マネジメント・ビジネ 界と同様 、今後、企業の合併・統合という現象 起こるかどうかは予測の限り はない。 そればかりか、 日本 スポーツ界においてスポーツ代理人という職業に対しては必ずしも十分に認識も理解もなさ て ないし、 制度自体も十分 機能し いると 言え 。
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しかしながら、スポーツ代理人に対する競業禁止の契約的合意は、顧客であるスポーツ選手の引き抜き問題などを伴
って、その強制可能性の問題が顕在化しないとは限らないと思われる。
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